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第１章 通則 

１－１ 令別表第１に掲げる防火対象物の取扱いについて 

 

１ 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「令」という。）第１条の２第２項後段

に規定する「管理についての権限、利用形態その他の状況により他の用途に供される防

火対象物の部分の従属的な部分を構成すると認められる」部分とは、次の⑴又は⑵に該

当するものとする。 

⑴ 令別表第１（１）項から（１５）項までに掲げる防火対象物（以下「令別表対象物」

という。）の区分に応じ、別表（Ａ）欄に掲げる当該防火対象物の主たる用途に供され

る部分に機能的に従属していると認められる同表（Ｂ）欄に掲げる用途に供される部

分で、次のアからウまで全てに該当するもの。 

ア 当該従属的な部分についての管理権原を有する者が主たる用途に供される部分の

管理権原を有するものと同一であること。 

イ 当該従属的な部分の利用者が主たる用途に供される部分の利用者と同一であるか

又は密接な関係を有すること。 

なお、密接な関係を有するとは、主たる用途に供される部分を利用する者が、主に

従属的な部分を利用する場合をいう。 

ウ 当該従属的な部分の利用時間が主たる用途に供される部分の利用時間とほぼ同一

であること。 

なお、従属的な部分の利用時間が主たる用途の利用時間の範囲内ならば、当該従 

属的な部分の利用時間は当該主たる用途の利用時間とほぼ同一とみなす。 

⑵ 主たる用途に供される部分の床面積の合計（他の用途と共用される廊下、階段、通

路、便所、管理室、倉庫、機械室等の部分の床面積は、主たる用途に供される部分及び

他の独立した用途に供される部分のそれぞれの床面積に応じ按分するものとする。以

下同じ。）が当該防火対象物の延べ面積の９０％以上であり、かつ、当該主たる用途以

外の独立した用途に供される部分の床面積の合計が３００㎡未満である場合における

当該独立した用途に供される部分（令別表第１（２）項ニ、（５）項イ若しくは（６）

項イ⑴から⑶まで若しくはロに掲げる防火対象物又は（６）項ハに掲げる防火対象物

（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）の用途に供される部分を除く。）。 

２ 一般住宅（個人の住居の用途に供されるもので寄宿舎、下宿及び共同住宅以外のも

のをいう。以下同じ。）の用途に供される部分が存する防火対象物については、前記１

によるほか、次により取り扱うものであること。 

⑴ 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が５０㎡以下の場合は、一般

住宅の用途に供される部分の床面積の如何にかかわらず当該防火対象物（防火管理

者の選任を必要とするもの又は令別表第１（２）項ニ、（５）項イ若しくは（６）項

イ⑴から⑶まで若しくはロに掲げる用途に供する部分が存する防火対象物の選任を

必要とするもの又は同表（２）項ニ（５）項イ若しくは（６）項イ⑴から⑶まで若し

くはロに掲げる用途に供する部分が存する防火対象物若しくは（６）項ハに掲げる用

途に供する部分が存する防火対象物（（６）項ハに掲げる用途に供する部分において、

利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。））にあっては⑵に準じて用途を判定
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するものであること。 

⑵ 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が５０㎡を超える場合は、次

によること。 

ア 令別表防火対象物の用途に供される部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供

される部分の床面積の合計よりも小さい場合又はおおむね等しい場合は、当該防火

対象物は、複合用途防火対象物に該当するものであること。 

イ 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が一般住宅の用途に供され

る部分の床面積の合計よりも大きい場合は、令別表対象物（令別表対象物の用途が

前記１により複合用途防火対象物と判定される場合にあっては、複合用途防火対象

物）に該当するものであること。 

３ 令別表対象物の用途に供される部分の床面積の合計が５０㎡以下の防火対象物（防火

管理者の選任を必要とするもの又は令別表第１（２）項ニ、（５）項イ若しくは（６）項

イ⑴から⑶まで若しくはロに掲げる用途に供する部分が存する防火対象物若しくは（６）

項ハの用途に供する部分が存する防火対象物（（６）項ハに掲げる用途に供する部分にお

いて、利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）を除く。）については、一般住

宅として取り扱うものであること。 
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別表 

区分 （Ａ） （Ｂ） 

（１）項イ 
舞台部、客席、映写室、ロビー、切符売場、出演者控室、
大道具・小道具室、衣裳部屋、練習室 

専用駐車場、売店、食堂 

（１）項ロ 集会室、会議室、ホール、ロビー、宴会場、結婚式場 
食堂、専用駐車場、図書室、 
展示室 

（２）項イ 客室、ダンスフロア、舞台部、調理室、更衣室 専用駐車場 

（２）項ロ 遊技室、遊技機械室、作業室、更衣室、待合室、景品場、 
ゲームコーナー、ダンスフロア、舞台部、客室 

売店、食堂、専用駐車場 

（２）項ハ 
客室、通信機械室、リネン室、物品庫、更衣室、待合室、 
舞台部、休憩室、事務室 託児室、専用駐車場、売店 

（２）項二 客室、貸出コーナー、娯楽室、事務室、厨房 専用駐車場 

（３）項イ 客席、客室、厨房 結婚式場、専用駐車場 

（３）項ロ 客席、客室、厨房 結婚式場、専用駐車場 

（４）項 売場、荷さばき室、商品倉庫、食堂、事務室 
催物場、写真室、遊技場、結婚
式場、専用駐車場、美・理容室、 
診療室、集会室 

（５）項イ 宿泊室、フロント、ロビー、厨房、食堂、浴室、談話室、 
洗濯室、配膳室、リネン室 

娯楽室、宴会場、舞台部、結婚
式場、会議室、ビアガーデン、
両替所、旅行代理店、専用駐車
場、美・理容室 

（５）項ロ 居室、寝室、厨房、食堂、教養室、休憩室、浴室、共同炊
事場、洗濯室、リネン室 売店、専用駐車場 

（６）項イ 
診療室、病室、産室、手術室、検査室、薬局、事務室、機
能訓練室、面会室、談話室、研究室、厨房、付添人控室、 
洗濯室、リネン室、医師等当直室 

食堂、売店、専用駐車場 

（６）項ロ・ハ 
居室、職員室、集会室、機能訓練室、面会室、食堂、厨房、
リネン室 売店、専用駐車場 

（６）項二 教室、職員室、遊技室、休養室、講堂、厨房、体育館、リ
ネン室 食堂、専用駐車場 

（７）項 
教室、職員室、体育館、講堂、図書館、会議室、厨房、研
究室、クラブ室、保健室 食堂、売店、専用駐車場 

（８）項 閲覧室、展示室、書庫、ロッカー室、ロビー、工作室、保
管格納庫、資料室、研究室、会議室、休憩室 

食堂、売店、専用駐車場 

（９）項イ 
脱衣場、浴室、休憩室、体育館、待合室、マッサージ室、
ロッカー室、クリーニング室 食堂、売店、専用駐車場 

（９）項ロ 脱衣場、浴室、休憩室、クリーニング室 専用駐車場 

（１０）項 乗降場、待合室、運転指令所、電力指令所、手荷物取扱所、 
一時預り所、ロッカー室、仮眠室、休憩室、旅行案内所 売店、食堂、専用駐車場 

（１１）項 本堂、拝殿、客殿、礼拝堂、社務所、集会室 結婚式場、専用駐車場、宴会
場、厨房 

（１２）項イ 作業所、設計室、研究室、事務室、更衣室、物品庫 売店、食堂、専用駐車場、託児
室、診療室 

（１２）項ロ 撮影室、舞台部、ホール、録音室、道具室、衣裳室、休憩
室、事務室 食堂、売店、専用駐車場 

（１３）項イ 車庫、車路、修理場、洗車場、運転手控室 売店、食堂 

（１３）項ロ 格納庫、修理場、休憩室、更衣室 専用駐車場 

（１４）項 物品庫、荷さばき場、事務室、休憩室 食堂、専用駐車場 

（１５）項 事務室、休憩室、会議室 売店、食堂、専用駐車場、診療
室、物品庫 

※ 本表（Ａ）欄及び（Ｂ）欄に列挙されている用途は、当該用途と態様が極めて類似し 

ているものをそれぞれ含むものとする。 
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１－２ 消防用設備等の設置単位の判断基準について 

 

１ 消防用設備等の設置単位は、建築物である防火対象物については、特段の規定（令第

８条、第９条、第９条の２、第１９条第２項、第２７条第２項）のない限り、棟であり

敷地ではないこと。 

２ １でいう棟とは、原則として、独立した一の建築物、又は独立した一の建築物が相互

に接続されて一体となるものであること。 

建築物と建築物とが構造的に接続されておらず（建築構造上又は、増築等によりエキ

スパンションジョイントで接続されているものを除く。）、かつ、屋根又は庇が接してい

る（雨樋を共有している場合を含む。）場合、若しくはかぶさっている場合は、別棟とし

て取扱って差し支えないものとする。 

３ 建築物と建築物が渡り廊下（その他これらに類するものを含む。以下同じ。）、地下連

絡路（その他これらに類するものを含む。以下同じ。）、洞道（換気、暖房又は冷房の設

備の風道、給排水管、配電管等の配管類、電線類その他これらに類するものを布設する

ためのものをいう。以下同じ。）により接続されている場合は、原則として一棟であるこ

と。ただし、次の１から３のいずれかに該当する場合は、別棟として取扱って差し支え

ないこと。 

⑴ 建築物と建築物が地階以外の階において渡り廊下で接続されている場合で、次のア

からエまでに適合している場合 

ア 渡り廊下は、通行又は運搬の用途にのみ供され、かつ、可燃性物品等の存置その他

通行上の支障がない状態にあるものであること。 

イ 渡り廊下の有効幅員は、接続される一方又は双方の建築物の主要構造部が木造で

ある場合は３メートル未満、その他の場合は６ｍ未満であること。 

ウ 接続される建築物相互間の距離は、１階にあっては６ｍ、２階以上の階に あって

は１０ｍを超えるものであること。ただし、次の(ｱ)から(ｳ)までに適合する場合は、

この限りでない。 

(ｱ) 接続される建築物の外壁及び屋根（渡り廊下の接続部分からそれぞれ３ｍ以内

の距離にある部分に限る。次のイにおいて同じ。）については、次のａ又はｂによ

ること。 

ａ 外壁は防火構造（建築基準法（以下「建基法」という。）第２条第８号に規定

する防火構造をいう。以下 同じ。）及び屋根は準耐火構造（建基法第２条第７

号の２に規定する準耐火構造をいう。）で造られていること。 

ｂ ａ以外のものについては、防火構造の塀（自立構造のもの）その他これらに類

するもの又はスプリンクラー設備（閉鎖型スプリンクラーヘッドを用いるスプリ

ンクラー設備であるものに限る。以下同じ。）若しくはドレンチャー設備（建基

法第２条第９号の２ロに規定する防火設備であるものに限る。以下同じ。）で延

焼防止上有効に防護されていること。 

(ｲ) アの外壁及び屋根には、開口部を有しないこと。ただし、面積の合計が４㎡以

下の開口部で防火戸（建基法第２条第９号の２ロに規定する防火設備であるもの

に限る。以下同じ。）が設けられている場合にあっては、この限りでない。 
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(ｳ) 渡り廊下については次のａ又はｂによること。 

ａ  吹き抜け等の開放式で、かつ、建築物の両端の接続部に設けられた出入口に

は、防火戸が設けられていること。 

ｂ a 以外のものについては、次の(a)から(c)までに適合するものであること。 

（a） 建築基準法施行令(以下「建基令」という。)第１条第３号に規定する構造

耐力上主要な部分を鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート

造とし、その他の部分を準不燃材料（建基令第１条第５号に規定する準不燃

材料をいう。）で造ったものであること。 

（b） 建築物の両端の接続部に設けられた出入口部分の面積の合計は、いずれも

４㎡以下であり、当該部分には防火戸で随時開くことができる自動閉鎖装置

付のもの又は煙感知器の作動と連動して自動的に閉鎖する構造のものが設け

られていること。 

（c） 次の自然排煙用開口部又は機械排煙設備が排煙上有効な位置に、火災の際

容易に接近できる位置から手動で開放できるように又は煙感知器の作動と連

動して開放するように設けられていること。ただし、スプリンクラー設備又

はドレンチャー設備が設けられているものにあってはこの限りでない。 

○ 自然排煙用開口部については、その面積の合計が１㎡以上であり、かつ、

屋根又は天井に設けるものにあっては、渡り廊下の幅員の３分の１以上の

幅で長さ１ｍ以上のもの、外壁に設けるものにあっては、その両側に渡り廊

下の３分の１以上の長さで高さ１ｍ以上のものその他これと同等以上の排

煙上有効な開口部を有するものであること。 

◎ 機械排煙設備にあっては、消防法施行規則(昭和３６年自治省令第６号。

以下「規則」という。)第３０条の規定に基づき設置されていること。 

エ 渡り廊下の長さは渡り廊下の幅員以上の長さとし、かつ、接続部に設ける防火戸 

が避難上有効に開放できる距離以上であること。 

⑵ 建築物と建築物が地下連絡路で接続されている場合で、次のア又はイに適合する場

合 

ア 地下連絡路の天井部分が直接外気に常時開放（地下連絡路の断面積以上の開口に

限る。）されているドライエリア形式又はこれと同等以上に火災の煙を有効に排出で

きる構造等であるもの 

イ ア以外もので、次の(ｱ)から(ｸ)までに適合するもの 

(ｱ) 接続される建築物又はその部分（地下連絡路が接続されている階の部分をいう。）

の主要構造部は、耐火構造（建基法第２条第７号に規定する耐火構造をいう。）以

下同じ。）であること。 

(ｲ) 地下連絡路は、通行又は運搬の用途のみに供され、かつ、可燃物品等の存置そ

の他通行上支障がない状態にあること。 

(ｳ) 地下連絡路は耐火構造とし、かつ、その天井及び壁並びに床の仕上げ材料及び

その下地材料は、不燃材料（建基法第２条第９号に規定する不燃材料をいう。以

下同じ。）であること。 

(ｴ) 地下連絡路の長さ（地下連絡路の接続する両端の出入口に設けられた防火戸相
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互の間隔をいう。）は６ｍ以上であり、その幅員は６ｍ未満であること。ただし、

双方の建築物の接続部にスプリンクラー設備又はドレンチャー設備が延焼防止上

有効な方法により設けられている場合は、この限りでない。 

(ｵ) 建築物と地下連絡路とは、当該地下連絡路の両端の出入口の部分を除き、開口

部のない耐火構造の床又は壁で区画されていること。 

(ｶ) (ｵ)の出入口の開口部の面積の合計は、一の建築物につき４㎡以下であること。 

ただし、当該地下連絡路にスプリンクラー設備が設けられ、かつ、「通常の火災時

に生ずる煙を有効に排出することができる特殊な構造の排煙設備の構造方法を定

める件（平成１２年建設省告示第１４３７号）に適合する排煙設備（以下「特殊排

煙設備」という。）が設けられている場合にあっては、この限りでない。 

(ｷ) (ｵ)の出入口には、特定防火設備（建基令第１１２条第１項に規定する特定防火

設備であるものに限る。以下同じ。）である防火戸（以下「特定防火戸」という。）

で随時開くことができる自動閉鎖装置付のもの又は随時閉鎖することができ、か

つ、煙感知器の作動と連動して閉鎖するものが設けられていること。ただし、特殊

排煙設備を設置する場合にあっては、くぐり戸（特定防火戸に限る。）を併設した

シャッター（特定防火設備に限る。）とすることができる。 

(ｸ) 特殊排煙設備を設けた地下連絡路以外の地下連絡路には、⑴ウ(ｳ)b(c)◎で定め

る排煙設備が設けられていること。ただし、スプリンクラー設備が設けられている

場合はこの限りでない。 

⑶ 建築物と建築物が洞道で接続されている場合で、次のアからカまでに適合する場合 

ア 建築物と洞道とは、洞道が接続されている部分の開口部及び当該洞道の点検又は

換気のための開口部（接続される建築物内に設けられるもので２㎡以下のものに限

る。）を除き、開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されていること。 

イ 洞道は耐火構造又は防火構造とし、その内側の仕上げ材料及び下地材料は不燃材

であること。 

ウ 洞道内の風道、配管、配線等が建築物内の耐火構造の壁又は床を貫通する場合は、

当該貫通部において、当該風道、配管、配線等と洞道及び建築物内の耐火構造の壁又

は床とのすき間を不燃材料で埋めてあること。ただし、洞道の長さが２０ｍを超える

場合にあっては、この限りでない。 

エ アの点検のための開口部（建築物内に設けられているものに限る。）には、防火戸

（開口部の面積が２㎡以上のものにあっては、自動閉鎖装置付のものに限る。）が設

けられていること。 

オ アの換気のための開口部が常時開放状態にあるものにあっては、防火ダンパーが

設けられていること。 

カ 洞道の長さは洞道の幅員以上の長さであること。 
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１－３ 消防用設備等の設置単位の判断基準について(図解) 

 

１ 地階以外の階において渡り廊下で接続している場合 

⑴ 使用方法 

ア 通行又は運搬以外の用途に供しないこと。 

イ 可燃物品等の存置その他通行上の支障のないこと。 

⑵ 有効幅員 

ア 建築物の主要構造部が木造と木造の場合 

 

イ 建築物の主要構造部が木造と木造以外の場合 

 
ウ 建築物の主要構造部が木造以外と木造以外の場合 

 
⑶ 建築物相互間の距離 

ア 平屋建の場合 
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イ ２階建以上の場合(渡り廊下が 1階にある場合は、アを準用する。) 

 
★⑴、⑵、⑶に適合することが別棟とみなされる絶対条件 

⑷ ⑶に適合しない場合の条件付き別棟 

次のアからエまで適合すれば別棟とみなしてよい。 

ア 建築物の条件 

(ｱ)又は(ｲ)によること。 

(ｱ) 渡り廊下の接続部分から３ｍ

以内の距離にある部分（斜線部

分）の屋根は準耐火構造又は外

壁は防火構造とすること。 

 

 

 

 

(ｲ) (ｱ)以外の場合は次のａ又はｂ

によること。 

ａ 渡り廊下の接続部分から３ｍ

以内の距離にある部分を延焼防

止上有効に保護する防火構造の

塀（自立構造のもの）を設けるこ

と。 

 

 

 

 

ｂ 渡り廊下の接続部分から３ｍ以

内の距離にある部分を延焼防止上

有効に保護するスプリンクラー設

備（閉鎖型）又はドレンチャー設備

を設けること。 
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イ 建築物の開口部の条件 

渡り廊下の接続部分から３メートル以内の距離にある部分（斜線部分）には、開 

口部を設けないこと。ただし、次のア及びイを満足する場合は、開口部を設けるこ

とができる。 

(ｱ) 開口部（黒の塗りつぶし部分）の面積の合計は４㎡以下であること。 

(ｲ) 防火戸とすること。 

 

 

ウ 渡り廊下の条件 

(ｱ) 開放式の場合 

渡り廊下の建物側の出入口は、防火戸とすること。 

    

(ｲ) 非開放式の場合 

ａ 構造 

構造耐力上主要な部分を鉄骨造、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリ 

ート造とし、その他の部分を準不燃材料で造ったものであること。 
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ｂ 接続部の出入口 

(a) 出入口の面積の合計は、４㎡ 

以下であること。 

(b) 出入口は防火戸で、随時開く

ことができる自動閉鎖装置付

のもの、又は煙感知器連動で閉

鎖するものとすること。 

 

 

ｃ 排煙 

自然排煙用開口部又は機械排煙設備を設置すること。 

ただし、スプリンクラー設備（閉鎖型）又はドレンチャー設備が設けられて  

いるものについては設置を免除する。 

 

  

      

 

 

(a) 自然排煙用開口部  

       開口部の面積（ａ㎡＋ｂ㎡＋ｂ`㎡）の合計は１㎡以上とすること。 
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           〇 屋根又は天井に設ける開口部 

             

       ◎ 外壁に設ける開口部（両側に設置） 

             

 

     (b) 機械排煙設備 

   消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号。以下「規則」という。）第 30

条の規定に基づき設置されていること。 

d 渡り廊下の長さ 

    渡り廊下の長さは、渡り廊下の幅員以上の長さとし、かつ、接続部に設ける防火

戸が避難上有効に開放できる距離以上とすること。 

 

２ 地下連絡路で接続される場合 

  次の⑴又は⑵に適合すること。 

⑴ 地下連絡路の天井部分が直接外気に常時開放（地下連絡路の断面積以上の開口に限

る。）されているドライエリア形式又はこれと同等以上に火災の際の煙を有効に排出で

きる構造等であること。 

⑵ ⑴以外のもので、次のアからクまでに適合すること。 

  ア 接続される建築物の主要構造 

接続される建築物又は地下連絡路が接続されている階の部分の主要構造部は、耐火

構造であること。 

イ 地下連絡路の使用方法 

   (ｱ) 通行又は運搬以外の用途に供しないこと。 

(ｲ) 可燃物品等の存置その他通行上の支障がないこと。 

ウ 地下連絡路の構造等 

地下連絡路は耐火構造とし、かつ、その天井及び壁並びに床の仕上材料及びその 

下地材料は、不燃材料であること。 

エ 地下連絡路の長さ 

地下連絡路の接続する両端の出入口に設けられた防火戸相互の間隔は、６ｍ以上

であり、その幅員は６ｍ未満であること。ただし、双方の建築物の接続部にスプリン

クラー設備（閉鎖型）又はドレンチャー設備が延焼防止上有効に設けられている場合

は、この限りでない。 
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オ 建築物と地下連絡路とは、当該地下連絡路の両端の出入口の部分を除き、開口 

部のない耐火構造の床又は壁で区画されていること。 

カ オの出入口の開口部の面積の合計は、一の建築物につき４㎡以下であること。

ただし、当該地下連絡路にスプリンクラー設備（閉鎖型）が設けられ、かつ、特殊

排煙設備が設けられている場合はこの限りでない。 

キ オの出入口には、特定防火設備である防火戸で随時開くことができる自動閉鎖 

装置付のもの又は随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖

するものが設けられていること。ただし、特殊排煙設備を設置する場合にあって

は、くぐり戸（特定防火設備である防火戸に限る。）を併設したシャッター（特定

防火設備に限る。）とすることができる。 

ク 特殊排煙設備を設けた地下連絡路以外の地下連絡路には、規則第３０条の規定 

に基づく機械排煙設備が設けられていること。ただし、スプリンクラー設備（閉鎖

型）が設けられている場合はこの限りでない。 

 

３ 洞道で接続されている場合 

次の⑴から⑹までに適合すること。 

（洞道とは、換気、暖房又は冷房の設備の風道、給排水管、配電菅等の配管類及び 電

線類その他これらに類するものを布設するためのものをいう。） 
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⑴ 建築物と洞道の接続部分 

洞道が接続されている部分の開口部及び当該洞道の点検のため開口部又は換気の

ための開口部（接続される建築物内に設けられる換気口で２㎡以下のものに限る。）

を除き、開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されていること。 

⑵ 洞道の構造等 

洞道は耐火構造又は防火構造とし、その内側の仕上げ材料及びその下地材料は不

燃材料であること。 

⑶ 洞道内の風道、配管、配線等の貫通部（⑴の耐火構造の床又は壁を貫通する部分） 

ア 不燃材料で埋め戻しすること。 

イ 洞道の長さが２０ｍを超える場合は、アによらないことができる。 
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⑷ 点検口（建築物内に設けられているものに限る。） 

ア ⑴の点検のための開口部は、防火戸が設けられていること。 

イ 開口部の面積が２㎡以上のものにあっては、自動閉鎖装置付のものとするこ 

と。 

⑸ 換気口 

⑴の換気のための開口部が常時開放状態にあるものにあっては、防火ダンパーが

設けられていること。 

⑹ 洞道の長さ 

    洞道の長さは、洞道の幅員以上の長さであること。 
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１－４ 消防法施行令第８条の解説 

 

１ 令第８条の規定については、次によるものとする。 

 ⑴ 開口部のない耐火構造の壁又は床で区画された部分ごとにその用途、面積に応じて

消防用設備等を設置すること。 

〔例〕＜全体としては（１６）項イ４，０００㎡＞ 

                    

 

※ Ａ・Ｂのうち少なくとも壁を支持する一 

 方が耐火建築物であること。（以下同じ。） 

 

〔例〕＜全体としては（１６）項イ４，０００㎡＞ 

 

 

 

 

 

 

 

※ Ｂは耐火建築物であること（以下同じ。） 

 

Ａ→延べ面積３，０００㎡の（５）項ロの防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。 

Ｂ→延べ面積１，０００㎡の（４）項の防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。 

 

⑵ 開口部のない耐火構造の壁又は床で区画された部分ごとにその階又は階数に応じて、

消防用設備等を設置すること。ただし、床で上下に水平区画されたものの上の部分の

階又は階数の算定にあっては、下の部分の階数を算入すること。 

 

〔例〕 

         

Ａ→階数１１の防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。 

Ｂ→階数５の防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。 
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〔例〕 

       

Ａ→階数３の防火対象物として該当する消防用設備等を設置する。 

Ｂ→階数１４の防火対象物として、また、ｂ部分は４階として該当する消防用設備等 

を設置する。 

⑶ 令８区画の構造等及び令８区画を貫通する配管等 

   令８区画の構造等及び令８区画を貫通する配管等の取扱いについては、「令８区画及

び共住区画の構造並びに当該区画を貫通する配管等の取扱いについて」によること。 

２ 留意事項 

 ⑴ 令第８条の規定は、令第３節すなわち消防用設備等の設置及び維持の技術上の基準

について適用されるものであり、防火管理、防炎等に関しては適用されない。 

⑵ 令第８条により、令第３節において各部分が別の防火対象物とみなされても、防火

上完全に安全というわけではないので非常事態を報知する非常警報設備等を設置する

場合は、できる限り令９条かっこ書きの趣旨を生かし、全体に設置することが望まし

い。 

ア 令８区画を設けて増築等をした場合の消防法（以下「法」という。）第１７条の２

の５第２項第２号の関係 

〔例１〕  

   

〔例２〕 
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イ 令８区画を設けて増築等をした場合の法第１７条の２の５第２項第４号の関係 

〔例１〕 

     

 

※ 消防用設備等の設置については、非特定部分と特定部分が、令８区画されているの

で、それぞれの基準を適用する。 

 

〔例２〕 

   

 

※ 消防用設備等の設置については、特定部分と非特定部分が、令８区画されているの

で、それぞれの基準を適用する。 
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１－５ 令８区画及び共住区画の構造並びに当該区画を貫通する配管等の取扱いについて 

 

１ 令８区画の構造等 

  令８区画の構造等については、「開口部のない耐火構造の床又は壁による区画」とされ

ていることから、次の⑴から⑸までに示す構造等を有すること。 

⑴ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、壁式鉄筋コンクリート造（壁式プ 

レキャスト鉄筋コンクリート造を含む。）及びプレキャストコンクリートカーテンウォ

ール又はこれらと同等に堅牢かつ容易に位置、構造等が変更できない耐火構造である

こと。 

⑵ 建築基準法施行令第１０７条第１号の通常の火災時の過熱に２時間以上耐える性能

を有するものであること。 

⑶ 令８区画の耐火構造の床又は壁の両端又は上端は、当該防火対象物の外壁面又は屋

根面から５０ｃｍ以上突き出していること。ただし、令８区画を設けた部分の外壁又

は屋根が、当該令８区画を中央とする幅３．６ｍ以上にわたる耐火構造（建基法に基づ

く、当該外壁又は屋根に要求される耐火性能を有すること。）であり、かつ、当該耐火

構造の部分が次のいずれかを満たす場合には、この限りでない。 

ア 開口部が設けられていないこと。 

イ 開口部を設ける場合には、防火戸が設けられており、かつ、当該開口部相互が令 

８区画を介して９０ｃｍ以上離れていること。（別図１から別図３参照） 

⑷ 令８区画を介して庇等を設ける場合は、庇等の長さは外壁面から１．５ｍ以下であ

ること。（別図４参照） 

⑸ 敷地の関係で、令８区画を介して相互の開口部から道路等に通ずる避難経路が共用

される場合、令８区画は適用しないものであること。ただし、避難に際して開口部から

の火災の影響を受けることのない十分な距離を有するか、若しくは有効な防火壁等を

設けた場合はこの限りでない。（別図５参照） 

２ 令８区画を貫通する配管等 

次の⑴から⑻までによるものとする。ただし、⑴に掲げる配管の設備種別等の取扱い

については、当分の間別表１のとおり取扱うものとする。 

また、令８区画を貫通する個々の配管等については、一般財団法人日本消防設備安全

センター（以下「安全センター」という。）に設置されている消防防災用設備機器性能評

定委員会において、個々に性能評定が行われることとされているので、区画を貫通する

配管、貫通部分に関する施工方法等に係る防火性能等について、安全センターの性能評

定を受けたもの（以下「評定配管」という。）であれば、当該評定工法によることで⑴か

ら⑺までを満たすものとして令８区画貫通を認めて差し支えないものであること。 

⑴ 配管の用途は、原則として、給排水管（排水管に付属する通気管を含む。）であるこ

と。 

⑵ 一の配管は、呼び径２００ｍｍ以下のものであること。 

⑶ 配管を貫通させるために令８区画に設ける穴の直径が３００ｍｍ以下となる工法で

あること。 

なお、当該貫通部の形状が矩形となるものにあっては、直径が３００ｍｍの円に相当
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する面積以下であること。（別図６参照） 

⑷ 配管を貫通させるために令８区画に設ける穴相互の離隔距離は、当該貫通するため

に設ける穴の直径の大なる方の距離（当該直径が２００ｍｍ以下の場合にあっては、

２００ｍｍ）以上であること。（別図７参照） 

⑸ 配管及び貫通部は、建築基準法施行令第１０７条第１号の通常の火災時の加熱に２

時間以上耐える性能を有するものであること。 

⑹ 貫通部はモルタル等の不燃材料で完全に埋め戻す等、十分な気密性を有するように

施工すること。 

⑺ 配管の表面に可燃物が接触した場合に、熱伝導により発火するおそれのある場合に

は、当該可燃物が配管の表面が接触しないような措置を講ずること。 

⑻ 鋼管及びこれに類する配管（「令８区画及び共住区画を貫通する配管等に関する運用

について」参照。以下「鋼管等」という。）については、⑴から⑺の規定によるほか、

別図８により施工することで区画貫通を認めて差し支えないものであること。 

３ その他 

 ⑴ 区画を貫通する配管、貫通部分に関する施工方法等に係る防火性能等について、安

全センターの性能評定を受けたものにあっては、その表示が付されるものであること。 

⑵ 安全センターにおいて性能評定されたものについては、安全センターの機関紙に掲

載されるものであること。 

 

別表１ 令８区画の貫通を認める配管等 

    適用の可否 

 

配管用途 

令８区画適用の可否 

認める 認めない 

給排水設備 鋼管等、評定配管 左記以外の配管 

衛生設備 鋼管等、評定配管 左記以外の配管 

電気設備 金属管（※） 左記以外の配管 

ガス設備  鋼管等でも認められない。 

空 

調 

設 

備 

ダクト類  冷暖房、換気ダクト（ダンパー付

きを含む。） 

冷媒配管（制

御ケーブル含

む。） 

鋼管等 左記以外の配管 

輸送処理設備 
 ダストシュート、メールシュー

ト、リネンシュート 

（※）令８区画を貫通している部分及びその両側１ｍ以上の範囲を金属管とし、貫通部及

び金属管の両端部を不燃材料で埋めること。 
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別図１－１ 

   

 

 

 

 

 

 

 

※ Ａ、Ｂのうち少なくとも耐火構造の壁を支持する一方が耐火建築物であること。

（以下同じ。） 

 

別図１－２ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ｈ及びＤは５０ｃｍ以上とすること。ただし、網掛け部分が耐火構造であり、かつ、

開口部が設けられていない場合、若しくは、開口部が防火戸であり、令８区画を介して

接する開口部相互が９０ｃｍ以上離れている場合は０でよい。 

なお、網掛け部分の耐火構造の屋根又は外壁は建基法において当該屋根又は外壁に

要求される耐火性能を有するものであること。 
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別図１－３ そで壁をなくする場合の条件 

 

※ 開口部の大きさに関わらず、開口部間の距離が９０ｃｍ未満になる位置には設けら

れない。 

 

別図２ 

※ 原則として開口部が相対する場合は 

 認められない。ただし、周囲の状況等 

 から判断して 延焼のおそれが極めて 

 少く、避難上安全であると認められた 

場合はこの限りでない。 
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別図３ 開口部の条件 

 

 

 

 

 

別図４ 
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別図５ 避難経路は共用する場合の条件 

 

  ※ 敷地の関係で、開口部から道路等に通ずる避難経路が共用する場合、令第８条の

規定は適用しない。ただし、避難に際して他の開口部からの火災の影響を受けるこ

とのない十分な距離を有するか、若しくは有効な防火壁を設けた場合はこの限りで

ない。 

 

別図６ 令８区画に設ける穴と配管の大きさ 

    円形 

       

        Ａ：配管の呼び径は２００ｍｍ以下 

        Ｂ：穴の直径は３００ｍｍ以下 

     矩形 

  

        Ａ：配管の呼び径は２００ｍｍ以下 

        Ｂ：穴の面積がおおむね７００㎠に相当する面積以下（直径３００ｍｍ

の円に相当する面積以下） 
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別図７ 令８区画に設ける穴相互の離隔距離 

   

Ａ：穴の直径ｍｍ（３００ｍｍ以下） 

Ｂ：穴の直径ｍｍ（３００ｍｍ以下） 

Ｃ：穴相互の離隔距離（Ａ又はＢの直径の大なる方の値以上とするが、２００ 

ｍｍ以下の場合は２００ｍｍ以上とする。） 

 

別図８ 鋼管で令８区画を貫通する場合の施工例 
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１－６ 令８区画及び共住区画を貫通する配管等に関する運用について 

 

 令８区画及び特定共同住宅等の位置、構造及び設備を定める件（平成１７年消防庁告示

第２号。以下「位置・構造告示」という。）に規定する特定共同住宅等の住戸等の床又は壁

の区画（以下「共住区画」という。）の取扱いについては、それぞれ「令８区画及び共住区

画の構造並びに当該区画を貫通する配管等の取扱いについて」及び位置・構造告示により

その基準が定められている。 

 令８区画及び共住区画を貫通する配管及び当該貫通部（以下「配管等」という。）の運用

は次によるものとする。 

 

１ 令８区画及び共住区画を貫通する鋼管等の取扱いについて 

  令８区画及び共住区画を貫通する鋼管等のうち、別添により設置されているものにあ

っては「令８区画及び共住区画の構造並びに当該区画を貫通する配管等の取扱いについ

て」及び位置・構造告示に適合するものとして取扱って差し支えないものであること。 

 

２ 共住区画を貫通する燃料供給配管のうち、次により設置されているものにあっては、

位置・構造告示第３第３号（４）に適合するものとして取扱って差し支えないものであ

ること。 

⑴ 配管の用途は、共同住宅の各住戸に設けられている燃焼機器に灯油又は重油を供給

するものであること。 

⑵ 配管は、日本工業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｈ３３００（銅及び銅合金の継目

無管）を含むものであること。 
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別添 

１ 鋼管を使用する範囲 

  令８区画及び共住区画を貫通する配管等にあっては、貫通部及びその両側１ｍ以上の

範囲は鋼管等とすること。ただし、次に定める⑴及び⑵に適合する場合は、貫通部から

１ｍ以内となる部分の排水管に衛生機器を接続して差し支えないこと。 

⑴ 衛生機器の材質は不燃材料であること。 

⑵ 排水管と衛生機器の接続部に、塩化ビニル製の排水ソケット、ゴムパッキン等が用

いられている場合には、これらは不燃材料の衛生機器を床材で覆われていること。 

２ 鋼管等の種類 

  令８区画及び共住区画を貫通する鋼管等は、次に掲げるものとすること。 

⑴ ＪＩＳＧ３４４２（水配管用亜鉛めっき鋼管） 

⑵ ＪＩＳＧ３４４８（一般配管用ステンレス鋼管） 

⑶ ＪＩＳＧ３４５２（配管用炭素鋼鋼管） 

⑷ ＪＩＳＧ３４５４（圧力配管用炭素鋼鋼管） 

⑸ ＪＩＳＧ３４５９（配管用ステンレス鋼管） 

⑹ ＪＩＳＧ５５２５（排水用鋳鉄管） 

⑺ 日本水道協会規格（以下「ＪＷＷＡ」という。）Ｇ１１５（水道用ステンレス鋼鋼管） 

⑻ ＪＷＷＡＫ１１６（水道用硬質塩化ビニルライニング鋼管） 

⑼ ＪＷＷＡＫ１３２（水道用ポリエチレン粉体ライニング鋼管） 

⑽ ＪＷＷＡＫ１４０（水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管） 

⑾ 日本水道鋼管協会規格（以下「ＷＳＰ」という。）０１１（フランジ付硬質塩化ビニ

ルライニング鋼管） 

⑿ ＷＳＰ０３２（排水用ノンタールエポキシ塗装鋼管） 

⒀ ＷＳＰ０３９（フランジ付ポリエチレン粉体ライニング鋼管） 

⒁ ＷＳＰ０４２（排水用硬質塩化ビニルライニング鋼管） 

⒂ ＷＳＰ０５４（フランジ付耐熱性樹脂ライニング鋼管） 

３ 貫通部の処理 

 ⑴ セメントモルタルによる方法 

  ア 一般社団法人日本建築学会建築工事標準仕様書（ＪＡＳＳ）１５「左官工事」に

よるセメントと砂を容積で１対３の割合で十分から練りし、これに最小限の水を加

え、十分混練りすること。 

  イ 貫通部の裏側の面から板等を用いて仮押さえし、セメントモルタルを他方の面と

面一になるまで十分密に充填すること。 

  ウ セメントモルタル硬化後は、仮押さえに用いた板等を取り除くこと。 

 ⑵ ロックウールによる方法 

  ア ＪＩＳＡ９５０４（人造鉱物繊維保温材）に規定するロックウール保温材（充填

密度１５０ｋｇ／㎥以上のものに限る。）又はロックウール繊維（充填密度１５０ｋ

ｇ／㎥以上のものに限る。）を利用した乾式吹き付けロックウール又は湿式吹き付け

ロックウールで隙間を充填すること。 

  イ ロックウール充填後、２５ｍｍ以上のケイ酸カルシウム板又は０．５ｍｍ以上の
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鋼板を床又は壁と５０ｍｍ以上重なるように貫通部に蓋をし、アンカーボルト、コ

ンクリート釘等で固定すること。 

 

４ 可燃物への着火防止措置 

  鋼管等の表面から１５０ｍｍの範囲に可燃物が存する場合には、⑴又は⑵の措置を講

ずること。 

 ⑴ 可燃物への接触防止措置 

   アに掲げる被覆材をイに定める方法により被覆すること。 

  ア 被覆材 

    ロックウール保温材（充填密度１５０ｋｇ／㎥以上のものに限る。）又はこれと同

等以上の耐熱性を有する材料で造った厚さ２５ｍｍ以上の保温筒、保温帯等とする

こと。 

  イ 被覆方法 

   (ｱ) 床を貫通する場合     

鋼管等の呼び径 被覆の方法  

１００以下 貫通部の床の上面から上方６０ｃｍの範

囲に一重に被覆する。 

１００を超え２００以下 貫通部の床の上面から上方６０ｃｍの範

囲に一重に被覆し、さらに、床の上面から

上方３０ｃｍの範囲には、もう一重被覆す

る。 

   (ｲ) 壁を貫通する場合     

鋼管等の呼び径 被覆の方法 

１００以下 貫通部の壁の両面から左右３０ｃｍの範

囲に一重に被覆する。 

１００を超え２００以下 貫通部の壁の両面から左右６０ｃｍの範

囲に一重に被覆し、さらに、壁の両面から

左右３０ｃｍの範囲には、もう一重被覆す

る。 

 ⑵ 給排水管の着火防止措置 

   次のア又はイに該当すること。 

  ア 当該給排水管の内部が、常に充水されているものであること。 

  イ 可燃物が直接接触しないこと。また、鋼管等の表面から１５０ｍｍの範囲内に存

在する可燃物にあっては、構造上必要最小限のもの（木軸、合板等）であり、給排

水管からの熱伝導により容易に着火しないものであること。 

５ 鋼管等の保温   

  鋼管等を保温する場合にあっては、次の⑴又は⑵によること。 

 ⑴ 保温材として４⑴アに掲げる材料を用いること。 

 ⑵ 給排水管にあっては、ＪＩＳＡ９５０４（人造鉱物繊維保温材）に規定するグラス

ウール保温材又はこれと同等以上の耐熱性及び不燃性を有する保温材を用いても差し
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支えないこと。この場合において、３及び４の規定について、特に留意すること。 

６ 鋼管等の接続 

  鋼管等を１の範囲において接続する場合には、次に定めるところによること。 

 ⑴ 鋼管等は、令８区画及び共住区画を貫通している部分において接続しないこと。 

 ⑵ 鋼管等の接続は、次に掲げる方法又はこれと同等以上の性能を有する方法により接

続すること。なお、イに掲げる方法は、立管又は横枝管の接続に限り、用いることが

できること。 

  ア メカニカル接続 

   (ｱ) ゴム輪（ロックパッキン、クッションパッキン等を含む。以下同じ。）を挿入管

の差し口にはめ込むこと。 

   (ｲ) 挿入管の差し口端部を受け口の最奥部に突き当たるまで挿入すること。 

   (ｳ) 予め差し口にはめ込んだゴム輪を受け口と差し口との間にねじれがないように

挿入すること。 

   (ｴ) 押し輪又はフランジで押さえること。 

   (ｵ) ボルト及びナットで周囲を均等に締め付け、ゴム輪を挿入管に密着させること。 

  イ 差込式ゴムリング接続 

   (ｱ) 受け口管の受け口の内面にシール材を塗布すること。 

   (ｲ) ゴムリングを所定の位置に差し込むこと。 

     ここで用いるゴムリングは、ＥＰＤＭ（エチレンプロピレンゴム）又はこれと

同等の硬さ、引っ張り強さ、耐熱性、耐老化性及び圧縮永久歪みを有するゴムで

造られたものとすること。 

   (ｳ) ゴムリングの内面にシール材を塗布すること。 

   (ｴ) 挿入管の差し口にシール材を塗布すること。 

   (ｵ) 受け口の最奥部に突き当たるまで差し込むこと。 

  ウ 袋ナット接続 

   (ｱ) 袋ナットを挿入管差し口にはめ込むこと。 

   (ｲ) ゴム輪を挿入管の差し口にはめ込むこと。 

   (ｳ) 挿入管の差し口端部を受け口の最奥部に突き当たるまで挿入すること。 

   (ｴ) 袋ナットを受け口にねじ込むこと。 

 エ ねじ込み式接続 

   (ｱ) 挿入管の差し口端外面に管用テーパおネジを切ること。 

   (ｲ) 接合材をネジ部に塗布すること。 

   (ｳ) 継手を挿入管にねじ込むこと。 

  オ フランジ接続 

   (ｱ) 配管の芯出しを行い、ガスケットを挿入すること。 

   (ｲ) 仮締めを行い、ガスケットが中央の位置に納まっていることを確認すること。 

   (ｳ) 上下、次に左右の順で、対象位置のボルトを数回に分けて少しずつ締め付け、

ガスケットに均一な圧力がかかるように締め付けること。 

 ⑶ 耐火二層管と耐火二層管以外の管との接続部には、耐火二層管の施工方法により必 

要とされる目地工法を行うこと。 
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７ 支持 

  鋼管等の接続部の近傍を支持するほか、必要に応じて支持すること。 

 

（参考） 

 施工方法の例（鋼管等の表面の近くに可燃物がある場合） 
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１－７ 消防法施行令第９条の解説 

 

 消防用設備等の設置については一般的には棟単位であるが、その例外規定が令第８条等

の規制のほか、この令第９条である。 

 防火対象物の用途が令別表第１（１６）項に掲げる用途に供されるものにあっては、そ

れぞれの用途単位ごとに一の防火対象物とみなして、令で定める消防用設備等の設置基準

が適用される。 

   

   例１ 屋内消火栓設備について 

    耐火構造 ５階建（無窓階に該当しない。内装制限なし。） 

    

 

 しかしながら、全ての消防用設備等の設置について、前記の考えが適用されるものでな

く、令第９条のかっこ書きの設備については、棟単位の原則が適用されるので、（１６）項

の防火対象物であっても、全ての用途の面積で設置の基準が適用される場合がある。 

 

   例２ 自動火災報知設備について 

   

※ 令第２１条第１項第３号は、令第９条の規定が除外されている。  

よって、（１６）項イで合計面積が４５０㎡あるので、この場合は設 

置義務が生じる。 
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令第９条の規定が適用されない場合（令第９条かっこ書） 

 
１ スプリンクラー設備 

令第１２条第１項第３号 （１６）項イの防火対象物で、地階を除く階数が１１以上のもの 

令第１２条第１項第１０号 
（１６）項イの防火対象物で、特定用途に供される部分の面積が
３，０００㎡以上のもののうち、当該特定用途の存する階 

令第１２条第１項第１１号 

（１６）項イの防火対象物の階のうち、特定用途に供される部分
が存する階で当該部分の床面積が地階又は無窓階にあっては、
１，０００㎡以上、４階以上１０階以下の階にあっては１，５０
０㎡（（２）項又は（４）項にあっては１，０００㎡）以上のもの 

令第１２条第１項第１２号 （１６）項ロの防火対象物で１１階以上の階 

 
２ 自動火災報知設備 

 
３ ガス漏れ火災警報設備 

 
４ 漏電火災警報器 

 
５ 非常警報設備（放送設備） 

 
６ 避難器具 

 
７ 誘導灯 

 

 

令第２１条第１項第３号 （１６）項イの防火対象物で、延べ面積が３００㎡以上のもの 

令第２１条第１項第７号 

（１６）項イの防火対象物で、特定用途に供される部分が避難階
以外の階（１階及び２階を除く。）に存する防火対象物で、当該
避難階以外の階から避難階又は地上に直通する階段が２（当該階
段が屋外、又は避難上有効な構造を有する階段にあっては１）以
上設けられていないもの 

令第２１条第１項第１０号 

（１６）項イの防火対象物で、地階又は無窓階に、（２）項イか
らハ又は（３）項の用途に供される部分が存するもので、（２）
項イからハ又は（３）項の用途に供される部分の床面積の合計が
１００㎡以上の階 

令第２１条第１項第１４号 （１６）項の防火対象物で１１階以上の階 

令第２１条の２第１項第５号 
（１６）項イの防火対象物の地階のうち、床面積の合計が１，０
００㎡以上で、特定用途に供される部分の床面積の合計が５００
㎡以上のもの 

令第２２条第１項第６号 
（１６）項イの防火対象物で、延べ面積が５００㎡以上で、特定
用途に供される部分の床面積の合計が３００㎡以上のもの 

令第２２条第１項第７号 （１６）項で契約電流容量が５０アンペアを超えるもの 

令第２４条第２項第２号 
（１６）項の防火対象物で、収容人員５０人のもの又は地階及び
無窓階の収容人員が２０人以上のもの 

令第２４条第３項第２号 
（１６）項の防火対象物で、地階を除く階数が１１以上のもの又
は地階の階数が３以上のもの 

令第２４条第３項第３号 （１６）項イの防火対象物で、収容人員が５００人以上のもの 

令第２５条第１項第５号 
（１６）項イの防火対象物で２階以上の階（２階にあっては（２）
項又は（３）項の用途に供される部分に限る。）で避難階又は地
上に直通する階段が 1 か所で収容人員が１０人以上のもの 

令第２６条 （１６）項イの防火対象物全部 
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１－８ 無窓階の解説 

 

１ 無窓階 

  建築物の地上階のうち、次の２に示す普通階以外の階をいう。 

 

２ 普通階 

 ⑴ １０階以下の階の場合 

   図Ａ又は図Ｂに該当する開口部を２以上有し、かつ、図Ａ又は図Ｂ若しくは図Ｃに

該当する開口部の有効開口面積（後述の「避難上又は消火活動上有効な開口部の判断

基準」を参照）の合計が、当該階の床面積の３０分の１を超えていること。 

 ⑵ １１階以上の階の場合 

   図Ｃに該当する開口部の有効開口面積の合計が、当該階の床面積の３０分の１を超

えていること。 

   

 ⑶ ⑴及び⑵の図Ａ、図Ｂ及び図Ｃの開口部は、次の条件に該当すること。 

  ア 床面から開口部の下端までの高さは、１．２ｍ以内であること。 

  イ 開口部は、道路又は道路に通ずる幅員１ｍ以上の通路、その他の空地に面したも

のであること。（１１階以上の階の場合は除く。）（別図参照） 

  ウ 開口部は、内部から容易に避難できるとともに、外部からも容易に進入できるも

のであること。（後述の「避難上又は消火活動上有効な開口部の判断基準」を参照） 

  エ 開口部の扉、窓等は、容易に開放できるよう常時良好な状態に維持管理されてい

ること。 
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別図 
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１－９ 避難上又は消火活動上有効な開口部の判断基準について 

 

 避難上又は消火活動上有効な開口部（以下「有効開口部」という。）は、令第１０条、規

則第５条の２に基づくものであるが、建築物の形態及び開口部の形状等により、次の判断

基準に基づき開口部の算定可否及び面積算定を行うものとする。 

 

１ 建築物の形態等による有効開口部算定の判断基準 

  有効開口部として算定することができる部分は、別記１によること。 

２ 開口部の形状等による有効開口部算定及び有効開口面積の判断基準 

  有効開口部として算定することができる部分は、扉、窓等を開放することができる部

分とし、別記２によること。ただし、別記３のガラスを使用する開口部については、別

記４によることができるものとする。 

３ 開口部の組合せによる有効開口部算定の判断基準 

  有効開口部として算定することができる部分は、別記５によること。 

４ 大型開口部又は特殊開口部の有効開口部算定の判断基準 

  有効開口部として算定することができる部分は、別記６によること。 

５ 電気錠（電気的に施解錠ができる錠前をいう。以下同じ。）を設置する開口部の有効開

口部算定の判断基準 

  電気錠を設置する開口部で、有効開口部として算定することができる部分は、防災セ

ンター、守衛室等に設置した遠隔操作装置により電気錠を非常時に解錠することができ

る部分とすること。ただし、電気錠には自動火災報知設備に準ずる非常電源を附置（電

気錠の種類で、通電時は施錠し、非通電時は解錠される。「通電時施錠型」を除く。）す

ること。 

６ 既存防火対象物の取扱いについて 

  現に存する防火対象物又は現に新築、増築、改築、移転、修繕若しくは模様替えの工

事中の防火対象物の開口部の取扱いについては、本基準を適用して差し支えないものと

し、本基準の制定前で設置済の消防用設備等で本基準を適用することにより自主設置と

なるものについては、引き続き維持管理を行うことが望ましいものであること。 

７ その他 

 ⑴ 別記３のガラスの種別については、「防火対象物工事計画届」等の関係図書に記載さ

れた内容をもって判断すること。 

   なお、既存防火対象物等で別記３のガラスの種別等が確認できない場合については、

関係図書の提出又は厚さ計（予防課備品）の活用等により判断すること。 

 ⑵ 開口部の有効開口面積等の計算において、個々の開口部の有効開口面積算定につい

ては、小数点第３位を切り捨てた数値とし、床面積の３０分の１については、小数点

第３位を切り上げた数値とすること。 
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別記１ 

建築物の形態等による有効開口部算定について 

建築物の形態等 判断基準等 

⑴ 複数棟が渡り
廊下等で接続さ
れ、消防用設備等
の設置単位が同
一棟となる場合 

 
 

● 渡り廊下で接続された階
は、各棟の階を合算した形で
有効開口部算定を行う。 

 
● 渡り廊下で接続されてい
ない階は、それぞれの棟の階
ごとに有効開口部算定を行
う。この結果、それぞれの棟
の階ごとの判定が異なった
ときは、実態により判定す
る。 

⑵ 一の階が間仕
切り壁等により
多区画（行き来で
きない）となる場
合 

 ● 階全体で有効開口部算定
を行う。 
（令第８条の区画に該当す
る場合は、当該区画ごとに有
効開口部算定を行う。） 

 
※ 階全体で普通階と判定さ
れた場合は、各区画ごとに普
通階の要件を満たすか、各区
画間に連絡通路、扉を設ける
ことが望ましい。 

⑶ 庇、バルコニー
等の突起物によ
り隣地境界から
の有効幅員が確
保できない場合 

 

● 突起物より下階（１、２階）
の開口部は有効開口部算定
可とする。 

 
● 突起物部分がバルコニー
等で、その有効幅員が１ｍ以 
上、かつ、当該バルコニー等
が道路又は道路に通ずる敷
地等に面していれば、突起物
より上階（４～６階）の開口
部は有効開口部算定可とす
る。 

⑷ 建物の上階が
セットバックし
ている場合 

 

● ２階屋上部分の強度（人が
歩行できる程度以上）があれ
ば、３～５階の開口部も有効
開口部算定可とする。 
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⑸ 中庭に面する
開口部の場合 

 

● 地盤面のレベルに有効幅
員１ｍ以上、高さ２ｍ以上の
通路（扉等が存する場合は施
錠されていないこと）が、道
路又は道路に通ずる敷地等
に面していれば、中庭に面す
る開口部は有効開口部算定
可とする。 

 

⑹ 吹抜けが存す
る場合 

 

● ２階の有効開口部算定に
際し、吹抜けに面する開口部
は有効開口部算定不可とす
る。 

⑺ 庇がある場合 

 

● 左図の場合、有効開口部算
定はａ－ｂ、ｂ－ｃ、ｃ－ｄ、
ｄ－ａ面で行う。 

  この場合の無窓階、普通階
に係る階床面積は、庇の下部
の用途に関わらず、ａ、ｂ、
ｃ、ｄで囲まれた部分として
差し支えない。 

 
● ２階におけるｂ－ｃ面の
有効開口部算定については、
⑶によること。 
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別記２ 
開口部の形状等による有効開口部算定及び有効開口面積について 

 

開口部の形状別有効開口面積 判断基準等 

 

● 各開口部の斜線部分を有効開口算
定可とする。以下、各々留意点を示
す。 

 
 
 
① 開閉不可の開口部（はめごろし窓
等）は、原則として有効開口部算定
不可とする。 

 
 
 
② 引き違い窓（戸）の開放部分は、
厳密に測定すると当該開口部の２分
の１にはならない（窓と窓の枠に重
なりがあるため）が、計算上は単純
に２分の１で計算して差し支えな
い。 

 
 
 
⑦ 開放角度が９０度の場合（図ア参
照）は、全開口部が有効面積とされ
るが横幅の中心で区切られるため、
１/２Ａ×Ｂの開口部が２つあるこ
とになる。 
開放角度がθ度の場合（図イ参照）

は、Ｃの部分が有効寸法となる。 
  Ｃは、Ａ×（１－COSθ）となる。 
 
 
 
⑧ ⑦の例によること。 
  ただし、横軸上部の開口部は、横
軸が床面から１．２ｍを超える場合、
有効開口部算定不可とする。 

 
 
 
⑩ 大型開口部（シャッター、ハンガ
ードア等）は、原則として有効開口
部算定不可であるが、材質、開閉方
式及び停電時の開放措置等について
一定の条件を満たせば有効開口部算
定可とする。 

  なお、詳細については、別記６に
よること。 
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別記３ 

容易に破壊することができるガラスの種別等 

ガラスの種類 日本工業規格 ガラスの厚さ 

普通板ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２０１ 

６．０ｍｍ以下 

フロート板ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２０２ 

型板ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２０３ 

熱線吸収板ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２０８ 

熱線反射ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２２１ 

強化ガラス ＪＩＳ Ｒ ３２０６ ５．０ｍｍ以下 

超耐熱結晶化ガラス（備考１参照）  ５．０ｍｍ以下 

複層ガラス（備考２参照） ＪＩＳ Ｒ ３２０９  

備考１ 超耐熱結晶化ガラスにあっては、日本工業規格がないが、容易に破壊することが

できるガラスと同等として取扱うものとする。 

備考２ 複層ガラス（ガラスとガラスの間に中空層が存するもの）にあっては、上記表の

ガラスの組合せであれば容易に破壊できるガラスと同等として取扱うものとする。 

備考３ 次に掲げるガラスは容易に破壊できるガラスとして取扱う。 

   ⑴ 上記表のガラスに金属又は酸化金属で構成された薄膜を施した低放射ガラス

（Ｌｏｗ－Ｅ膜付きガラス） 

   ⑵ 窓ガラス用フィルム（ＪＩＳ Ａ ５７５９に規定するもの。以下同じ。）を上

記表のガラスに貼付したもの（内貼り用、外貼り用は問わない。）。ただし、防犯

性能の高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議が実施する、建物部品の

防犯性能の試験に合格した窓ガラス用フィルム（「ＣＰマーク」の表示が認められ

るもの）を貼付したものは除く。 

（注） 上記表のガラスの種類以外（網入り板ガラス、線入り板ガラス、合わせガラス、

倍強度ガラス等）のものについては、容易に破壊できるガラスとしては認められな

いものとする。 
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別記４ 

別記３のガラスを使用する開口部の有効開口部算定について 

開口部の形状別有効開口面積 判断基準等 

①  

 窓枠（白抜きの部分とする。以下同じ。）

を除く斜線部分を有効開口部算定可とす

る。 

② 

 開放することができる部分については、

窓枠を含めた斜線部分Ａとし、もう一方に

ついては窓枠が残るため、窓枠を除く斜線

部分Ｂを有効開口部算定可とする。 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

②引き違い窓の例によること。ただし、

上部の開口部は、開口部の下端が床面か

ら１．２ｍを超える場合は、有効開口部

算定不可となる。 

④ 

 

 

 

開放角度に関わらず、窓枠を除く斜線部

分を有効開口部算定可とする。 
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別記５ 
開口部の組合せによる有効開口部算定について 

開口部の組合せによる形態 判断基準等 
① 風除室があ
る場合 

 
Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄの有効開口面積

を比較し、面積の少ない方で有効
開口部算定を行う。 
 上記により、Ａが有効開口部算
定される場合の階床面積は、風除
室の面積を除く面積として差し支
えない。 

② シャッター
と扉の組合せ
の場合 

 

● シャッターが有効開口部とみ
なされる場合 

 
ア Ａ、Ｂで有効開口部算定を
行う。 

   この場合の階床面積は、Ａ、
Ｂ開口部面とシャッター面に
囲まれた部分を除いた面積と
して差し支えない。 

 
イ Ａ、Ｂで有効開口部算定を
行う。 

 
ウ シャッターと扉の間の状況
によりシャッター部分で有効
開口部算定を行う。ただし、
ＡとＢが有効開口部である場
合に限る。 

③ 外壁の直近
に間仕切り壁
等がある場合 

 

ア 通路幅１．２ｍ以上であれば、 
Ａは有効開口部算定可とす 
る。ただし、通路に通行障害と 
なるものが置かれない場合に限 
る。 

イ 内装材の種類及び厚さ等に関
わらず、Ａは有効開口部算定不
可とする。 

④ 格子を設け
た場合 

 

原則として、有効開口部算定不
可とする。 

⑤ 外壁面にバ
ルコニーがあ
る場合 

 

Ａが１ｍ以上、かつ、Ｂ（手す
りの高さ）が１．２ｍ以下、かつ、
Ｄ（バルコニー幅）が６０ｃｍ以
上の場合には、Ｃは有効開口部算
定可とする。 
なお、バルコニーに面する敷地

が１ｍ未満の場合は、別記１・⑶
によること。 

⑥二重窓の場合  

有効開口部算定可とする。 
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別記６ 

大型開口部又は特殊開口部の有効開口部算定について 

種別（材質） 平常時の開閉方式 
停電時、屋内からの開放

措置 
有効開口部算定の可否 

軽量シャッター 

（スチール） 

（ステンレス） 

（アルミ） 

電動式 チェーン等により開放 
水圧開放装置（＊１）を

設ければ可 

手動式 

（バランス式） 
同左 可（＊２） 

重量シャッター 

（スチール） 

（ステンレス） 

（アルミ） 

電動式 
チェーン又はハンドル

等により開放 

水圧開放装置（＊１）を

設ければ可 

手動式 

（チェーン式） 

（ハンドル式） 

同左 
水圧開放装置（＊１）を

設ければ可 

軽量オーバースライ

ダーシャッター 

（スチール） 

（アルミ） 

電動式 チェーン等により開放 
水圧開放装置（＊１）を

設ければ可 

手動式 

（チェーン式） 

（バランス式） 

同左 可（＊２） 

ハンガードア 

（スチール） 

（アルミ） 

（ファイバーグラ

ス） 

（木） 

電動式 手動で開放 

ハンガードアに潜り戸

又は直近に出入口があ

れば全面可 
手動式 同左 
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＊１ 水圧開放装置（評定品）には、送水圧によりシャッターを巻き上げる方式と、送水圧に
より電動開閉スイッチを作動（非常電源付）させ、巻き上げる方式がある。（別図参照） 
送水口は差込式の結合金具とすること。また、避難階以外の階で当該装置を使用する場

合、送水口は避難階を原則とし、巻き上げ機又は電動開閉スイッチの設置される高さにお
いて、必要送水圧が確保できるよう設置すること。 

   なお、水圧開放装置により２ｍ以上巻き上げることができる場合は、全面有効開口部算
定可とする。 

 
＊２ 避難階以外の階に設けた場合は、有効開口部算定不可とする。ただし、バルコニー等に

有効に消防活動ができるスペース（おおむね幅はシャッター幅以上、奥行き１ｍ以上）を
設けた場合は、有効開口部算定可とする。 

 
注１）種別、材質、開閉方式及び停電時の措置は、代表的なものを掲載した。これらと内容が

異なる場合で、判断が困難なものについては予防課において協議すること。 
注２）停電時、屋内からの開放措置としての手動によるチェーン、ハンドル等の開放操作（ブ 

レーキロックの解除を含む。）は、床面から１．５ｍ以下の高さで容易に行えるものである 
と。 

注３）重量、軽量の定義を明確にした基準はないが、おおむね材質厚が１．５ｍｍ以上を重量 
（特定防火設備である防火戸を想定）、同厚０．８ｍｍ以下を軽量としている。その中間 
の材質厚のものは、原則として重量として定義付けるものとする。 

 

別図 

 ⑴ 送水圧により直接巻き上げる方式 

      

 ⑵ 送水圧により、水圧スイッチを作動させ巻き上げる方式 
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１－１０ 「避難口」及び「非常用進入口（消防隊進入口）」に設置する電気錠の 

指導基準について 

 

稲沢市火災予防条例第４０条に定める「避難口」及び建基令第１２６条の６に定める「非

常用進入口（以下「消防隊進入口」という。）」及び規則第５条の２に定める「避難上又は

消防活動上有効な開口部」に電気錠を設置する場合の指導については次のとおりとする。 

 

１ 電気錠の種類 

  施解錠の方法により、次のように分類する。 

⑴ 通電時施錠型 

   通電時は施錠し、非通電時は解錠されるもの 

⑵ 通電時解錠型 

   通電時は解錠し、非通電時は施錠されるもの 

⑶ 瞬時通電施解錠型 

  瞬時通電により施解錠できるもの 

⑷ 瞬時通電解錠型 

   瞬時通電により解錠できるもの 

 

２ 非常時における電気錠の解錠方法 

  電気錠を非常時に解錠する方法により、次のように分類する。 

 ⑴ 防災センター、守衛室等に設置した遠隔操作装置により解錠するもの（以下「遠隔

解錠」という。） 

⑵ 自動火災報知設備の火災感知と連動し、解錠するもの（以下「連動解錠」という。） 

⑶ 扉の直近の見やすい位置に、非常時手動で解錠できる装置により解錠するもの（以

下「非常解錠装置」という。） 
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３ 設置基準 

  「避難口」又は「消防隊進入口」に電気錠を設置する場合は、次表によること。 

設置場所 
電気錠の 

種 類 
遠隔解錠 連動解錠 

非常解錠 

装 置 
非常電源 

避難口 

通電時 

施錠型 
〇 〇 

〇 

屋内側 
 

通電時 

施錠型 

以 外 

〇 〇 
〇 

屋内側 
〇 

消防隊 

進入口 

通電時 

施錠型 
〇 〇 

〇 

屋外側 
 

通電時 

施錠型 

以 外 

〇 〇 
〇 

屋外側 
〇 

備考１ 表中の〇印は、設置を要する範囲を示す。 

 備考２ ホテルの客室等に用いる電気錠の種類は、通電時施錠型とすること。 

備考３ 自動火災報知設備が設置されていない防火対象物については、連動解錠の設置

を要しないものとする。 

備考４ 非常解錠装置は、防犯上その他やむを得ない事由がある場合は、設置を要しな

いものとする。 

      また、認知症高齢者等を収容する老人福祉施設等又は精神病院等において、

防火管理が適正に行われ、常時人のいる場所から遠隔操作により施解錠が管理

されるもののうち、認知症高齢者等又は精神障害者等の重症患者を収容する病

棟又は病室が存する階についても、設置を要しないものとする。 

備考５ 電気錠に附置する非常電源は、自動火災報知設備に準ずるものとする。 
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１－１１ 内装制限の解説 

 

１ 内装制限の目的 

  建築物の内装制限をする目的とは、壁、天井等の室内に面する部分の仕上げを不燃材

料、準不燃材料、難燃材料で仕上げることにより、建築物内の火災の初期成長を妨げて

フラッシュオーバーの時間を遅らせ、避難、消火活動等を容易にしようとするものであ

る。 

この目的は、建基法、消防法とも同じである。 

（注） 室内とは居室だけでなく、廊下、階段等も含めて当該用途に供する部分をいい、

押入のような部分は除かれる。 

 

２ 建築基準法上の内装制限 

建基法では、下記に掲げるものは内装制限をしなければならないとされている。 

 内装制限を受ける建築物又はその部分（建基法第３５条の２、建基令第１２３条、第１

２８条の３の２、第１２８条の４、第１２９条、第１２９条の１３の３） 

⑴ 特殊建築物で一定規模以上のものの居室 

⑵ 階数が１で延べ面積３，０００㎡を超える建築物の居室 

⑶ 階数が２で延べ面積１，０００㎡を超える建築物の居室 

⑷ 階数が３以上で延べ面積５００㎡を超える建築物の居室 

⑸ 無窓の居室及び地下の居室 

⑹ 火気使用室（調理室等） 

⑺ 地下街及び駐車場 

⑻ 避難階段、特別避難階段及びその附室並びに非常用エレベーターの乗降ロビー 

⑼ ⑴から⑸の居室から直接地上に通ずる主たる廊下、階段、その他の通路 

 

３ 消防法上の内装制限 

  消防法では、内装制限をしなければならないという規定ではなく、内装制限をした場

合には、下記に掲げる消防用設備等の設置の基準を緩和することができるというもので

ある。 

内装制限により緩和措置のある消防用設備等 

⑴ 消火器（規則第６条第２項） 

⑵ 屋内消火栓設備（令第１１条第２項） 

⑶ スプリンクラー設備（規則第１３条第１項第１号ロ、同条第２項第１号イ） 

⑷ 動力消防ポンプ設備（令第２０条第２項） 

⑸ 避難器具（規則第２６条第５項第１号二） 

⑹ 連結散水設備（規則第３０条の３第１項第１号イ） 
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４ 内装制限する範囲 

〔居室〕の場合 

   

 

（注）小面積の幅木、窓枠、 

 窓台、廻り縁等と床は対 

象外である。 

 

 

 

 

居室の内装制限については、建基法上は天井・壁が対象となり、壁については床面から

の高さが１．２ｍ以下の部分は対象から除かれている。ただし、地階・火気使用室は腰壁

部分も対象とし、かつ、難燃材料は使用できない。また、一般には３階以上の階を、特殊

建築物の用途に供する場合は、天井に難燃材料を使用できない。 

一方で、消防法上の消防用設備等の緩和措置を受ける場合は、壁の床面から高さが１．

２ｍ以下の部分も内装制限の対象となる。 

〔廊下・階段〕の場合 

天井、壁（腰壁を含む。）の内装は、準不燃材料とする。（燃材料は使用できない。）避

難階段、特別避難階段では、下地、仕上げとも不燃材料とする。 

 

５ 不燃材料・準不燃材料・難燃材料 

  内装制限を受ける箇所に用いる内装材料には、不燃材料・準不燃材料・難燃材料（以

下「防火材料」という。）が要求され、これらは、建基法第２条第９号、建基令第１条第

５号及び第６号に定められている。 

不燃材料 

（建基法第２条第９号） 

建築材料のうち、不燃性能（通常の火災時における火熱により燃焼しな

いことその他の政令で定める性能をいう。）に関して政令で定める技術的

基準に適合するもので、国土交通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認

定を受けたものをいう。 

→国土交通大臣が定めたもの＝平成１２年建設省告示第１４００号 

（建基令第１０８条の２） 

建基法第２条第９号の政令で定める性能及びその技術的基準は、建築材

料に、通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後２０分間次

の各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあっては、第１号及び第２

号）に掲げる要件を満たしていることとする。 

１ 燃焼しないものであること。 

２ 防火上有害な変形、溶融、き裂その他の損傷を生じないものであるこ

と。 

３ 避難上有害な煙又はガスを発生しないものであること。 
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準不燃材料 

（建基令第１条第５号） 

建築材料のうち、通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始

後１０分間第１０８条の２各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあ

っては、同条第１号及び第２号）に掲げる要件を満たしているものとして、

国土交通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 

→国土交通大臣が定めたもの＝平成１２年建設省告示第１４０１号 

難燃材料 

（建基令第１条第６号） 

建築材料のうち、通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始

から５分間第１０８条の２各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあ

っては、同条第１号及び第２号）に掲げる要件を満たしているものとして、

国土交通大臣が定めたもの又は国土交通大臣の認定を受けたものをいう。 

→国土交通大臣が定めたもの＝平成１２年建設省告示第１４０２号 

６ 壁紙、塗料等 

  内装制限を受ける室内の仕上げとして、壁紙を貼る、若しくは塗料等を塗るなどの方

法があるが、これらの場合は、一般的に下地との組合せで国土交通大臣の認定を受けて

いるので注意が必要である。 

  認定を受けた防火材料には認定番号が付され、不燃材料には「ＮＭ－通算番号」、準不

燃材料には「ＱＭ－通算番号」、難燃材料には「ＲＭ－通算番号」という付番方法となっ

ており、同じ建築材料であっても申請者により認定番号が異なる。 

  なお、塗料、塗壁等代表的な認定番号は、次表のとおりである。 

申請者の名称 建築材料の名称 新認定番号 旧認定番号 

一般社団法人 

日本塗料工業会 

塗料塗装／不燃材料 ＮＭ－８５８５ 基材同等第０００１ 

塗料塗装／準不燃材料 ＱＭ－９８１６ 基材同等第０００１ 

塗料塗装／難燃材料 ＲＭ－９３６４ 基材同等第０００１ 

特定非営利活動

法人 

湿式仕上技術セ

ンター 

無機質砂壁状吹付材塗り／不燃材料 ＮＭ－８５７１ 基材同等第０００３ 

無機質砂壁状吹付材塗り／準不燃材料 ＱＭ－９８１１ 基材同等第０００３ 

無機質砂壁状吹付材塗り／難燃材料 ＲＭ－９３６６ 基材同等第０００３ 

有機質砂壁状塗料塗り／不燃材料 ＮＭ－８５７２ 基材同等第０００４ 

有機質砂壁状塗料塗り／準不燃材料 ＱＭ－９８１２ 基材同等第０００４ 

有機質砂壁状塗料塗り／難燃材料 ＲＭ－９３６１ 基材同等第０００４ 

複合型化粧用仕上材塗り／不燃材料 ＮＭ－８５７３ 基材同等第０００５ 

複合型化粧用仕上材塗り／準不燃材料 ＱＭ－９８１３ 基材同等第０００５ 

複合型化粧用仕上材塗り／難燃材料 ＲＭ－９３６２ 基材同等第０００５ 

繊維壁材塗り／不燃材料 ＮＭ－８５７４ 基材同等第０００８ 

繊維壁材塗り／準不燃材料 ＱＭ－９８１４ 基材同等第０００８ 

繊維壁材塗り／難燃材料 ＲＭ－９３６３ 基材同等第０００８ 
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１－１２ 既存防火対象物に対する新基準の適用除外 

 

 消防用設備等の設置基準が制定又は改正された場合、その基準（以下「新基準」という。）

の施行の際、現に存する防火対象物（以下「既存防火対象物」という。）に対しては、原則

として新基準は適用されないが、次に掲げる場合は、新基準に従って消防用設備等を設置

又は改修しなければならない。 

１ 適用が除外されない消防用設備等 

  次に掲げる消防用設備等（令第３４条に規定する設備）に係る設置基準又は技術基準

の改正等がなされた場合（法第１７条の２の５第１項かっこ書き） 

⑴ 消火器及び簡易消火用具（水バケツ、乾燥砂、膨張ひる石等） 

⑵ 自動火災報知設備（令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項、

（９）項イ、（１６）項イ及び（１６の２）項から（１７）項に掲げる防火対象物に限

る。） 

⑶ ガス漏れ火災警報設備（令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）項イ、（６）項、

（９）項イ、（１６）項イ、（１６の２）項及び（１６の３）項に掲げる防火対象物並び

にこれらの防火対象物以外の防火対象物で令第２１条の２第１項第３号に掲げるもの

に設けるものに限る。） 

⑷ 漏電火災警報器 

⑸ 非常警報器具及び非常警報設備 

⑹ 避難器具 

⑺ 誘導灯及び誘導標識 

⑻ 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等であって、前⑴から⑺

に掲げる消防用設備等に類するものとして消防庁長官が定めるもの 

２ 特定防火対象物の場合 

  既存防火対象物の用途が特定用途（令別表第１（１）項から（４）項まで、（５）項イ、

（６）項、（９）項イ、（１６）項イ、（１６の２）項及び（１６の３）項に掲げる防火対

象物）である場合（法第１７条の２の５第２項第４号） 

（注：全ての消防用設備等について新基準の適用を受けることとなり、「遡及対象物」と

称している。） 

３ 増改築、模様替えを行った場合 

  新基準の施行日以後に、次の伊⑴又は⑵に掲げる規模以上の増改築又は模様替え等が

行われた場合 

⑴ 防火対象物の延べ面積の２分の１以上又は１，０００㎡以上の増改築が行われた場

合（法第１７条の２の５第２項第２号、令第３４条の２） 

⑵ 防火対象物の主要構造部である壁について行う過半の修繕又は模様替えが行われた

場合（法第１７条の２の５第２項第２号、令第３４条の３） 
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〔備考〕床面積の合計が１，０００㎡以上となる増築（Ｂ、Ｂ＋Ｃ又はＢ＋Ｃ＋Ｄ≧

１，０００㎡）を行ったとき、又は増築がＡ／２以上となったときは、Ａ部分

も含めて改正された現行基準が適用される。 

 

４ 違反状態にある場合 

  新基準の規定の適用の際、旧基準の規定に適合しておらず、違反となっている場合（法

第１７条の２の５第２項第１号）  

 

５ 用途変更の場合の特例 

  防火対象物が用途変更され、当該用途変更後の基準に適合していない場合でも、原則、

用途変更後の基準は適合されないが、次に掲げる場合は、用途変更後の基準に従って消

防用設備等を設置又は改修しなければならない。 

 ⑴ 防火対象物の用途を特定用途に変更した場合（法第１７条の３第２項第４号） 

 ⑵ 用途変更後に、次のア又はイに掲げる規模以上の増改築又は模様替え等が行われた

場合 

ア 防火対象物の延べ面積の２分の１以上、又は１，０００㎡以上の増改築が行われ 

た場合（法第１７条の３第２項第２号、令第３４条の２） 

イ 防火対象物の主要構造部である壁について行う過半の修繕又は模様替えが行われ

た場合（法第１７条の３第２項第２号、令第３４条の３） 

⑶ 用途変更の際、用途変更前の基準の規定に適合しておらず、違反となっている場合

（法第１７条の３第２項第１号） 
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１－１３ 電気設備が設置されている部分等における消火設備の取扱いについて 

 

１ 電気設備が設置されている部分に関する事項 

⑴ 令第１３条第１項の規定により、発電機、変圧器その他これらに類する電気設備が

設置されている部分で、床面積が２００平方メートル以上の防火対象物又はその部分

には、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備（以下「特殊消

火設備」という。）を設置しなければならないこととされているが、この場合の「その

他これらに類する電気設備」には、リアクトル、電圧調整器、油入コンデンサー、油

入しゃ断機、計器用変成器等（以下「リアクトル等」という。）が該当するものである

こと。ただし、次のいずれかに該当するものは、これに含まないものとする。 

ア 配電盤又は分電盤 

イ リアクトル等のうち、冷却又は絶縁のための油類を使用せず、かつ、水素ガス等

の可燃性ガスを発生するおそれのないもの 

ウ リアクトル等のうち容量が２０ＫＶＡ未満（同一の場所に２以上設置されている

場合は、それぞれの設備の容量の合計をいう。）のもの 

⑵ 発電機、変圧器、その他これらに類する電気設備（以下「電気設備」という。）が

設置されている部分の床面積とは、当該電気設備が据え付けられた部分の周囲に水

平距離５メートルの線で囲まれた部分の面積（同一の室内に２以上の電気設備（水平

距離５メートルで囲まれた部分が相互に接する場合に限る。）が設置されている場合

は、その合計面積をいう。）をいうものであること。ただし、壁、天井（天井のない

場合にあっては、屋根）及び床が下地を含めて不燃材料（建基法第２条第９号に規定

する不燃材料をいう。）で造られ、その開口部に防火戸（建基法第２条第９号の２ロ

に規定する防火設備で、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの又は随時閉

鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖することができるものに限

る。）を設けた区画に電気設備が設置される場合は、当該区画された部分の床面積と

することができる。 

⑶ 電気設備のうち、次のいずれかに該当するもの（ケーブルが多条布設されるものに

あっては、当該ケーブルに延焼防止上有効な措置を施したものに限る。）が設置され

ている部分（警備員等が常駐するものに限る。）に設置する特殊消火設備は、規則第

１９条第６項第５号の規定にかかわらず、令第３２条の規定を適用し、移動式の特殊

消火設備とすることができる。 

  ア 密封方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式の電気設備であって内部

に開閉接点を有しない構造のものに限る。）で絶縁劣化、アーク等による発火危険

のおそれが少なく、かつ、当該電気設備の要領が１５，０００ＫＶＡ未満のもの 

  イ 密封方式のＯＦケーブルの油槽 

  ウ １，０００ＫＶＡ未満の容量のもの 

  エ 昭和４８年消防庁告示第１号（自家発電設備の基準）又は昭和５０年消防庁告

示第７号（キュービクル式非常電源専用受電設備の基準）に適合する構造のキュ

ービクルに収納されている電気設備 

オ 発電機、変圧器のうち冷却又は絶縁のための油類を使用せず、かつ、水素ガス等
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可燃性ガスを発生するおそれのないもの 

 

２ 鍛造場、ボイラー室、乾燥室その他多量の火気を使用する部分に関する事項 

⑴ 令第１３条第１項の規定により、鍛造場、ボイラー室、乾燥室、その他多量の火気

を使用する部分（以下「鍛造場等」という。）で床面積２００㎡以上の防火対象物又は

その部分に特殊消火設備を設置することとされているが、この場合の特殊消火設備を

設置しなければならない防火対象物又はその部分の取扱いは、次に定めるところによ

ること。 

ア 「その他多量の火気を使用する部分」とは、金属溶解設備、給湯設備、温風暖房

設備、厨房設備等が該当するものであること。 

イ 鍛造場等のうち、最大消費熱量の合計が毎時３５０キロワット以上のもので特殊

消火設備を設置しなければならないものに該当するものであること。この場合の熱

量は、⑵に定める範囲内のものを合計したものであること。 

⑵ 鍛造場等の床面積の算定は、１、２の例により行うものであること。 

⑶ 鍛造場等のうち燃料にプロパンガス、都市ガス等の可燃性ガス又は灯油、重油等 の

液体燃料を使用するものにあっては、当該設備の燃料の供給を消火剤放射前に停止で

きる構造とすること。この場合、消火設備が自動式のものにあっては、停止装置を自動

式とすること。 

⑷ 鍛造場又は金属溶解設備の設置されている部分に設置する特殊消火設備は、規則第

１９条第６項第５号の規定にかかわらず、令第３２条の規定を適用し、移動式の特殊

消火設備とすることができるものであること。 
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〇 電気設備が設置されている部分等における消火設備の取扱いについて（図解） 

 

１ 電気設備が設置されている部分 

 ⑴ 電気設備 

  ア 発電機 

  イ 変圧器 

  ウ その他これらに類する電気設備（※）  ⇒ 「リアクトル等」という。 

   （※）リアクトル、電圧調整器、油入コンデンサー、油入しゃ断器、計器変成器等 

     ただし、次のものは該当しない。 

    ● 配電盤又は分電盤 

    ● リアクトル等で油類を使用せず可燃性ガスの発生のおそれのないもの 

    ● リアクトル等の容量が、２０ＫＶＡ未満（同一場所合計） 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 電気設備が設置されている部分の床面積 

  ア 据え付け部分の周囲水平距離５ｍの範囲 
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◇特例◇（令第３２条を適用） 

   移動式の特殊消火設備とすることができる場合（警備員等が常駐するものに限る。） 

 ① 密封方式の電気設備で１５，０００ＫＶＡ未満のもの 

   ② 密封方式のＯＦケーブル油層 

   ③ １，０００ＫＶＡ未満の容量のもの 

   ④ キュービクル式自家発電設備（昭和４８年消防庁告示第１号） 

   ⑤ キュービクル式非常電源専用受電設備（昭和５０年消防庁告示第７号） 

   ⑥ 発電機、変圧器で冷却絶縁のための油類を使用せず可燃性ガスの発生のおそれ

のないもの 

  ※ ケーブルが多条布設されるものにあっては、当該ケーブルに延焼防止上有効な措

置を施したものに限る。 
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２ 鍛造場等多量の火気を使用する部分 

⑴ 鍛造場等 

  ア 鍛造場 

  イ ボイラー室 

  ウ 乾燥室 

  エ その他多量の火気を使用する部分（※） 

    （※）金属溶解設備、給湯設備、温風暖房設備、暖房設備等 

     

⑵ 鍛造場等が設置されている部分の床面積 

   １⑵「電気設備が設置されている部分の床面積」の算定基準による。 

⑶ 最大消費熱量の合計 

   毎時３５０キロワット以上（鍛造場等が設置されている範囲の合計） 
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⑷ 燃料の停止方法 

   可燃性ガス、液体燃料を使用するものは消火剤放射前に停止する構造とする。 

   消火設備が自動式のもの→自動燃料停止装置 

   

◇特例◇（令第３２条を適用） 

 ・移動式特殊消火設備とすることができる場合 

  ①鍛造場 

  ②金属溶解設備 

 

 ・移動式の特殊消火設備の消火剤の量 

  不活性ガス消火設備 → 一のノズルにつき９０ｋｇ以上の量（１５ｍ以下で包含） 

  ハロゲン化物消火設備 → 一のノズルにつき４５ｋｇ以上の量（２０ｍ以下で包含） 

  （ハロン１３０１） 

  第３種粉末消火設備 → 一のノズルにつき３０ｋｇ以上の量（１５ｍ以下で包含） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 消防用設備等 
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用語例 

 

１ 令とは、消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）をいう。 

２ 規則とは、消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）をいう。 

３ 建基法とは、建築基準法（昭和２５法律第２０１号）をいう。 

４ 建基令とは、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）をいう。 

５ 防火戸とは、建基法第２条第９号の２ロに規定する防火設備であるものをいう。 

６ 特定防火設備である防火戸とは、建基令第１１２条第１項に規定するものをいう。 

７ 不燃材料とは、建基法第２条第９号に規定する不燃材料をいう。 

８ 準不燃材料とは、建基令第１条第５号に規定する準不燃材料をいう。 

９ 難燃材料とは、建基令第１条第６号に規定する難燃材料をいう。 

10 認定品とは、規則第３１条の４第２項に規定する登録認定機関が認定を行った消

防用設備等又は、これらの部分である機械器具をいう。 
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第１ 屋内消火栓設備 

 

１ 水源 

⑴ 水源（自然水利を除く）は、消防用設備等専用とし、常時必要水量を確保する

こと。 

⑵ 水源（自然水利を除く）には、減水した場合、自動的に補水できる措置を講ず

ること。 

⑶ 水源として自然水利を用いるものは、砂、泥、塵芥等の異物が混入しないよう、

取水部分にろ過装置を設けること 

⑷ 水源の有効水量は、次のア又は、イによること。 

  ア 地上式のものにあっては、給水可能な最高水位から吸水配管上部に当該配管

の直径Ｄ以上の高さを除いた水位までの水量とすること。（第１-１図参照）た

だし、加圧送水装置が最高水位よりも上部に設けられているものにあっては、

次のイの例によること。 

 

第１-１図 

 イ 地下式水槽の場合は、当該吸水管の直径をＤとしたとき、フート弁の弁シート

面より１．６５Ｄ上部又は、連通管の下部の位置のうち、いずれか高い位置か

ら最高水位までの水量とすること。（第１-２図、第１-３図参照） 

 
第１-２図（サクションピットのある場合） 
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第１-３図（サクションピットのない場合） 

⑸ 加圧送水装置として水中ポンプを用いる場合の有効水量は、最低運転水位以上

とすること。 

⑹ 他の消火設備と兼用する水源は、それぞれの設備の規定水源水量を加算して得

た量以上の量とすること 

⑺ 有効水量の深さは、概ね１ｍ以上とすること。 

⑻ ２以上の水槽を連通管を通して使用する構造のものにあっては、当該連通管の

大きさを、次の式により算出して数値の管内断面積（連通管を２以上設けるもの

は、その合計値）以上又は、直径１００ｍｍ以上のいずれかの大きいものとする

こと。 

 

⑼ 水槽間に設ける通気管は、連通管の管内断面積の１０分の１以上とし、水面よ

り上部に設けること。又、水槽と外気との間に設ける通気管は１００Ａ（４Ｂ）

以上のものとし、水槽ごとに１以上設けること。 

⑽ 水槽は、鉄筋コンクリート、ステンレス鋼板製等耐食性及び耐熱性のあるもの

とすること。ただし、次のいずれかに掲げる場所に設ける場合は、合成樹脂製の

ものとすることができる。 

ア 不燃材料で造られた壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあって  は屋

根）で区画し、かつ、開口部に防火戸（外壁に設けるものにあっては不燃材料

で造った戸）を設けた専用の室（以下「不燃専用室」という。） 

イ 屋外又は、主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上で、不燃材料で区画し

た場所 
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ウ 屋外又は、主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上で、当該建築物の外壁

及び屋上に設けられた工作物（以下「建築物等」という。）から３ｍ以上の距離

を有する場所又は、水槽から３ｍ未満の範囲の建築物等の部分が不燃材料で造

られ、かつ、当該範囲の建築物の開口部に防火戸が設けられている場所 

なお、不燃材料で造られた塀（水槽の高さ以上のもに）に面する場合はこの

限りではない。 

エ その他、火災による被害を受けるおそれのないよう、特に有効な措置を講じ

た場所 

⑾ 満水時及び水槽の貯水量が２分の１に減ずるまでに防災センター等に表示及び

警報を発すること。 

２ 加圧送水装置 

⑴ 加圧送水装置は認定品又は、「加圧送水装置の基準」（平成９年消防庁告示第８

号。以下「告示８号」という。）に適合すると認められるものすること。（以下「加

圧送水装置」について同じ。） 

⑵ 加圧送水装置は、凍結のおそれがなく、（防護措置を含む。）、かつ、点検に便

利な場所に設けるほか、次のいずれかに掲げる場所に設けること。 

  ア 加圧送水装置（ポンプ、電動機と制御盤、呼水装置、水温上昇防止用逃し装

置、ポンプ性能試験装置、起動用水圧開閉装置及び、その付属機器をいう。以

下同じ。）の不燃専用室 

   なお、加圧送水装置等の不燃専用室には、飲料、雑排水等に用いる加圧送水装

置等を併置することができる。 

  イ 屋外又は主要構造部を耐火構造とした建築物の屋上（不燃材料で造った外箱

に覆われ、建築物等から３ｍ未満の範囲にある換気口に防火設備が設けられた

キュービクル式加圧送水装置に限る。） 

  ウ １（10）イ又はエに掲げる場所 

⑶ 加圧送水装置等は屋内消火栓設備専用とすること。ただし、ポンプを用いる加

圧送水装置であって、屋外消火栓設備を同時に使用した場合に、屋内消火栓設備

の性能に支障が生じないように次のとおり設置した場合は屋外消火栓設備のポン

プと兼用することができる。 

  ア 吐出量は合算したものであること。 

  イ 全揚程は屋内消火栓設備と屋外消火栓設備のうちいずれか大きい方の値以上

とすること。なお、この場合の配管の摩擦損失水頭圧の算定に用いる流量につ

いては、屋内消火栓設備と屋外消火栓設備を同時に使用した場合における流量

を用いること。 

  ウ 水源は１（6）によること。 

⑷ ポンプ性能試験装置の二次側配管は、水槽に還流する等有効に排水できること。 

⑸ 地上式の加圧送水装置は次によること。 

  ア 加圧送水装置は、堅固で水平な床面等に取り付けること。 
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  イ 加圧送水装置は、基礎ボルトで床面等に固定し、振動等により、ずれ等を生

じないものであること。 

  ウ ポンプの吸水管及び吐出管等には、振動等を吸収するための金属製の可撓管

継手を設けること。ただし、ポンプと同一の架台に設けられた呼水水槽等へ接

続する管についてはこの限りではない。 

エ 可撓管継手は、認定品または「加圧送水装置の周辺配管に使用する可撓管継

手の取扱いについて」（平成５年８月１１日付け５消導第１２４号の２）に適合

すると認められるものとすること。（以下の「可撓管継手」について同じ。） 

⑹ 水中ポンプは、次に定めるところにより設置すること。 

  ア  地上部には、点検用スペースが確保されているとともに、ポンプの整備ま

たは点検のための引き揚げ措置が講じられていること。 

    イ 水中ポンプは、点検のふたの真下の設けること。 

  ウ 水中ポンプは、第１-４図の準じ設けること。 

 
第１-４図 

エ 水中ポンプの吐出側配管には、逆止弁、仕切弁、連成計を設け、かつ、当該

ポンプ吐出口から逆止弁に至る配管の登頂部には、自動空気抜き弁を設けるこ

と。 

オ ポンプ駆動用電動機の配線で水槽内の配線は、耐食、排水、絶縁性の十分あ

るものとすること。 

カ 制御盤は第一種制御盤を除き不燃専用室を設けること。 
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⑺ 加圧送水装置等が設置されている場所は、当該機器の点検ができるスペース、

照明、非常用照明装置、排水等を確保すること。 

⑻ 加圧送水装置等を設置した場所には、次の表示を設けること。 

     

文字：２ｃｍ平方以上 

色 

生地：白色 

文字：黒色 

 

 

 

⑼ 加圧送水装置の電源は交流低圧屋内幹線から他の配線を分岐させずにとること。 

⑽ 加圧送水装置等を設置した室の出入口には、「消火ポンプ室」等の表示をする  

こと。 

⑾ 中間ポンプを設置する場合は（１）から（５）及び（７）から（10）までによ

る他、次によること。 

ア 揚程は押込揚程を考慮して決定すること。 

イ 自動吸水装置を設けた有効水量３㎥以上の中間水槽を設け、中間水槽側に仕

切弁、中間ポンプ側に逆止弁を設け中間ポンプと接続すること。 

ウ 中間ポンプの吸水側及び吐出側の立ち上がり管を逆止弁を介して接続し、当

該逆止弁の前後に仕切弁を設けること。 

エ 中間ポンプの吸水側及び吐出側には仕切弁を設けること。 

オ 中間ポンプの許容押込圧力は、下層階のポンプを締切運転（吐出量を０とし

た場合の運転状態をいう。）した場合における押込圧力以上であること。 

カ 中間ポンプは、中間ポンプを経由する屋内消火栓設備からの起動信号を受け

た場合には自動で起動すること。 

キ 中間ポンプは、下層階のポンプが起動した後に起動すること。 

３ 呼水装置 

⑴ 呼水装置は加圧送水装置の一部として認定されたもの又は告示８号に適合する

と認められるものとすること。 

⑵ 減圧警報装置は、フロートスイッチ又は電極とし、呼水槽の貯水量が２分の１

に減ずるまでに、防災センター等に音響により警報を発するものであること。 

４ 配管 

⑴ 配管は、専用とすること。ただし、２（３）のただし書きにより加圧送水装置

を兼用する場合については、配管も兼用することができる。 

⑵ 配管は、ステンレス鋼板もしくは繊維強化プラスチック製の高架水槽もしくは

補助高 水槽（以下「高架水槽等」という。）に連結するか、又は起動用圧力タ

ンクにより常時充水すること。 

消火設備の概要 

１ 設置場所 

２ 加圧送水装置の性能 

３ 非常電源の種別 

４ 設置年月日 

５ 施工者名 
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⑶ 高架水槽等の配管の間には仕切弁、逆止弁及び可撓管継手も設けること。なお、

高架水槽等への接続配管及び可撓管継手は他の消防用設備等との配管と兼用（仕

切弁、逆止弁を除く）することができる。 

⑷ 高架水槽等へ連結する配管（補水するための配管を除く）の配管径は、２５Ａ

以上とすること。 

⑸ 専用の高架水槽等を設ける場合の容量は、０．２㎥以上とし、常時補水ができ

るものであること（第１－５図参照） 

   ただし、複数の消火設備等を設ける場合にあっても数量の加算は要しないもの

とする。 

 

（第１－５図参照） 

⑹ 直接外気に面する屋外配管等その設置場所によって凍結するおそれがある配管

には、凍結防止の措置を講ずること。 

⑺ 地中埋設する配管は、次のアからウまでのいずれかの方法により、有効な防食

措置を講ずること。 

  ア 配管が目視できるＵ字溝または配管ピット等により布設する方法 

  イ 防食被覆（アスファルトテープ等）を施す方法 

ウ 外面被覆鋼管または合成樹脂管（認定品または「合成樹脂管の管及び管継手

の基準」（平成１３年消防庁告示第１９号）に適合すると認められるものに限

る）を用いる方法 

  エ その他アまたはイと同等以上の防食方法 

⑻ 配管には、排水弁を設け、管内の排水ができるようにすること。ただし、消火

栓開閉弁から有効に排水できるものにあっては、この限りではない。 

⑼ 配管、管継手及びバブル類の材質は、規則第１２条第１項第６号ニ、ホ及びト

によること。 

⑽ 配管には、空気だまりが生じないような措置を講ずること。 

⑾ 配管は、専用支持金具にて堅固に固定されていること。 

⑿ 建築物の接続部等で、地震動による曲げ、またはせん断力を生ずるおそれのあ

る部分の配管施工は、極力行わないこと。ただし、建築物の構造、形態等から、

これらの部分を貫通する場合は、可撓管継手を設け、配管の保護を施すこと。 

⒀ フート弁は、ろ過装置を有するもので、ステンレスワイヤ等で手動により容易

に開閉できる構造のものすること。 
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⒁ 屋上または最遠部には、試験用テスト弁を設けること。ただし、最上階の消火

栓より放水試験ができる場合は、この限りではない。 

⒂ 補助ポンプ（主ポンプの補助用として設けるポンプをいう）を設ける場合の接

続配管は、屋内消火栓設備の主配管と可撓管継手で接続すること。 

⒃ 補助ポンプには、屋内消火栓設備の機能に支障を及ぼさないよう仕切弁、逆止

弁を設けること。 

⒄ 補助ポンプの電源については、加圧送水装置の電源から分岐してとらないこと。 

⒅ 配管に設ける止水弁には、開閉方向、常時開または常時閉の表示を、逆止弁に

あっては、その流水方向を見やすい位置に表示すること。 

⒆ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に屋内消

火栓設備用である旨を表示すること。 

５ ノズルの先端で放水圧力が０．７㎫を超えないための方式は次によること。 

⑴ 高架水槽を用いる場合は、第１－６図によること。 

⑵ 高層階用ポンプと低層階用ポンプを設ける方式は、第１－７図によること。 

⑶ 中間ポンプを設ける方式は、第１－８図（AまたはＢ）によること。 

⑷ その他これらと同等の減圧性能を有する次の方式としたもの。 

ア 消火栓開閉弁に減圧機構付の認定品または「屋内消火栓設備の屋内消火栓等

の基準」（平成２５年消防庁告示第２号。以下「告示２号」という）に適合する

と認められるものを使用すること 

イ 減圧弁またはオリフィス等は、次によること。 

(ｱ) 減圧弁は、減圧措置のための専用の弁とすること。 

(ｲ) 減圧弁は、水圧により自動的に流過口径が変化し、圧力制御を行う方式等

のものであること。 

(ｳ) 減圧弁の接続口径は、取付け部分の管口径と同等以上のものであること。 

(ｴ) 設置位置は、枝管ごとに開閉弁等の直近とし、点検に便利な位置とするこ

と。 

(ｵ) 減圧弁にはその直近の見やすい箇所に当該設備の減圧弁である旨を表示し 

た標識を設けること。 
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６ 起動装置 

⑴ 起動装置として起動用水圧開閉装置を用いる場合は、屋内消火栓開閉弁を開放

することにより起動し、停止は制御盤における直接操作によるものであること。 

⑵ 起動用水圧開閉装置は、加圧送水装置の一部として認定されたもの、または告

示８号に適合すると認められるもののほか、次によること。 

  ア 設置場所は、２（２）に準ずること。 

  イ 起動用圧力タンクの起動設定圧力は、ノズルにおける放水圧力が最も低くな

ると予想される部分において次の表の左欄に掲げる消火栓の種類に応じ、右欄

に掲げる圧力となる前に起動する値とすること。 

消火栓の種類 圧力 

１号消火栓（令第１１条第３項第１号の規定に適合するもの 
（下欄の掲げる易操作性１号消火栓を除く）） 

 
０．１７㎫ 

易操作性１号消火栓（令第１１条第３項第１号及び規則第１２ 

条第１項第７号へただし書の規定に適合するもの） 

２号消火栓（令第１１条第３項第２号イの規定に適合するもの） ０．２５㎫ 

広範囲型２号消火栓（令第１１条第３項第２号ロの規定に適合する
もの） 

０．１７㎫ 

  

  ウ 取付方法は、第１－９図に準ずること。 

 
第１－９図  
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⑶ 押ボタン式の遠隔操作部は、保護カバーが取り付けられていること。ただし、

消火栓箱内に設けられたものにあっては、この限りではない。 

⑷ ポンプが作動した旨を遠隔操作部で表示（灯火または灯火の点滅等）するとと

もに、防災センター等へ移報すること。 

⑸ 雨水等の侵入するおそれのある場所に設けるものにあっては、有効な防護措置

を講ずること。 

⑹ 自動火災報知設備の発信機と遠隔操作部が兼用されている場合は、発信機に「消

火栓連動」である旨の表示をすること。 

７ 屋内消火栓箱等（１号消火栓） 

⑴ ノズルは、認定品とし、原則として噴霧切替式のものとすること。 

⑵ ホース 

  ア ホースは、１５ｍ以上のものを２本接続するものとし、その長さはホース接

続口からの水平距離が２５ｍの範囲内の当該階の各部分に有効な放水すること

ができる長さにすること。 

  イ ホースは、「消火栓ホースの技術上の規格を定める省令」（平成２５年総務省

令第２２号）の呼称４０または５０に係る規定に適合したものであること。 

  ウ ホースの両端には、「消防用ホースに使用する差込式または、ねじ式の結合

金具および消防用吸管に使用するねじ式の結合金具の技術上の規格を定める省

令」（平成２５年総務省令第２３号）の規定に適合した呼称４０または５０の

差込式適合金具を取り付けたものであること。 

  エ ホースはその先端に筒先を取り付け、かつ、ホース接続口に接続した状態で

屋内消火栓箱に収納されていること。 

⑶ 消火栓開閉弁 

  ア 消火栓開閉弁は、認定品または告示２号に適合すると認められているものを

使用すること。 

  イ ハンドルは、当該弁を容易に開閉できるように設けること。 

⑷ 屋内消火栓箱 

  ア 屋内消火栓箱は、容易に視認できる共用部分で、かつ、最終避難が可能な避

難口、階段付近等に設けること。 

  イ 大きさは、収納された消火栓開閉弁の操作及びホースの使用に際し、ホース

のねじれ、折れ、ひっかかりその他の障害を生じない大きさとすること。 

  ウ 使用時に漏れた水を下部から排水することができる排水口等が設けられてい

ること。 

  エ 扉は、難燃材料とし、容易に開放でき、その開放角は１５０°以上であるこ

と。ただし、防火対象物の角部等に設けるものでホースの延長に支障とならな

いものにあっては、開放角を９０°以上とすることができる。 

  オ 屋内消火栓箱本体の材質は、厚さ１．６㎜以上の鋼製または同等の性能を有

するものとすること。 
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⑸ 表示 

  ア 屋内消火栓箱の扉表面には、容易に識別できるように「消火栓」と表示する

こと。なお、当該文字の大きさは５ｃｍ平方以上とすること。 

  イ 屋内消火栓箱の上部（消火栓箱の前面上端部を含む。）で２．０ｍ以下の範

囲に、赤色の位置表示灯を規則第１２条第１項第３号ロにより設けること。な

お、屋内消火栓箱を天井に設ける場合の位置表示灯は、規則第１２条第１項第

３号ハ（イ）により設けること。 

  ウ 屋内消火栓箱またはその直近には、使用方法を表示すること。 

（１号消火栓の例）   注意：  部分は赤色を表す 

 

 

 

文字の大きさは３ｃｍ平方以上 

 

エ 連結送水管の放水口を屋内消火栓箱に併置するものにあっては、「消火栓」の

表示の下部にアに準じて「放水口」と表示すること。 

（１号消火栓の表示等の位置等の例） 

 

第１－１０図 

８ 屋内消火栓箱等（易操作性１号消火栓、２号消火栓または広範囲型２号消火栓） 

⑴ 屋内消火栓箱 

屋内消火栓箱の設置位置については７（４）アによること。 
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⑵ 構造等  

日本消防検定協会の認定品とすること。 

⑶ ホース 

ホース接続口からの水平距離が２５ｍ（２号消火栓にあっては１５ｍ）の範囲

内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さとすること。 

⑷ 表示  

表示は、７（５）ア、イ及びエによること。 

 

９ その他 

  一の防火対象物には操作性またはホースの長さが異なる屋内消火栓箱等を設置し

ないこと。 

10 パッケージ型消火設備 

  屋内消火栓設備に代えて用いることができるパッケージ型消火設備については、

以下の省令、告示及び通知に従い設置することができる。 

⑴ 必要のされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平

成１６年総務省令第９２号） 

⑵ パッケージ型消火設備の設置及び維持に関する技術上の基準を定める件（平成

１６年消防庁告示第１２号） 
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第２ スプリンクラー設備 

 

１水源 

第１屋内消火栓設備１（（５）を除く。）に準ずること。 

２ 加圧送水装置 

 第１屋内消火栓設備２（（３）（６）（８）及び（１１）カを除く。）に準ずるほか、

次によること。 

⑴ 加圧送水装置は、スプリンクラー設備専用とすること。 

⑵ ポンプの定格吐出量は、次によること。 

  ア 標準型ヘッド（小区画型ヘッドを除く。以下同じ。）、側壁型ヘッド、小区画

型ヘッド及び開放型スプリンクラーヘッドを設けるものは、次表によること。 

ヘッド種別 防火対象物の区分 定格吐出量（Ｌ/min 以上） 

 

 

 

 

標準型 

ヘッド 

令第１２条第１項

第１号から第４号

まで、第９号から

第１２号までに掲

げるもの 

百貨店及び述べ面積が１，

０００㎡以上の小売店舗 

高感度   12 個×90＝1,080 

高感度以外 15 個×90＝1,350 

そ
の
他
の
も
の 

地階を除く階数が１

０以下 

高感度    8 個×90＝720 

高感度以外 10 個×90＝900 

地階を除く階数が１

１以上 

高感度   12 個×90＝1,080 

高感度以外 15 個×90＝1,350 

 令第１２条第１項第６号から第７号までに掲げ

るもの 

高感度   12 個×90＝1,080 

高感度以外 15 個×90＝1,350 

 令第１２条第１項第８号に掲げるもの 1 種     16 個×90＝1,440 

1 種以外   20 個×90＝1,800 

 条例第４７条第１項第７号及び第８号に掲げる

もの 

 

5 個×90＝450 

側壁型 地階を除く階数が１０以下 8 個×90＝720 

ヘッド 地階を除く階数が１１以上 12 個×90＝1,080 

 

小区画型 

ヘッド 

令第１２条第１項第１号及び第９号に掲げるも

のまたはその部分で基準面積が 1,000 ㎡未満の

もの 

 

4 個×60＝240 

 共同住宅用スプリンクラー設備を設けるもの 4 個×60＝240 

 

 

 

地階を除く回数が１０以下のもの（令第１２条

第１項第１号に掲げるもので基準面積が 1,000

㎡未満のものを除く） 

 

8 個×60＝480 

 

 地階を除く階数が１１以上 12 個×60＝720 

開放型 

スプリンクラー

ヘッド 

令第１２条第１項第１号及び第９号に掲げるも

のまたはその部分で基準面積が 1,000 ㎡未満の

もの 

 

4 個×90＝360 
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開放型 

スプリンクラー

ヘッド 

令第１２条第１項第１号及び第９号に掲げるも

の（基準面積が 1,000 ㎡未満のものを除く）の

うち地階を除く階数が 10以下のもの 

最大放水区域に設置される個

数×90 

舞台部が 10 階以下にあるもの 最大放水区域に設置される個

数×90 

舞台部が 11 階以上にあるもの ヘッドの設置個数が最大の階の

個数×90 

 備考１：ヘッドの設置個数が、表中の個数に満たない場合は当該設置個数とする。 

   ２：乾式・予作動式の流水検知装置が設けられているもの（小区画型ヘッドを

除く）にあっては、ヘッドの個数に１．５倍を乗じて得た個数とし、小数点

以下の数値を含むものにあっては、小数点以下を切り上げ整数とすること。 

   ３：舞台部に開放型スプリンクラーヘッドが設けられ、客数等に標準型ヘッド

が設けられており同時に放水する可能性がある場合にあっては、それぞれの

スプリンクラーヘッドについて規定される量を合算した量以上の量とするこ

と。 

     ただし、客席等に設置した標準型ヘッドの設置個数が規則第１３条の６第

１項第１号に規定する個数に満たない場合は、客数等に設置した標準型ヘッ

ドの設置個数に９０Ｌ／ｍｉｎを乗じて得た量を合算した量以上の量とする

ことができるものとする。 

  イ 放水型ヘッド等を設けるものは、ヘッドの性能に応じ、放水区域に有効に放

水できる量とすること。 

    また、一のスプリンクラー設備に放水型ヘッド等と放水型ヘッド等以外のス

プリンクラーヘッドが設けられ、同時に放水する可能性がある場合にあっては、

それぞれのスプリンクラーヘッドについて規定される量を合算した量以上の量

とすること。 

    ただし、同一区画内に放水型ヘッド等と放水型ヘッド等以外のスプリンクラ

ーヘッドが設置される場合で、区画内に設置した放水型ヘッド等以外のスプリ

ンクラーヘッドの設置個数が規則第１３条の６第１項第１号から第４号までに

規定する個数に満たない場合は、当該区域内に設置した放水型ヘッド等以外の

スプリンクラーヘッドの設置個数に９０Ｌ／ｍｉｎを乗じて得た量を合算した

量以上の量とすることができるものとする。 

  ウ 一のスプリンクラー設備に異なる種別のスプリンクラーヘッドが使用される

場合のポンプの定格吐出量は、定格吐出量が最大となるスプリンクラーヘッド

の規定により算出した量以上の量とすること（舞台部に設けられる開放型スプ

リンクラーヘッド及び放水型ヘッド等を除く）。 

⑶ 中間ポンプを設ける場合にあっては次によること。 

  ア 中間ポンプは、中間ポンプを経由する流水検知装置からの信号を受けた場合

には自動で起動すること。 
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  イ 中間ポンプ（中間ポンプを直列に複数設ける場合は最下層に設ける中間ポン

プ）は、送水口から１．６㎫以下で送水した場合に吸水可能となる位置に設け

ること。 

  ウ 中間ポンプは、送水口から送水した場合に使用できるように防災センター等

から遠隔起動できること。 

３ 呼水装置 

  第１屋内消火栓設備３に準ずること。 

４ 配管 

  屋内消火栓設備４（（19）を除く）に準ずるほか、次によること。 

⑴ 立ち上がり配管口径は、次表に定める口径以上とすること。 

  ア 標準型ヘッド、開放型スプリンクラーヘッド及び側壁型ヘッド 

同時開放個数 ８個以下 １５個以下 ２９個以下 ３０個以上 

立上り配管口径 ６５Ａ １００Ａ １２５Ａ １５０Ａ 

 

イ 小区画ヘッド 

同時開放個数 ４個 ８個以上 

立上り配管口径 ５０Ａ ６５Ａ 

⑵ 配管口径は、設けられるヘッド数の合計数に応じ次表に定める口径以上とする

こと。ただし、配管口径が立上り配管口径を超える部分にあっては、当該部分の

配管口径を立上り配管口径以下とすることができる。 

  ア 標準型ヘッド、開放型スプリンクラーヘッド及び側壁型ヘッド 

ヘッド数 ２個以下 ３個以下 ５個以下 １０個以下 

配管口径 ２５Ａ ３２Ａ ４０Ａ ５０Ａ 

 

２０個以下 ３０個以下 １００個以下 １００個を超えるもの 

６５Ａ ８０Ａ ９０Ａ １００Ａ 

イ 小区画ヘッド 

ヘッド数 １個 ３個以下 ５個以下 ８個以下 ９個以上 

配管口径 ２０Ａ ２５Ａ ３２Ａ ４０Ａ ５０Ａ 

⑶ 送水口のホース接続口の結合金具は、双口形で呼称６５の差込式の受け口とす

ること。 

⑷ 送水口の受け口には、容易に破壊できる保護板または呼称６５の差込式の差し

口蓋（覆冠）等を設けること。 

⑸ 送水口の設置場所は、防火対象物の主たる出入口付近で、道路から容易に識別

できることができ、消防ポンプ自動車から有効に送水可能な場所とすること。 

⑹ 送水口直近の配管には、逆止弁及び仕切弁を容易に操作できる場所に設けるこ

と。 
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⑺ 送水口は、必要とされる加圧送水装置の定格吐出量を１，６００L/min で除し

た個数以上を設けること。なお、小数点以下の数値を含むものにあっては、小数

点以下を切り上げ整数とすること。 

⑻ 立上り管が２系統以上となる場合は、２以上の送水口を相離れた場所に設け、

それぞれの立上り管の低層部で立上り管の配管口径と同等以上の横引き管で接続

すること。 

⑼ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所にスプリ

ンクラー設備用である旨の表示をすること。 

５ 閉鎖型スプリンクラーヘッド 

⑴ 標準型ヘッド 

 ア 標準型ヘッドを天井から３０㎝以上話して設けなければならない場合は、次

のいずれかによること。 

（ｱ）火災の際すみやかに当該ヘッドを作動させることができる集熱板（材質は金

属製とし、１，２００㎠以上（角形のものにあっては、短辺２０㎝以上）のも

の。以下同じ。）を設けること。 

（ｲ）日本消防検定協会において特定機器評価を受けた感熱開放継手（火災の感知

と同時に内蔵する弁体を開放する継手をいう。以下同じ。）及び開放型スプリン

クラーヘッドを設けること。 

  イ デフレクター周囲の放射空間に、梁等がある場合は次表により設ける 

こと。 

                           

  ウ 標準型ヘッドの設置間隔 

    各部分からの水平距離２．３ｍで配置する場合を示す。 

（ｱ）正方形に配置する場合 

 

Ｄ（ｃｍ）         Ｈ（ｃｍ） 

７５未満 

７５以上 

１００以上 

１５０以上 

    ０ 

１０未満 

１５未満 

３０未満 
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（ｲ）千鳥形に配置する場合 

 

  エ 仮想天井がある場合 

    天井がルーバー形式又はつり天井等（以下「仮想天井」という。）で、ふと

ころが３０㎝以上となる場合は、天井面のほか仮想天井部にもヘッドを設ける

こと。 

なお、天井面に設けるヘッドは仮想天井部で有効に散水できるよう配置する

こと。 

 

ただし、次の（ア）又は（イ）に該当する場合は、これによらないことができる。 

(ｱ) 天井面のヘッドを省略できるもの 

ａ 仮想天井のふところは、１ｍ以内であること。 

ｂ 仮想天井は、下地を含め不燃材で構成されていること。 

ｃ 仮想天井にふところには、可燃物（電気配線及び器具を除く。）が用いられ

ていないこと。 

ｄ ヘッドは次のいずれかにより設けること。 

(a) 仮想天井部には、令第１２条第２項第２号イに定める基準によるほか、

各４個のヘッドで囲まれた空間の中央部にさらに１個のヘッドを増設配置

し、各ヘッドには集熱板を設けること。 

    (b) 天井部に感熱開放継手を設け、仮想天井部に開放型スプリンクラーヘッ

ドを設けること。 



73 

 

(ｲ) 仮想天井のヘッドが省略できるもの 

ａ 仮想天井に用いる部材は、厚さ３㎝以下で、高さ１０㎝以下であること。 

ｂ 開放部（構成部材相互の空間をいう。）の合計面積が当該仮想部で７０％

以上であること。 

ｃ 天井面に設けられたヘッドのデフレクタ―と仮想天井の間に４５㎝以上

の空間があること。 

ｄ ヘッドは、仮想天井部で有効に散水できるよう配置すること。 

⑵ 小区画型ヘッド 

ア 令別表第一⑸、⑹項に掲げる防火対象物のうち、宿泊室等（宿泊室、病室、

談話室、娯楽室、居間、寝室、教養室、休憩室、面会室、休養室等。以下同じ。）

に該当する部分に設けること。 

イ 天井の各部分から一のヘッドまでの水平距が２．６ｍ以下でかつ、一のヘッ

ドにより防護される部分の面積が１３㎡以下となるように設けること。 

 また、一の宿泊室等に二以上のヘッドを設ける場合には、ヘッド相互の設置

間隔が３ｍ以下とならないように設置すること。 

  ウ デフレクタ―から下方０．４５ｍ以内で、かつ、水平方向の壁面までの範囲

には、何も設けられ又は置かれていないこと。 

 

⑶ 側壁型ヘッド 

ア 令別表第一（５）（６）項に掲げる防火対象物のうち、宿泊室等及び廊下、通

路その他これらに類する部分（廊下、通路、フロント、ロビー等）に該当する

部分に設けること。 

イ 床面の各部分が一のヘッドにより防護される床面の部分（ヘッドを取り付け

る面の水平方向の両側にそれぞれ１．８ｍ以内、かつ、前方３．６ｍ以内とな

る範囲を水平投影した床面の部分をいう。）に包含されるように設けること。 

  ウ デフレクタ―から下方０．４５ｍ以内で、かつ、水平方向０．４５ｍ以内に

は、何も設けられて又は置かれていないこととされているが、そのうち水平方

向については次の例によること。 
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⑷ 種別の異なる閉鎖型スプリンクラーヘッドは、同一階の同一区画（防火  区

画された部分又はたれ壁で区切られた部分等であって、当該部分における火災発

生等において当該部分に設置されている閉鎖型スプリンクラーヘッドが同時に作

動すると想定される部分をいう。）内に設けないこと。 

ただし、放水量と感度の種別が同じ閉鎖型スプリンクラーヘッドにあっ  て

は、この限りではない。 

⑸ 建基令第１１２条に定める防火区画にシャッターが設置される場合は、シャッ

ターに配置したヘッド配置すること。 

６ 舞台部の開放型スプリンクラーヘッド 

⑴ 放水区域 

放水区域は、規則第１４条第１項第２号によるほか、次によること。 

 ア 一の放水区域に設けるヘッド数は、３０個以上とすること。ただし、当該舞

台部に設けるヘッド数が３０個未満のときは、当該設置個数を一放水区域とす

ることができる。 

  イ 放水区域が二以上となる場合は、隣接する放水区域の相対するヘッドの間隔

は０．５ｍ以下とすること。 

 
⑵ 手動式開放弁 

ア 容易に操作でき、かつ、放水区域の見通しがきく箇所に設けること。 

イ 放水区域ごとに相離れた位置に二以上設け、いずれの弁を操作しても放水で

きること。 
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ウ 手動式開放弁の設置場所付近には、非常用照明装置を設けること。 

⑶ ヘッド 

ア ヘッドを配管の上部に上向きに取り付けるときは、じんあい等が集積しない 

よう保護装置を設けること。 

イ 床面から天井面までの高さが５ｍ未満の場合は、標準型ヘッドとすることが 

できるものとする。 

ウ イにより標準型ヘッドを設ける場合の加圧送水装置の能力は、同時開放個数 

３０個に準じて設定すること。 

⑷ 舞台上部に可動式の反響版を設ける場合は、手動式開放弁の付近に、すみやか

に反響版を散水に支障ない位置まで移動させる装置を設けること。 

⑸ 舞台部と客席部の間にドレンチャー設備が設けられる場合は、必要水量を加算

すること。 

７ 放水型ヘッド等 

⑴ 放水型ヘッド等は、「放水型ヘッド等も用いるスプリンクラー設備の設置及び

維持に関する技術上の基準の細目」（平成８年消防庁告示６号）により設けるこ

と。 

⑵ 放水型ヘッド等が必要とされる高天井の部分に該当するかは、次によること。 

ア 床面から天井までの高さは、次によること。 

(ｱ) 天井のない場合については、床面から屋根の下面までの高さ 

 
(ｲ) 防火対象物の部分が高天井の部分に該当するか否かについては、当該防火

対象物内の同一の空間として高さの異なる部分がある場合は、天井までの平均

高さではではなく、個々の部分ごとの床面から天井の高さにより高天井の部分

とすること。 
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(ｳ) 天井が開閉する部分については、当該天井が閉鎖された状態における床面か

らの高さ 

 イ 次のいずれかに該当する部分については、高天井の部分に該当しないものとす

る。 

(ｱ) 階段又はエスカレーターの付近に設けられる小規模な吹抜け状の部分（概ね

５０㎡未満） 

 
(ｲ) 天井又は小屋裏が傾斜を有するものである等の理由により、床面から 天井

までの高さが、局所的に高天井の部分になる場合 

 

⑶ 評価について 

放水型ヘッド等を用いるスプリンクラー設備は、認定品とし、付帯条件を満足

するよう設置すること。 

８ 流水検知装置及び自動警報装置 

⑴ 流水検知装置の一次側直近には、制御弁を設けること。 

⑵ 流水検知装置は、階段又は非常用エレベーター乗降ロビー等の直近で点検に際

し、人が容易に出入りできる場所に設けること。 

⑶ 流水検知装置は、火災等の被害を受けるおそれが少ない不燃材料で区画した専

用室又は配管室（各階ごとに床打ちされていること。）等に設けること。 

   なお、点検用の開口部は、廊下等の共用部分に面した場所に設けることとし、

当該開口部に設ける扉は、施錠できない構造のものとすること。ただし、容易に

解錠できる透明プラスチックカバー付き非常解錠方式等の構造のものとする場合

にあってはこの限りでない。 

⑷ 流水検知装置の自動警報装置（サイレン又はゴングに限る。）は、自動火災報

知設備が設けられている場合、流水検知装置の近くに一箇所設ければ足りるもの
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とする。ただし、自動火災報知設備が設けられていない場合は、規則第２４条第

５号ニに準じ、水平距離が２５ｍ以下となるよう自動警報装置を設けること。 

⑸ 規則第１４条第１項第４号二に定める表示装置は、非常電源容量を３０分以上

保有すること。   

⑹ 流水検知装置の操作ハンドルは、人が容易に触れないような措置を施すこと。 

⑺ 表示装置の表示窓は、流水検知装置ごとに設けること。  

⑻ 一の流水検知装置が受け持つことができる警戒区域は、３，０００㎡以下とし、

原則として二以上の階にわたらないこと。 

⑼ 流水検知装置が設けられている場合には、非常用照明装置を設けること。 

⑽ 一の流水検知装置が受け持つ警戒区域に放水量の異なる種別のスプリンクラー

ヘッド又は補助散水栓が設けられている場合の流水検知装置の検知流量定数は、

次の表によること。   

同一階の配管系の組み合せ 
検知流量定数の区分 

５０ ６０ ５０・６０併用 

標準型ヘッド（小区画型ヘッドを除く）及び補助散水栓  ○ ○ 

標準型ヘッド及び補助散水栓  ○ ○ 

標準型ヘッド（小区画型ヘッドを除く）及び小区画型ヘッド ○  ○ 

標準型ヘッド及び小区画型ヘッド ○  ○ 

小区画型ヘッド及び補助散水栓   ○ 

 

⑾ 自動警報装置の受信部は加圧送水装置等の設置部分の設け、防災センター等に

スプリンクラー設備が作動した階又は放水区域を表示すること。 

９ 試験装置 

⑴ 末端試験弁は、容易に点検できる場所に設けること。 

⑵ 末端試験弁は、みだりに開放することができない措置を施すとともに、排水措

置を講ずること。 

⑶ 排水に専用の配管を用いる場合は、末端試験弁の配管の口径の２倍以上を有し、
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かつ、排水ます等へ有効に排水できること。 

⑷ 開放型スプリンクラーヘッド等を設け、一斉開放弁又は選択弁を設ける場合は、

ヘッドから散水することなく、一斉開放弁等の試験ができる弁及び排水管を設け

ること。 

⑸ 屋上等の最遠部には、仮設等を設けることにより、同時放射試験ができる措置

を講ずること。 

⑹ 同一階の配管系に放水量の異なるスプリンクラーヘッド又は補助散水栓が設け

られる場合の当該配管の末端試験弁は、当該流水検知装置の検知流量定数に相当

する放水性能を有するオリフィス等の試験用放水口を設けること。 

 
10 起動装置 

  加圧送水装置の自動起動装置は、スプリンクラーヘッド（放水型ヘッド等を除く。

以下１１においても同じ。）の開放、補助散水栓の開放弁の開放又は火災感知装置

（開放型スプリンクラーヘッドを用いる場合の手動開放弁を含む。）の作動により、

起動用水圧開閉装置（圧力タンク）及び流水検知装置（自動警報弁）のいずれかか

らの信号においても起動（最も条件の悪いスプリンクラーヘッドにおける放水圧力

が０．１㎫以下もしくは、最も条件の悪い補助散水栓のノズル放水圧力が０．２５

㎫以下となる前に起動すること。）するものであり、その停止は制御盤における直

接操作によること。 

  ただし、起動用水圧開閉装置の起動の場合の停止は、実態により直接操作によら

ないことができる。 

11 起動用水圧開閉装置 

  第１屋内消火栓設備６（２）（イを除く。）に準ずること。 

12 放水圧力が１㎫を超えないための措置（放水型ヘッド等を除く。） 

  第１屋内消火栓設備５（（４）アを除く。）に準ずること。 

13 表示 

⑴ 流水検知装置の直近には、次の表示を設けること。 

 ア 

       大きさ １０㎝×３０㎝以上 

       文 字 ３㎝平方以上 

        色   生地：赤色 文字：白色 

 

   

スプリンクラー 

制  御  弁 
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  イ 

 

文字 ２㎝平方以上 

色  生地：白色 

文字：黒色 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 表示は、３ｍ以上離れた位置から確認できる場所に設けること。 

エ 一の階に警戒区域が２以上となる場合は、流水検知装置の受け持つ区域図を

表示すること。 

オ 配管室、専用室等内に流水検知装置を設ける場合は、当該扉又は点検口前面

等にもアの表示を設けること。 

カ 防火対象物の形態により、流水検知装置の位置が分かりにくい場合は、各流

水検知装置の位置を記載した各階平面図を、自動火災報知設備の受信機付近に

付置すること。 

⑵ 末端試験弁 

ア 末端試験弁の直近には、次の表示を設けること。 

 

  大きさ １０㎝×３０㎝以上 

  文 字 ３㎝平方以上 

  色   生地：赤色 文字：白色 

 

イ 配管室、専用室等内に末端試験弁を設ける場合は、当該扉又は点検口前面等

に前記アの表示を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

注 意 事 項 

１ 平常の場合 

⑴ １の弁は開いている。 

⑵ ２の弁は閉じている。 

⑶ 圧力計の針が  ㎫を指している。 

２ 消火後の措置 

⑴ 消火を確認し、速やかに１の弁を閉じる。 

⑵ １の弁を閉じても、配管内の水はしばらく出る。 

⑶ ヘッドを取り替え、１の弁を開いておく。 

試 験 方 法 

⑴ １及び２の弁を開く。 

⑵ 圧力計の指針の動きを読み、ポンプ起動を確認する。 

スプリンクラー試験弁 

（又は、テスト弁） 
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⑶ 加圧送水装置を設置した場所には、次の表示を設けること。 

文字 ２㎝平方以上 

色  生地：白色 

文字：黒色 

  

  

  

  

  

  

 ⑷ 開放型スプリンクラーヘッドの手動弁 

  ア 手動式開放弁が受け持つ放水区域図（２０㎝平方以上）を表示すること。 

  イ 各手動式開放弁については、それぞれ受け持つ放水区域が分かるよう表示板

を設けるか、手動式開放弁の色分け等を施すこと。 

⑸ 送水口には、「送水口（スプリンクラー専用）」及び適法送水圧力値の表示をす

ること。なお、高層用又は低層用の送水口については、「高層用○階～○階」又

は「低層用○階～○階」等を併せて表示すること。 

14 乾式又は予作動式スプリンクラー設備 

⑴ 設置場所 

  ア 乾式流水検知装置が設けられているスプリンクラー設備（以下「乾式スプリ

ンクラー設備」という。）は、スプリンクラー設備の配管等の凍結による被害

の生ずるおそれがある場所に設置するものとする。 

  イ 予作動式流水検知装置が設けられているスプリンクラー設備（以下「予作動

式スプリンクラー設備」という。）は、ア及び宝石、毛皮、貴金属等を展示し

又は販売する室等の万一誤って放水した場合に、特に著しい水損が生ずるおそ

れのある場所に設置するものとする。 

⑵ 加圧装置 

  ア 加圧装置には、専用のコンプレッサーを用いる方式とすること。 

  イ 加圧装置の能力は、乾式又は予作動式流水検知装置の二次側配管の圧力設定

値まで加圧するのに要する時間は３０分以内であること。 

  ウ 加圧装置の配管は、規則第１４条第１項第１０号に準じて設けること。 

  エ 加圧装置は、常用電源回路を専用とし、かつ、他の動力回路の故障により影

響を受けるおそれのないこと。 

  オ 加圧装置は、容易に点検できる場所に設置すること。 

⑶ 減圧警報装置 

  ア 加圧装置が運転不能となった場合又は加圧装置の圧力が当該規定圧力以下に

低下した場合に警報を発すること。 

  イ 減圧警報装置は、防災センター等に警報及び表示ができるものであること。 

消火設備の概要 

１ 設置場所 

２ 防護面積 

３ ヘッドの種別 

４ 加圧送水装置の性能 

５ 非常電源の種別 

６ 設置年月 

７ 施行者名 
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⑷ 感知部 

  ア 感知部は、当該スプリンクラー設備専用の感知器とすること。 

  イ 予作動式スプリンクラー設備に用いる感知部の種類は、自動火災報知設備の

感知器のうちスプリンクラーヘッドの表示温度より低い温度で感知する定温式

又は差動式の感知器とすること。 

  ウ 感知器の設置は、規則第２３条及び第２４条に準ずること。 

  エ 感知器が断線した場合に警報を発するものとし、警報装置は防災センター等

に警報及び表示できるものであること。 

⑸ 配管 

  ア 乾式又は予作動式の流水検知装置の二次側配管には、当該装置の作動試験に

要する弁及び排水管を設けること。 

  イ 流水検知装置の二次側配管容積は、表‐１によること。 

    表‐１ 

流水検知装置の配管内径 

（ミリメートル） 

二次側の配管容積 

（リットル以下） 

５０ 

６５ 

８０ 

１００ 

１２５ 

１５０ 

２００ 

７０ 

２００ 

４００ 

７５０ 

１，２００ 

２，８００ 

２，８００ 

  ウ 管及び管継手の材質及び防食措置は、規則第１４条第１項第１０号（ロ及び

ハを除く。）によること。 

  エ 配管１０ｍにつき４㎝以上の勾配をつけること。 

  オ 配管には有効に排水できる排水弁を設けること。 

⑹ スプリンクラーヘッド 

   規則第１３条の２第４項第１号トについて、上向きヘッドと同等の排水措置を

講じたときは、下向きヘッドを使用することができること。 

⑺ その他 

  ア 乾式及び予作動式の流水検知装置の一次側配管が凍結のおそれのある場所に

設置される場合は、凍結防止の措置を行うこと。 

  イ 二次側に加圧しない方式の予作動式の流水検知装置は、逆止弁を設け、当該

逆止弁以降を（２）に準じて加圧すること。 

15 配線等 

予作動式の制御盤等から電磁弁までの配線は耐熱措置を講ずるとともに、予作動

式の制御盤及び電磁弁には非常電源を附置するものとし、全ての電源が遮断された

場合でも予作動弁が開放を維持すること。 
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16 補助散水栓 

⑴ 構造及びホース等 

第１屋内消火栓設備８（１）及び（２）に準ずるほか、ホースは接続口からの

水平距離が１５ｍの範囲内の当該階の各部分に有効に放水することができる長さ

にすること。 

⑵ 起動装置 

１０起動装置の規定によること。 

⑶ 配管 

  ア ４配管の規定によるほか、補助散水栓への立上り管は３２Ａ以上のものとす

ること。 

  イ 補助散水栓の配管は、各階の流水検知装置の二次側配管から分岐設置するこ

と。ただし、スプリンクラーヘッドを設けない階に補助散水栓を設置する場合

で、次による場合は、５階層以下を一の流水検知装置から分岐することができ

る。（次図参照） 

(ｱ) 地上と地下部分を別系統とすること。 

(ｲ) 補助散水栓で警戒する部分は、自動火災報知設備により有効に警戒されて

いること。 

(ｳ) 補助散水栓の一次側には階ごとに仕切弁を設置すること。 

 

ウ 乾式又は予作動式の流水検知装置を用いるスプリンクラー設備に補助散水 

栓を設ける場合は、流水検知装置の二次側から配管を分岐しないこと。 

⑷ 減圧措置 

   補助散水栓はノズルの先端における放水圧力が０．７㎫を超えないための措置
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を講じること。 

⑸ 表示 

   表示は、第１屋内消火栓設備７（５）ア、イ及びエに準ずること。なお、補助

散水栓の扉表面の表示については、「消火用散水栓」とすることができる。 

17 特定施設水道連結型スプリンクラー設備 

⑴ 性能は、次表によること。 

       内装制限 

 

性 能 

壁及び天井（天井のない場合にあっては、屋根）の室内に面する部

分（回り縁、窓台その他これらに類する部分を除く）の仕上げ 

準不燃材料 左記以外 

ポンプ吐出量 
最大放水区域のヘッド個数

×２０Ｌ/分以上 

最大放水区域のヘッド個数

×３５Ｌ/分以上 

ヘッド放水量 
最大放水区域のヘッド個数を

同時使用し、１５Ｌ/分以上 

最大放水区域のヘッド個数を

同時使用し、３０Ｌ/分以上 

ヘッド放水圧力 
最大放水区域のヘッド個数を

同時使用し、０．０２㎫以上 

最大放水区域のヘッド個数を

同時使用し、０．０５㎫以上 

水源水量 １．２㎥ 
最大放水区域のヘッド個数

×０．６㎥ 

備考１：最大放水区域のヘッド個数は、当該個数が４以上の場合は４とする。 

  ２：使用するヘッドは、防火対象物又はその部分の床面から天井までの高さに応じ、小

区画型ヘッド（水道連結型ヘッドに限る。）、開放型スプリンクラーヘッド又は放水区

域のヘッド等とし、規則第１３条の５第１項及び第２項によること。 

  ３：放水型ヘッド等を用いる場合は、表によらず規則第１３条の４第３項、同第１３条

の６第１項第５号及び第２項第５号並びに同第１４条第２項によること。 

⑵ 加圧送水装置（⑽イの増圧用装置を除く）は、第１屋内消火栓設備２⑴、⑵、

⑸及び⑺に準ずるほか、２⑴、⑵イ及びウによること。 

⑶ 配管は、規則第１４条第１項第１０号によるほか、「特定施設水道連結型スプ

リンクラー設備に係る配管、管継手及びバルブ類の基準」（平成２０年消防庁告

示第２７号）に適合するものを使用すること。 

⑷ 小区画型ヘッドは、５⑵イ及びウによること。なお、小区画型ヘッドのうち水

道連結型ヘッドを使用すること。 

⑸ 開放型スプリンクラーヘッドは、６⑴イ及び⑵によること。 

⑹ 放水型ヘッド等は、７によること。 

⑺ 起動装置は、規則第１４条第１項第８号によること。 

⑻ 放水圧力が１㎫を超えないための措置（放水型ヘッド等を除く）は、１２によ

ること。 

⑼ 表示は、１３⑶（非常電源の種別を除く）及び同⑷によること。 

18 パッケージ型自動消火設備 

スプリンクラー設備に代えて用いることができるパッケージ型自動消火設備につ
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いては、以下の省令、告示及び通知に従い設置することができる。 

⑴ 必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令（平

成１６年総務省令第９２号） 

⑵ パッケージ型自動消火設備の設置及び維持に関する技術上の基準を定める件（平

成１６年消防庁告示第１３号） 
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第３ 水噴霧消火設備 

 

１ 水源 

  第１屋内消火栓設備１（⑸を除く）に準ずること 

２ 加圧送水装置 

  第１屋内消火栓設備２（⑶、⑹、⑻及び⑾を除く）に準ずるほか、加圧送水装置

は水噴霧消火設備専用とすること。 

３ 呼水装置 

  第１屋内消火栓設備３に準ずること。 

４ 配管  

第１屋内消火栓設備４（⒁及び⒆を除く）及び第２スプリンクラー設備４⑶から

⑺に準ずるほか、次によること。 

⑴ 配管口径は、設けられたヘッドの個数又は同時放射するヘッドの個数に応じ、

配管の摩擦損失、放水量を勘案し、適正な口径を設定すること。 

⑵ 配管途中には、次に掲げるストレーナを設けること。 

  ア 網目の開き又は円孔の径は、噴霧ヘッドの最小通路の２分の１以下であるこ

と。 

  イ 網目等の面積の合計は、接続する配管断面積の４倍以上であること。 

  ウ 網目等が容易に清掃できるものであること。 

⑶ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に水噴霧

消火設備である旨を表示すること。 

５ 同時放射区画 

規則第１７条第２項第３号に定める隣接する２つの区画のうち最大となる もの

を同時放射した場合、必要となる水源、加圧送水装置等を確保すること。（第３－

１図参照） 

ただし、隣接した区画が不燃材料で区画されている場合は、当該区画された部分

の一を放射区画とし、最大となる区画を同時２区画放射とすることができる。（第

３－２図参照） 
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６ 電気機器との保有空間 

  噴霧ヘッド又は、配管と高圧電気機器の露出充電部等との間は、次表に掲げる保

有空間をとること。 

公称電圧 噴霧ヘッドとの保有空間 配管との保有空間 

 ３㎸ １７０㎜以上  ７０㎜以上 

 ６㎸ １７０㎜以上  ７０㎜以上 

１０㎸ ２００㎜以上 １００㎜以上 

２０㎸ ３００㎜以上 １７０㎜以上 

３０㎸ ４００㎜以上 ２５０㎜以上 

４０㎸ ５００㎜以上 ４００㎜以上 

６０㎸ ７００㎜以上 ５５０㎜以上 

７０㎸ ８００㎜以上 ６５０㎜以上 

 

７ 試験装置 

  第２スプリンクラー設備９（４）に準ずること。 

８ 流水検知装置及び自動警報装置 

  第２スプリンクラー設備８に準ずるほか、流水検知装置の一次側の制御弁は、当

該放射区画を経由することなく、接近できる共用部分若しくは階段直近等に設け、

容易に操作できる位置に設けること。 

９ 起動装置 

  第２スプリンクラー設備１０及び第４泡消火設備７に準ずること。 

10 排水装置 

⑴ 放射された水を排水できる措置を講ずること。 

⑵ 駐車の用に供する防火対象物またはその部分に設ける場合は、放射された水量を

処理できる油分離槽を設けること。（第３－３図参照） 
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11 表示等 

  第２スプリンクラー設備１３（１）、（３）及び（４）に準ずるほか、送水口には、 

「送水口（水噴霧消火設備専用）」及び適正送水圧力値の表示を併せて行うこと。 

12 駐車場等 

⑴ 駐車場等に特殊消火設備の設置が必要となる場合は、原則として水噴霧消火設

備または泡消火設備を設けること。ただし、立体駐車場等で、水噴霧消火設備又

は泡消火設備の設置が困難なものにあっては、この限りではない。 

⑵ 令第１３条第１項の「駐車の用に供される部分」の床面積の算定は、駐車する

部分及び車路の床面積の合計とすること。 

⑶ 共同住宅の一部に駐車場を設け、特殊消火設備が必要となる場合は、水噴霧消

火設備、泡消火設備又は移動式粉末消火設備等（第４泡消火設備１０（３）に定

める周囲等に開放性がある場合に限る）とすること。 
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第４ 泡消火設備 

 

１ 水源 

  第１屋内消火栓設備１（（５）を除く）に準ずること 

⑴ 泡消火設備の水源は、飲食用水源（高架水槽を含む）と接続しないこと。 

  （第４－１参照） 

⑵ 防火対象物の同一階に固定式と移動式の泡消火設備を設置した場合の水源の水

量は、両方式を合算した量以上とすること。 

 

２ 加圧送水装置 

  第１屋内消火栓設備２（⑶、⑹、⑻及び⑾を除く）に準ずるほか、次によること。 

⑴ 加圧送水装置等は、泡消火設備専用とすること。 

⑵ 防火対象物の同一階に固定式と移動式の泡消火設備を設置し、加圧送水装置を

兼用する場合は、両方式を合算した性能を有するものとすること。 

３ 呼水装置 

  第１屋内消火栓設備３に準ずること。 

４ 配管  

  第１屋内消火栓設備４（⒁及び⒆を除く）並びに第２スプリンクラー設備４⑶か

ら⑺に準ずるほか、次によること。 

⑴ 一斉開放弁の二次側には、泡ヘッドから散水することなく、一斉開放弁の試験が

できる弁及び排水管を設けること。 

⑵ 一斉開放弁の取り付け位置は、その受け持つ放射区画内またはその直近に設ける

こと。 

⑶ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に泡消火設

備用である旨を表示すること。 
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５ 同時放射区画 

規則第１８条第４項第５号に定める一の放射区域は、第３水噴霧消火設備５に準

ずること。 

６ 泡ヘッド 

使用する泡消火薬剤との組み合わせで所要の性能が確認されているものとするこ

と。 

７ 火災感知装置 

  自動式の火災感知装置は、次によること。 

⑴ 標準型ヘッドを用いる場合 

  ア 標準型ヘッドの標示温度は、７９℃未満のものとすること。 

  イ ヘッドは、規則第１３条の２第４項第１号イからハまでに準じて設けること。 

  ウ ヘッドの取り付け高さは、床面から５ｍ以下とすること。ただし、ヘッドの

感度種別が 1 種のものを使用する場合は、８ｍ以下とすることができる。 

  エ ヘッドは一の放射区画内の床面積１５㎡（耐火建築物にあっては、２０㎡）

以下ごとに 1 個以上偏在しないように設けること。 

オ 配管の末端には、当該放射区画の見通しができ、区画内の火災の影響を受け

ることなく容易に操作できる場所に、手動弁（ボールコック等）を設けること。 

⑵ 自動火災報知設備の感知器を用いる場合 

 ア 感知器は、規則第２３条第４項に定める基準に準じて設けること。 

  イ 感知器の種別は、熱式の特種（定温式に限る）、１種又は２種若しくは差動

式分布型の２種または３種のものとすること。 

  ウ 感知器の作動と連動して電磁弁が開放した場合は、何らかの復旧操作をしな

い限り、閉鎖しないものであること。 

  エ 感知器回路の末路には、当該放射区画の見通しができ、区画内の火災の影響

を受けることなく、容易に操作できる場所に手動起動装置を設けること。 

８ 流水検知装置及び自動警報装置 

  第２スプリンクラー設備８に準ずるほか、流水検知装置の一次側直近の制御弁は、 

当該放射区画を経由することなく、接近できる共用部分もしくは、階段直近等に設 

け、容易に操作できる位置に設けること。 

９ 起動装置 

⑴ 固定式の泡消火設備にあっては、第 2 スプリンクラー設備１０に準ずること。 

⑵ 移動式の泡消火設備にあっては、第１屋内消火栓設備６に準ずること。 

10 移動式の泡消火設備 

⑴ 規則第１８条第２項第４号に規定するノズルからの泡水溶液の放射量は、ノズ

ルの放射圧力を０．３５㎫としたときの量とすること。 

⑵ ホースの長さは、ホース接続口からの水平距離が１５ｍの範囲内の防護対象物

の各部分に有効に放射することができる長さとすること。 

⑶ 移動式の泡消火設備を設置できる防火対象物またはその部分は、次の条件に適
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合するものであること。 

  ア 外気に接する常時開放の開口部が、階ごと（建基令第１１２条による防火区

画が存ずる場合は防火区画ごと）に次の(ｱ)または(ｲ)に定める基準に適合して

いること。 

(ｱ) 壁面線の長辺の長さが３０ｍ以下の場合は、次のａまたは bに適合するこ

と。 

ａ 壁面線のうち長辺部分の一面が、次の(ａ)から（ｅ）までに該当する外

気に接する常時開放の開口部（以下「開放開口部」という）を有するもの 

      (a) 開放開口部の上端は、床面から２ｍ以上とすること。 

     (b) 手すり等を設ける場合は、手すり部分の見付け面積の 3分の１以上の

開放性を有するパイプ手すり等とすること。ただし、開放性が不足する手

すりを使用する場合は、手すり部分の見付け面積の３分の１以上の開放面

積を他の面で確保すること。 

(c) 手すり等の上端は床面から１．２ｍ以下とすること。なお、防犯上等

の理由により、やむを得ず、手すり等の上端からはり、垂れ壁等の下端

までの間にフェンス等を設ける場合については、開放性の高いネットフ

ェンス等とすること。 

(d) 壁面線のうちエレベーターまたは階段等で開放開口部が閉鎖される 部

分（主要構造部である柱を除く）がある場合にあっては、その閉鎖された

部分相当の開放面積を他の面で確保すること。 

(e) 開放開口部には、天井面または上部床スラブ下面から５０㎝以上下がっ

たはりまたは垂れ壁等を設けないこと。 

 
    ｂ 防火対象物の天井中央付近に、壁面線のうち長辺側の壁面積の２分の１

以上の外気に接する常時開放の開口部（天井中央付近の常時開放の開口部

が複数階にわたる場合、当該中央の吹き抜け部に面する各階の開口部は、

開放開口部に準ずること）を有するもの 
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(ｲ) 壁面線の長辺の長さが３０ｍを超える場合は、防火対象物の各部分から、

一の開放開口部までの水平距離を３０ｍ以下とし、次のａまたは bのいずれ

かに適合すること。 

  ａ 壁面線のうち長辺を含む二面以上が、開放開口部を有するもの 

 

b 防火対象物の天井中央付近に壁面線の長辺側を含む二面の壁面積の２分 

の１以上の外気に接する常時開放の開口部（(ｱ) b に準ずる）を有するもの 

 
イ 壁面線の開放開口部で、隣地境界線または他の建築物等の外壁（以下「隣地等」

という）に面して設けるものであって、壁面線から隣地等までの距離が１ｍ未満

となる部分については、次の式で算定した値を開放面積とすること。ただし、壁
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面線から隣地等までの距離が０．６ｍ未満の部分は開放面積に算定できない。 

Ａ＝２Ｉ×Ｌ    Ａ：算定開放面積（㎡） 

          Ｉ：壁面線から隣地等までの距離 

          Ｌ：開放開口部の長さ（ｍ） 

⑷ 移動式泡消火設備（泡消火栓）の泡の放射は、一のバルブ操作によりできるこ

と。 

⑸ 移動式泡消火設備を設けた防火対象物は警備員等が常駐すること。ただし、防

火対象物またはその部分の直近の関係者等により速やかに対応が可能なものはこ

の限りでない。 

11 泡消火薬剤の貯蔵槽 

⑴ 材質は、泡消火剤により腐食等のおそれがないもの、または、防食措置を講じ

たものであること。 

⑵ 点検口および掃除口を設けること。 

⑶ 呼気弁または通気管を必要に応じ設けること。 

⑷ 貯蔵槽が常時加圧されることにより、ダイヤフラム等に支障が生じるおそれの

あるものにあっては、有効な厚抜き措置を講ずること。 

⑸ 設置場所は、２加圧送水装置の設置場所に準ずるほか、点検、補修に必要な空

間及び換気、室温並びに排水等を考慮すること。 

12 泡消火薬剤混合装置 

  混合装置は、使用する泡消火薬剤及び使用ヘッドに整合したものであること。 

13 フォームヘッド又はノズルから適正な泡放射ができるとともに泡の発泡倍率は５

倍以上あり、かつ、当該泡の４分の１還元時間は１分以上であること。 

14 令第１３条第１項に掲げる駐車場棟に供する部分の床面積の算定は、次表による

こと。 

駐車の用に供される部分 駐車する部分及び車路 

自動車の修理又は整備の

用に供する部分 

作業所、油庫、点検調整場、修理又は作業を要する車

両の駐車場、機械室及び部品庫等（防火区画された部

品庫は除く。） 

15 機械式駐車場 

機械式駐車場（複数の段に駐車できるもの）に泡消火設備を設ける場合は、１か

ら１４によるほか次に定めるところによること。 

⑴ フォームヘッドは、各段にとも防護できるように設けること。 

⑵ 火災感知装置は、標準型ヘッド（７９℃未満）とし、天井等（床ピット内に車

両が降下収納されるものにあっては、床ピット内の火災を有効に感知できること、。）

で感知しやすい部分に取り付けること。 

⑶ 駐車の用に供する部分の水平投影面積５０㎡以上を一の放射区画とし、隣接す

る二つの区画を同時放射できる容量の加圧送水装置を設けること。 

⑷ 手動弁は、当該部分の火災の影響を受けることがなく、容易に接近できる位置
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に設けること。 

⑸ 地上２段式以外の機械式駐車場には移動式の泡消火設備を設けないこと。 

16 表示 

⑴ 手動起動装置と放射区画との関連を明確にするため、次の識別をすること。 

  ア 一斉開放弁及び手動弁を赤色塗色すること。 

  イ 一の放射区域の手動弁及び泡ヘッドの取り付け部分並びに一斉開放弁の放出

側の配管をそれぞれ３０ｃｍ以上同一彩色とすること。ただし、天井仕上等に

より配管が露出しない構造のものにあっては、露出している泡ヘッド部分（網

の部分を除く。）等のみ同一彩色とすることができる。 

  ウ 隣接する放射区域は、容易に識別できるように異なった彩色とすること。 

⑵ 混合器及び送液ポンプ等には、送液方向を示す矢印を表示すること。 

⑶ 加圧送水装置を設置した場所には、だい４－２図の表示を設けること。 

⑷ 泡消火設備の消火薬剤貯蔵槽を設置した場所には、第４－３図の表示を設ける

こと。 

⑸ 泡消火栓には、第４－４図の表示を設けること。 

⑹ 手動起動装置、送水口の直近には、第４－５図の表示を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 第４－２図 

 

 

 

 

 

 

 

              第４－３図 

 

消火設備の概要 

１ 設置場所 

２ 防護面積 

３ ヘッドの種別及び数量 

４ 放出方式 

５ 消火薬剤の種別、混入率及び数量 

６ 加圧送水装置の性能 

７ 非常電源の種別 

８ 設置年月 

９ 施工者名 

消火薬剤 

１ 種別 

２ 混入率 

３ 薬剤量 

４ 設置年月 
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第４－４図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第４－５図 

 

⑺ ⑶から⑹までの表示のうち特記のないものについては、次によること。 

  ア 色は、生地を白色、文字を黒色とすること。 

  イ 文字の大きさは、２ｃｍ平方以上とすること。 

⑻ 表示は、３ｍ以上離れた位置から確認できる場所に設けること。 

⑼ 流水検知装置の直近には、第２スプリンクラー設備１３⑴に準じて表示を設け

ること。この場合、「スプリンクラー」を「泡消火」に読み替えること。 

17 特定駐車場用泡消火設備 

泡消火設備に代えて用いることができる特定駐車場用泡消火設備（必要とされる

防火安全性能を有する消防の用に供する設備等）については、「特定駐車場におけ

る必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」（平

成２６年総務省令第２３号。以下「特定駐車場用泡消火設備省令」という。）及び

「特定駐車場用泡消火設備の設置及び維持に関する技術上の基準」（平成２６年消

防庁告示第５号）によるほか、次によること。 

⑴ 水源 

   第１屋内消火栓設備１（⑸を除く。）に準ずること。 

⑵ 加圧送水装置 

第１屋内消火栓設備２（⑶、⑹、⑻及び⑾を除く。）に準するほか、特定駐車場

用泡消火設備専用とすること。 

⑶ 呼水装置 

   第１屋内消火栓設備３に準ずること。 

⑷ 配管 

手動起動装置 

（泡 消 火） 

送 水 口 

（泡 消 火） 

大きさ １０ｃｍ×３０ｃｍ以上 

文 字 ３ｃｍ平方以上 

使 用 方 法 

１ ホースを延ばす。 

２ 火災場所を確め１の弁を開く。 

３ 起動ボタンを押す。 

４ その他必要事項 

 

色 生地：赤色 文字：白色 
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第１屋内消火栓設備４（⑵から⑸、⒁及び⒆を除く。）に準ずるほか、次による

こと。 

ア 配管は、起動用圧力タンクにより常時充水すること。 

イ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に特定

駐車場用泡消火設備である旨を表示すること。 

⑸ 送水口 

   第２スプリンクラー設備４⑶から⑺に準じて送水口を設けること。 

⑹ 閉鎖型泡水溶液ヘッド、開放型泡水溶液ヘッド及び感知継手 

  第２スプリンクラー設備５⑴（アを除く。）に準ずるほか、次によること。 

  ア 認定品とすること。 

  イ 閉鎖型泡水溶液ヘッド及び感知継手は天井面から３０ｃｍ以上離して設けな

いこと。 

 ウ 床面からの高さは認定における付帯条件の範囲内であること。 

⑺ 火災感知用ヘッド 

   日本消防検定協会で行われる評価における設置基準又は７火災感知装置⑴（オ

を除く。）に準ずること。 

⑻ 泡ヘッド 

   使用する泡消火薬剤との組み合わせで所要の性能が確認されているものとする

こと。 

⑼ 流水検知装置及び自動警報装置 

   第２スプリンクラー設備８に準ずるほか、流水検知装置の一次側直近の制御弁

は、当該流水検知装置の警戒区域を経由することなく接近できる共用部分若しく

は、階段直近等の容易に操作できる位置に設けること。 

⑽ 試験装置 

   第２スプリンクラー設備９（⑷から⑹を除く。）に準ずること。 

⑾ 起動装置 

   第２スプリンクラー設備１０に準ずること。 

⑿ 起動用水圧開閉装置 

   第１屋内消火栓設備６⑵（イを除く。）に準ずるほか、起動設定圧力は、放射

圧力が最も低くなると予想される閉鎖型泡水溶液ヘッド、開放型泡水溶液ヘッド

（以下、「閉鎖型泡水溶液ヘッド等」という。）及び泡ヘッドからの放射圧力がそ

れぞれの使用圧力範囲の下限値を下回る前に起動する値とすること。 

⒀ 泡消火薬剤及び貯蔵槽 

   １１泡消火薬剤の貯蔵槽に準ずるほか、泡消火薬剤は閉鎖型泡水溶液ヘッド等

の認定における付帯条件に適合し、かつ、泡ヘッドとの組み合わせで所要の性能

が確認されているものであること。 

⒁ 泡消火薬剤混合装置 

   泡消火薬剤混合装置は、閉鎖型泡水溶液ヘッド等の認定における付帯条件に適
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合したものであること。 

⒂ 機械式駐車場 

機械式駐車場に機械式泡消火設備を設ける場合は、⑴から⒁によるほか、機械

式駐車場の各段とも防護できるように設けること。なお、特定駐車場用消火設備

省令第２条第１号ロに規定する「床面から天井までの高さ」の床面とは、機械式

駐車場のピット部を含めたものであること。ただし、ヘッドの取り付け高さにつ

いては機械式駐車場のピット部を含めない高さとすること。 

 ⒃ 表示 

   １６（⑴、⑶、⑸及び⑹を除く。）に準じ、「泡消火」を「特定駐車場用泡消火」

に読み替えて表示を設けるほか、つぎによること。 

  ア 加圧送水装置を設置した場所には第４－６図の表示を設けること。 

  イ 送水口の直近には、第４－７図の表示を設けること。 

  第４－７図 

 

 

    第４－６図 

⒄ 総合操作盤 

   特定駐車場用泡消火設備に係る総合操作盤の表示、警報、操作及び消防活動支

援機能については、泡消火設備に準じた機能を有するものとすること。 

 ⒅ 湿式予差動式特定駐車場用泡消火設備 

   「流水検知装置の技術上の規格を定める省令」（昭和５８年自治省令第２号）

第１２条の規定に基づく規格により検定を合格した湿式予差動式流水検知装置を

用いる場合は次によること。 

  ア 制御盤から電磁弁までの配線は耐熱措置を講ずるとともに、制御盤及び電磁

弁には予備電源を付置するものとして、全ての電源が遮断された場合でも予作

動弁の開放を維持すること。 

  イ 制御盤は、防災センター等に設けること。 

  ウ 感知部は特定駐車場用泡消火設備省令第４条第４号二より設けるほか、規則

第２４条及び規則第２４条の２に準じて設けること。 

 ⒆ その他 

特定駐車場用泡消火設備は、日本消防検定協会で行われる評価は受けたものと

し、付帯条件を満足するように設置すること。 

  

消火設備の概要 
１ 設置場所 
２ 防護面積 
３ 特定駐車場用泡消火設備の種別 
４ ヘッドの種別及び数量 
５ 加圧送水装置の性能 
６ 非常電源の種別 
７ 設置年月 
８ 施工者名 

送水口 

（特定駐車場用泡消火） 

大きさ １０ｃｍ×３０ｃｍ以上 
文字 ３ｃｍ平方以上（「特定駐 
車場用泡消火」）については 2.5 
ｃｍ平方以上） 
色 生地：赤色                                       

文字：白色 
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第５ 不活性ガス消火設備 

 

１ 設置方法等 

 ⑴ 不活性ガス消火設備を設置する場合は、原則として全域放出方式とすること。

ただし、道路の用に供する部分又は駐車の用に供する部分に設置する場合で、屋

上の部分に限り移動式（消火剤は二酸化炭素に限る。）とすることができるもの

とする。 

 ⑵ 全域放出方式及び局所放出方式の不活性ガス消火設備は、令に基づき設置する

場合以外であっても、常時人がいない部分以外の部分には設置しないこと。 

 ⑶ 全域放出方式の防護区画の開口部は、階段室、非常用エレベーターの乗降ロビ

ーその他これらに類する場所に面して設けないこと。 

 ⑷ 全域放出方式の防護区画の高さは、原則５０ｍ以下とすること。 

 ⑸ 全域放出方式の不活性ガス消火設備を地階に設ける場合は、当該防護区画の床

面積を原則５００㎡以下とすること。ただし、次に定める場合にあっては、この

限りでない。 

  ア 防火対象物の地階の階数が１であること。 

  イ 防護区画の外周の２面以上及び周長の１／２以上が外気に開放された部分（以

下「ドライエリア等」という。）に隣接していること。 

  ウ ドライエリア等に面して避難口（９防護区画⑸及び⑹に準ずること。）が設

けられていること。 

  エ ドライエリア等には、地上へ出るための斜路、階段等の施設が設けられてい

るとともに、当該施設まで避難口から幅員１ｍ以上の通路が確保されているこ

と。 

⑹ 全域放出方式の防護区画内に固定された気密構造体が存する場合には、当該構

造体の体積を防護区画の体積から減じること。 

⑺ 不活性ガス消火設備（全域放出方式に限る。）１ユニットに設ける防護区画の

総数は１０区画以内とすること。 

⑻ 全域放出方式の一の防護区画には、原則として２以上の室を含まないこと。た

だし、主となる室の附室で両室が空調設備等のため構造上別の防護区画とできな

い場合等は、同一区画とすることができるものとする。 

⑼ 全域放出方式の防護区画は、上下２層に渡る部分を一の防護区画としないこと。 

⑽ 全域放出方式の防護区画ごとの消火剤は次によること。 
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消火剤 

防火対象物又はその部分 

二酸化炭素 窒素 ＩＧ－５５ ＩＧ－５４１ 

常時人がいない部分以外の部分 × × × × 

常
時
人
が
い
な
い
部
分 

防護区画の面積が 1,000 ㎡又は 

体積が 3,000 ㎡以上のもの 
〇 × × × 

そ
の
他
の
も
の 

自動車の修理又は整備の用に供される部分 〇 〇 〇 〇 

駐車の用に供される部分 〇 〇 〇 〇 

発電機室等 
ガスタービン発電機が設置されるもの 〇 × × × 

その他のもの 〇 〇 〇 〇 

多量の火気を使用する部分 〇 × × × 

通信機器室 〇 〇 〇 〇 

指定可燃物を貯蔵し、取扱う部分 〇 × × × 

〇：設置できる。 ×：設置できない。 

２ 貯蔵容器置場 

 ⑴ 貯蔵容器置場は、防護区画内を経ることなく廊下等の共用部又は屋外から出入

りできる場所（はしごを利用して出入する場所を除く。）に設けること。 

 ⑵ 貯蔵容器置場は、不燃材料で区画し、かつ、開口部に防火戸（出入り口にあっ

ては、避難方向開きの常時閉鎖式防火戸とすること。）を設けた専用の室とする

こと。 

 ⑶ 貯槽容器置場は、室温４０℃以下で温度変化の少ない場所とすること又は室温

４０℃以下とするための有効な換気設備が設置されていること。 

 ⑷ 貯蔵容器置場の出入口には、「不活性ガス（消火剤名）消火設備貯蔵容器置場」

及び「立入禁止」の表示をすること。 

 ⑸ 貯蔵容器置場内には、非常用照明装置を設けること。 

 ⑹ 貯蔵容器置場内は、点検及び貯蔵容器等の交換に必要な空間が確保されている

こと。 

 ⑺ 貯蔵容器置場及び貯蔵容器には、次の表示を設けること。 

  ア 貯蔵容器置場           イ 貯蔵容器 

                      

 

   

 

 

 

 

 

（注）防護区画が２以上の場合は、設置場所、防護容積等の表示部に、それぞれの防護区画がわかるように区分して表示す

ること。 

不活性ガス消火設備消火薬剤 

１ 消火剤の種類 

２ 消火剤量 

３ 製造年 

４ 製造者名 

消火設備の概要  

１ 設置場所 ７ その他必要な事項 

２ 防護容積 ８ 設置年月日 

３ ヘッドの種類及び数量 ９ 施工者名 

４ 放出方法及び放射時間  

５ 消火剤の種別・数量  

６ 加圧ガスの種別・数量  
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３ 配管等 

 ⑴ 鋼管を用いる配管及び管継手の防食処理は、その内外の両面に施したものであ

ること。 

 ⑵ 配管を地中に布設する場合にあっては、ピットを設けて敷設する等の有効な防

食措置を施すこと。 

 ⑶ 容器弁、安全装置及び破壊板は、認定品又は「不活性ガス消火設備等の容器弁、

安全装置及び破壊板の基準」（昭和５１年消防庁告示第９号）に適合すると認め

られたものとすること。 

 ⑷ 放出弁は、認定品又は「不活性ガス消火設備等の放出弁の基準」（平成７年消

防庁告示第１号）に適合すると認められるものとすること。 

 ⑸ 選択弁は認定品又は「不活性ガス消火設備等の選択弁の基準」（平成７年消防

庁告示第２号）に適合すると認められるものとすること。 

 ⑹ 噴射ヘッドは、認定品又は「不活性ガス消火設備等の噴射ヘッドの基準」（平

成７年消防庁告示第７号）に適合すると認められるものとすること。 

 ⑺ 配管には、他の設備配管と明確に区別することができる措置をすること。 

 ⑻ 建築物の免震部及びエキスパンションジョイントによる接続部等を貫通する配

管は可撓継手等を用い耐震上の保護をすること。 

４ 制御盤 

 ⑴ 全域放出方式の制御盤は、認定品又は「不活性ガス消火設備等の制御盤の基準」

（平成１３年消防庁告示第３８号）に適合すると認められるものとすること。 

 ⑵ 制御盤付近には防護区画の配置図、取扱説明書、予備品が備えられていること。 

 ⑶ 制御盤は、原則として点検に便利な貯蔵容器置場に設け、安全かつ容易に操作

ができる空間を確保すること。 

 ⑷ 制御盤は、地震等の振動に耐えるように設置すること。 

５ 火災等の表示装置 

次の⑴から⑸までに掲げる内容（以下「移報項目」という。）を自動火災報知設

備の受信機に表示するとともに警報を発すること。 

  ただし、自動火災報知設備が設置されていない場合にあっては、移報項目を表示

するとともに警報が発することができる装置（以下「火災表示盤」という。）を常

時人のいる場所又は機械式立体駐車場の操作部等若しくは手動式の起動装置の直近

に設置するとともに、防護区画の配置図及び取扱説明書を備えること。 

  なお、火災表示盤うぃ設置する場合にあっては、防護区画ごとによらず移報項目

はそれぞれ一括表示とすることができる。 

 ⑴ 閉止弁の開閉の状態 

 ⑵ 消火設備の起動 

 ⑶ 防護区画ごとの起動方式（自動又は手動） 

 ⑷ 防護区画ごとの火災の発生 

 ⑸ 防護区画ごとの消火剤の放出 
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６ 音響警報装置 

 ⑴ 音響警報装置は、認定品又は「不活性ガス消火設備等の音響警報装置の基準」

平成７年消防庁告示第３号）に適合すると認められるものとすること。 

   なお、音量調整がダイヤル等で容易に変更できるものにあっては、ダイヤル等

を固定するなどの措置を施すこと。 

 ⑵ 音響警報は、放送設備と連動して遮断しないこと。 

 ⑶ 音声による警報を発するスピーカーは、音響警報が防護区画内のいずれの部分

においても明瞭に聞き取れる必要があるため、放送設備又は業務用等他のスピー

カーと隣接して設置しない等の措置とすること。 

 ⑷ 音響警報装置の増幅器及び再生装置は、貯蔵容器置場等で直射日光及び高温多

湿となる場所を避けて設けること。 

 ⑸ 音響警報装置のみでは効果の期待できないと認められる場合には、赤色の回転

灯の附置等の措置をすること。 

 

７ 起動装置 

⑴ 全域放出方式の起動は、次によること。 

  ア 二酸化炭素を放出するものにあっては、手動式とすること。ただし、防火対

象物が無人の場合または手動式によることが不適当な場所に設けるものにあっ

ては自動式とすること。 

イ 窒素、ＩＧ－５５及びＩＧ－５４１を放出するものにあっては自動式とする

ことができること。 

ウ 点検等で防護区画内が有人となる場合には、手動式に切り替えることができ

ること。 

⑵ 自動式の起動装置 

  ア 系統の異なる２以上の感知器の火災信号を受信した場合に起動する方式とし、

火災信号の受信の方法は、次のいずれかの方式とすること。 

(ｱ) 不活性ガス消火設備専用に設けた感知器の火災信号と自動火災報知設備の

受信機を経由した感知器の火災信号を制御盤で受信する方式 

(ｲ) 不活性ガス消火設備専用として設けた系統の異なる２以上の感知器の火災

信号を制御盤で受信する方式 

イ 感知器は、次により設けること。 

(ｱ) 感知器は、防護区画ごとに警戒区域を設定し、規則第２３条及び第２４条  

に準じて設けること。前ア(ｱ)の自動火災報知設備の感知器の警戒区域は、不

活性ガス消火設備専用に設けた感知器と警戒区域を同一とすうこと。 

(ｲ) 前ア(ｲ)の「系統の異なる２以上の感知器」は同一の種別の感知器としな

いこと。 

(ｳ) 不活性ガス消火設備専用として設ける感知器は、当該感知器またはその直

近に、不活性ガス消火設備専用であることが明確に区別できる表示をするこ
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と。また、自動火災報知設備の感知器で不活性ガス消火設備の起動信号を兼

ねるものにあっても、その旨の表示をすること。 

(ｴ) 高さが概ね３１ｍを超える機械式立体駐車場等（以下「高層立体駐車場等」

という。）に設ける感知器は、早期に火災を覚知する必要があることから、系

統の異なる２以上の感知器の１系統は煙感知器とし、差動式分布型感知器と

同じ高さ（最上部にあっては、天井または天井に近い位置）に設置すること。 

なお、系統の異なる２以上の感知器の１系統を自動火災報知設備とする場

合は、自動火災報知設備の感知器を煙感知器とすること。 

(ｵ) Ｒ型受信機またはアナログ式受信機が設置されている高層立体駐車場等に

設置する感知器は、出火位置を特定しやすいものとすること。 

⑶ 手動式の起動装置 

ア 手動式の起動装置は、振動、衝撃、腐食等の影響を受けるおそれがなく、当

該防護区画内を見通すことができ、かつ、避難が容易で安全な場所に設けるこ

と。 

イ 全域放出方式の手動式の起動装置は、当該防護区画の外で主要な出入口の直

近に設けること。 

ウ 手動式の起動装置の操作箱は、一般財団法人日本消防設備安全センター（以

下「安全センター」という。）が性能評定したもの（以下「評定品」という。）

に適合すると認められるものとすること。 

エ 手動式の起動装置には、見やすい箇所に次の例のような表示を設けること。 

(ｱ) 手動式の起動装置の表示 

  大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

   地 色：赤  文字色：白 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不活性ガス消火設備 

手 動 起 動 装 置 
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(ｲ) 注意事項の表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）音響警報装置がサイレン又はベルの場合は、文中の２⑵の「退避指令の放

送」を「サイレン」又は「ベル」と書き替えるものとする。 

（注２）文字：２ｃｍ平方以上 

（注３）地色及び文字色：地色が白の場合は文字を黒、地色がグレーの場合は文字

を緑とする。なお、３については、文字を赤色とする。 

８ 保安措置 

⑴ 全域放出方式の防護区画の外側には、消火薬剤放射時に消火剤が放射された旨

を表示する次の例のような表示灯をすべての出入口付近の見易い位置に設けると

ともに、表示回路の配線が当該防護区画内を経由する場合は、耐火配 

線とすること。また、表示灯のみでは効果が期待できないと認められる場合に

は、赤色の回転灯の附置等の措置をすること。 

    本体：赤 

    大きさ：縦８ｃｍ以上 横２８ｃｍ以上 

    地 色：白又は暗紫色 

    文字色：赤（消灯時は地色と同色） 

  

 

 

 

 

 

ガ ス 薬 剤 充 満 

危 険 ・ 立 入 禁 止 

注 意 事 項 

１ 火災のとき以外に手をふれないこと。 

２ 火災のときは、次のことに注意すること。 

 ⑴ 室内に人がいないことを確かめる。 

 ⑵ この扉を開くと退避指令の放送が鳴る。 

 ⑶ ボタンを押すと出入口の扉（又はシャッター）が

締まり   秒後に（消火剤名）が室内に吹き出す。 

 ⑷ 出入口上部のガス「ガス消火剤充満」が点灯して

いるときは、出入りを禁止する。 

 ⑸ 速やかに安全な場所に退避する。 

３ あやまってボタンを押したときは、すぐに緊急停止

（非常停止）ボタンを押してください。その後、責任

者又は管理会社等に連絡してください。 
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⑵ 全域放出方式の防護区画の外側には、次の例のような表示を主要な出入口扉等

の見易い位置に設けること。 

 

 

 

 

 

   大きさ：縦２０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上  地色：グレー  文字色：緑 

⑶ 全域放出方式の防護区画内には、見易い位置に次の例のような表示を設けるこ

と。 

   ア 音響警報装置が音声の場合 

 

 

 

      

 

大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上 地色：黄 

文字色：黒   文字：２．５ｃｍ平方以上 

   イ 音響警報装置がサイレン、ベル等の場合 

 

 

 

      

大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上  

地色：黄  文字色：黒  文字：２．５ｃｍ平方以上  

⑷ 集合管には、次の例図に示すように閉止弁、逃し用放出管、安全装置、圧力計

を取り付けること。 

 

注 意 

この室は、不活性ガス（消火剤名）消火設備が設置されています。 

消火ガスが放出された場合は、入室しないでください。 

室に入る場合は、消火ガスが滞留していないことを確認して下さい。 

注 意 

この室は、不活性ガス（消火剤名）消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前に退避指令の放送を行います。 

放送の指示に従い室外へ退避して下さい。 

注 意 

この室は、不活性ガス（消火剤名）消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前にサイレンが鳴ります。 

窒息の危険があるので、ただちに室外へ避難して下さい。 
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⑸ 閉止弁は、評定品とすること。 

⑹ 逃し用放出管は、次によること。 

ア 逃し用放出管は、消火薬剤を有効かつ安全に大気に放出できる口径とするこ

と。 

イ 逃し弁本体に「常時閉」の表示（板）を設けること。 

ウ 放出口は、人が直接吸引するおそれがなく高濃度の消火剤が滞留するおそれ

がない場所（以下「消火ガス放出場所」という。）で、地上からの高さが９ｍ以

上の位置に設けること。ただし、逃し用放出管の放出端に圧力を低下させるた

めのホーン等を設け拡散放出することにより、安全が確保できる場合はこの限

りでない。 

⑺ 全域放出方式の起動装置の放出用スイッチ又は引き栓等の作動から貯蔵容器の

容器弁又は放出弁の開放までの時間（以下「遅延時間」という。）は、次による

ものとし、遅延時間がダイヤル等で容易に変更できるものにあっては、ダイヤル

等を固定するなどの措置を施すこと。 

ア 二酸化炭素を放射するものは、遅延時間を２０秒以上とすること。 

イ 窒素、ＩＧ－５５及びＩＧ－５４１を放射するものは、直ちに放出（５秒以

内）すること。ただし、防護区画の形成のため直ちに放射できない場合は、防

護区画の形成に要する時間（２０秒以内）とすることができる。 

⑻ 全域放出方式の手動式の起動装置には、遅延時間内であれば消火剤を放射され

ないようにできる「緊急停止ボタン」等を設けること。 

９ 防護区画 

全域放出方式の不活性ガス消火設備を設置した防護区画は、次によること。   

⑴ 防護区画の開口部は防火戸とすること。 

⑵ 防護区画に設ける開口部は、人の出入り、換気等のために必要最小限のものと

すること。 

⑶ 換気口及びダクト等の開口部は、ダンパー等を設け、当該消火設備の起動と連

動して閉鎖（閉鎖用にガス圧を用いるものにあっては、起動用ガス容器のガスを

用いないこと。）とすること。 

⑷ 避難の用に供する廊下等に面して防護区画の開口部がある場合は、防護区画内

において放出された消火剤のほか火災の際に生じた有害物質が、避難の用に供す

る廊下等に著しく漏れるおそれの少ない構造の防火戸等（ＪＩＳ Ａ４７０２又

はＡ４７０６で定める気密性能がＡ－３等級以上のものとする。）を設けること。 

⑸ 防護区画は、各部分からの歩行距離が３０ｍ以下となるように複数の出入口を

設け、二方向避難を確保すること。ただし、防護区画の各部分から避難口の位置

が容易に確認でき、かつ、各部分から１の出入口までの歩行距離が３０ｍ以下で

ある場合にあっては、この限りでない。 

⑹ 防護区画に設ける出入口等は次によること。 

 ア 出入口の扉は、原則として防護区画の外側に随時開くことができること。 
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イ 出入口の扉は、自動閉鎖装置付のもの又は当該消火設備の起動と連動して作

動し、放出前に閉鎖する装置を設けたものとすること。 

ウ 出入口の扉及びシャッター等は、気密性を確保するとともに、消火剤の放射

による室内圧の上昇により容易に開放又は破壊しないものとすること。 

エ 出入口の扉は、幅７５ｃｍ、高さ１２０ｃｍ以上とすること。 

オ 出入口を自動扉とする場合は、停電時には扉が自動的に閉鎖する構造とする

こと。 

カ 電動式シャッター等は、当該消火設備の起動と連動して放出前に閉鎖する装

置を設けたものとするとともに、停電時においても閉鎖する非常電源を有する

ものとすること。 

キ 窓は開放できない構造とすること。なお、ガラスを用いるものにあっては、

網入りガラス又はこれとと同等以上の強度及び耐熱性を有するもので、飛散防

止フィルム等の飛散防止の措置が施されたものとすること。 

⑺ 防護区画内には、当該防護区画の存する防火対象物の用途及び規模により、令

第２６条第２項及び規則第２８条の３に準じて誘導灯（規則第２８条の３第３項

第１号ハかっこ書きの適用は行わない。）を設置すること。 

⑻ 防護区画の換気装置は当該消火設備の起動と連動して停止すること。 

⑼ 防護区画内で可燃性気体又は可燃性液体を燃料として使用する機器は、当該消

火設備の起動と連動して自動的に燃料の供給を遮断して運転を停止すること。た

だし、機器の急激な停止に伴うもの又は機器の急激な停止が困難で多量の給排気

を伴うガスタービン等にあっては、防護区画外からの給排気専用のダクト等を設

ける等、消火の支障のない構造とすること。 

⑽ 全域放出方式の不活性ガス消火設備を設けた防火対象物は、原則として、消火

剤を放射した防護区画を通過しなくては避難できない部屋、廊下等を設けてはな

らない。ただし、常時無人の小規模な機械室等で消火剤が防護区画に放出される

旨を有効に報知できる音響警報装置を規則第１９条第５項第１７号の例（音声に

よる警報装置に限る。）により設けた場合にあってはこの限りでない。 

⑾ 不燃材料で造られた天井又は床で、防護区画内と天井内又は床下との間に気密

性がない構造の場合は、原則として天井内又は床下を防護区画に含めること。 

⑿ 高層立体駐車場等に複数の昇降機等が存する場合については、昇降装置等ごと

に防火区画を形成するとともに、隣接防火区画に避難できる扉等を設けること 

⒀ 高層立体駐車場等については、有効な位置に出火場所の特定又は鎮火確認等の

ための点検口等を設けること。なお、当該点検口は大きさ６０ｃｍ角以上の防火

戸とし、おおむね高さ１５ｍ未満ごとに設けること。 

10 防護区画に隣接する部分に係る安全対策 

全域放出方式の不活性ガス消火設備を設置した防護区画に隣接する部分に係る安

全対策（窒素、ＩＧ－５５及びＩＧ－５４１を放射するものにあっては、防護区画

の位置・構造等を勘案して必要とする場合に限る。）は次によること。ただし、防  
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護区画において放出された消火剤が開口部から防護区画に隣接する部分（以下「隣

接区画」という。）に流入するおそれがない場合又は保安上の危険性がない場合に

あっては、この限りでない。 

⑴ 防護区画又は隣接区画以外の部分で、隣接区画を経由しなければ退避すること

ができない部屋（以下「避難困難室」という。）には、消火剤が防護区画に放出

される旨を有効に報知できる音響警報装置を、規則第１９条第５項第１９号の２

ハの例により設けること。 

なお、この措置を講じた避難困難室については、規則第１９条第５項第１９号

の２ロの規定にかかわらず放出表示灯の設置を省略することができるものとする。

（例図参照） 

 

 

⑵ 規則第１９条第５項第１９号の２ロの規定に基づく放出表示灯は規則第１９条

第５項第１９号イ（ハ）に規定するものと同一のものとすることができる。 
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⑶ 隣接区画のすべての出入口（防護区画の出入口を除く。）扉等の外側の見やす

い位置に、次の例のような表示を設けること。 

 

 

 

 

 

 

大きさ：縦２０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上  地色：グレー 文字色：緑 

⑷ 防護区画から隣接区画に漏えいした消火剤及び燃焼生成ガスを、８（６）ウに

規定する消火ガス放出場所に排出するため１２排出措置の例による排出措置を講

ずること。ただし、排出措置を機械排出装置とした場合は、防護区画と隣接区画

の機械排出装置を兼用することができる。 

⑸ 隣接区画に設ける出入口は次によること。 

ア 隣接区画に設ける出入口の扉（当該防護区画に面するもの以外のものであっ

て、通常の出入口又は退避経路として使用されるものに限る。）は、原則として

当該部分の内側から外側に容易に開放される構造のものとすること。 

イ 出入口の扉は、自動閉鎖装置付のもの又は当該消火設備の起動と連動して閉

鎖する装置を設けたものとすること。 

ウ 出入口を自動扉とする場合は、停電時には自動的に扉が閉鎖するとともに、

随時主導による開放が可能で、かつ、手動開放後は自動的に閉鎖する構造とす

ること。 

⑹ 隣接区画には、防護区画から漏洩した消火剤が滞留するおそれのある地下室、

ピット等の窪地が設けられていないこと。 

⑺ 「防護区画において放出された消火剤が開口部から隣接区画に流入するおそれ

がない場合又は保安上の危険がない場合」は、次に該当する場合とする。 

ア 隣接部する部分が直接外気に開放されている場合は又は外部の気流が流通す

る場合 

イ 隣接する部分の体積が防護区画の体積の３倍以上である場合（防護区画及び

当該防護区画に隣接する部分の規模・構造等から判断して、隣接する部分に存

する人が高濃度の消火剤を吸入するおそれのある場合を除く。） 

ウ 漏洩した消火剤が滞留し、人命に危険を及ぼすおそれのない場合 

11 避圧措置 

全域放出方式（二酸化炭素を放射するものを除く。）の不活性ガス消火設備を設

置した防護区画には、当該防護区画内の圧力上を防止するための措置（以下「避圧

措置」という。）をすること。 

⑴ 避圧措置は、原則として自然排出とすること。ただし、自然排出以外の方法で

注 意 

この室は、隣室に設置された不活性ガス（消火剤名）消火設備の消火ガス

が充満するおそれがあります。 

消火ガスが放出された場合は、入室しないでください。 

室に入る場合は、消火ガスが滞留していないことを確認してください。 
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確実に排出することが確認できる方法であれば当該排出によることができる。 

⑵ 避圧措置として設ける排出口（以下「避圧口」という。）は、地上からの高さ

９ｍ以上の８⑹ウに規定する消火ガス放出場所を設けること。ただし、安全が確

保できる場合はこの限りでない。 

⑶ 避圧口を屋上等の人が立ち入る場所に設置する場合は、避圧口の設置場所に規

則第１９条第５項第１７号及び６に定める基準に従い、音響警報装置を設置する

こと。ただし、当該避圧口の周囲に人が容易に近づくことができないような措置

が施されたものについてはこの限りでない。 

⑷ 避圧口は噴射ヘッドから放射された消火剤が直接あたる場所に設置しないこと。 

⑸ 避圧口は防火戸と同等以上の耐火性能を有するとともに、消火剤の放出終了ま  

でに確実に閉鎖する機構が設けられたものであること。 

⑹ 防護区画の許容圧力は、原則１０００Ｐａ以上とすること。 

 〔例：窒素〕  Ａ＝Ｋ×Ｑ√（Ｐ－ΔP－Pu） 

           Ａ：避圧口面積（㎠） 

           Ｋ：消火剤による定数（１３４） 

           Ｑ：噴射ヘッドからの最大流量（㎥／分） 

           Ｐ：防護区画の許容圧力（Ｐａ） 

           ΔP：ダクトとの圧力損失（Ｐａ） 

           Pu：外気風圧（避圧口に対する押し込み圧力） 

        注：２面以上の開放性を有する屋上のハト小屋、排気筒など

外気圧力の影響のないものにあっては、０Ｐａとする。 

  〔外気風圧の計算例〕 

           Pu＝（１／２）×１．２１×（稲沢市における過去１０

年間の最大風速（ｍ/ｓ）²） 

           又は 

           Pu＝（１／２）×１．２１×（３０ｍ/ｓ）²＝５４５ 

12 排出措置 

放出された消火剤及び燃焼生成ガスの排出措置は、原則として機械排出とし、次

に定める方法で排出できるものであること。 

⑴ 機械排出装置（以下「排出装置」という。）の換気能力は、概ね 1 時間当たり

５回程度の能力を有すること。ただし、放出された消火剤及び燃焼生成ガスが有

効に排出されることが確認できる場合は、この限りでない。 

⑵ 排出装置を起動する場合には、当該防護区画への給気ができること。 

⑶ 屋外に排出された消火剤及び燃焼生成ガスが局部的に滞留しないこと。 

⑷ 排出装置の排出口は、地上からの高さが９ｍ以上の８⑹ウに規定する消火ガス

放出場所に設けること。ただし、安全が確保できる場合は、この限りでない。 

⑸ 排出ダクト及び吸気ダクトは、原則として専用ダクトとすること。ただし、他

の一般換気用ダクト等で、ダンパーの制御により、有効かつ安全に排出できるも 
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 のにあっては、この限りでない。 

⑹ 排出装置の吸気口の１以上は、床面からの高さがおおむね５０ｃｍ以下の位

置とすること。ただし、有効に消火剤及び燃焼生成ガスが排出できると認めら

れるものにあっては、この限りでない。 

⑺ 排出装置（ダクト及びダンパーを除く。）又は機械給気装置（以下「給気装置」

という。）は、原則として当該防護区画外に設けること。 

⑻ 排出装置又は給気装置の起動若しくはダンパー等を復旧するための操作部は、

当該防護区画外で容易に接近できる安全な場所、貯蔵容器置場又は防災センタ

ー等に設け、その直近に操作方法を明記したマニュアル等を掲出すること。 

 

 注１ 排出装置、給気装置及び防火ダンパーは、起動装置と連動しガス放出前に停

止及び閉鎖すること。 

 注２ 排出装置又は給気装置の起動若しくは防火ダンパーの切替えは防護区画外で

できること。 

13 非常電源 

排出装置及び給気装置の非常電源は、原則として自家発電設備又は蓄電池設備と

すること。ただし、防火対象物に自家発電設備が設けられない場合は、非常電源専

用受電設備とすることができる。 

14 パッケージ型の設置 

貯蔵容器と制御機構等を一体とした比較的簡易な装置（以下「パッケージ型」と

いう。）の設置は１設置方法等及び１１避圧措置の他、次によること。 
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⑴ パッケージ型の操作部は、防護区画の外に設置すること。 

⑵ 放射された消火剤及び燃焼生成ガスを排出するための排出措置は、１２排出

措置に定める排出方法又は評価書に記載された排出方法とすること。 

⑶ 消火剤放出時には、消火剤を放出した旨を自動火災報知設備の受信機に表示

すること。 

 15 移動式の不活性ガス消火設備 

  ⑴ 移動式のホース、ノズル、ノズル開閉弁及びホースリールは、認定品又は「移

動式の不活性ガス消火設備等のホース、ノズル、ノズル開閉弁及びホースリー

ルの基準」（昭和５１年消防庁告示第２号）に適合すると認められるものとす

ること。 

  ⑵ 赤色の灯火を第１屋内消火栓設備７⑸イに準じて設けること。 

  ⑶ 中ｙさ情に設ける場合には、前面に車止め等を設け操作に必要な空間を確保

すること。 

  ⑷ ホースの長さは、ホース接続口からの水平距離が１５ｍの範囲内の防護対象

物の各部分に有効に放射することができる長さとすること。 

  ⑸ 次の例のような表示をすること。 

   ア 名称の表示 

     大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

     地 色：赤 

     文字色：白    

  

イ 使用方法の表示 

 

 

 

 

 

 

  （注）大きさ、記載内容等についてはそれぞれの機種、形状及び使用方法による

こと。 

 16 その他 

  ⑴ 不活性ガス消火設備（窒素、ＩＧ－５５及びＩＧ－５４１を放射するものに

限る。）を規則第１９条第５項に定める場所以外の部分に設置する場合は、安

全センターの評価において、「迅速に避難及び無人状態の確認が確実に行える

こと」、「誤操作等による不用意な法主ｔウが防止されていること」などの安全

対策が確認されているものに限り令第３２条に規定する特例を適用し設置でき

るものとする。 

  ⑵ 不活性ガス消火設備の維持管理のため、放出される消火剤の毒性等について

移 動 式 

不活性ガス消火設備 

使 用 方 法 

１ ホースを延ばす。 

２ 火災場所を確かめ１の弁を開く。 

３ その他必要な事項 
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関係者に情報提供するとともに、ガス濃度測定器、空気呼吸器等の附置につい

ても説示しておくこと。 
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参考資料 

１ 消火剤の主な物理・科学的性質 

 二酸化炭素 窒素 ＩＧ－５５ ＩＧ－５４１ 

化学式 ＣＯ₂ Ｎ₂ 
Ｎ₂（５０％） 

Ａｒ（５０％） 

Ｎ₂（５２％） 

Ａｒ（４０％） 

ＣＯ₂（８％） 

分子量 44.01 28.02 33.95 34.0 

沸点（℃.１atm） -78.5 -195.8 -190.1 -196 

飽和蒸気量 

（25℃.kgf/㎠ abs.） 

65.6 

 
― ― ― 

消炎濃度（vol％） 22.0 33.6 37.8 35.6 

設計濃度（％） 34.0 40.3 37.9 37.6 

放出後の酸素濃度（％） 13.6 12.5 13.0 13.1 

設計消火剤量 

可燃性固体類又は 

液体類によるもの 

0.8kg/㎥ 

但し、可燃物により

異なる場合がある 

0.52 ㎥/㎥ 0.477 ㎥/㎥ 0.472 ㎥/㎥ 

毒性 

LC50（％） ９以下 Ｎ/Ａ Ｎ/Ａ Ｎ/Ａ 

LOAEL（％） ― 52 52 52 

NOAEL（％） ― 43 43 43 

主な分解ガス なし なし なし なし 

オゾン層破壊係数 

（ＯDP） 
0 0 0 0 

地球温暖化指数（GWP） 1 0 0 0.8 

色 無色透明 無色透明 無色透明 無色透明 

貯蔵状態 液体 気体 気体 気体 

比重（ｇ/L） 1.524 0.97 1.17 1.17 

におい 無臭 無臭 無臭 無臭 

ＬＣ５０：ラットに対する通常１～４時間暴露で、被検対象の５０％が死亡する濃度 

ＬＯＡＥＬ：人がガスにさらされた時、毒性又は生理的変化を観察しうる最低濃度 

ＮＯＡＥＬ：人がガスにさらされた時、なんの変化も観察できない最高濃度 

Ｎ/Ａ：Not Available 
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２ 消火原理 

 ⑴ 二酸化炭素 

   二酸化炭素は、熱容量の大きい気体で、一般の火災に対しては科学的に不活性

（分解、化学反応等を起こさない。）である。したがって、二酸化炭素の消火作

用には、 

ア 燃料と空気の混合によって形成される可燃性混合気体中の燃料及び酸素濃度

を低下させ、燃焼反応を不活性にし消火を導く作用 

イ 二酸化炭素の熱容量で炎から熱を奪い、炎の温度を低下させ燃焼反応を不活

性にし消火させる作用の二つがあり、それらが複合し消火効果をあらわす。 

また、保存容器中に液化され貯蔵されている二酸化炭素が、放出時に気化す

る時の蒸発潜熱も火炎の冷却に寄与し、消火剤としてより効果的に作用する。 

 ⑵ 窒素、ＩＧ－５５、ＩＧ－５４１ 

   窒素、ＩＧ－５５、ＩＧ－５４１を放出するものは、継続燃焼ができなくなる

酸素濃度（以下「消炎濃度」という。）まで不活性ガスにより酸素濃度を低下さ

せることにより火災を消火するものである。消炎濃度は、一般的に１４．３％と

考えられているが、十分な安全を見て１２．５％から１３％程度を目標に設計さ

れている。 

３ 防護区画に放出された消火剤の危険性 

 ⑴ 二酸化炭素 

  ア 消火に用いる濃度（概ね３５％）では、ほとんど即時に意識喪失に至る。 

  イ 高濃度（５５％以上）の二酸化炭素が存在すると、酸素欠乏症とあいまって、

短時間で生命が危険になる。 

  ウ 吸入した場合の症状等 

   (ｱ) 最低中毒濃度 

      中毒量の評価値である最低中毒濃度は、２％とされている。 

      （空気中には０．０３％含まれている。） 

    (ｲ)  気中濃度が３～６％では、数分から数十分の吸入で、過呼吸、頭痛、め 

まい、悪心、知覚低下などが現れる。 

   (ｳ) 気中濃度が１０％以上では、数分以内に意識喪失し、放置すれば呼吸停

止を経て死に至る。 

   (ｴ) 気中濃度が３０％以上では、ほとんど８～１２呼吸で意識を喪失する。 

 ⑵ 窒素、ＩＧ－５５、ＩＧ－５４１ 

空気中の濃度が１０％以上の場合、短時間であれば人体に顕著な影響はないと

されている。しかし、防護区画内（特に小さな防護区画）に機密構造体(段ボール、

書籍等)を多量に持ち込まれたりすると、消火剤を放出した防護区画内は設計濃度

よりさらに酸素濃度が低くなり危険となる 
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４ 参考例図 

 ⑴ 不活性ガス消火設備系統図（例１） 
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 ⑵ 不活性ガス消火設備系統図（例２） 

 

〔感知器の設置方法〕 

１ 高層立体駐車場等においては、１の系統を煙感知器とすること。 

２ 煙感知器は１種若しくは２種を、壁面（車室の車の側面側）にそれぞれ１ヶ所以

上、空気管と同じ高さの位置に設置すること。 

３ 最下端に設ける煙感知器は、非火災報を防止するため、車の乗り入れ面から１０

ｍ以上の位置に設置すること。 

４ 差動式分布型感知器は２種を、高さ１５ｍ未満ごとに設置すること。なお、火災

時には上部ほど熱が滞留することから、上部にいくにしたがって設置間隔を密にす

ることが望ましい。  
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第６ ハロゲン化物消火設備 

 

１ 設置方法等 

  第５不活性ガス消火設備１⑶から⑼までに準ずるほか、次によること。 

 ⑴ ハロゲン化物消火設備を設ける場合は、原則として全域放出方式とすること。 

 ⑵ 全域放出方式及び局所放出方式のハロゲン化物消火設備（ハロン１３０１を放

出するものを除く。）は令に基づき設置する場合以外であっても、常時人がいな

い部分以外の部分には設置してはならない。 

 ⑶ 全域放出方式の防護区画ごとの消火剤は次によること。 

消火剤 

防火対象物又はその部分 

ハロン 

2402 

ハロン 

1211 

ハロン 

1301 

HFC 

-23 

HFC 

-227ea 

FK-5-1

-12 

常時人のいない部分以外の部分 × × 〇 × × × 

 指定可燃

物を貯蔵

し、取り扱

う部分 

可燃性固体類等 〇 〇 〇 × × × 

木材加工品等 

合成樹脂類（不燃性又は難燃性でな

いゴム製品、ゴム半製品、原料ゴム

及びゴムくずを除く。） 

× 〇 〇 × × × 

常

時

人

が

い

な

い

部

分 

防護区画の面積が１０００㎡以上又は 

体積が３０００㎥以上のもの 
× × 〇 × × × 

そ

の

他

の

も

の 

自動車の修理又は整備の用に供される部分 × × 〇 〇 〇 〇 

駐車の用に供される部分 × × 〇 〇 〇 〇※ 

発電機室等 
ガスタービン発電機が設置されるもの × × 〇 × × × 

その他のもの × × 〇 〇 〇 〇 

多量の火気を使用する部分 × × 〇 × × × 

通信機器室 × × 〇 〇 〇 〇 

指定可燃物

を貯蔵し、

取扱う部分 

可燃性固体類等 〇 〇 〇 × × × 

木材加工品等 

合成樹脂類（不燃性又は難燃性で

ないゴム製品、ゴム半製品、原料

ゴム及びゴムくずを除く。） 

× 〇 〇 × × × 

      〇：設置できる  ×：設置できない  ※：機械式立体駐車場を除く 

２ 使用抑制等について 

  ハロン２４０２、ハロン１２１１及びハロン１３０１については、オゾン層を破

壊する特定物質に指定されていることから、上記１に係らずクリティカルユース

（必要不可欠な分野における使用）を除き、使用が制限されているため、ハロン

２４０２、ハロン１２１１及びハロン１３０１を設置する場合については、次表

によること。 
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ハロン２４０２、ハロン１２１１、ハロン１３０１に係るクリティカルユース 
使用用途の種類 用途例 

通

信

機

関

係

等 

通信機室等 

通信機械室、無線機室、電話交換室、磁気ディスク室、電算機室、

サーバ室、信号機器室、テレックス室、電話局切替室、通信機調

整室、データプリント室、補機開閉室、電気室（重要インフラの

通信機器室等に付属するもの） 

放送室等 
ＴＶ中継室、リモートセンター、スタジオ、照明制御室、音響機

器室、調整室 

制御室等 
電力制御室、操作室、制御室、管制室、防災センター、動力計器

室 

発電機室等 発電機室、変圧器、冷凍庫、冷蔵庫、電池室、配電盤室、電源室 

ケーブル室等 共同溝、局内マンホール、地下ピット、ＥＰＳ 

フィルム保管庫 
フィルム保管庫、調光室、中継台、ＶＴＲ室、テープ室、映写室、

テープ保管庫 

危険物施設の計器室

等 
危険物施設の計器室 

歴史的遺産等 

（美術品展示室等） 
重要文化財、美術品保管庫、展覧室、展示室 

危

険

物

関

係 

貯蔵所等 

危険物製造所（危険物製造作業室に限る。）、危険物製造所（左記

を除く。）、屋内貯蔵所（防護区画内に人が入って作業するものに

限る。）、屋内貯蔵所（左記を除く。）、燃料室、油庫 

塗装等取扱所 充填室、塗料保管庫、切削油回収室、塗装室、塗装等調合室 

危険物消費等取扱所 

ボイラー室、焼却炉、燃料ポンプ室、燃料小出室、詰替作業室、

暖房機械室、蒸気タービン室、ガスタービン室、鋳造場、乾燥室、

洗浄作業室、エンジンテスト室 

油圧装置取扱所 油圧調整室 

タンク本体 
タンク本体、屋内タンク貯蔵所、屋内タンク室、地下タンクピッ

ト、集中給油設備、製造所タンク、インクタンク、オイルタンク 

浮屋根式タンク 浮屋根式タンクの浮屋根シール部分 

ＬＰガス付臭室 都市ガス、ＬＰＧの付臭室 

駐
車
場 

自動車等修理場 自動車修理場、自動車研究室、格納庫 

駐車場等 
自走式駐車場、機械式駐車場（防護区画内に人が乗り入れるもの

に限る。）、機械式駐車場（左記を除く。）、スロープ、車路 

そ

の

他 

機械室等 エレベーター機械室、空調機械室、受水槽ポンプ室 

厨房室等 フライヤー室、厨房室 

加工・作業室等 

光学系組立室、漆工室、金工室、発送室、梱包室、印刷室（輪転

機が存するものを除く。）、輪転機が存する印刷室、トレーサー室、

工作機械室、製造設備、溶接ライン、エッチングルーム、裁断室 

研究試験室等 
試験室、技師室、研究室、開発室、分析室、実験室、計測室、細

菌室、電波暗室、病理室、洗浄室、放射線室 

倉庫等 
倉庫、梱包倉庫、収納室、保冷室、トランクルーム、紙庫、廃棄

物庫 

書庫等 書庫、資料室、文庫室、図書室、カルテ室 

貴重品等 金庫室、宝石・毛皮、貴金属販売室 

その他 事務室、応接室、会議室、食堂、飲食室 

 ※網掛け部分は、クリティカルユースに該当する用途を示す。 
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３ 貯蔵容器置場 

  第５不活性ガス消火設備２⑴から⑶及び⑸から⑺アまで準ずるほか次によること。 

  ⑴ 貯蔵容器置場の出入口には、「ハロゲン化物（消火剤名）消火設備貯蔵容器

置場」及び「立入禁止」の表示をすること。 

  ⑵ 貯蔵容器には、次の表示を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

 注）最高使用圧力については、加圧式に限り表示すること 

４ 配管等 

  第５不活性ガス消火設備３に準ずること。 

５ 制御盤 

  第５不活性ガス消火設備４に準ずること。 

６ 火災の表示装置等 

第５不活性ガス消火設備５に準ずること。 

７ 音響警報装置 

第５不活性ガス消火設備６に準ずること。 

８ 起動装置 

 ⑴ 全域放出方式の起動は、次によること。 

  ア ハロン２４０２、ハロン１２１１及びハロン１３０１を放射するものにあっ

ては、手動式とすること。ただし、防火対象物が無人の場合又は手動式による

ことが不適当な場所に設けるものにあっては、自動式とすること。 

イ ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ｅａ及びＦＫ－５－１－１２を放射するもの

にあっては、自動式とすること。 

ウ 点検等で防護区画内が有人となる場合には、手動式に切り替えられること。 

 ⑵ 自動式の起動装置 

   第５不活性ガス消火設備７⑵に準ずること。 

 ⑶ 手動式の起動装置 

   

   手動式の起動装置の表示 

大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

地 色：赤 

文字色：白 

 

ハロゲン化物消火設備 

手 動 起 動 装 置 

ハロゲン化物消火設備消火薬剤 

１ 消火剤の種類 

２ 消火剤量 

３ 最高使用圧力 

４ 製造年 

５ 製造者名 
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９ 保安措置 

  第５不活性ガス消火設備８⑴、⑷から⑹及び⑻に準ずるほか次によること。 

 ⑴ 全域放出方式の防護区画の外側には、次の例のような表示を主要な出入口扉等

の見易い位置に設けること。 

 

 

 

 

 

 

 大きさ：縦２０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 地色：グレー 文字色：緑 

 

⑵ 全域放出方式の防護区画内には、見易い位置に次の例のような表示を設けるこ

と。 

 ア 音響警報装置が音声の場合 

 

 

 

 

 

 

  大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上 

  地色：黄 文字色：黒 文字：２．５ｃｍ平方以上 

  イ 音響警報装置がサイレン、ベル等の場合 

 

 

 

 

 

 

大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上 

  地色：黄 文字色：黒 文字：２．５ｃｍ平方以上 

  音響警報装置がベルの場合は、文中の「サイレン」を「ベル」に書き替えるもの

とする。 

  

⑶ 全域放出方式の起動装置の放出用スイッチ又は引き栓等の作動から貯蔵容器の

容器弁又は放出弁の開放までの時間（以下「遅延時間」という。）は、次による

ものとし、遅延時間がダイヤル等で容易に変更できるものにあっては、ダイヤル

注 意 

ここにはハロゲン化物（消火剤名）消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前にサイレンが鳴ります。 

ただちに室外へ退避してください。 

注 意 

この室は、ハロゲン化物（消火剤名）消火設備が設置されています。 

消火ガスが放出された場合は、入室させないでください。 

室に入る場合は、消火ガスが滞留していないことを確認してください。 

注 意 

ここにはハロゲン化物（消火剤名）消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前に退避指令の放送を行います。 

放送の指示に従い室外へ退避してください。 
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等を固定するなどの容易に変更できない措置を施すこと。 

  ア ハロン２４０２、ハロン１２１１及びハロン１３０１を放射するものは、遅

延時間を２０秒以上とすること。ただし、ハロン１３０１を放射するものにあ

っては遅延時間を設けないことができる。 

  イ ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ｅａ及びＦＫ－５－１－１２を放射するもの

は、直ちに放出（５秒以内）すること。ただし、防護区画の形成のため直ちに

消火剤を放出できない場合は、防護区画の形成に要する時間（２０秒以内）と

することができる。 

10 防護区画 

  全域放出方式のハロゲン化物消火設備を設置した防護区画は、第５不活性ガス消

火設備９に準ずること。 

11 防護区画に隣接する部分に係る安全対策（ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ｅａ及

びＦＫ－５－１－１２を放射するもの） 

  全域放出方式のハロゲン化物消火設備を設置した防護区画に隣接する部分に係る

安全対策（防護区画の位置・構造等を勘案して必要とする場合に限る。）は、第５

不活性ガス消火設備１０⑴から⑺（⑶を除く。）扉等の外側の見やすい位置に、次

の例のような表示を設けること。 

  ただし、防護区画において放出された消火剤が開口部から防護区画に隣接する部

分（以下「隣接区画」という。）に流入するおそれがない場合又は保安上の危険性

がない場合にあっては、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

  

   大きさ：縦２０ｃｍ以上、横３０ｃｍ  地色：グレー 文字色：緑 

12 避圧措置 

  全域放出方式のハロゲン化物消火設備（ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ｅａ及び

ＦＫ－５－１－１２を放射するものに限る。）を設置した防護区画内には、第５不

活性ガス消火設備１１⑴から⑹に定める圧力上昇を防止するための措置をするとと

もに、避圧口の面積算定方法は、次によること。 

 

 

 

 

 

注 意 

この室は、隣接に設置されたハロゲン化物（消火剤名）消火設備の消火

ガスが充満するおそれがあります。 

消火ガスが放射された場合は、入室しないでください。 

室に入る場合は、消火ガスが滞留していないことを確認してください。 
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Ａ＝Ｋ・Ｑ√（Ｐ－ΔP－Pu） 

          Ａ：避圧口面積（㎠） 

          Ｋ：消火剤による定数（ＨＦＣ－２３：２７３０） 

                    （ＨＦＣ－２２７ｅａ：２７３０） 

                    （ＦＫ－５－１－１２：５８０） 

          Ｑ：噴射ヘッドからの最大流量（㎥／分） 

          Ｐ：防護区画の許容圧力（Ｐａ） 

          ΔP：ダクトとの圧力損失（Ｐａ） 

          Pu：外気風圧（避圧口に対する押し込み圧力） 

        注：２面以上の開放性を有する屋上のハト小屋、排気筒など

外気圧力の影響のないものにあっては、０Ｐａとする。 

  〔外気風圧の計算例〕 

           Pu＝（１／２）×１．２１×（稲沢市における過去１０

年間の最大風速（ｍ/ｓ）²） 

           又は 

             Pu＝（１／２）×１．２１×（３０ｍ/ｓ）²＝５４５ 

 

13 排出措置 

  第５不活性ガス消火設備１２に準ずること。 

14 非常電源 

  第５不活性ガス消火設備１３に準ずること。 

15 パッケージ型の措置 

  貯蔵容器と制御機構等を一体とした比較的簡易な装置（以下「パッケージ型」と

いう。）の設置（カロン１３０１を放射するものを除く。）は、第５不活性ガス消火

設備１４⑴から⑷によるほか、１設置方法等及び１２避圧措置に準ずること。 

16 移動式のハロゲン化物消火設備 

  第５不活性ガス消火設備１５⑴から⑶に準ずるほか、次によること。 

 ⑴ ホースの長さは、ホースの接続口からの水平距離が２０ｍの範囲内の防護対象

物の各部分に有効に放射することができる長さとすること。 

 ⑵ 次の例のような表示をすること。 

  ア 名称の表示 

                 

               大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

       地色：赤 

                     文字色：白 

 

 

  

移 動 式 

ハロゲン化物消火設備 
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  イ 使用方法の表示 

     

 

 

 

 

 

   注）大きさ、記載内容等についてはそれぞれの機種、形状及び使用方法による

こと。 

17 その他 

 ⑴ ハロゲン化物消火設備（ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ｅａ及びＦＫ－５－１

－１２を放射するものに限る。）を規則第２０条第４項に定める場所以外の部分

に設置する場合は、一般財団法人日本消防設備安全センター（以下「安全センタ

ー」という。）の評価において、「迅速に避難及び無人状態の確認が確実に行える

こと」など安全対策が確認されているものに限り令第３２条に規定する特例を適

用し設置できるものとする。 

 ⑵ ハロゲン化物消火設備の維持管理のため、放出される消火剤の毒性等について、

関係者に情報提供するとともに、ガス濃度測定器、空気呼吸器等の附置について

も説示しておくこと。 

  

使 用 方 法 

１ ホースを延ばす。 

２ 火災場所を確め１の弁を開く。 

３ その他必要事項 
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参考資料 

１ 消火剤の主な物理・科学的性質 

 
ハロン 

2402 

ハロン 

1211 

ハロン 

1301 

ＨＦＣ 

―23 

HFC- 

227ea 

FK-5-1 

-12 

化学式 C₂F₄Br₂ CF₂CIBr CF₃Br CHF₃ 

CF₃- 

CHF- 

CF₃ 

CF₃CF₂C 

（O）CF 

（CF₃）₂ 

分子量 259.8 165.4 148.9 70.01 170.03 316 

沸点（℃.１atm） 47.3 -3.4 -57.8 -82.1 -16.4 49.0 

飽和蒸気量 

（25℃.kgf/㎠ abs.） 
0.47 2.80 16.5 45 4.5 4.33 

消炎濃度（vol％） 2.3 3.5 3.4 12.9 6.6 4.8 

設計濃度（％） 3.5 5.04 5.0 16.1 7.0 5.8 

放出後の酸素濃度（％） 21.0 19.9 20.0 17.6 19.5 19.8 

設計消火剤量（㎏/㎥） 

可燃性固体類又は 

液体類によるもの 

0.4 0.36 0.32 0.52 0.59 0.84 

毒性 

LC50（％）又は

ALC（％） 
＞13 ＞30 ＞80 ＞65 ＞80 ＞10 

LOAEL（％） ― 1 7.5 ＞50 10.5 ＞10 

NOAEL（％） ― 0.5 5 50 9 10 

主な分解ガス HBr.HF HBr.HF．HFC HBr.HF HF HF HF 

オゾン層破壊係数 

（ＯDP） 
6 3 10 0 0 0 

地球温暖化指数（GWP）  1300 4170 9000 2050 1 

色 無色透明 無色透明 無色透明 無色透明 無色透明 無色透明 

貯蔵状態 
液体 

（N₂加圧） 

液体 

（貯蔵タンクに加

圧ガス（N₂）を送

り込んで加圧放出） 

液体 

（N₂加圧） 
液体 

液体 

（N₂加圧） 

液体 

（N₂加圧） 

比重（㎥/㎏） ― 0.13 0.16 0.34 0.14 0.0733 

におい 無臭 無臭 

弱い 

エーテル

臭 

無臭 無臭 
わずかな

臭気 

ＬＣ５０：ラットに対する通常１～４時間暴露で、被検対象の５０％が死亡する濃度 

ＡＬＣ：１５分暴露で、ラットの半数が死亡する濃度 

ＬＯＡＥＬ：人がガスにさらされた時、毒性又は生理的変化を観察しうる最低濃度 

ＮＯＡＥＬ：人がガスにさらされた時、なんの変化も観察できない最高濃度 

 

 

 



124 

 

２ 消火原理 

ハロゲン化物は、高絶縁性、低毒性、高浸透性、低汚損性等に優れた消火剤で、

化学連鎖反応の抑制により消火する。 

３ 防護区画内に放出された消火剤の危険性 

 ⑴ 各消火剤共通の危険性 

   消火剤を放出すると火災時の火熱により消火剤が熱分解してフッ化水素（ＨＦ）

等の有毒な分解ガスが発生する。（フッ化水素の労働衛生上の許容濃度は３ppm

とされている。） 

   フッ化水素等の誘導くな分解ガスの発生を極力抑えるには、必要消火剤を可能

な限り早く放射し早期に消火することが必要であり、この点が不活性ガス消火設

備と相違する。 

 ⑵ ハロン２４０２、ハロン１２１１及びハロン１３０１ 

   フッ化水素の他、臭化水素（ＨＢｒ）が発生する。 

 ⑶ ＨＦＣ－２３、ＨＦＣ－２２７ａｅ及びＦＫ－５－１－１２ 

   可燃物の種類、可燃物の燃焼規模、消火剤の放射時間等の条件により異なるが、

ハロン１３０１の場合に比べてフッ化水素（ＨＦ）が約６～８倍発生する。（10

秒放射時においてのフッ化水素の発生量は３０ppm 程度とされている。） 

   フッ化水素の発生量をできるだけ抑えるためには、ハロン１３０１以上に早期

発見による初期消火と、可能な限り必要消火剤を早く放射（１０秒以内）するこ

とが必要である。 
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第７ 粉末消火設備 

１ 容器置場 

  第５不活性ガス消火設備２⑴から⑶及び⑸から⑺アまでに準ずるほか、次による

こと。 

 ⑴ 容器置場には「粉末消火設備貯蔵容器置場」及び「立入禁止」の表示をするこ

と。 

 ⑵ 貯蔵容器には、次の表示を設けること。 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）最高使用圧力については、加圧式に限り表示すること。 

２ 配管等 

⑴ 同時放射した場合に、噴射ヘッドの放射圧力が均一になるように、噴射ヘッド

の取り付け枝管に至るまでの配管をトーナメント方式とすること。 

 ⑵ 規則第２１条第４項第７号へのただし書きの措置とは、第７－１図の配管の組

合せ又は特別継手を用いる場合をいう。 

 
 ⑶ 配管径に対する最小流量は、次表によること。 

管の呼び径（Ａ） 10 15 20 25 32 40 50 65 80 90 100 125 

最小流量（㎏/sec） 0.3 0.5 0.9 1.5 2.5 3.2 5.7 9.6 13.5 18.0 23.5 35.0 

 ⑷ 定圧作動装置は、認定品又は「粉末消火設備の定圧作動装置の基準」（平成 7

年消防庁告示４号）に適合すると認められるものとすること。 

 

 

粉末消火設備消火薬剤 

１ 消火剤の種類 

２ 消火剤量 

３ 最高使用圧力 

４ 製造年 

５ 製造者名 
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３ 自動車車庫の放射区域等 

 ⑴ 放射区域 

   車両が駐車するための柱、はり又は壁で囲まれた部分に、その前面の車路（車

両の駐車する場所が車路をはさんで両側にある場合は、当該車両の中央線までの

面積とする。）の部分を加えた床面積で１００㎡以上の部分を一放射区画とする

こと。 

 ⑵ 粉末貯蔵容器の設置個数 

   ２以上の放射区画が相接する場合は、粉末貯蔵容器を２ユニット設置するもの

とし、相互に受け持つこととなる放射区域は、第７－２図によること。 

 
 ⑶ 貯蔵粉末薬剤量 

   粉末貯蔵容器を２ユニット設置することとなる場合は、それぞれの容器の受持

つ放射区域のうち、最も大きい放射区域の床面積１㎡につき、５．７ｋｇで換算

した量以上とすること。 

４ 制御盤 

  第５不活性ガス消火設備４⑵から⑷に準ずること。 

５ 火災等の表示装置 

  第５不活性ガス消火設備５（⑴を除く。）に準ずること。 

６ 音響警報装置 

  第５不活性ガス消火設備６に準ずること。 

７ 起動装置 

 ⑴ 全域放出方式の起動は、次によること。 

  ア 全域放出方式の起動は、手動式とすること。ただし、防火対象物が無人の場

合又は手動式によることが不適当な場所に設けるものにあっては、自動式とす

ること。 

  イ 点検等で防護区画内が有人となる場合には、手動式に切り替えられること。 

 ⑵ 自動式の起動装置 

  ア 感知器は、粉末消火設備専用のものとし防護区画ごとに警戒区域を設定し、

規則第２３条及び第２４条に準じて設けること。 
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  イ 感知器又はその直近には、粉末消火設備専用であることが明確に区別できる

表示をすること。 

 ⑶ 手動式の起動装置 

第５不活性ガス消火設備７⑶ア及びイに準ずるほか、手動式の起動装置には、

見やすい箇所に次の例のような表示を設けること。 

  ア 手動式の起動装置の表示 

 

       大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

     地色：赤 

   文字色：白 

 

  イ 注意事項の表示 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）音響警報装置がサイレン又はベルの場合は、文中２⑵の「退避指令の放送」

を「サイレン」又は「ベル」に書き替えるものとする。 

（注２）文字：２ｃｍ平方以上 

（注３）地色及び文字色：地色が白の場合は文字を黒、地色がグレーの場合は文字を

緑とする。なお、３については、文字を赤とする。 

８ 保安措置 

⑴ 全域放出方式の防護区画には、全ての出入口の見易い位置に、消火剤放射時に

消火剤が放射された旨を表示する次の例のような表示灯を設けるとともに、表示

回路の配線が当該防護区画内を経由する場合は、耐火配線とすること。また、表

示灯のみでは効果が期待できないと認められる場合には、赤色の回転灯の附置等

の措置をすること。 

 

注 意 事 項 

１ 火災のとき以外に手を振れないこと。 

２ 火災のときは、次のことに注意すること。 

 ⑴ 室内に人がいないことを確かめる。 

 ⑵ この扉を開くと退避指令の放送が鳴る。 

 ⑶ ボタンを押すと出入口の扉（又はシャッター）が締まり 

  ○○秒後に粉末消火薬剤が室内に吹き出す。 

 ⑷ 出入口上部の「粉末消火剤充填」が点灯しているときは、 

  出入りを禁止する。 

 ⑸ 速やかに安全な場所に退避する。 

３ あやまってボタンを押したときは、直ぐに緊急停止 

  （非常停止）ボタンを押してください。その後、責任者 

  又は管理会社等に連絡してください。 

粉末消火設備 

手動起動装置 
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本体：赤 

 大きさ：縦８ｃｍ以上、横２８ｃｍ以上 

地色：白又は暗紫色 

             文字色：赤（消灯時は地色と同色） 

 ⑵ 全域放出方式の防護区画には、防護区画の主要な出入口等の見やすい位置に、

次の例のよる表示を設けること。 

   

 

 

 

 

 

 

  大きさ：縦２０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 地色：グレー 文字色：緑 

 

 ⑶ 全域放出方式の防護区画内には、見やすい位置に次の例による表示を設けるこ

と。 

  ア 音響警報装置が音声の場合 

   

 

 

 

 

 

 大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上 

   地色：黄  文字色：黒  文字：２．５ｃｍ平方以上 

   

 

イ 音響警報装置がサイレン、ベル等の場合 

 

 

 

 

 

 

   大きさ：縦２７ｃｍ以上、横４８ｃｍ以上 

   地色：黄  文字色：黒  文字：２．５ｃｍ平方以上 

   音響警報装置がベルの場合は「サイレン」を「ベル」と書き替えるものとする。 

粉末消火剤充満 

危険・立入禁止 

注 意 

この室は、粉末消火設備が設置されています。 

粉末消火剤が放出された場合は、入室しないでください。 

室に入る場合は、粉末消火剤が滞留していないことを確認

してください。 

注 意 

ここには粉末消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前に退サイレンが鳴ります。 

窒息の危険があるので、直ちに室外へ退避して下さい。 

注 意 

ここには粉末消火設備を設けています。 

消火剤を放出する前に退避指令の放送を行います。 

放送の指示に従い室外へ退避して下さい。 
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⑷ 全域放出方式の起動装置の放出用スイッチ又は引き栓等の作動から貯蔵 容器

の容器弁又は放出弁の開放までの時間（以下「遅延時間」という。）は、次によ

るものとし、遅延時間がダイヤル等で容易に変更できるものにあっては、ダイヤ

ル等を固定するなどの容易に変更できない措置を施すこと。 

ア 通常無人となる防護区画にあっては、遅延時間を２０秒以上とすること。 

イ 人が勤務し又は、監視のために入る防護区画にあっては、４０秒以上  と

すること。ただし、防護区画内の人が有効に避難することが確認できる場合に

あっては、その時間（２０秒以上）とすることができる。 

９ 防護区画 

全域放出方式の粉末消火設備を設置した防護区画は、第５不活性ガス消火設備９

に準ずること。 

10 移動式の粉末消火設備 

  第５不活性ガス消火設備１５⑴から⑷に準ずるほか、駐車場に移動式粉末消火設

備を設置できる場合は第４泡消火設備１０⑶に準じた場合とするとともに、次の例

による表示をすること。 

 ⑴ 名称の表示 

               大きさ：縦１０ｃｍ以上、横３０ｃｍ以上 

        地色：赤 

               文字色：白 

 ⑵ 仕様方法の表示 

 

 

 

 

 

 （注）大きさ、記載内容についてはそれぞれの機種、形状及び使用方法によること。 

 

 ⑶ 機械式駐車場に移動式粉末消火設備を設置する場合は次によること。 

  ア すべての段を有効に消火できるように、有効幅員０．６ｍ以上の消火用の足

場を設け、当該消火用足場に移動式粉末消火設備を設けること。 

  イ アに定める消火用足場に至るはしごは次のとおり設置すること。  

   (ｱ) 消火足場の両端にそれぞれ設置すること。ただし、移動式粉末消火設備

を当該はしご直近(当該はしごを上った後、車両駐車部分の前を通らず到達で

きる位置)に設置する場合についてはこの限りでない。 

   (ｲ) 地上５段以上の消火足場に至るはしごについては、当該はしごを使用す

る際の落下を防止するための措置を講じること。 

ウ イの消火用足場に至るはしごまでの地上通路の有効幅員は０．６ｍ以上確保

すること。 

移動式粉末消火設備 

使 用 方 法 

１ ホースを延ばす。 

２ 火災場所を確かめ１の弁を開く。 

３ その他必要な事項 
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第８ 屋外消火栓設備 

 

１ 水源 

  第１屋内消火栓設備１に準ずること。 

２ 加圧送水装置 

  第１屋内消火栓設備２（⑶及び⑾を除く。）に準ずるほか、屋外消火栓設備専用

の加圧送水装置とすること。ただし、ポンプを用いる加圧送水装置であって、屋内

消火栓設備を同時に使用した場合に、屋外消火栓設備の性能に支障が生じないよう

に第１屋内消火栓設備２⑶アからウのとおり設置した場合は屋内消火栓設備のポン

プと兼用することができる。 

３ 呼水装置 

  第１屋内消火栓設備３に準ずること。 

４ 配管 

  第１屋内消火栓設備４（⒁及び⒆を除く。）に準ずるほか、次によること。 

 ⑴ 配管の口径は、６５Ａ以上とすること。 

 ⑵ 加圧送水装置の吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に屋外消

火栓設備用である旨を表示すること。 

５ 放水圧力 

  ノズルの先端で放水圧力が０．６MPa を超えないための措置は、第１屋内消火栓

設備５⑷に準じて減圧弁を設けること。 

６ 起動装置 

  第１屋内消火栓設備６（ただし、⑵イの最低起動圧力値は、０．２５MPa と読み

替える。）に準ずること。 

７ 屋外消火栓箱等 

 ⑴ 設置場所は、原則として防火対象物の出入口又は開口部付近で、１階及び２階

の内部に有効に放水できる位置に設けること。 

 ⑵ 屋内消火栓設備が設置義務となる防火対象物に屋外消火栓設備を設置した場合

で、防火対象物の１階及び２階の内部で中央部等防護できない部分を生ずる場合

には、屋内消火栓設備を設置するか、屋外消火栓箱を建物内に増設すること。 

 ⑶ 筒先 

   筒先は、次によること。 

  ア 筒先は、原則として噴霧切替式のものとすること。 

  イ 筒先は、認定品とし、口径は呼称１９ｍｍ以上であること。 

⑷ ホース 

  ア ホースの長さは、ホース接続口から水平距離が４０ｍの範囲内の当該建築物

の各部分に有効に放水することができる長さとすること。 

  イ ホースは、「消防用ホースの技術上の規格を定める省令」（平成２５年総務省

令第２２号）の呼称５０又は６５に係る規定に適合したものであること。 
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  ウ ホースの両端には、「消防用ホースに使用する差込式又はねじ式の結合金具

及び消防用吸管に使用するねじ式の結合金具の技術上の規格を定める省令」（平

成２５年総務省令第２３号）の規定に適合した呼称５０又は６５の差込式結合

金具を取り付けたものであること。 

 エ ホースは、二重巻又はハンガー掛等の状態で消火栓箱に収納すること。 

 ⑸ 消火栓開閉弁 

   第１屋内消火栓設備７⑶に準ずるほか、原則として屋外消火栓箱内とすること。

（開閉弁の操作が容易にでき、かつ、屋外消火栓箱から５ｍ以内に設けたものを

除く。） 

 ⑹ 屋外消火栓箱 

   第１屋内消火栓設備７⑷イからオまでに準ずるほか、雨水等がかかるおそれの

ある場所に設けるものは、箱内へ雨水等が侵入しない措置を講ずること。 

 ⑺ 表示 

  ア 屋外消火栓箱内に消火栓開閉弁を設けた場合は、当該消火栓箱の扉表面に赤

地に白文字又は、白地に赤文字で「屋外消火栓」と表示すること。 

  イ 屋外消火栓箱内に消火栓開閉弁を設けない場合は、当該消火栓箱の扉表面に

赤地に白文字又は、白地に赤文字で「ホース格納箱」と表示すること。 

  ウ イの場合、消火栓開閉弁設置位置には、赤字に白文字又は、白地に赤文字で

「消火栓」と表示した標識板等を設けること。 

  エ アからウまでの文字の大きさは、５ｃｍ平方以上とすること。 

  オ 屋外消火栓箱又は、ホースの格納箱には、使用方法を表示すること。 

  カ 赤色の灯火を第１屋内消火栓設備７⑸イに準じて設けること。 
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第９ 動力ポンプ設備 

 

１ 設置場所 

  動力消防ポンプ（消防ポンプ自動車又は自動車によって牽引されるものを除く。）

の設置場所は、次によること。 

 ⑴ 設置する水源ごとに当該水源の直近又は容易に接近できる場所とすること。 

 ⑵ 雨水等の影響を受けるおそれのない場所又は同等以上の措置をした場所に設置

すること。 

２ 水源 

  第１屋内消火栓設備１（⑸を除く。）に準ずるほか、地盤面より下に設けられる

水源の有効水量は、次によること。 

 ⑴ 地盤面から落差５ｍ未満の場合は、水源の下端から０．５ｍ以内の部分は有効

水量に含めない。 

 ⑵ 地盤面から落差５ｍ以上ある場合は、落差４．５ｍ以内の部分を有効水量とす

る。 

 ⑶ 吸管投入孔を設ける場合は、直径６０ｃｍの円が内接することができる大きさ

以上とすること。 

３ 性能 

  令第２０条第３項に規定する放水量は、「動力消防ポンプの技術上の規格を定め

る省令」（昭和６１年自治省令第２４号）第２１条の別表（下表参照）に定める規

格放水性能における規格放水量とすること。 

ポンプの
級別 

放水性能 
規格放水性能 高圧放水性能 

規格放水圧力 
（MPa） 

規格放水量 
（㎥／分） 

高圧放水圧力 
（MPa） 

高圧放水量 
（㎥／分） 

Ａ－１ 
0.85 2.8 以上 

1.4（直列並列切換え
型のポンプは、1.7） 

2.0（直列並列切換え
型のポンプは、1.4）
以上 

Ａ－２ 
0.85 2.0 以上 

1.4（直列並列切換え
型のポンプは、1.7） 

1.4（直列並列切換え
型のポンプは、1.7）
以上 

Ｂ－１ 0.85 1.5 以上 1.4 0.9 以上 
Ｂ－２ 0.7 1.0 以上 1.0 0.6 以上 
Ｂ－３ 0.55 0.5 以上 0.8 0.25 以上 
Ｃ－１ 0.5 0.35 以上 0.7 0.18 以上 
Ｃ－２ 0.4 0.2 以上 0.55 0.1 以上 
Ｄ－１ 0.3 0.13 以上   
Ｄ－２ 0.25 0.05 以上   

注：令第２０条第１項第１号に掲げる防火対象物又はその部分に設置するものは、

上記表中の規格放水量が０．２㎥／分以上のポンプ（Ｃ－２級以上）、同条同項

第２号に掲げる建築物に設置するものは、上記表中の規格放水量が０．５㎥／分

以上のポンプ（Ｂ－３級以上）とすること。 
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４ 器具 

 ⑴ 吸管は、前記２の水源水量を有効に採水できる長さ及び構造のものとすること。 

 ⑵ ホースは、動力消防ポンプの規格放水量に基づき、令第２０条第４項第１号の

規定によりその有効範囲となる部分に、有効に放水できる本数（20ｍホース５本

以上）を設けること。 

５ 表示 

 ⑴ 動力消防ポンプを収納する部分には、「動力消防ポンプ常置場所」と表示する

こと。 

 ⑵ 水源の付近には次の表示をすること。 

  ア 「動力消防ポンプ用水源」である旨を見やすい位置に、かつ容易に判別でき

る文字で表示すること。 

  イ ２⑶の吸管投入孔を設ける場合は、吸管投入孔の蓋に「吸管投入孔」の表示

をすること。 
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第 10 自動火災報知設備 

 

１ 感知器の設置方法 

 ⑴ 感知器は、アからエにより設置すること。 

   ただし、熱式の感知器で可燃性ガスの滞留するおそれのある場所にあっては、

防爆型の感知器を設置すること。 

ア 規則第２３条第４項第１号ニ(ｲ)から(ﾄ)まで及び同号ホ(ﾊ)に掲げる場所に設

置する感知器は第１０‐表１により、適応感知器を設置すること。 

イ 規則第２３条第５項各号又は第６項第２号若しくは第３号に掲げる場所のう

ち、第１０‐表２の環境状態の項に掲げる場所にあっては同表中の適応感知器

又は炎感知器を、規則第２３条第５項各号に掲げる場所にあっては同表中の適

応煙感知器又は炎感知器を、規則第２３条第６項第２号又は第３号に掲げる場

所にあっては同表中の適応熱感知器、適応煙感知器又は炎感知器を設置するこ

と。 

  なお、煙感知器を設置した場合は、非火災報が頻繁に発生する又は感知が著

しく遅れるおそれのある環境状態にある場所にあっては、規則第２３条第４項

第１号ニ(ﾁ)に掲げる場所として同表中の適応熱感知器又は炎感知器を設置する

こと。 

ウ 第１０‐表１及び表２に示す具体例以外の場所で、環境状態が類似する場所

については、当該具体例の場所に準じて設置すること。 

エ ２以上の種別を有する感知器（光電式分離型感知器を除く。）の取付け面の高

さは、当該感知器が有するすべての種別に対応して定められている規則第２３

条第４項第２号の規定を、すべて満足する高さであること。 

オ 天井面にルーフデッキ等を使用する場合の感知器の下端までの距離は、最頂

部から感知器下端までとすること。 

 
カ 天井面にルーフデッキ等を使用する場合の感知区域を判断するはり等の深さ

は、最頂部から鋼材下端までとすること。 

 
 ⑵ 煙感知器の設置 

ア 廊下又は通路から階段に至るまでの歩行距離が１０ｍ以下であり、当該廊下

又は廊下と階段が区画されていない場合は、当該廊下又は通路には煙感知器を
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設置しないことができる。 

イ デパートの売場部分の通路等と売場部分とが壁体等で区画されていない場合

は、当該通路を売場の一部として扱い、一定の面積ごとに感知器を設置すれば

足りる。 

ウ エレベーターの昇降路は、その最上部に煙感知器を設置すれば足りるが、当

該昇降路の上部にエレベーター機械室があり、当該昇降路と当該機械室との間

に開口部がある場合は、当該機械室に煙感知器を設置すれば、当該昇降路に煙

感知器を設置しないことができる。 

エ 外気に面するそれぞれの部分から５ｍ未満の範囲において外部の気流が流通

する場所（以下「外部の気流が流通する場所」という。）に該当する開放式の階

段及び廊下等で火災の発生を有効に感知することができない場合は、煙感知器

の設置を要しない。 

オ 廊下及び通路に煙感知器を設置する場合は、次図のように廊下及び通路の中

心に、煙感知器相互間の歩行距離が３０ｍ以下となるように設けること。 

 

カ 遊興のための設備又は物品を客に利用させる役務の用に供する個室には、煙

感知器を設置すること。 

 ⑶ 連続小区画の感知器 

   はりの深さ０．４ｍ以上１ｍ未満（煙感知器の場合０．６ｍ以上１ｍ未満）の

小区画が連続している場合は、次図により設置して差し支えない。 

 

（注）１個の感知器が受け持つ感知区域の面積の合計は、第１０‐表３の範囲内であること。 

    各区画は、感知器を設置した区画に隣接していること。 
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 ⑷ 差動式分布型（空気管式）感知器の設置 

ア 空気管の露出部分は、一の感知区域ごとに２０ｍ以上とすること。 

イ 一の検出部に接続する空気管の長さは１００ｍ以下とすること。 

ウ 別図第１０‐１のように設けた感知器は、規則第２３条第４項第４号ハただ

し書きの規定に適合するものであること。 

エ 検出部は、容易に点検できる位置に設けること。 

 ⑸ 光電式分離型感知器の設置 

ア 感知器の光軸の高さは、原則として天井等の各部分の高さの８０％以上に収

まるように設定すること。 

イ 感知器は、壁、天井等に確実に取付けるとともに、衝撃、震動等により、光

軸がずれないように措置すること。 

ウ 隣接する監視区域に設ける感知器の送光部及び受光部は、相互に影響しない

ように設けること。 

エ 感知器に受信機等から電源を供給する配線は、規則第１２条第１項第５号の

規定に準ずること。 

オ 警戒区域が２以上となる場所に、感知器の光軸が交差するように設ける場合

は、個々の感知器に対応して受信機の表示を設けること。 

カ １種及び２種の種別を併せて有する光電式分離型感知器を取り付ける天井等

の高さは、１５ｍ未満の高さであること。 

キ 天井面が水平でない場合の光軸の高さは、次図によること。 

 

ク 傾斜等がある天井等の設置例（別図第１０‐２） 

ケ 送光部及び受光部は、非火災報時の処理や定期点検・調整等ができる場所に

設置すること。 

 ⑹ 炎感知器の設置 

ア 感知器は、天井等又は壁に設けること。 

イ 感知器は、障害物等により有効に火災の発生を感知できないことがないよう

に設けること。 

ウ 感知器は、日光を受けない位置に設けるか、又は、日光による感知障害が生

じないようしゃ光板等を設けること。 
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エ 防火対象物の道路の用に供される部分以外に設ける場合、感知器は、壁によ

って区画された区域ごとに、当該区域の床面から高さ１．２ｍまでの空間（以

下「監視空間」という。）の各部分から当該感知器までの距離が、公称監視距離

の範囲内となるように設けること。 

オ 防火対象物の道路の用に供される部分に設ける場合、感知器は、道路 の各

部分から当該感知器までの距離が、公称監視距離の範囲内となるように設ける

こと。 

カ 感知器は屋内に設ける場合にあっては屋内型のものを、屋外に設けるものに

あっては屋外型のものを、道路トンネルに設ける場合にあっては道路型のもの

を設置すること。ただし、文化財関係建築物の軒下又は床下及び物品販売店等

の荷さばき場、荷物取扱場、トラックヤード等の上屋の下部で雨水のかかるお

それがないよう措置された場所に設ける場合は、屋内型のものを設置すること

ができる。 

キ 次図のように監視空間に置かれた高さ１．２ｍを超える障害物等がある場合

は、監視空間内に一定の幅の未警戒区域ができるため、当該未警戒区域を警戒

する感知器（取付け面の高さ及び当該未警戒区域の面積に応じたもの。）を別に

設置すること。 

 
ク 次図のように監視空間に置かれた高さ１．２ｍ以下の物によってさえぎられ

る部分は感知障害がないものとして取り扱うこと。（放水型ヘッド等を用いるス

プリンクラー設備の自動起動装置として設置する場合も同じ。） 

 

ケ 規則第２３条第４項第１号ロに規定する「上屋その他外部の気流が流通する

場所」又は規則第２３条第５項第５号に規定する「感知器を設置する区域の天

井等の高さが２０ｍ以上の場所」で、当該場所が次に掲げる部分及びこれらに

類する部分で、可燃物品の存置が少ない等により、火災発生の危険が著しく少
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ない場合又は火災が発生した場合延焼拡大のおそれが著しく少ないと認められ

る場合は、令第３２条を適用して感知器の設置を免除して差し支えないこと。 

  ただし、以上の条件を満たさない場合は、炎感知器の設置が必要である。 

 (ｱ) 開放廊下、開放階段及びバルコニー 

 (ｲ) 車寄せの上屋及び建物のひさし等の下部 

 (ｳ) 荷さばき場、荷物取扱場、トラックヤード等の上屋の下部のうち、使用時

間外等無人時において当該部分に可燃物がない等良好な防火管理が期待でき

るもの（この場合、特例適用願の提出が必要である。） 

コ 上屋その他外部の気流が流通する場所（以下「外気流通場所」という。）以外

の場所に設けられた特殊または１種の熱感知器が、外気流通場所も有効に感知

できるように設けられている場合は、炎感知器を設置しないことができるもの

とする。 

  また、駐車の用に供する部分がすべて外気流通場所に該当する場合は、感知

器を設けないことができるものとすること。 

サ 煙感知器及び熱煙複合式スポット型感知器は非火災報のおそれがあることか

ら、規則第２３条第５項第６号の規定により地階、無窓階及び１１階以上の部

分に設置する場合で、当該部分が駐車の用に供されている場合は、規則第２３

条第５項の規定に基づき炎感知器を設置するか、又は規則第２３条第５項の規

定に係わらず特殊又は１種の熱感知器を設置できる。 

 ⑺ アナログ式感知器の設置 

ア アナログ式感知器の設置に関しては、規則第２３条第７項の表中欄に掲げる

設定表示温度等の範囲の区分に応じ、同表下欄に掲げる種別の感知器の例によ

ること。 

イ アナログ式感知器から受信機までの配線については、規則第１２条第１項第

５号の規定に準ずること。 

 ⑻ 室外表示灯 

   令別表第一(5)項イ並びに(6)項イ(1)～(3)、ロ及びハ（利用者を入居させ、又

は宿泊させるものに限る。）の用途に供する防火対象物の居室には、室外表示灯

を設けること。ただし、小規模な防火対象物であって容易に出火箇所が特定でき

る場合又は受信機において、発報した感知器の場所を特定することができる場合

にあってはこの限りでない。 

２ 警戒区域 

 ⑴ 階段、傾斜路、エレベーターの昇降路、パイプシャフトその他これらに類する

場所と、居室、廊下、通路等とは別の警戒区域とすること。ただし、パイプシャ

フト等が各階毎に床打ちされている場合は、パイプシャフト等を当該階の警戒区

域に含めることができる。 

 ⑵ 階段、傾斜路、エレベーターの昇降路、パイプシャフトその他これらに類する

場所が同一の防火対象物に２以上あり、これらのうち、相互間の水平距離が５０
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ｍ以下の場合は、同一の警戒区域として設定することができる。 

 ⑶ 階段及び傾斜路の警戒区は、垂直距離４５ｍごとに一の警戒区域として設定す

ること。 

 ⑷ 警戒区域の面積の合計が５００㎡以下であり、当該警戒区域内ごとに容易に感

知器等の作動状況を確認できる階段がある場合は、二の階にわたって警戒区域を

設定することができる。 

 ⑸ 主要な出入口からその内部を見通すことができる防火対象物又はその部分に、

光電式分離型感知器と他の感知器を併せて設置する場合及び炎感知器を設置する

場合は、警戒区域の一辺の長さを１００ｍ以下とすることができる。 

 ⑹ 光電式分離型感知器の監視区域等の設定 

   傾斜等がある天井等（天井の室内に面する部分又は上階の床若しくは屋根の下

面をいう。以下同じ。）、凹凸がある壁面を有する防火対象物等に光電式分離型感

知器を設ける場合は、規則第２３条第４項第７号の３の規定によるほか、次によ

ること。（別図第１０‐２）参照 

ア 傾斜等がある天井等を有する防火対象物 

  傾斜形天井等（切妻、片流れ、のこぎり、差掛、越屋根等の形状を有する屋

根の下面等をいう。以下同じ。）における監視区域の設定は、次によること。 

 (ｱ) 傾斜形天井等（越屋根の形状を有するものを除く。）を有する防火対象物

に感知器を設置する場合は、一の感知器の監視区域（１組の感知器が火災を

有効に感知することのできる区域で、光軸を中心に左右に水平距離７ｍ以下

の部分の床から天井等までの区域をいう。以下同じ。）を、最初に天井等の高

さが最高となる部分を有効に包含できるように設定するとともに、順次監視

区域が隣接するように設定すること。 

   ただし、天井等の高さが最高となる部分の８０％の高さより、軒の高 さ

（建基令第２条第１項第７号で規定する軒の高さをいう。）が高い場合は、こ

の限りでない。 

 (ｲ) 越屋根を有する傾斜形天井等における監視区域の設定 

  ａ 越屋根部分の幅が１．５ｍ以上の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、

当該越屋根部を有効に包含できるように監視区域を設定するとともに、順

次監視区域を隣接するように設定すること。 

    ただし、越屋根を換気等の目的に使用する場合は、当該越屋根を支える

大棟にそれぞれ光軸が通るように監視区域を設定すること。 

  ｂ 越屋根部の幅が１．５ｍ未満の場合は、天井等の傾斜にかかわらず、当

該越屋根を支える大棟間の中心付近に光軸が通るように監視区域を設定す

るとともに、順次監視区域を隣接するように設定すること。 

 (ｳ) アーチ、ドーム形の天井等における監視区域の設定 

  ａ アーチ形天井等を有する防火対象物に感知器を設置する場合は、監視区

域をアーチ形天井等の高さが最高となる部分を有効に包含できるように設
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定し、順次監視区域を隣接するように設定すること。 

  ｂ ドーム形天井等を有する防火対象物に感知器を設置する場合は、当該感

知器の光軸が、ドーム形天井等の各部分の高さの８０％内に収まり、かつ、

未監視区域を生じないように設置すること。 

イ 凹凸がある壁面を有する防火対象物 

  監視区域を設定する場合、凹凸がある壁面と光軸との水平距離は、当該壁面

の最深部から７ｍ以下とすること。 

  この場合、凹凸の深さが７ｍを超える部分は、未監視部分が生じないように

当該部分をスポット型感知器等で補完すること。 

ウ 感知器の公称監視距離を超える空間を有する防火対象物 

  感知器の公称監視距離を超える空間に感知器を設定する場合は、未監視部分

が生じないように光軸を連続して設定すること。 

  ただし、感知器の維持、管理、点検等のために天井等の部分に通路等を設け

る場合は、隣接する感知器の水平距離を１ｍ以内とすること。 

３ 配線 

 ⑴ 電線 

   自動火災報知設備の配線（耐火又は耐熱保護を必要とするものを除く。）に用

いる電線は、第１０‐表４のＡ欄に掲げる電線の種類に応じ、それぞれＢ欄に掲

げる規格に適合し、かつ、Ｃ欄に掲げる導体直径若しくは導体の公称断面積を有

するもの又はＢ欄及びＣ欄に掲げる電線に適合するものと同等以上の電線として

の性能を有するものでること。 

 ⑵ 屋内配線 

   屋内配線の工事は、金属管工事、硬質ビニル管工事、ケーブル工事、金属ダク

ト工事、ステップどめ工事、可撓電線管工事又はこれと同等以上の工事方法によ

り行ない、それぞれ次に定める基準に適合したものとすること。 

  ア 金属管工事 

 (ｱ) 金属管内には、電線の接続点を設けないこと。 

 (ｲ) 金属管は JIS C ８３０５（鋼製電線管）に適合するもの又はこれと同等

以上の防食性及び引張り強さを有するものとし、管の厚さは１．２ｍｍ以上

とすること。 

 (ｳ) 金属管の端口及び内面は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなもので

あること。 

 (ｴ) 金属管の屈曲部の曲率半径は、管径の４．５倍以上とすること。 

 (ｵ) 管路はできる限り屈曲を少なくし、１箇所のたわみ角度は９０度以下とす

ること。 

 (ｶ) 屈曲部が多い場合又は金属管の亘長が３０ｍ以上の場合には、適当な箇所

にプルボックス又はジョイントボックスを設けること。 

 (ｷ) プルボックス又はジョイントボックスは、次の各号に適合するように設け
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ること。 

  ａ 電線の接続が容易に行えるような場所に設けること。 

  ｂ ボックス内に水が浸入しないような措置を講ずること。 

 (ｸ) 金属管相互の接続は、カップリングを使用し、ねじ込み、突合せ及び締付

けを十分に行うこと。 

 (ｹ) メタルラス張り、ワイヤラス張り又は金属板張りの壁体等を貫通させる場

合は、電気的に十分な絶縁措置を講ずること。 

イ 硬質ビニル管工事 

 (ｱ) 硬質ビニル管内には、電線の接続点を設けないこと。 

 (ｲ) 硬質ビニルは、JIS C ８４３０（硬質塩化ビニル電線管）に適合するもの

又はこれと同等以上の耐電圧性、引張り強さ及び耐熱性を有するものとする

こと。 

 (ｳ) 硬質ビニル管相互及び管とボックスの接続は、管のさし込み深さを管の外

径１．２倍（接着剤を使用する場合は０．８倍）以上とし、かつ、堅ろうに

行うこと。 

 (ｴ) 管の支持点間の距離は１．５ｍ以下、管端、管とボックスの接続点又は管

相互の接続点の支持点間の距離は０．３ｍ以下とすること。 

 (ｵ) 温度の高い場所又は湿度の高い場所に施設する場合は、適当な防護措置を

講ずること。 

 (ｶ) 重量物による圧力、著しい機械的衝撃を受けるおそれがある場合等には、

適当な防護措置を講ずること。 

 (ｷ) 壁体等を貫通させる場合は、熱的に適当な防護措置を講ずること。 

 (ｸ) その他の金属管工事に準じて行うこと。 

ウ ケーブル工事 

 (ｱ) ケーブルを造営材の面に沿って取り付ける場合は、ケーブルの支持点間の

距離を２ｍ以下とし、かつ、ケーブルの被覆を損傷しないように取り付ける

こと。 

 (ｲ) ケーブルは、水道管、ガス管、他の配線等と接触しないように施設するこ

と。 

 (ｳ) 重量物による圧力、著しい機械的衝撃を受けるおそれがある場合等には、

適当な防護措置を講ずること。 

 (ｴ) 壁体等を貫通させる場合は、熱的に適当な防護措置を講ずること。 

エ 金属ダクト工事 

 (ｱ) 金属ダクト内には、電線の接続点を設けないこと。ただし、電線の接続点

が容易に点検できる場合は、この限りでない。 

 (ｲ) 金属ダクトに収める電線の断面積（絶縁被覆材を含む。）の総和は、ダク

トの内部断面積の２０％以下とすること。 

 (ｳ) 金属ダクトの内面は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなものである
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こと。 

 (ｴ) 金属ダクト内の電線を外部に引き出す部分に係る工事は、金属管工事又は

可とう電線管工事の例によること。ただし、金属ダクトに収める電線ケーブ

ルである場合は、この限りでない。 

 (ｵ) 金属ダクトは、厚さ１．２ｍｍ以上の鉄板又はこれと同等以上の機械的強

度を有するものであること。 

 (ｶ) 金属ダクトの支持点間の距離は３ｍ以下とすること。 

 (ｷ) 金属ダクトは、さび止め等の防食措置を講ずること。 

オ ステップルどめ工事 

 (ｱ) 容易に点検できない場所又は周囲温度が６０℃以上となる場所においては、

打ち込まれたステップルと支持される配線との接続部が腐食した場合に確認

できなくなることから、この工事方法は用いないこと。 

 (ｲ) 外傷を受けるおそれのある場所、湿度の高い場所等に施設する場合は、適

当な防護措置を講ずること。 

 (ｳ) ステップルの支持点間の距離は０．６ｍ以下とすること。 

 (ｴ) 壁体等を貫通させる部分は、がい管等を用いることにより保護すること。 

 (ｵ) 立ち上り部分は、木製線ぴ、金属線ぴ等を用いることにより保護すること。 

カ 可撓電線管工事 

 (ｱ) 可撓電線管内には、電線の接続点を設けないこと。 

 (ｲ) 可撓電線管の内面は、電線の被覆を損傷しないような滑らかなものである

こと。 

 (ｳ) 重量物による圧力又は著しい機械的衝撃を受けるおそれがある場合には、

適当な防護措置を講ずること。 

 ⑶ 地中配線 

   地中配線工事は、引入れ式、暗きょ又は直接式工事により行い、それぞれ次に

定める基準に適合したものとすること。 

ア 引入れ式（管路式） 

 (ｱ) 地中電線を収める管は、水が浸入しないように施設すること。 

 (ｲ) 地中電線を収める管は、ガス管、ヒューム管、硬質ビニル管等堅ろうなも

のを使用し、かつ、車両その他の重量物の圧力に耐えるように施設すること。 

イ 暗きょ式 

 (ｱ) 地中電線を収める暗きょは、水が浸入しないように施設すること。 

 (ｲ) 地中電線を収める暗きょは、鉄筋コンクリート等の堅ろうなもので作り、

車両その他の重量物の圧力に耐えるように施設すること。 

ウ 直接式 

 (ｱ) 地中電線の埋設深さは、車両その他の重量物の圧力を受けるおそれがある

場所においては１．２ｍ以上、その他の場所においては０．６ｍ以上とする

こと。 
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 (ｲ) 地中電線は、コンクリート製のトラフ、ガス管、ヒューム管等の堅ろうな

ものに収めて施設すること。ただし、次の a 又は b のいずれかの場合で、幅

２０ｃｍ以上かつ厚さ２ｃｍ以上の木板等で上部を覆った場合は、この限り

でない。 

  ａ 地中電線にパイプ型圧力ケーブルを使用する場合 

  ｂ 車両その他の重量物の圧力を受けるおそれのない場所に施設する場合 

エ 引入れ式、暗きょ式及び直接式共通事項 

 (ｱ) ハンドホール及びマンホールの施設 

   ハンドホール及びマンホールは、ケーブルの引入れ及び曲げに適するもの

で、構造はコンクリート造又はこれと同等以上の強度を有するものとし、底

部には水抜きを設けること。 

 (ｲ) ケーブルの接続は、ハンドホール、マンホール等容易に点検できる箇所で

行うこと。 

 (ｳ) 引込口及び引出口は、水が屋内に浸入しないように引入れ式又は直接式の

貫通管を屋外に傾斜させること。 

 (ｴ) 火災報知設備用のケーブルと電力ケーブルとは０．３ｍ以下（ケーブルが

特別高圧用の場合は、０．６ｍ以上）離すこと。ただし、電磁的にしゃへい

を行い、かつ、耐火性能を有する隔壁を設けた場合は、この限りでない。 

 (ｵ) 直接式の場合は、ケーブルの曲がり場所等にケーブルを施設した旨の標識

を設けること。 

 ⑷ 架空配線 

   架空配線は、次の各号に適合するものであること。 

ア 支持物 

  架空配線に用いる支持物は、木柱、コンクリート柱、鋼管柱、鉄柱又は鉄塔

等の支柱とすること 

イ 支持物の埋設 

  木柱、コンクリート柱等の支持物は、根入れを支持物の全長の６分の１以上

とし、かつ、埋設深さは０．３ｍ以上とすること。 

ウ 支線及び支柱 

  支線及び支柱は、次の(ｱ)及び(ｲ)に適合するものであること。 

 (ｱ) 支線は、その素線の直径が２．６ｍｍ以上の亜鉛メッキ鉄線又はこれと同

等以上の防食性及び引張り強さを有するものを用いること。 

 (ｲ) 支線と支持物は、堅固に取り付けること。 

エ 架空電線と他の物体との接近又は交さ 

 (ｱ) 自動火災報知設備に使用する架空電線（以下「架空電線」という。）と低

圧架空電線が接近する場合、架空電線と低圧架空電線との水平離隔距離は１

ｍ以上とすること。ただし、次のいずれかに該当する場合は、この限りでな

い。 
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  ａ 低圧架空電線が高圧絶縁電線又は高圧絶縁ケーブルであって、架空電線

と低圧架空電線との水平離隔距離が０．３ｍ以上である場合 

  ｂ 低圧架空電線が引込み用ビニル絶縁電線又は６００Ｖビニル絶縁電線で

あって、架空電線と低圧架空電線との離隔距離が０．６ｍ以上である場合 

  ｃ 架空電線と低圧架空電線との垂直距離が６ｍ以上である場合 

 (ｲ) 架空電線と高圧架空電線とが接近する場合、架空電線と高圧架空電線との

水平離隔距離は１．２ｍ以上とすること。ただし、次のいずれかに該当する

場合は、この限りではない。 

  ａ 高圧架空電線が高圧絶縁電線であって、架空電線と高圧架空電線との離

隔距離が０．８ｍ以上である場合 

  ｂ 高圧架空電線がケーブルであって、架空電線と高圧架空電線との離隔距

離が０．４ｍ以上である場合 

  ｃ 架空電線と高圧架空電線との垂直距離が６ｍ以上である場合 

 (ｳ) 架空電線と他の架空電線路の支持物との離隔距離は、低圧架空電線路にあ

っては０．３ｍ以上、高圧架空電線路にあっては０．６ｍ以上（電線がケー

ブルの場合は、０．３ｍ以上）であること。 

 (ｴ) 架空電線と当該架空電線に近接する植物との離隔距離は、０．３ｍ以上と

すること。 

 (ｵ) 架空電線は、低圧架空電線又は高圧架空電線の上方に施設しないこと。た

だし、施工上やむをえない場合で、架空電線と低圧架空電線又は高圧架空電

線との間に保護網を施設した場合は、この限りでない。 

 (ｶ) 架空電線を低圧架空電線又は高圧架空電線の上方に施設する場合は、架空

電線と低圧架空電線又は高圧架空電線との離隔距離は、架空電線の支持の地

表上の高さに相当する距離以上とすること。 

 (ｷ) 架空電線の高さは、次のａからｃまでに適合すること。 

  ａ 道路を横断する場合は、地表上６ｍ以上とする。 

  ｂ 鉄道又は軌道を横断する場合は、軌条面上５．５ｍ以上とする。 

  ｃ ａ又はｂ以外の場合は、地表上５ｍ以上とする。ただし、道路以外の箇

所に施設する場合は、地表上４ｍ以上とすることができる。 

 (ｸ) 架空電線と低圧架空電線又は高圧架空電線とを共架する場合は、次のａか

らｃまでに適合すること。 

  ａ 架空電線は、低圧架空電線又は高圧架空電線の下に施設すること。 

  ｂ 架空電線と低圧架空電線又は高圧架空電線との離隔距離は、低圧架空電

線の場合は０．７５ｍ以上、高圧架空電線の場合は１．５ｍ以上とするこ

と。 

  ｃ 架空電線は、他の架空電線路により誘導障害が生じないように施設する

こと。 

オ その他 
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  その他架空電線は、次の各号に適合するものであること。 

 (ｱ) つり線配線（メッセンジャーワイヤー）に用いるつり線は、亜鉛メッキ鋼

より線とし、その太さは第１０‐表５に適合するものであること。 

 (ｲ) 架空電線は、がいし、メッセンジャーワイヤー等で堅ろうに支持し、かつ、

外傷、絶縁劣化等を生じないように施設すること。 

 (ｳ) 架空電線の引込み口及び引出口には、がい管又は電線管を用いること。 

 (ｴ) 架空電線の架空部分の長さの合計が５０ｍを超える場合は、受信機 の引

込み口にできる限り接近した架空電線と屋内配線の接続点に、次図に掲げる

保安装置を設けること。ただし、次のいずれかに適合する場合は、この限り

でない。 

  ａ 架空電線が、避雷針の有効保護範囲内にある場合 

  ｂ 屋外線が接地された架空ケーブル又は地中ケーブルのみの場合 

 

（注） Ｆ：定格電流７Ａ以下の自動遮断器 

         Ｌ：交流 500Ｖ以下で作動する避雷器 

         Ｅ：Ｄ種接地工事 

 ⑸ 屋側配線 

   屋側配線は、次の各号に適合するものであること。 

ア 金属管、硬質ビニル管又はケーブルを造営材に沿って取り付ける場合は、支

持点間の距離を２ｍ以下とすること。 

イ メタルラス張り、ワイヤラス張り又は金属板張りの造営材に沿って取り付け

る場合は、電気的に十分な絶縁装置を講ずること。 

 ⑹ 電源回路と信号回路を同一管等に施設する場合 

   電源回路（ＡＣ１００Ｖ）の配線と信号回路（ＤＣ２４Ｖ）の配線を同一の管

等に施設する場合は、電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産

業省令第５２号）第６２条及び電気設備の技術基準の解釈（平成２５年経済産業

省制定）第１６７条の規定によること。 

 ⑺ 接地 

   接地は、次の各号に定めるところにより行うこと。 

ア 接地線は、導体直径１．６ｍｍ以上のビニル電線又はこれと同等以上の絶縁
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性及び導電性を有する電線を用いること。 

イ 接地線には、ヒューズその他のしゃ断器を設けないこと。 

４ 中継器及び受信機 

 ⑴ 受信機は、床又は壁に堅固に固定すること。 

 ⑵ 受信機の設置場所付近には、警戒区域一覧図のほか、構内配線図並びに発信機

及び押しボタンの所在一覧図（発信機又は押しボタンがある場合に限る。）を備

えること。また、アナログ式中継器及びアナログ式受信機の付近には、表示温度

等設定一覧表を備えること。 

 ⑶ 受信機は防災センター等に設置し、その設置位置は次図に示すように、操作、

点検等に必要な保有距離を確保すること。 

 

 ⑷ 受信機の供給電源圧が６０Ｖを超えるものは、金属製外箱に努めて接地工事を

施すこと。 

 ⑸ 蓄積式の中継器及び受信機で、その設置時又は点検時に蓄積時間の設定を変え

ることができる機能を有するものは、規則第２４条第７号の規定によりそれぞれ

の蓄積時間が設定された後は、防火対象物の関係者等により当該設定値を容易に

変更することができない措置が施されていること。 

 ⑹ 二信号式受信機は、一の警戒区域の感知器から異なる信号を受信した場合に地

区音響装置が自動的に鳴動する機能を有するものであるので、一の警戒区域が壁

等によって区画されている場合は、それぞれの区画された部分においても２以上

の火災信号を発することができるように感知器が設けられていること。 

 ⑺ アナログ式自動火災報知設備にあっては、表示温度等を当該自動火災報知設備

に係るアナログ式感知器の種別に応じ、規則第２３条第７項の表中欄に掲げる設

定表示温度等の範囲内に維持すること。 

 ⑻ 受信機の地区音響停止スイッチの取扱いは、次の各号に留意すること。 

ア 地区音響停止スイッチは、常時鳴動位置としておくこと。 

イ 地区音響装置が鳴動した場合は、火災が発生していないことを確認したうえ

で停止させること。 

 ⑼ 病院及び社会福祉施設等で夜間に勤務者が存するナースセンター等には、当該

防火対象物の各警戒区域を表示することができる表示装置（以下「副受信機」と
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いう。」を設置すること。 

 ⑽ 一の防火対象物は、原則として当該防火対象物に設置する受信機で監視するこ

と。ただし、同一敷地内に自動火災報知設備が設置される防火対対象物が複数存

在する場合で、次の各号すべてに該当する場合は、この限りでない。 

ア 当該敷地内の防災センター等で各防火対象物を集中的に管理できること。 

イ 各防火対象物に、副受信機が設置されていること。（受信機が設置された防火

対象物を除く。） 

ウ 防災センター等と副受信機の設置場所との間に、非常電話、インターホン等

の相互に通話できる設備を設置すること。 

５ 電源 

 ⑴ 非常電源に蓄電池を使用する場合は、蓄電池設備の基準（昭和４８年消防庁告

示第２号）によること。なお、予備電源の容量が非常電源の容量を満足すれば、

非常電源に替えることができる。 

 ⑵ 蓄電池から受信機に至る配線の途中に主電源の各極を開閉できる開閉器及び最

大負荷電流１．５～２．０倍の定格電流の密閉ヒューズを設けること。 

 ⑶ 主電源に交流低圧屋内幹線を使用する場合は、当該幹線の分岐点から電線の長

さで１．５ｍ以下のところに、主電源の各極を開閉できる開閉器及び最大負荷電

流の１．５～２．０倍で、少なくとも３Ａ以上の定格電流の自動しゃ断器を設け

ること。 

 ⑷ 主電源の自動火災報知設備の開閉器には、その旨の表示を見やすい箇所に赤色

で行うこと。 

６ 発信機 

 ⑴ 発信機に係る表示灯は、非常電源を要さないこと。 

 ⑵ Ｐ型２級受信機及びＧＰ型２級受信機に続する発信機には、Ｐ型１級受信機を

用いることができること。 

７ 地区音響装置 

 ⑴ 地区音響装置は、各階ごとにその階の各部分から一の地区音響装置までの水平

距離が２５ｍ以下となるように設置することとされているが、防火対象物の構造、

区画、扉等により聞こえにくい部分があると認められる場合には、公称音圧の高

いものを使用するかベルのみ増設する等、各部分において適正に警報音が聞き取

れるように設置すること。 

 ⑵ 規則第２４条第５号ハにおいて、区分鳴動方式の地区音響装置は、「一定の時

間が経過した場合又は新たな火災信号を受信した場合には、当該設備を設置した

防火対象物又はその部分の全区域に自動的に警報を発するように措置されている

こと」とされているが、前者の場合の「一定の時間」については、防火対象物の

用途、規模等並びに火災確認に要する時間、出火階及びその直上階等からの避難

が完了すると想定される時間帯を考慮して概ね数分とし、最大でも１０分以内と

すること。 
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   また、後者の場合の「新たな火災信号」については、感知器が作動した警戒区

域以外の警戒区域からの火災信号、他の感知器からの火災信号（火災信号を感知

器ごとに認識できる受信機に限る。）、発信機からの信号及び火災の発生を確認し

た旨の信号が該当すること。 

 
 

 ⑶ 規則２４条第５号イ(ﾛ)及び第５号の２イ(ﾛ)に規定する「ダンスホール、カラ

オケボックスその他これらに類するもので、室内又は室外の音響が聞き取りにく

い場所」に該当するものについては、次のア又はイによること。 

ア ダンスホール、ディスコ、ライブハウス（コンサートホール）、パチンコ店舗

等で、室内の音響が大きいため他の音響が聞き取りにくい場所 

イ カラオケボックス、カラオケルーム等で、壁、防音設備等により室外の音響

が聞き取りにくい場所 

 ⑷ 規則２４条第５号イ(ﾛ)及び第５号の２イ(ﾛ)に規定する「他の警報音又は騒音

と明らかに区別して聞き取ることができる」ものとは、任意の場所で６５ｄＢ以

上の音圧があるものをいう。ただし、当該場所における他の警報音又は騒音等（以

下「暗騒音」という。）が６５ｄＢ以上ある場合は、次のア若しくはイに示す措

置又はこれと同等以上の効果のある措置を講ずること。 

   なお、常時人がいる場所（ディスコやライブハウスの受付等）に受信機又は火

災表示盤等が設置され、地区音響装置の作動時、地区音響装置以外の音が当該場

所で手動で停止できる場合は、令第３２条の規定を適用し、当該地区音響装置は

「他の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることができるもの」として取

り扱って差し支えないものとする。 

ア 地区音響装置の音圧が、暗騒音よりも６ｄＢ以上強くなるように措置されて

いること。 

イ 地区音響装置の作動と連動して、地区音響装置以外の音が自動的に停止する

こと。 

 ⑸ 規則２４条第５号イ(ﾊ)及び第５号の２イ(ﾊ)に規定する「警報音を確実に聞き

取ることができるように措置されている」ものとは、任意の場所で６５ｄＢ以上
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の音圧があるものをいう。ただし、暗騒音（ヘッドホン等から流れる音を含む。）

が６５ｄＢ以上ある場合は、次のア若しくはイに示す措置又はこれと同等以上の

効果のある措置を講ずること。 

   なお、常時人がいる場所に受信機又は火災表示盤等が設置され、地区音響装置

の作動時、地区音響装置以外の音が当該場所で手動で停止できる場合は、令第３

２条の規定に適用し、当該地区音響装置は「警報音を確実に聞き取ることができ

るように措置されているもの」として取り扱って差し支えないものとする。 

ア 個室における地区音響装置の音圧が、通常の使用状態において、暗騒音の最

大音圧よりも６ｄＢ以上強くなるように措置されていること。 

イ 地区音響装置の作動と連動して、地区音響装置以外の音が自動的に停止する

こと。 

８ 無線式自動火災報知設備 

  感知器、中継器、受信機、地区音響装置又は発信機は、送受信間で確実に信号の

授受が確保される位置に設けること。 

９ 特定小規模施設用自動火災報知設備 

 ⑴ 感知器の設置方法 

   感知器は、１（⑵エ、⑷及び⑸を除く）によるほか、次によること 

ア 壁又ははりから０．４ｍ以上（煙感知器の場合０．６ｍ以上）離れた天井の

屋内に面する部分に設けること。 

イ 天井から下方０．１５ｍ以上０．５ｍ以内の位置にある壁の屋内に面する部

分に設けること。 

 ⑵ 配線 

   配線は３によるほか、次によること。 

ア 感知器又は発信機からはずれ、又は断線した場合には、その旨を確認できる

ように措置されていること。 

イ 火災が発生した旨の信号を無線により発信し、又は受信する方式のものは、

８によること。 

 ⑶ 中継器及び受信機 

   中継器及び受信機は、４によるほか、次によること。 

ア 受信機は、防災センター等が存しない場合にあっては、火災表示を容易に確

認できる場所に設けること。 

イ すべての感知器が連動型警報機能付感知器であって警戒区域が一の場合には、

受信機を設けないことができる。 

 ⑷ 電源 

   電池以外から供給される電力を用いる場合にあっては、５によるほか、電力が

正常に供給されていることを確認できるときは、当該電源は分電盤との間に開閉

器が設けられでいない配線からとることができること。 

 ⑸ 非常電源 
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   第２３非常電源によるほか、⑶イにより受信機を設けない場合は、電池を非常

電源とすることができる。 

 ⑹ 地区音響装置又は発信機 

   ６及び７によるほか、⑶イにより受信機を設けない場合は、地区音響装置及び

発信機を設けないこと。 

＜参考１＞ 音響により警報を発するものに係る鳴動切替方式の例（区分鳴動方式） 

 
 

＜参考２＞ 音声により警報を発するものに係る鳴動切替方式の例（区分鳴動方式） 
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＜参考３＞ 音声により警報を発するものに係る鳴動切替方式の例（区分鳴動方式以

外） 

 

１０ 複合型居住施設用自動火災報知設備 

   複合型居住施設用自動火災報知設備の設置の基準は１から８までによる。ただ

し、特定小規模用自動火災報知設備を設置する場合は９による。 
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第１０‐表１ 
設置場所 適応熱感知器 

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

炎

感

知

器 

備考 
環境状態 具体例 

差動

式ス

ポッ

ト型 

差動

式分

布型 

補償

式ス

ポッ

ト型 

定温

式 

１

種 

２

種 

１

種 

２

種 

１

種 

２

種 

１

種 

２

種 

規
則
第
二
十
三
条
第
四
項
第
一
号
ニ(ｲ)

か
ら(ﾄ

)

ま
で
に
掲
げ
る
場
所
及
び
同
号
ホ(ﾊ)

に
掲
げ
る
場
所 

じ ん あ

い、微粉

等が多量

に滞留す

る場所 

ごみ集積所、

荷捌所、塗装

室、紡績・製

材・石材等の

加工場等 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

１．規則第 23 条第５項第６号の規定による

地階、無窓階及び 11 階以上の部分では、

炎感知器を設置しなければならないとさ

れているが、炎感知器による監視が著し

く困難な場合等については、令第 32 条を

適用して、適応熱感知器を設置できるも

のであること。 

２．差動式分布型感知器を設ける場合は、

検出部にじんあい、微粉等が侵入しない

措置を講じたものであること。 

３．差動式スポット型感知器又は補償式ス

ポット型感知器を設ける場合は、じんあ

い、微粉等が侵入しない構造のものであ

ること。 

４．定温式感知器を設ける場合は特種が望

ましいこと。 

５．紡績、製材の加工場等火災拡大が急速

になるおそれのある場所に設ける場合は、

定温式感知器にあっては、特種で公称作

動温度 75℃以下のもの、熱アナログ式ス

ポット型感知器にあっては火災表示に係

る設定表示温度を80℃以下としたものが

望ましいこと。 

水 蒸 気

が多量に

滞留する

場所 

蒸気洗浄室、

脱衣室、湯沸

室、消毒室等 

× × × ○ × ○ ○ ○ ○ × 

１．差動式分布型感知器又は補償式スポッ

ト型感知器は、急激な温度変化を伴わな

い場所に限り使用すること。 

２．差動式分布型感知器を設ける場合は、

検出部に水蒸気が侵入しない措置を講じ

たものであること。 

３．補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器を

設ける場合は、防水型を使用すること。 

腐 食 性

ガスが発

生するお

それのあ

る場所 

メッキ工場、

バッテリー

室、汚水処理

場等 

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

１．差動式分布型感知器を設ける場合は、

感知器が被覆され、検出部が腐食性ガス

の影響を受けないもの又は検出部に腐食

性ガスが侵入しない措置を講じたもので

あること。 

２．補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器を

設ける場合は、腐食性ガスの性状に応じ、

耐酸型又は耐アルカリ型を使用すること。 

３．定温式感知器を設ける場合は、特種が

のぞましいこと。 

厨房その

他 正 常

時におい

て煙が滞

厨房室、調理

室、溶接作業

所等 
× × × × × × ○ ○ ○ × 

厨房、調理室等で高湿度となるおそれの

ある場所に設ける感知器は、防水型を使用

すること。 
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留する場

所 

著しく高

温となる

場所 

乾燥室、殺菌

室、ボイラー

室、鋳造場、

映写室、スタ

ジオ 

× × × × × × ○ ○ ○ × 

 

排気ガス

が多量に

滞留する

場所 

駐車場、車

庫、荷物取扱

所、車路、自

家発電室、ト

ラックヤー

ド、エンジン

テスト室等 

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 

１．規則第 23 条第５項第６号の規定による

地階、無窓階及び 11 階以上の部分では、

炎感知器を設置しなければならないとさ

れているが、炎感知器による監視が著し

く困難な場合等については、令第 32 条を

適用して、適応熱感知器を設置できるも

のであること。 

２．熱アナログ式スポット型感知器を設け

る場合は、火災表示に係る設定表示温度

は 60℃以下であること。 

煙が多量

に流入す

るおそれ

のある場

所 

配膳室、厨房

の前室、厨房

内にある食

品庫、ダムウ

エーター、厨

房周辺の廊

下及び通路、

食堂等 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

１．固形燃料等の可燃物が収納される配膳

室、厨房の前室等に設ける定温式感知器

は、特種のものが望ましいこと。 

２．厨房周辺の廊下及び通路、食堂等につ

いては、定温式感知器を使用しないこと。 

３．上記２．の場所に熱アナログ式スポッ

ト型感知器を設ける場合は、火災表示に

係る設定表示温度は 60℃以下であるこ

と。 

結露が発

生する場

所 

スレート又

は鉄板で葺

いた屋根の

倉庫・工場、

パッケージ

型冷却機専

用の収納室、

密閉された

地下倉庫、冷

凍室の周辺

等 

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 

１．補償式スポット型感知器、定温式感知

器又は熱アナログ式スポット型感知器を

設ける場合は、防水型を使用すること。 

２．補償式スポット型感知器は、急激な温

度変化を伴わない場所に限り使用するこ

と。 

火を使用

する設備

で火炎が

露出する

ものが設

けられて

いる場所 

ガラス工場、

キューポラ

のある場所、

溶接作業所、

厨房、鋳造

所、鍛造所等 

× × × × × × ○ ○ ○ × 

 

注１ 〇印は当該場所に適応することを示し、×印は当該設置場所に適応しないことを示す。 

 ２ 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（炎感知器にあっては公称監視距離の範囲）が、

「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。 

 ３ 差動式スポット型、差動式分布型及び補償式スポット型の１種は感度が良いため、非火災報の発生については２種に比べ

て不利な条件にあることに留意すること。 

 ４ 差動式分布型３種及び定温式２種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

 ５ 多信号感知器にあっては、その有する種別・公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが表‐１により適応感知器とされた

ものであること。  
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第１０‐表２ 
設置場所 適応熱感知器 適応煙感知器 

炎

感

知

器 

備考 
環境状態 具体例 

差
動
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

差
動
式
分
布
型 

補
償
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

定
温
式 

熱
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

イ
オ
ン
化
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

イ
オ
ン
化
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
ス
ポ
ッ
ト
型 

光
電
式
分
離
型 

光
電
ア
ナ
ロ
グ
式
分
離
型 

喫煙によ

る煙が滞

留するよ

うな換気

の悪い場

所 

会議室、応

接室、休憩

室、控室、

楽屋、娯楽

室、喫茶室、

飲食室、待

合室、キャ

バレー等の

客室、集会

場、宴会場

等 

○ ○ ○    ○＊  ○＊ ○ ○  

 

就寝施設

として使

用する場

所 

ホテルの客

室、宿泊室、

仮眠室等 
     ○＊ ○＊ ○＊ ○＊ ○ ○  

 

煙以外の

微粒子が

浮遊して

いる場所 

廊下、通路

等 
     ○＊ ○＊ ○＊ ○＊ ○ ○ ○ 

 

風の影響

を受けや

すい場所 

ロビー、礼

拝堂、観覧

場、搭屋に

ある機械室

等 

 ○     ○＊  ○＊ ○ ○ ○ 

 

煙が長い

距離を移

動して感

知器に到

達する場

所 

階段、傾斜

路、エレベ

ーター、昇

降路等 

      ○  ○ ○ ○  

 光電式ス

ポット型感

知器又は光

電アナログ

式スポット

型感知器を

設ける場合

は、当該感

知器回路に

蓄積機能を

有しないこ

と。 

燻焼火災

となるお

それのあ

る場所 

電 話 機 械

室、通信機

室、電算機

室、機械制

御室等 

      ○  ○ ○ ○  

 

大空間で

かつ天井

体育館、航

空機の格納
 ○        ○ ○ ○ 
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が高いこ

と等によ

り熱及び

煙が拡散

する場所 

庫、高天井

の倉庫・工

場、観覧席

上部で感知

器取付け高

さが８メー

トル以上の

場所 

注 １ ○印は当該場所に適応することを示す。 

  ２ ○＊は、当該設置場所に煙感知器を設ける場合は、当該感知器回路に蓄積機能を有することを示す。 

  ３ 設置場所の欄に掲げる「具体例」については、感知器の取付け面の付近（光電式分離型感知器にあっては光軸、炎感知

器にあっては公称監視距離の範囲）が、「環境状態」の欄に掲げるような状態にあるものを示す。 

  ４ 差動式スポット型、差動式分布型、補償式スポット型及び煙式（当該感知器回路に蓄積機能を有しないもの）の１種は

感度が良いため、非火災報の発生については２種に比べて不利な条件にあることに留意すること。 

  ５ 差動式分布型３種及び定温式２種は消火設備と連動する場合に限り使用できること。 

  ６ 光電式分離型感知器は、正常時に煙等の発生がある場合で、かつ、空間が狭い場所には適応しない。 

  ７ 大空間でかつ天井が高いこと等により熱及び煙が拡散する場所で、差動式分布型又は光電式分離型２種を設ける場合に

あっては１５メートル未満の天井高さに、光電式分離型１種を設ける場合にあっては 20 メートル未満の天井高さで設置

するものであること。 

  ８ 多信号感知器にあっては、その有する種別、公称作動温度の別に応じ、そのいずれもが表‐２により適応感知器とされ

たものであること。 

  ９ 蓄積型の感知器又は蓄積式の中継器若しくは受信機を設ける場合は、規則第 24 条第７号の規定によること。 
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第１０‐表３ 

  スポット式の場合 

 使用場所 感知器種別 感知区域の合計面積 

差

動

式

ス

ポ

ッ

ト 

主要構造部を耐火構造とした防

火対象物又はその部分 

１種 ２０㎡ 

２種 １５㎡ 

その他の構造 
１種 １５㎡ 

２種 １０㎡ 

定

温

式

ス

ポ

ッ

ト 

主要構造部を耐火構造とした防

火対象物又はその部分 

特種 １５㎡ 

１種 １３㎡ 

その他の構造 
特種 １０㎡ 

１種 ８㎡ 

 

  煙感知器の場合 

取付け面の高さ 

感知区域の合計面積 

１種 ２種 ３種 

４ｍ未満 ６０㎡ ６０㎡ ２０㎡ 

４ｍ以上 

８ｍ未満 
６０㎡ ６０㎡  

８ｍ以上 

１５ｍ未満 
４０㎡ ４０㎡  

１５ｍ以上 

２０ｍ未満 
４０㎡   
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第１０‐表４ 

Ａ欄 Ｂ欄 Ｃ欄 

屋内配線に使用

する電線 

ＪＩＳ Ｃ3306（ビニルコード） 

ＪＩＳ Ｃ3307（600Ｖビニル絶縁電線（IV）） 

ＪＩＳ Ｃ3342（600Ｖビニル絶縁ビニルシー

スケーブル（VV）） 

ＪＣＳ 3416（600Ｖ耐燃性ポリエチレン絶縁

電線（EM-IE）） 

ＪＣＳ 3417（600Ｖ耐燃性架橋ポリエチレン

絶縁電線（EM-IC）） 

ＪＣＳ 4418（600Ｖ耐燃性ポリエチレンシー

スケーブル（EM-EE,EM-CE）） 

断面積 0.75ｍ㎡以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

屋側又は屋外配

線に使用する配

線 

ＪＩＳ Ｃ3307（600Ｖビニル絶縁電線（IV）） 

ＪＩＳ Ｃ3342（600Ｖビニル絶縁ビニルシー

スケーブル（VV）） 

ＪＣＳ 3416（600Ｖ耐燃性ポリエチレン絶縁

電線（EM-IE）） 

ＪＣＳ 3417（600Ｖ耐燃性架橋ポリエチレン

絶縁電線（EM-IC）） 

ＪＣＳ 4418（600Ｖ耐燃性ポリエチレンシー

スケーブル（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

架空配線に使用

する電線 

ＪＩＳ Ｃ3307（600Ｖビニル絶縁電線（IV）） 

 

ＪＩＳ Ｃ3340（屋外用ビニル絶縁電線（OW）） 

ＪＩＳ Ｃ3342（600Ｖビニル絶縁ビニルシー

スケーブル（VV）） 

ＪＣＳ 4418（600Ｖ耐燃性ポリエチレンシー

スケーブル（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径2.0ｍｍ以上

の硬銅線＊ 

導体直径2.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

地中配線に使用

する電線 

ＪＩＳ Ｃ3342（600Ｖビニル絶縁ビニルシー

スケーブル（VV）） 

ＪＣＳ 4418（600Ｖ耐燃性ポリエチレンシー

スケーブル（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

使用電圧６０Ｖ

以下の配線に使

用する電線＊＊ 

ＪＣＳ 4396（警報用ポリエチレン絶縁ケーブ

ル（EM-AE,EM-AE ｵｸﾅｲ,AE）） 

導体直径0.5ｍｍ以上 

備考 ＊   径間が１０ｍ以下の場合は、導体直径２．０ｍｍ以上の軟銅線とすることができ

る。 

     ＊＊  使用電圧６０Ｖ以下の配線に使用する電線については、本表のＢ欄に掲げるＪＣ

Ｓ４３９６以外の規格に適合する電線で、それぞれＣ欄に掲げる導体直径又は導体

の断面積を有するものも使用できるものとする。 

（注）ＪＣＳ：日本電線工業会規格 

第１０‐表５ 

ケーブルの種類 つり線の太さ（平方ミリメートル） 

ケーブル 0.65mm  ２０ＰＣ以下 

ケーブル 0.65mm  ５０ＰＣ以下 

ケーブル 0.65mm １００ＰＣ以下 

断面積  ３０ 

断面積  ４５ 

断面積  ５５ 
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別図第１０‐１ 
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別図第１０‐２ 

１ 傾斜型天井等（越屋根の形状を有するものを除く。）における感知器の設置 

 例 

⑴ 傾斜型天井等の例 

ア 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ 

    （Ｈ）の８０％未満となる場合（ｈ＜０．８Ｈ） 

 

（以下の図において同じ。） 

 

  イ 軒の高さ（ｈ）が天井等の高さの最高となる部分の高さ 

    （Ｈ）の８０％以上となる場合（ｈ≧０．８Ｈ） 

    この場合の例においては、光軸の設定は、Ａ方向（棟方向）又はＢ方 

   向（棟方向と直角）のいずれでもよい。 
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⑵ のこぎり形天井等の例 

  ア 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）

の８０％未満となる場合（ｈ１＜０．８Ｈ１又はｈ２＜０．８Ｈ２） 

 

  イ 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）

の８０％以上となる場合（ｈ１≧０．８Ｈ１又はｈ２≧０．８Ｈ２） 

 

⑶ 差掛形天井等の例 

  ア 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）

の８０％未満となる場合（ｈ１＜０．８Ｈ１又はｈ２＜０．８Ｈ２） 

 

  イ 軒の高さ（ｈ１、ｈ２）が天井等の高さの最高となる部分の高さ（Ｈ１、Ｈ２）

の８０％以上となる場合（ｈ１≧０．８Ｈ１又はｈ２≧０．８Ｈ２） 
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２ 越屋根の形状を有する傾斜型天井等における感知器の設置例 

⑴ 越屋根部の幅（Ｗ）が１．５ｍ以上の場合 

  ア 越屋根部が換気等の目的に使用されていない場合 

 

  イ 越屋根部が換気等の目的に使用されている場合 

 

⑵ 越屋根部の幅（Ｗ）が１．５ｍ未満の場合 
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３ アーチ、ドーム形天井等における感知器の設置例 

 
 

４ 凹凸がある壁面を有する防火対象物における感知器の光軸の設置例 
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※ 未監視部分を、スポット型感知器等で補完 

 

５ 感知器の公称監視距離を超える空間を有する防火対象物における感知器の設置例 

⑴ 点検等のための通路（キャットウォーク等。以下同じ。）がない場合 

 

 

⑵ 点検等のための通路がある場合 
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第 11 ガス漏れ火災警報設備 

 

１ 検知器 

 ⑴ 設置場所等 

   検知器は、次に掲げる場所に設置すること。ただし、一の防火対象物にガス燃

焼機器（ガスコンロ、湯沸器等。以下「燃焼器」という。）及び温泉の採取のた

めの設備（温泉井戸、ガス分離設備及びガス排出口並びにこれらの間の配管。以

下「温泉採取設備」という。）が存する場合には、設置する検知器の構造及び性

能が異なるため、それぞれの場所にガス漏れ火災警報設備を設けること。 

ア 燃焼器が使用されている室内（現在使用されている燃焼器はないが、 直ち

に使用できる未使用ガス栓のある場所も含む。） 

イ ガスを供給する導管が外壁を貫通する場所（以下「貫通部」という。）の屋内

側の付近 

ウ 温泉採取設備の存する部分。ただし、次に掲げるものを除く。 

 (ｱ) メタンガスの濃度が環境大臣の定める濃度であるものとして、温泉法第１

４条の５第１項の都道府県知事の確認を受けた温泉採取設備の存する場所 

 (ｲ) 温泉採取設備が存する建築物又は工作物で収容人員が１人未満のもの（日

常点検で入室する場合を除く。） 

 (ｳ) 温泉採取設備の設けられた室が、２面以上開放されている場合 

エ 可燃性ガスが自然発生するおそれがあるとして消防長等が指定した場所（９

(1)イ参照） 

 ⑵ 設置基準（燃焼器又は貫通部） 

   点検に便利な壁面、天井面等に、ガスの性状に応じて次の基準により設置する

こと。 

ア 空気に対する比重が１未満の場合 

 (ｱ) 燃焼器又は貫通部から水平距離８ｍ以内に設置すること。（第 11‐１図） 

 

 (ｲ) 天井面等が０．６ｍ以上のはり等により区画されている場合は、燃焼器又

は貫通部側に設置すること。（第１１‐２図） 
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 (ｳ) 天井面等の付近に吸気口がある場合は、燃焼器又は貫通部から最も近い吸

気口付近に設けること。（第１１‐３図） 

   なお、燃焼器又は貫通部から８ｍ以内に吸気口がある場合には、当該吸気

口の付近に設置すれば、(ｱ)の規定によるものは設置する必要はない。（第１

１‐４図） 

 

 

(ｴ) 検知器の下端は、天井面等の下方０．３ｍ以内に設けること。 

(第１１‐５図)  
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 (ｵ) 天井面等により０．６ｍ以上下がった位置の壁面にある吸気口付近には、

検知器の設置は要しない。（第１１‐６図） 

 

イ 空気に対する比重が１を超える場合 （第１１‐７図） 

 (ｱ) 燃焼器又は貫通部から水平距離４ｍ以内に設置すること。 

 (ｲ) 検知器の上端は床面の上方０．３ｍ以内の位置に設置すること。 

 

ウ 検知器から燃焼器までの距離の測定方法 

 (ｱ) 単一バーナーの燃焼器の場合は、バーナー部分の中心からの水平距離 

 (ｲ) 複数バーナーを有する燃焼器の場合は、各バーナー部分の中心からの水平

距離（第１１‐８図） 
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 (ｳ) 貫通部の場合は、外壁をガス導管が貫通する部分の水平距離とする。（第

１１‐９図） 

 

 (ｴ) 未使用ガス栓の場合は、ガス栓の中心からの水平距離とする。（第１１‐

１０図） 

 

エ 吸気口付近に検知器を設ける場合、吸気口と検知器の距離は１．５ｍ以内と

し、燃焼器から漏れたガスを有効に検知できる方向（流動方向に沿う方向）に

検知器を設けること。 
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 ⑶ 設置基準（温泉採取設備） 

   点検に便利な天井の室内に面する部分若しくは上階の床の下面又は壁面等に、

ガスの性状により次の基準にしたがって設置すること。 

ア 空気に対する比重が１未満の場合 

 (ｱ) 温泉採取設備の周囲の長さ１０ｍにつき１個以上、当該温泉採取設備の付

近でガスを有効に感知できる場所に設けること。 

 

 (ｲ) 天井面等が０．６ｍ以上のはり等により区画されている場合は、温泉採取

設備側に設けること。 

 (ｳ) 天井面付近に吸気口のある場合には、０．６ｍ以上のはり等により区画さ

れていない吸気口のうち温泉採取設備に最も近い吸気口付近に設けること。 

 (ｴ) 検知器の下端は、天井面等の下方０．３ｍ以内の位置に設けること。 

イ 空気に対する比重が１を超える場合 

 (ｱ) 温泉採取設備の周囲の長さ１０ｍにつき１個以上を、当該温泉採取設備の

付近でガスを有効に感知できる場所に設けること。 

 (ｲ) 検知器の上端は、床面から０．３ｍ以内の位置に設けること。 

２ 受信機（燃焼器に設置するものに限る。） 

 ⑴ 受信機は床又は壁に堅固に固定すること。 

 ⑵ 受信機は防災センター等に設置し、その設置位置は第１１‐１１図に示すよう

に、操作、点検等に必要な保有距離を確保すること。 



169 

 

 

 ⑶ 受信機のある場所には、警戒区域一覧図のほか、構内配線図を備えること。 

 ⑷ 受信機の供給電圧が６０Ｖを超えるものは、金属製外箱に努めて接地工事を施

すこと。 

３ ガスの濃度を指示するための装置 

  温泉採取設備に設置するガスの濃度を指示するための装置は、防災センター等常

時人がいる場所に設置すること。 

４ 中継器 

  振動の激しい場所、腐食性ガスの発生する場所以外の場所で、点検に便利 な位

置に設けること。また、電源表示灯等を有する場合は、外部から容易に視認できる

ように設けること。 

５ 警報装置 

 ⑴ 音声警報装置 

ア 音圧及び音色は、他の警報音又は騒音と明らかに区別して聞き取ることがで

きること。 

イ スピーカーは、各階ごとに、その階の各部分から一つのスピーカーまでの水

平距離が２５ｍ以下となるように設け、次の場所には設けないこと。 

 (ｱ) 音響効果を妨げる障害物等のある場所 

 (ｲ) 通行、荷物搬送等により損傷を受けるおそれのある場所 

 (ｳ) 雨水、腐食性ガス等の影響を受けるおそれのある場所（適当な防護措置を

講じた場合は、この限りでない。） 

ウ 非常警報設備の基準（昭和４８年消防庁告示第６号）に準ずるものであるこ

と。 

エ 一の防火対象物に２つ以上の受信機を設けるときは、受信機があるいずれの

場所からも作動させることができること。（燃焼器又は貫通部に設置するものに

限る。） 

オ 常時人がいない場所又は放送設備を規則第２５条の２第２項第３号の技術上

の基準に従い設置したとき若しくは警報機能を有する検知器又は検知区域警報
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装置の有効範囲内の部分については音声警報装置を設けないことができる。（温

泉採取設備に設置するものに限る。） 

 ⑵ ガス漏れ表示灯 

ア 検知器の設置室の出入口が２箇所以上ある場合は、主出入口に設置する。な

お、主出入口の区分が認められない場合は、各出入口に設置すること。 

イ 検知器を設ける室等が通路に面している場合には、当該通路に面する部分の

出入口付近に設置すること。ただし、一つの警戒区域が一つの室等からなる場

合は設置しないことができる。 

ウ ３ｍ離れた地点でガス漏れ表示灯が点灯していることを明確に識別できるよ

うに設置すること。 

 ⑶ 検知区域警戒装置 

   検知区域警戒装置は、当該検知区域警報装置から１ｍ離れた位置で音圧が７０

ｂＢ以上となるものであること。ただし、警報機能を有する検知器を設置する場

合並びに機械室その他常時人がいない場所及び貫通部には、設置しないことがで

きる。 

６ 配線 

  配線は、第１０自動火災報知設備３の例によること。 

７ 非常電源 

  予備電源の容量が、二の回線を１０分間有効に作動させ、同時にその他の回線を

監視状態にすることができる容量以上であるときは、非常電源に替えることができ

る。 

 〈非常電源としての蓄電池設備の容量計算例〉 

  検知器の無警報時の消費電力 ３Ｗ 

  検知器の警報時の消費電力 ５Ｗ 

  検知器設置階及び設置数 

   地下１階  １０階  〇１回線当り最大設置個数７個 

   地下２階  １５個  〇最大設置個数の次に多い設置個数６個 

   地下３階   ５個 

      計  ３０個 

   最大設置個数の回線と次に多い回線を警報状態とする。 

    Ｐ１＝５Ｗ×１３個＝６５Ｗ 

   他の回線を監視状態とする。 

    Ｐ２＝３Ｗ×１７個＝５１Ｗ 

    Ｐ１＋Ｐ２＝６５Ｗ＋５１Ｗ＝１１６Ｗ≒１１６ＶＡ 

   非常電源としての蓄電池設備の容量は、１１６ＶＡが必要となる。 

８ 警戒区域（燃焼器又は貫通部に設置するものに限る。） 

 ⑴ 警戒区域の設定については、次によること。（第１１‐１２図～第１１‐２０

図参照） 
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ア 警戒区域の一辺の長さは、５０ｍ以下とすること。 

イ 原則として、通路又は地下道に面する室、店舗等を一の警戒区域に含まれる

よう設定すること。 

ウ 燃焼器の設置されていない室、店舗等（通路又は地下道を含む。）の面積は、

警戒区域に含めること。 

 ⑵ 貫通部に設ける検知器に係る警戒区域は、他の検知器に係る警戒区域と別とす

ること。 

 ⑶ 一の防火対象物において貫通部が複数箇所存在する場合は、各貫通部ごとに一

の警戒区域を設けること。 
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９ その他 

 ⑴ ガス漏れ火災警報設備の設置について 

ア 規則２４条の２の２第１項第１号の「燃料用ガスが使用されるもの」とは、

次のものをいうこと。 

 (ｱ) 燃焼器が設置されているもの 

 (ｲ) 燃焼器を接続するだけで使用可能となるように、未使用ガス栓が設置され

ているもの 



175 

 

イ 規則第２４条の２の２第１項第３号「可燃性ガスが自然発火するおそれがあ

るとして消防長又は消防署長が指定するもの」の取扱いについて 

 (ｱ) 天然ガス又はメタン発酵によってできた可燃性ガスが地中から自然発生す

る地域は、本市に該当地域はなく指定はしないものとする。 

 (ｲ) 生活廃棄物、下水汚泥等がメタン発酵し、可燃性ガスが継続発生するもの

等については、当該ガスが発生する地域等が判明した場合、別途告示する。 

 (ｳ) その他、防火対象物又はその部分に可燃性ガスが自然発生するおそれがあ

る部分が存すると認められる場合は、予防部指導課長と協議すること。 

 (ｴ) 可燃性ガスが自然発生するおそれがあるものの指定は、消防長が行うもの

とする。 

 ⑵ 検知器の取扱いについて 

   燃料用ガスには、ガス事業法に基づきガス事業者が供給するガス（以下「都市

ガス」という。）と、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

に基づき認定された販売事業者が販売する液化石油ガス（以下「ＬＰガス」とい

う。）がある。都市ガスには、空気に対する比重が１未満のものと１を超えるも

のがあるが、ＬＰガスは空気に対する比重が１を超えるもののみである。従って

ガス漏れ検知器（以下「検知器」という。）も、こうした様々なガスの性質に対

応する性能を必要とすることから、次のように取り扱うこと。 

ア 都市ガス用の検知器については、一般財団法人日本ガス機器検査協会が、「ガ

ス漏れ検知器並びに液化石油ガスを検知対象とするガス漏れ火災報知設備に使

用する中継器及び受信機の基準」（昭和５６年消防庁告示第２号。以下「告示２

号」という。）に規定する検知器の基準に適合するかどうかを検査することとさ

れたこと。 

イ ＬＰガス用の検知器については、高圧ガス保安協会が告示２号に規定する検知器

の基準に適合するかどうかを検査することとされたこと。 
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第 12 漏電火災警報器 

 

１ 設置方法 

 ⑴ 漏電火災警報器は、令第２２条第１項に掲げる防火対象物の電路の引込線又は

Ｂ種接地線に設けること。 

   ただし、同一敷地内において、管理権原を有する者が同一である令第２２条第

１項に該当する２以上の防火対象物の電気の引込線が共通である場合は、当該共

通引込線に１個の漏電火災警報器を設置すれば足りること。（別図第１２‐１） 

 ⑵ 高周波による誘導障害を生じるおそれのある場所に設ける場合は、次に掲げる

措置を講じること。 

ア 受信機の変流器接続用端子及び操作電源端子に誘導防止用コンデンサを設け

ること。 

イ 変流器の二次側配線は、次により設置すること。 

 (ｱ) 配線にはシールドケーブルを使用するか、配線相互間を密着して設けるこ

と。 

 (ｲ) 配線はできる限り短くすること。 

 (ｳ) 大電流回路からはできる限り離隔すること。 

ウ その他必要に応じ静電誘導防止、電磁誘導防止等の措置を講じること。 

 ⑶ 防火対象物の一部に令第２２条第１項に規定する壁、床、天井が使われている

が、電気配線が当該壁、床、天井になされていない場合は、令第３２条を適用し

て、漏電火災警報器を設置しないことができる。 

２ 設置場所 

 ⑴ 漏電火災警報器は、次に掲げる場所以外の場所に設けること。 

   ただし、防爆、防腐、防温、防振又は静電しゃへい等設置場所に応じた防護措

置を施したものにあっては、この限りでない。 

ア 可燃性蒸気、可燃性ガス又は可燃性微粉が滞留するおそれのある場所 

イ 火薬類を製造、貯蔵、又は取り扱う場所 

ウ 腐食性の蒸気、ガス等が発生するおそれのある場所 

エ 湿度の高い場所 

オ 温度変化の激しい場所 

カ 振動が激しく機械的損傷を受けるおそれのある場所 

キ 大電流回路、高周波発生回路等により影響を受けるおそれのある場所 

 ⑵ 漏電火災警報器の受信部 

   漏電火災警報器の受信部は、屋内の点検が容易な位置に設置すること。 

   ただし、当該設備に雨水等に対する適当な防護措置を施した場合は、屋外の点

検が容易な位置に設置することができる。 

 ⑶ 変流器 

   変流器は、建築物に電力を供給する電路の引込部の外壁等に近接した電路で当
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該建築物の屋外部分（ただし、建築係構造上屋外設置が困難な場合は、当該電路

の引込口に近接した屋内部分に設置すること。）又はＢ種接地線で、点検が容易

な位置に設置すること。 

３ 変流器の定格の選定 

 ⑴ 警戒電路に設ける変流器の定格電流は、当該建築物の警戒電路における負荷電

流（せん頭負荷電流（電動機を起動した際の起動電流等、瞬間的に発生する電流）

を除く。）の総和としての最大負荷電流値以上とすること。 

 ⑵ Ｂ種接地線に設ける変流器の定格電流は、当該警戒電路の定格電圧の数値の２

０％に相当する数値以上の電流値とすること。 

４ 漏電火災警報器の検出漏洩電流設定値 

  検出漏洩電流設定値は、建築物の警戒電路の負荷、電線長さ等を考慮して１００

ｍＡ～４００ｍＡ（Ｂ種接地線に設ける場合は４００ｍＡ～８００ｍＡ）を標準と

して、誤報が生じない範囲内に設定すること。 

５ 漏電火災警報器の操作電源 

 ⑴ 漏電火災警報器の操作電源は、電流制限器（電流制限器を設けていない場合は

主開閉器）の一次側から専用回線として分岐し、当該専用回路には、開閉器（定

格１５Ａのヒューズ付き開閉器又は定格２０Ａ以下の配線用しゃ断器）を設ける

こと。（別図第１２‐２） 

 ⑵ 漏電火災警報器の専用回路に設ける開閉器には、漏電火災警報器専用である旨

を赤色で表示すること。 

６ 漏電火災警報器の配線に用いる電線は、第１２‐表１のＡ欄に掲げる電線の種類

に応じ、それぞれＢ欄に掲げる規格に適合し、かつ、Ｃ欄に掲げる導体直径若しく

は導体の公称断面積を有するもの又はＢ欄及びＣ欄に掲げる電線に適合するものと

同等以上の電線としての性能を有するものであること。 
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第１２‐表１ 

Ａ欄 Ｂ欄 Ｃ欄 

操作電源の配線

に用いる電線 

JIS C 3307（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＩＶ）） 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 3416（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ‐Ｉ

Ｅ）） 

JCS 3417（600V 耐燃性架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ

‐ＩＣ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径 1.6mm 以上 

導体直径 1.6mm 以上 

導体直径 1.6mm 以上 

 

導体直径 1.6mm 以上 

 

導体直径 1.6mm 以上 

 

変流器の二次側

屋内配線に使用

する電線 

JIS C 3306（ﾋﾞﾆﾙｺｰﾄﾞ） 

JIS C 3307（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＩＶ）） 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 3416（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ‐Ｉ

Ｅ）） 

JCS 3417（600V 耐燃性架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ

‐ＩＣ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

JCS 4396（警報用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁ｹｰﾌﾞﾙ（EM-AE,EM-AE

ｵｸﾅｲ,AE））（注１） 

断面積 0.75ｍ㎡以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径0.5ｍｍ以上 

 

変流器の二次側

屋側又は屋外配

線に使用する電

線 

JIS C 3307（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＩＶ）） 

JIS C 3340（屋外用ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＯＷ）） 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 3416（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ‐Ｉ

Ｅ）） 

JCS 3417（600V 耐燃性架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ

‐ＩＣ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

JCS 4396（警報用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁ｹｰﾌﾞﾙ（EM-AE,EM-AE

ｵｸﾅｲ,AE））（注１） 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径2.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

導体直径0.5ｍｍ以上 

 

変流器の二次側

架空配線に使用

する電線 

JIS C 3307（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＩＶ）） 

 

JIS C 3340（屋外用ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＯＷ）） 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

導体直径2.0ｍｍ以上

の硬銅銭（注２） 

導体直径2.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 
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（EM-EE,EM-CE）） 

JCS 4396（警報用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁ｹｰﾌﾞﾙ（EM-AE,EM-AE

ｵｸﾅｲ,AE））（注１） 

 

導体直径0.5ｍｍ以上 

 

地中配線に使用

する電線 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径1.0ｍｍ以上 

導体直径1.0ｍｍ以上 

 

音

響

装

置

の

配

線

に

使

用

す

る

電

線 

使

用

電

圧

が

６

０

Ｖ

を

超

え

る

も

の 

地

中

配

線

の

も

の 

JIS C 3342（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁ﾋﾞﾆﾙｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ（ＶＶ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径1.6ｍｍ以上 

導体直径1.6ｍｍ以上 

 

架

空

配

線

の

も

の 

JIS C 3340（屋外用ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＯＷ）） 導体直径2.0ｍｍ以上 

前

記

以

外

の

も

の 

JIS C 3307（600V ﾋﾞﾆﾙ絶縁電線（ＩＶ）） 

JCS 3416（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ‐Ｉ

Ｅ）） 

JCS 3417（600V 耐燃性架橋ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁電線（ＥＭ

‐ＩＣ）） 

JCS 4418（600V 耐燃性ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰｽｹｰﾌﾞﾙ

（EM-EE,EM-CE）） 

導体直径1.6ｍｍ以上 

導体直径1.6ｍｍ以上 

 

導体直径1.6ｍｍ以上 

 

導体直径1.6ｍｍ以上 

使用電圧

が６０Ｖ

以下のも

の（注３） 

JCS 4396（警報用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ絶縁ｹｰﾌﾞﾙ（EM-AE,EM-AE

ｵｸﾅｲ,AE））（注１） 

導体直径0.5ｍｍ以上 

   注１  屋内型変流器の場合に限る。 

   注２  径間が１０ｍ以下の場合は導体直径２．０ｍｍ以上の軟銅線とすることができる。 

   注３  使用電圧６０Ｖ以下の配線に使用する電線については、本表のＢ欄に掲げる JCS ４３

９６以外の規格に適合する電線で、それぞれＣ欄に掲げる導体直径又は導体の断面積を

有するものも使用することができる。 

   （注）JCS：日本電線工業会規格 
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別図第１２‐１ 同一敷地内に漏電火災警報器を設置しなければならない防火対象物

が２以上存する場合の設置例 

１ 各防火対象物に設けられている電力量計に至るまでの引込線が防火対象物関係者

の所有にかかる場合の例 

 
 

 

 

 

×印は引込線の接続点 

×印以降は引込口配線（×印以降が需要者の所有にかかるもの） 
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２ 各防火対象物に設けられている電力量計に至るまでの引込線が電気事業者の所有

にかかる場合の例 

 

 

 
 

×印までが電気事業者の所有にかかるもの 

凡例 

ＷＨＭ・・・・・電力量計 

 Ｓ・・・・・・カットアウトスイッチ又はブレーカー 

 Ｆ・・・・・・受信機 
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別図第１２‐２ 操作電源用専用回路等の接続 

１ 電流制限器がある場合 

 
 

２ 主開閉器がある場合 

 
 

 

凡例 

ＷＨＭ・・・・・電力量計 

 Ｓ・・・・・・カットアウトスイッチ又はブレーカー 

 Ｌ・・・・・・電流制限器 

 Ｆ・・・・・・受信機 
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＝参考資料＝ 

１ 変流器の取付位置と接地線は次例図によること。 

 ⑴ 回路方式の場合 

 

 ⑵ 共同接地線を使用する場合 

 
 

２ 高周波等の誘導障害を生じるおそれのある機器 

 ⑴ 高速回転する電動機 

 ⑵ 特殊高周波を出すキュービクル装置 

 ⑶ コンピューター機器 

 ⑷ 無線（ＣＢ、パーソナル機器類） 

 ⑸ 特殊医療機器 
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〇 消防用設備等の設置及び維持に関する運用基準（抄） 

（昭和４５年１月２７日付け４５消予第２６号） 

第２ 漏電火災警報器に関する事項 

１ 契約種別とは、電気事業者と防火対象物の関係者が電力の供給によって契約す

るもので、各電気事業者の配電規程によって若干異なるが、概ね定額電灯契約、

従量電灯契約、臨時電灯契約、農事用電力契約、農務用電力契約、低圧電力契約、

高圧電力契約、特別高圧電力契約、農事用電力契約、予備電力契約、深夜電力契

約、臨時電力契約等の契約種別があること。 

２ 同一の用途に供される建築物に同一契約種別の電力が２以上供給されている場

合は、最大契約電流容量はその合計値をいうものであること。 

 

  上例の共同住宅において、Ａ戸、Ｂ戸、Ｃ戸がそれぞれⒶ、Ⓑ、Ⓒアンペアの

従量電灯契約をした場合、契約電流容量は、Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒアンペアである。その和

が５０アンペアを超えれば、当該共同住宅には、漏電火災警報器の設置義務が生

ずるので、各Ⓐ、Ⓑ、Ⓒの配線に漏電火災警報器を設置しなければならない。 

３ 契約電流容量の計算は、次の式で算出することとされているが、この式におい

て標準電圧は、配電方式が三相三線式の場合は、標準電圧に√３を乗じて計算す

るものであること。 

電流値=
契約容量（ＫＶＡ又はＫＷ）

標準電圧（１００又は２００Ｖ）×力率（１．０）
 

  また、複合用途の防火対象物は複数の防火対象物が同一の契約をしている場合

は、令別第一⑴項から⑹項まで及び⒂項に掲げる防火対象物以外の用途に供する

部分で使用する電流容量が差し引かれることになるが、その場合の電流容量は、

用途ごとに使用される負荷設備から算出されるものであること。 
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第 13 消防機関へ通報する火災報知設備 

 

１ 設置方法等 

 ⑴ 火災通報装置は、防災センター等の、操作上支障のない位置に設置すること。 

 ⑵ 防災センター等が複数ある場合は、原則として主たる防災センター等に火災通

報装置を設け、それ以外の防災センター等には遠隔起動装置を設けること。 

   なお、病院及び社会福祉施設等で夜間に勤務者が存するナースセンター等には、

遠隔起動装置を設置すること。 

 ⑶ 一の防火対象物に火災通報装置設置義務対象の部分が２以上あり、その管理に

ついて権原が分かれている場合は、一の管理権原ごとの対象の部分に火災通報装

置を設置すること。 

   ただし、当該防火対象物全体を管理する防災センター等がある場合は、当該防

災センター等に火災通報装置本体を設置するとともに、それぞれの火災通報装置

設置義務対象の部分に遠隔起動装置又は当該防災センター等と非常電話、インタ

ーホン等により相互に通話できる設備を設置した場合はこの限りでない。 

 ⑷ 起動装置は、床面から概ね０．８ｍ以上、１．５ｍ以下の位置に設けること。 

 ⑸ 起動装置は、壁又は防災卓等に固定すること。 

 ⑹ 遠隔起動装置を設ける場合は、火災通報装置を設けた場所との間で相互通話が

できる装置を備えること。 

 ⑺ 火災通報装置から遠隔起動装置までの配線は、規則第１２条第１項第５号の規

定によること。 

 ⑻ 火災通報装置の電源は、分電盤から専用回路とするとともに、分電盤内の配線

用遮断器の見やすい位置に「火災通報装置専用」である旨の表示をすること。 

 ⑼ 規則第２５条第３項第４号イに規定する「配線の接続部が、振動又は衝撃によ

り容易に緩まないように措置されている場合」とは、コンセントを日本工業規格

Ｃ８３０３の「抜け止め接地形２極コンセント」又は「抜け止め２極コンセント」

のうち定格が１５Ａ１２５Ｖのものに適合するものとすること。ただし、他の方

法により容易に緩まない措置がされている場合にあっては、この限りでない。 

 ⑽ 規則第２５条第３項第５号に掲げる防火対象物に設置する火災通報装置は、自

動火災報知設備の作動と連動して起動すること。なお、令別表第１⑹項イ⑶及び

ハ（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに限る。）に掲げる用途に供される

部分が存する防火対象物に設置する火災通報装置についても、自動火災報知設備

の作動と連動して起動するよう指導するものとする。 

 ⑾ 火災通報装置は、認定品又は「火災通報装置の基準」（平成８年消防庁告示第

１号。以下「告示１号」という。）に適合するものとすること。 

２ 火災通報装置を接続することができる電気通信回線 

 ⑴ アナログ回線又はデジタル回線 

   火災通報装置を接続することができる電気通信回線設備は西日本電信電話株式
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会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）の設置する電気通信回線設備のうち、次

に定めるアナロ１グ回線又はデジタル回線とするとともに、電気通信事業法（昭

和５９年法律第８６号。以下同じ。）に定める指定電気通信設備に該当する交換

機で他の回線と代表群（注）を形成しないものであること。 

   ただし、告示１号第２・１の２に定める特定火災通報装置については、アナロ

グ回線とすること。 

（注）代表群とは一般に「代表取扱」といわれる機能であり、代表群はアナログ

回線又はデジタル回線を混在して形成することができる。したがって、消防

機関からの呼返しを確実に火災通報装置の送受話器等に伝達させる必要があ

るため、火災通報装置の接続されている回線は代表群を形成させないことが

必要である。 

  ア アナログ回線 

    電気通信回線設備と端末設備を接続する分界点（主配線盤（以下「ＭＤＦ」

という。）又は保安器）においてアナログ信号を入出力するもので、主として

音声の伝送交換を目的とする電気通信役務の用に供する回線（以下「電話回線」

という。）をいう。（第１３‐１図参照） 

  イ デジタル回線 

    サービス総合デジタル網（以下「ＩＳＤＮ」という。）における６４kbps の

Ｂチャネル（情報チャネル）と１６kbps のＤチャネル（信号チャネル）を組み

合わせた基本インタフェース（２Ｂ＋Ｄ）のデジタル回線（以下「ＩＳＤＮ６

４回線」という。）をいう。（なお、Ｄチャネルは他のインタフェースと共用し

ないものであること。） 

 ⑵ ＩＰ回線 

   ＩＰ回線を利用する電話回線（以下「ＩＰ電話回線」という。）は発信可能な

電話番号に制限があることから、火災通報装置を接続することができるＩＰ電話

回線は１１９番への緊急通報用電話番号に発信でき、かつ消防機関側の呼返し信

号に確実に応答できるＩＰ電話回線に限り接続できるものとする。 

３ 電気通信回線と火災通報装置の接続方法等 

  火災通報装置と電気通信回線等の接続については、電気通信事業法によるほか次

によること。 

 ⑴ 電話回線に接続可能な火災通報装置（以下「火災通報装置（アナログ用）」と

いう。）と電話回線の接続は、次によること。 

  ア 屋内配線と火災通報装置の接続 

 (ｱ) 端末設備に構内交換機（ＰＢＸ）又はボタン電話（以下「ＰＢＸ等」とい

う。）がある場合は、火災通報装置（アナログ用）を分界点とＰＢＸ等の間に

接続し、ＰＢＸ等の内線には接続しないこと。（第１３‐１図参照） 

 (ｲ) ＰＢＸ等がない場合は、火災通報装置（アナログ用）を屋内配線に直接接

続すること。（第１３‐２図参照） 
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イ 火災通報装置（アナログ用）から分界点までの間の屋内配線には、電話回線

とデジタル加入者回線（以下「ＤＳＬ」という。）を重畳・分離する装置（以下

「スプリッタ」という。）以外設置しないこと。（第１３‐３図参照） 

ウ スプリッタを設置する場合は、ＭＤＦ又は副配線盤（以下「ＩＤＦ」という。）

に設置するとともに、地震等による転倒を防止する措置を講じること。（第１３

‐３図参照） 

エ 火災通報装置（アナログ用）が他の端末機器を接続することができる機能を

有する場合は、他の端末設備を接続して差し支えないものとする。 

 

 第１３‐１図ａ（ＰＢＸ等（アナログ用のＰＢＸ）がある場合） 

 

   第１３‐１図ｂ（ＰＢＸ等（デジタル用のＰＢＸ）がある場合） 

 
   第１３‐２図（ＰＢＸ等がない場合） 

 
 

 

 

 



188 

 

   第１３‐３図（スプリッタがある場合） 

 
（注）保安器はＭＤＦに設置される場合がある。 

 

 ⑵ ＩＳＤＮ基準通信機器の機能を有する火災通報装置（以下「火災通報装置（Ｉ

ＳＤＮ用）」という。）とＩＳＤＮ６４回線の接続等は、次によること。 

ア ＩＳＤＮ６４回線には、火災通報装置（ＩＳＤＮ用）以外の端末機器を接続

しないこと。ただし、火災通報装置（ＩＳＤＮ用）が他の端末機器を接続する

ことができる機能を有する場合は、火災通報装置（ＩＳＤＮ用）本体に６４kbps

の端末機器一台に限り接続することができる。（第１３‐４図参照） 

イ ＩＳＤＮ６４回線の終端（以下「Ｕ点」という。）に接続する網終端装置（以

下「ＤＳＵ」という。）は、ＭＤＦ又はＩＤＦに設け、地震等による転倒を防止

する措置を講じること。ただし、火災通報装置（ＩＳＤＮ用）と一体となって

いるＤＳＵにあってはこの限りでない。（第１３‐４図参照） 

ウ 常用電源が停電した場合、ＤＳＵは火災通報装置（ＩＳＤＮ用）が予備電源

等により作動している間有効に作動するものであること。 

 

 第１３‐４図（火災通報装置（ＩＳＤＮ用）とＩＳＤＮ６４回線の接続例） 

 

Ｕ点：伝送路インタフェース規定点（局内回線終端装置と配線設備の最初の接続点） 

Ｔ点：回線接続装置（ＤＳＵ）と宅内設備の規定点（ＰＢＸやＬＡＮなどの宅内制御装置の接

続点をいう。なお、宅内制御装置を設置しない場合、Ｔ点はＳ点と同じインタフェース

条件が適用されているためＩＳＤＮ標準通信機器を直接接続することが可能） 

Ｓ点：宅内制御装置とＩＳＤＮ基準通信機器との接続点（火災通報装置（ＩＳＤＮ用）に端末

機器を接続することができるＳ点がある場合は、６４kbps のデジタル端末機器を接続す

ることができる。） 

（注）保安器はＭＤＦに設置される場合がある。 
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 ⑶ 火災通報装置（アナログ用）をＩＳＤＮ６４回線に設置する場合は、令３２条

を適用して次により設置することとして差し支えないものとする。 

   なお、接続例は第１３‐５図によること。 

ア 火災通報装置（アナログ用）を接続するターミナルアダプター（ＩＳＤＮ６

４回線）に対応する機能を持たない端末機器をＩＳＤＮ６４回線に接続して使

用するための信号変換装置で、ＤＳＮと組み合わせて使用するもの。以下「Ｔ

Ａ」という。）は、次の機能を有すること。 

 (ｱ) 火災通報装置（アナログ用）の音声信号を正確にＩＳＤＮ６４回線に送出

でき、かつ、消防機関からの呼返し等の音声信号を適正に火災通報装置（ア

ナログ用）に伝達できる機能を有すること。 

 (ｲ) 火災通報装置（アナログ用）が起動した場合、火災通報装置以外に接続さ

れている他の端末機器が使用中であっても、火災通報装置が発する信号を優

先してＩＳＤＮ６４回線に接続し、すみやかに消防機関に通報できるもので

あること。 

イ 火災通報装置（アナログ用）は、ＴＡの指定されたＲ点（アナログ端子）に

接続すること。 

ウ ＴＡのシリアル端子及びＵＳＢ端子等のデジタル端子には、機器を接続しな

いこと。また、Ｓ端子にはＤＳＵ以外接続しないこと。 

エ 火災通報装置（アナログ用）に接続するＴＡは、火災通報装置（アナログ用）

で接続適合機種とされたもの以外とは接続しないこと。 

オ ＤＳＵ及びＴＡは常用電源が停電した場合、火災通報装置（アナログ用）が

予備電源等により作動している間有効に作動するものであること。 

カ ＤＳＵ及びＴＡはＭＤＦ又はＩＤＦに設置するとともに、地震等による転倒

を防止する措置を講じること。 

キ ＩＳＤＮ６４回線には、火災通報装置（アナログ用）を接続するＴＡ以外の

デジタル端末機器（デジタル電話機、Ｇ４ＦＡＸ、ＴＡ等）を接続しないこと。 

 

 第１３‐５図ａ（火災通報装置（アナログ用）をＩＳＤＮ６４回線に接続する

場合） 

 

Ｕ点：伝送路インタフェース規定点（局内回線終端装置と配線設備の最初の接続点） 
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Ｔ点：回線接続装置（ＤＳＵ）と宅内設備の規定点（ＰＢＸやＬＡＮなどの宅内制御装置の接

続点であるが、Ｔ点はＳ点と同じインタフェース条件が適用されているため宅内制御装

置を設置しない場合、ＩＳＤＮ基準通信機器を直接接続することが可能） 

Ｓ点：宅内制御装置とＩＳＤＮ基準通信機器との接続点 

Ｒ点：既存のアナログ電話機やアナログ通信機器をＴＡを介して接続するための接続点 

（注）保安器はＭＤＦに設置される場合がある。 

 

 第１３‐５図ｂ（ＴＡにＤＳＵが内蔵されている場合の各接続端子の接続例） 

 

①優先接続機能を有するアナログ端末機器用端子：火災通報装置（アナログ用）を接続するこ

と。 

②アナログ端末機器用端子：アナログの端末機器（プッシュホン、回転ダイヤル式電話、Ｇ３

ＦＡＸノーリンギング網制御装置等）を接続することができる。 

③シリアル端子及びＵＳＢ端子：接続禁止（端末機器を接続しないこと。） 

④Ｓ端子（Ｓ/Ｔ端子と表示される場合がある。）：接続禁止（端末機器を接続しないこと。） 

⑤Ｕ端子：ＩＳＤＮ６４回線を接続すること。 

（注）ＴＡはＤＳＵと同一場所に設置すること。 

 

 第１３‐５図ｃ（ＴＡにＤＳＵが内蔵されていない場合又はＴＡに組込まれた

ＤＳＵを使用せず、別に設置したＤＳＵを使用する場合の各接

続端子の接続例） 

 
①優先接続機能を有するアナログ端末機器用端子：火災通報装置（アナログ用）を接続するこ
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と。 

②アナログ端末機器用端子：アナログの端末機器（プッシュホン、回転ダイヤル式電話、Ｇ３

ＦＡＸノーリンギング網制御装置等）を接続することができる。 

③シリアル端子及びＵＳＢ端子：接続禁止（端末機器を接続しないこと。） 

④Ｓ端子（Ｓ/Ｔ端子と表示される場合がある。）：ＤＳＵのＴ点に接続すること。（入出力用と

して複数の接続端子がある場合にあっても、

ＤＳＵ以外の端末機器を接続しないこと。） 

（注）ＴＡはＤＳＵと同一場所に設置すること。 

 

 ⑷ 火災通報装置（アナログ用）をＩＰ電話回線に設置する場合は、次によること。 

ア ＩＰ電話回線に設置する火災通報装置（アナログ用）は告示１号第３・８⑶

に定める、自動的に１０秒間電話回線の開放できるものに限り接続できるもの

とする。 

イ 回線終端装置等（モデム、ＶｏＩＰ網制御装置等で火災通報装置（アナログ

用）をＩＰ電話回線に接続する装置。以下同じ。）には機能を停止することなく

予備電源に切替わることができる、次に定める無停電電源装置等（以下「ＵＰ

Ｓ」という。）を設置すること。 

 (ｱ) 電圧がＡＣ１００Ｖの正弦波が出力できるものとすること。なお、疑似正

弦波及び矩形波を出力するＵＰＳは設置しないこと。 

 (ｲ) 回線終端装置等に７０分以上電源供給することができる蓄電池容量のもの

とすること。 

 (ｳ) 蓄電池に密閉型鉛蓄電池を使用したものとすること。 

ウ ＵＰＳを一般電源のコンセントに接続する場合（共用部に設けられるＵＰＳ

を除く。）は、次によること。 

 (ｱ) ＵＰＳの電源コードは、壁体等に固定されたコンセントに直接接続（タッ

プ又は延長コード（以下「延長コード等」という。）を介して接続しないこと。）

すること。 

 (ｲ) ＵＰＳを接続するコンセントは、１⑼により容易に緩まない措置をするほ

か、ＵＰＳの電源コードと抜け止め２極コンセントの間に「３Ｐ→２Ｐ変換

アダプター」を使用する場合、ＵＰＳの電源コードと当該変換プラグを絶縁

ビニルテープ等で固定し、容易に緩まない措置をすること。 

 (ｳ) コンセントには「火災通報装置用ＵＰＳ専用コンセント」の表示を行うこ

と。 

 (ｴ) ＵＰＳの電源コードがコンセントから外れた場合は、警報音が鳴動するか、

表示灯により電源が供給されていない旨の表示を行うこと。 

 (ｵ) ＵＰＳを接続するコンセントは、分電盤との間にスイッチ又は開閉器等の

電源を遮断する機器を設けないこと。 

 (ｶ) 回線終端装置等の電源コードは、ＵＰＳのコンセントに直接接続（延長コ
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ード等介して接続しないこと。）すること。 

エ 回線終端装置等のＬＡＮポートは次によること。 

 (ｱ) ＤＨＣＰサーバー機能を持った機器は、通信が正常にできなくなるため接

続しないこと。 

 (ｲ) ＨＵＢを接続する場合は、ＨＵＢ以降についてもＤＨＣＰサーバー機能を

持った機器を接続しないこと。また、ＨＵＢに変えてルーターを接続する場

合はブリッジモードで接続し、ルーターのＤＨＣＰサーバー機能を停止する

こと。 

オ 接続例は第１３‐６図によること。 

 

 第１３‐６図ａ アクセス回線が有線の場合 

 

 

 第１３‐６図ｂ アクセス回線が無線の場合 

 

４ 試験装置の接続 

 ⑴ 火災通報装置（アナログ用）には、試験又は点検を行なう場合に電話回線を捕

捉しない状態で行うための装置（別添「火災通報装置用試験装置の基準」に適合

するもの。以下「試験装置」という。）を、次により接続することができるよう

にすること。 

   ただし、火災通報装置の本体に「端末設備等規則第３条第２項の規定に基づく

分界点における接続の方式を定める件」（昭和６０年郵政省告示第３９９号）に
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定める通信コネクタ（以下「６ピンコネクタ」という。）のジャックユニットを

有するものは、この限りでない。 

ア 屋内配線を６ピンコネクタ以外の方式で接続する場合は、試験装置を接続す

る装置に６ピンコネクタのジャックユニットを設けるとともに、当該試験装置

を接続した場合に火災通報装置（アナログ用）の信号が外部に送出されないよ

う、切替スイッチを設ける等の措置を講じること。また、試験装置を接続する

装置は、点検等に支障がなく容易に手の触れない場所（ＭＤＦ又はＩＤＦ等）

に設置すること。（第１３‐７図参照） 

 第１３‐７図（火災通報装置（アナログ用）と試験装置を接続する装置の設置

方法） 

 
（注）６ピンコネクタ内の「↑」印は６ピンコネクタプラグを、「 」印は６ピンジャックを

示す。 

   「 」印は６ピンコネクタ以外（ねじ止め等）の接続を示す。 

イ 屋内配線を６ピンコネクタで接続する場合の接続部は、火災通報装置の直近

で、容易に接続・切り離しが可能な場所とすること。（第１３‐８図参照） 

 第１３‐８図（火災通報装置（アナログ用）と屋内配線を６ピンコネクタで接

続する場合） 

 
（注）６ピンコネクタ内の「↑」印は６ピンコネクタプラグを、「 」印は６ピンジャックを

示す。 

   「 」印は６ピンコネクタ以外（ねじ止め等）の接続を示す。 

 ⑵ 火災通報装置（デジタル用）には、⑴に準じて試験装置が接続できるようにす

ること。ただし、⑴中「火災通報装置（アナログ用）」は「火災通報装置（ＩＳ

ＤＮ用）」、「６ピンコネクタ」は「８ピンコネクタ（ＩＳＯ ８８７７に規定さ

れるもの）」と読み替えるものとする。 
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５ 表示 

  スプリッタ、ＤＳＵ及びＴＡ並びにこれらの機器に接続されている通信用の配線

等には、見やすい位置に次の例による表示をすること。（第１３‐９図参照） 

 ⑴ スプリッタ、ＤＳＵ及びＴＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 火災通報装置と分界点の間の屋内配線及び機器配線の接続部（火災通報装置本体

及び分界点の接続部を除く。） 

  ａ 回線側 

 

   

 

 

ｂ 火災通報装置側 

 

 

 

 

 ⑶ ３⑶ウで接続を禁止したＴＡの各端子 

 

 

 

 

 第１３‐９図ａ 電話回線に火災通報装置（アナログ用）を接続する場合 

 
① ⑵ａの表示をすること。 ② ⑵ｂの表示をすること。 

注  意 

・本装置には火災の時、消防機関へ通報する

火災通報装置が接続されています。 

・本装置の配線変更、取替等を行う場合は消

防本部へ届出をしてください。 

火災通報用回線 

（重 要） 

火災通報装置 

（配線変更禁止） 

（注 意） 

端末機器接続禁止 
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 第１３‐９図ｂ 電話回線に火災通報装置（アナログ用）とスプリッタを接続

する場合 

 
① ⑵ａの表示をすること。 ② ⑵ｂの表示をすること。 ③ ⑴の表示をすること。 

（注）保安器はＭＤＦに設置される場合がある。 

 

 第１３‐９図ｃ ＩＳＤＮ６４回線に火災通報装置（アナログ用）を接続する

場合 

 
① ⑵ａの表示４４をすること。 ② ⑵ｂの表示をすること。 

③ ⑴の表示をするとともに、３⑶ウで接続を禁止したＴＡの各端子には⑶の表示をすること。 

（注）保安器はＭＤＦに設置される場合もある。 

 

 第１３‐９図ｄ ＩＳＤＮ６４回線に火災通報装置（ＩＳＤＮ用）を接続する

場合 

 
① ⑵ａの表示をすること。 ② ⑵ｂの表示をすること。 ③ ⑴の表示をすること。 

（注１） デジタル端末機器（Ｇ４ＦＡＸ等）の接続（６４kbps の端末機器一台に限る。）は

火災通報装置（ＩＳＤＮ用）に他の端末機器を接続する機能がある場合に限る。 

（注２） 保安器はＭＤＦに設置される場合がある。 
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６ 蓄積音声情報に登録する電話番号 

  蓄積音声情報に登録する電話番号は、防災センター等に設置されている電話機の

番号（火災通報装置に電話機が接続されている場合は、火災通報装置が接続されて

いる回線の番号とすることができる。）とすること。 

７ 特例認定を受けた特定火災通報装置 

  特例認定を受けた特定火災通報装置を設置する場合は、「特例認定を受けた特定

火災通報装置の設置に係る運用について」（平成２１年８月１８日付け２１消導第

１２４号）によること。 

８ 自動火災報知設備との連動起動 

 ⑴ 自動火災報知設備は、十分な非火災報対策が講じられていること。 

 ⑵ 起動方式については、感知器からの火災信号によるほか、自動火災報知設備の

受信機が火災表示を行う要件である中継器からの火災表示信号又は発信機からの

火災信号（以下「火災信号等」という。）と連動起動するものであること。 

 ⑶ 防火対象物全体の火災信号等により連動起動するものであること。ただし、特

定共同住宅等又は共同住宅特例を適用している防火対象物で、火災通報装置が設

置されている部分と他の部分が明確に区分されており、早期の通報体制に支障が

ないと認められる場合は、当該火災通報装置が設置されている部分からの火災信

号等による連動起動とすることができる。 

 ⑷ 連動停止スイッチを介して、次により接続させること。 

ア 連動停止スイッチは専用とし、自動火災報知設備の受信機内又は別箱に設置

すること。なお、別箱で設置する場合は、火災通報装置の連動停止スイッチで

ある旨の表示を行うこと。 

イ 連動停止スイッチを別箱で設置する場合の電源は、受信機から供給されてい

ること。ただし、特定小規模用自動火災報知設備のうち受信機を設けないもの

等受信機から電源が供給できない場合にあっては、火災通報装置から供給する

ことで差し支えないものであること。 

ウ 連動を停止した場合は、連動が停止中である旨の表示灯が点灯又は点滅する

こと。 
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「火災通報装置の設置に係る指導・留意事項について」（抄）  別添 

（平成８年８月１９日付け消防予第１６４号） 

火災通報装置用試験装置の基準 

１ 趣旨 

  この基準は、火災通報装置（アナログ用）に係る機器点検の際に用いる試験装置

に係る基準を定めるものとする。 

２ 試験装置の構造及び性能 

  試験装置の構造及び性能は、次に定めるところによる。 

 ⑴ 火災通報装置が送出する１０ＰＰＳ若しくは２０ＰＰＳのダイヤルパルス又は

押しボタンダイヤル信号のいずれの選択信号も受信することができるとともに、

当該選択信号の数字を可視表示することができること。 

   この場合において、表示することのできる選択信号の桁数は、２桁以上である

こと。 

 ⑵ 選択信号を受信した場合には、直ちに呼出音を送出すること。 

   この場合における呼出音は、事業用電気通信設備規則（昭和６０年郵政省令第

３０号。以下「設備規則」という。）別表第５号の規定に適合すること。 

 ⑶ 通信電鍵、押しボタン、送受話器等を操作することにより、火災通報装置と通

話ができること。 

 ⑷ 回線保留機能及び呼返機能を有するとともに、呼返電鍵を操作することにより、

火災通報装置に呼出信号を送出できること。 

   この場合における呼出信号は、設備規則別表第４号の規定に適合すること。 

   また、呼出信号は、呼返電鍵を操作している間、連続して送出されること。 

 ⑸ 着信側（１１９番）を話中状態とすることができるとともに、火災通報装置が

送出した選択信号を受信し、話中音を送出できること。 

   この場合における話中音は、設備規則別表第５号の規定に適合すること。 

 ⑹ 回線に対し、常に直流電圧（４２Ｖ以上５３Ｖ以下）を印加できること。ただ

し、前記⑷に規定する呼出信号の送出中は、この限りでない。 

 ⑺ 電話回線又は火災通報装置との接続端子は、６ピンコネクタのプラグユニット

とすること。 

３ 表示 

 ⑴ 試験装置には、次の事項を見やすい箇所に表示すること。 

  ア 装置の名称 

  イ 型式記号（性能評定を受けたものにあっては評定番号を併記） 

  ウ 製造者名又は略号 

  エ 製造年 

  オ 取扱操作方法及び注意事項 

 ⑵ 試験装置の操作部分には、その名称及び操作内容を当該部分又はその周辺部分

に表示すること。 
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第 14 非常警報設備 

 

１ 放送設備の設置方法 

 ⑴ 増幅器、操作部、遠隔操作器の設置場所 

ア 病院、社会福祉施設等で夜間に勤務者が存するナースセンター等には、遠隔

操作器を設置すること。 

イ 規則第２５条の２第２項第３号トに定める防火上有効な措置を講じた位置は、

次の(ｱ)又は(ｲ)によること。ただし、病院、社会福祉施設等のナースセンター

等に設ける遠隔操作器については、この限りでない。 

 (ｱ) 壁及び天井が不燃材料で造られ、開口部に防火戸を設けた安全に避難でき

る場所 

 (ｲ) 避難上有効な屋外への出入口付近の室 

 ⑵ スピーカーの設置方法 

ア 規則第２５条の２第２項第３号ロ(ｲ)に定める放送区域（防火対象物の２以上

の階にわたらず、かつ、床、壁又は戸（障子、ふすま等遮音性の著しく低いも

のを除く。）で区画された部分をいう。）の運用については、次のとおりとする。 

 (ｱ) 部屋の間仕切壁については、音の伝達に十分な開口部があるものを除き、

固定式か移動式かにかかわらず、壁として取り扱うこと。 

 (ｲ) 障子、ふすま等遮音性の著しく低いものには、障子、ふすまのほか、カー

テン（アコーディオンカーテンを除く。）、つい立て、すだれ、格子戸又はこ

れらに類するものが該当すること。 

 (ｳ) 通常は開放している移動式の壁又は戸であっても、閉鎖して使用する可能

性のあるものは、壁又は戸で区画されたものとして取り扱うこと。 

 (ｴ) 遮音性の高い場所等（カラオケボックス又はカラオケルーム等）は、規則

第２５条の２第２項第３号ロ(ﾛ)ただし書きに係わらず、当該場所を一の放送

区域として取り扱うこと。 

 (ｵ) 特殊な要件の放送区域（残響時間が著しく長い又は短い空間、大空間等）

にスピーカーを設ける場合、規則第２５条の２第２項第３号ハの基準に基づ

く音量及び明瞭度の確認については、「放送設備のスピーカーの性能に応じた

設置ガイドラインについて（平成１１年１２月１７日付け１１消導第５７号

の２）」によることとし、工事整備対象設備等着工届に当該図書を添付するこ

と。 

イ 規則第２５条の２第２項第３号ロ(ﾛ)ただし書きに定めるスピーカーの設置を

免除できる放送区域及びスピーカーの設置場所については、次の例によるもの

とする。 

  なお、スピーカーを設置する室と免除する室の間に扉等がない場合は、当該

スピーカーの設置を免除できないものとする。ただし、浴室、トイレ個室及び

小規模（概ね２㎡以下）なパイプシャフト、ダクトスペースにあってはこの限
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りでない。 

(ｱ) 居室及び居室から地上に通じる主たる廊下その他の通路以外の場所におい

て、スピーカーを設置免除できる場合 

 

 (ｲ) １の隣接する放送区域のスピーカーにより、居室のスピーカーを設置免除

できる場合 

 

 (ｳ) ２以上の隣接する放送区域の２以上のスピーカーにより、スピーカーを設

置免除できる場合 
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 (ｴ) 居室のスピーカーを設置免除できない場合 

 

 

 (ｵ) 浴室、トイレ個室について、隣接する放送区域のスピーカーにより設置免

除できる場合 

 

 

 (ｶ) 小規模なパイプスペース、ダクトスペースについて、隣接する放送区域の

スピーカーにより設置免除できる場合 
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ウ 規則第２５条の２第２項第３号ロ(ｲ)は、放送区域の面積によって設置できる

スピーカーの種類を区分しているところであるが、スピーカーが設置されない

放送区域が存する場合は、直近のスピーカーが受け持つ放送区域の合計面積を

算定したうえで、当該面積に対応する種類のスピーカーを設置するよう指導す

ること。 

エ 寄宿舎、下宿、共同住宅又はサービス付き高齢者向け住宅の住戸部分につい

ては、令第３２条を適用して、住戸内の扉等の設置にかかわらず、各住戸（メ

ゾネット型住戸等の２以上の階にまたがるものについては各階ごとの部分）を

一の放送区域として取り扱って差し支えないものとする。なお、設置するスピ

ーカー数については、当該防火対象物の用途を勘案して、当該放送区域（住戸

部分）の延べ面積に対応する種類のものを一つ設ければよいものとする。 

オ 防火対象物の屋上をテラスや駐車場等に利用する場合にあっては、当該部分

に有効に音響が聞こえるように、屋外型スピーカーを設置すること。 

 ⑶ 非常警報以外の放送遮断 

   規則第２５条の２第２項第３号リ及び「非常警報設備の基準」（昭和４８年消

防庁告示第６号。以下「告示６号」という。）第４・１⑷に定める非常警報以外

の放送を遮断することができる防火対象物の区域については、非常警報の放送が

行われる防火対象物の当該区域とすることができるものとする。 

   なお、火災の際に遮断しなければならない非常警報以外の放送から、地震動予

報等に係る放送で、これに要する時間が短時間であり、かつ、火災の発生を有効

に報知することを妨げないものについては除くものとする。 

   また、地震動予報等に係る放送を行う機能を有するものにあっては、地震動予

報等に係る放送を行っている間に、起動装置若しくは操作部を操作した場合又は

自動火災報知設備等から起動のための信号を受信した場合には、地震動予報等に

係る放送が終了した後、直ちに、かつ、自動的に非常警報の放送を行うものであ

ること。 

 ⑷ 遠隔操作器等から報知できる区域 

   規則第２５条の２第２項第３号ヲにより、遠隔操作器からも防火対象物の全区

域に火災を報知することができるものであることとされているが、全区域に火災

を報知することができる操作部又は遠隔操作器（以下「遠隔操作器等」という。）

が１以上防災センター等に設けられている防火対象物にあっては、令第３２条の

規定を適用して、次のアからウに掲げる場合は、遠隔操作器等から報知できる区

域を防火対象物の全区域としないことができるものとする。 

  なお、本項目の適用に際しては確認申請書類及び工事整備対象設備等着工届出

書等にその旨を明記させるものとし、区分放送をする遠隔操作器等の付近の見や

すい位置に放送区域一覧図（当該遠隔操作器等が受け持つ放送区域を防火対象物

の平面図等に明示した一覧図）を掲げるものとする。 

   なお、２以上の操作部相互間で同時に通話できる設備はエのとおりとするもの
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とする。 

ア 管理区分又は用途が異なる一の防火対象物で、遠隔操作器等から遠隔操作器

等が設けられた管理区分の部分又は用途の部分全体に火災を報知することがで

きるよう措置された場合 

イ 防火対象物の構造、使用形態等から判断して、火災発生時の避難が防火対象

物の部分ごとに独立して行われると考えられる場合であって、独立した部分に

設けられた遠隔操作器等が当該独立した部分全体に火災を報知することができ

るよう措置された場合 

ウ 病院、老人福祉施設等のナースステーション等に遠隔操作器等を設けて、入

院患者等の避難誘導を行うこととしている等のように、防火対象物の一定の場

所のみを避難誘導の対象場所とすることが適切と考えられる場合であって、避

難誘導の対象全体に火災を報知することができるよう措置された場合 

エ 規則第２５条の２項第３号ヲに定める操作部又は遠隔操作器等のある場所相

互間で同時に通話できる設備（以下「相互通話設備」という。）については、次

のいずれかの設備とする。なお、相互通話設備の配線は耐熱配線とすること。 

 (ｱ) インターホン 

 (ｲ) 非常電話 

 (ｳ) 構内電話で非常用の割り込みができるもの又はこれと同等以上の性能を有

するもの 

 (ｴ) 自動火災報知設備の受信機等で相互同時通話ができるもの 

 ⑸ 音声警報音のメッセージ 

ア メッセージの例 

  告示６号第４・３⑶に定めるメッセージについては、次の文例又はこれに準

ずるものとし、繰り返し放送されるように構成すること。 

 (ｱ) 感知器発報放送（女声） 

   「ただいま○階の火災感知器が作動しました。係員が確認しておりますの

で、次の放送にご注意下さい。」 

 (ｲ) 火災放送（男声） 

   「火事です。火事です。○階で火災が発生しました。落ち着いて避難して

下さい。」 

 (ｳ) 非火災放送（女声） 

   「さきほどの火災感知器の作動は、確認の結果、異常がありませんでした。

ご安心下さい。 

イ メッセージの特例 

 (ｱ) 放送設備が階段、エレベーター昇降路等の竪穴部分の感知器の作動により

起動した場合は、火災が発生した場所に係るメッセージは入れなくても差し

支えないものとする。なお、この場合はマイクロホン放送により対応するよ

うに指導するものとすること。 
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 (ｲ) 放送設備を手動により起動させた場合は、火災が発生した場所に係るメッ

セージは入れなくても差し支えないものとする。なお、この場合はマイクロ

ホン放送により対応するように指導するものとすること。 

 (ｳ) 防火対象物の利用形態、管理形態等により、アに示すメッセージでは支障

が生じる恐れのあるものについては、予防部指導課長と協議するものとする

こと。 

 (ｴ) メッセージに外国語を使用する場合は、「シグナル音」・「日本語メッセー

ジ」・「外国語メッセージ」・「シグナル音」・・・の順に放送されるよう設定す

るものとすること。 

 ⑹ 認定等 

   放送設備に使用する機器は、認定品又は告示６号に適合するものとする。 

 ⑺ 放送設備の起動装置等 

   放送設備には規則２５条の２第２項第２号の２の基準に基づき起動装置を設け

るものとし、規則第２４条第５号により自動火災報知設備の地区音響装置を省略

する場合にあっても、自動火災報知設備と連動させ、作動した階又は区域を自動

火災報知設備に表示させるものとする。なお、非常電話を起動装置としないこと。 

 ⑻ 配線等 

   規則第２５条の２に定めるもののほか、次のとおりとする。 

ア 増幅器と操作部は規則第２５条の２第２項第３号ルに定める場所に設置し、

増幅器と操作部をそれぞれ異なった場所に設置する場合は、増幅器から操作部

までの配線は、規則第２５条の２第２項第４号ニの例によるものとする。 

  ただし、増幅器から操作部又は操作部から増幅器に非常電源を供給する場合

の電源回路は、耐火配線とすること。 

イ 遠隔操作器のみが規則第２５条の２第２項第３号ルに定める場所に設置され

る場合で、増幅器又は操作部から非常電源が供給される場合の電源回路は、耐

火配線とするものとする。 

ウ 火災時に火災階のスピーカー回路が短絡した場合、感知器発報放送後の火災

放送が、当該階に報知できなくなる恐れがあることから、次のとおり複数回線

化（スピーカー回路を複数回線とするか、若しくは回路分割装置によりスピー

カー回路を２以上に分割することをいう。）を図るよう指導するものとする。 

 (ｱ) 適用範囲 

  ａ 令別表第一⑸項、⑹項及び⒃項（⑸項及び⑹項の用途に供する部分に限

る。）の防火対象物 

  ｂ カラオケルーム、会議室等の小規模な部屋が連続する防火対象物又は防

火対象物の部分 

 (ｲ) 複数回線化の方法 

  ａ スピーカー回路を複数回線により構成する方法 

  ｂ スピーカー回路分割装置（以下「回路分割装置」という。）により、スピ
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ーカー回路を２以上に分割する方法 

 (ｳ) 回路分割装置は、次によること。 

  ａ 設置位置は次のとおりとする。 

   (a) 原則として階ごとに設置すること。 

   (b) 防火上有効な措置を講じた場所（１⑴参照）に設置するか、又は不燃

性の箱に収納する等の措置を講ずること。 

     なお、回路分割装置の箱が不燃材料で作られているものは、不燃性の

箱に収納されているものと同等として取扱うものとする。 

   (c) 点検に支障のない場所に設置すること。 

  ｂ 回路分割装置を使用して複数回線化した場合は、その旨を放送警戒区域

一覧図に記載し、操作部等の付近の見やすい位置に掲げること。 

 (ｴ) 複数回線化した場合の配線方法については、次の例によるものとする。 
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２ 操作要領及び管理運用 

 ⑴ 放送設備の操作要領 

   放送設備の機能については、告示６号第４・４⑵に定められているところであ

るが、その機能は放送設備を次のように操作することを想定したものであるため、

操作が的確に行われるよう防火対象物の関係者を指導するものとする。 

   なお、この内容は、放送設備の表示事項であり、取扱方法の概要にも記載され

ているので、指導の際に活用すること。 

 ア 自動火災報知設備の感知器が作動した旨の信号（火災表示をすべき火災情

報信号（アナログ感知器信号）を含む。以下同じ。）により起動する場合 

  (ｱ) 感知器発報放送の起動 

    感知器からの信号により自動的に行う。 

  (ｲ) 火災放送の起動 

   ａ 告示６号第４・４⑵イ(ﾛ)に定める場合は、自動的に行う。 

   ｂ ａによる自動起動が行われる以前に、当該感知器発報区域付近等にい

る現場確認者又は防災センター等から現場の確認に行った者（以下「現

場確認者」という。）から火災である旨の通報を受けた場合等、操作者が

火災が発生した旨の情報を得た場合は、手動により起動する。 

  (ｳ) 非火災放送の起動 

    現場確認者から火災が発生していない旨の通報を受けた場合は、手動に

より起動する。 

 イ 発信機により起動する場合 

  (ｱ) 感知器発報放送及び火災放送の起動 

    告示６号第４・４⑵ロによる。 

  (ｲ) 非火災放送の起動 

    ２⑴ア(ｳ)による。 
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 ウ 感知器発報放送を手動により起動する場合 

  (ｱ) 感知器発報放送の起動 

    内線電話等により火災が発生した可能性がある旨の通報があった場合は

手動により起動する。 

    ただし、操作者の判断により感知器発報放送を省略して、火災放送を起

動できるものとする。 

  (ｲ) 火災放送の起動 

   ａ 告示６号第４・４⑵ハに定める場合は、自動的に行う。 

   ｂ ａによる自動起動が行われる以前に、現場確認者から火災である旨の

通報を受けた場合等、操作者が火災が発生した旨の情報を得た場合は、

手動により起動する。 

  (ｳ) 非火災放送の起動 

    ２⑴ア(ｳ)による。 

 エ 音声警報音による放送中にマイクロホン放送をする場合 

   告示６号第４・４⑵ホに定めるように、音声警報音による放送中であって

も、操作者によるマイクロホン放送が優先されるため、火災等の状況に応じ

て、適宜、操作者によるマイクロホン放送を行うことができる。 

 ⑵ タイマーの設定等 

    告示６号第４・４⑵イ(ﾛ)c 及び同ハ(ﾊ)に定める、火災が発生した旨又は火

災が発生した可能性が高い旨の信号については、感知器発報放送が起動してか

らタイマーにより作動する一定の時間を経過した旨の信号とし、一定の時間に

ついては、防火対象物の規模、利用形態、管理形態、内装制限の実施状況、現

場確認に必要な時間等を勘案して、次のとおりとする。 

    なお、設定については設置検査時に行うこと。 

 ア 現場確認者と防災センター等の監視者が確保され、現場確認者等から内線

電話等により現場確認の通報が当該防災センター等に伝達される体制が整っ

ている場合は、５以内とする。 

 イ ア以外の場合は、３分以内とする。 

 ⑶ 非常電話等 

    非常電話の親機は防災センター等に、子機は中央管理室及び設置を要する階

の非常用エレベーターホール、連結送水管の放水口又は屋内消火栓箱のいずれ

かの付近に設けること。 

  ⑷ 区分鳴動方式 

    規則第２５条の２第２項第３号チに定める区分鳴動方式で作動するように設

定された場合は、一定の時間が経過した場合又は新たな火災信号を受信した場

合、当該設備を設置した防火対象物又はその部分の全区域に自動的に警報を発

するように措置すること。 

    なお、一定の時間とは、防火対象物の用途、規模並びに火災確認に要する時
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間、出火階及びその直上階等からの避難が完了すると想定される時間等を考慮し、概

ね数分とし、最大でも１０分以内とする。 
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第 15 避難器具 

 

１ 避難器具取付部の開口部の大きさ、操作面積、降下空間、避難空地及び避難通路

については、「避難器具の設置及び維持に関する技術上の基準の細目」（平成８年消

防庁告示第２号以下「告示２号」という。）により定められているが、具体的には

別紙１から別紙５までによる他、当該避難器具の形態及び操作方法に応じて次に示

すとおり、容易かつ安全に使用して避難できるものであること。 

⑴ 避難はしご（避難器具用ハッチに格納した金属製避難はしごを除く。）は、次

によること。 

ア 壁面の部分に設ける取付部の開口部の下端は、床面から１．２ｍ以下の高さ

とすること。ただし、開口部の部分に避難上支障のないように固定又は半固定

のステップ等を設けた場合にあっては、この限りではない。 

イ 壁面の部分に設ける取付部の開口部に窓、扉等が設けられる場合にあっては、

ストッパー等を設け、窓及び扉等が避難はしごの使用中に閉鎖しない措置を講

ずること。ただし、避難はしごの操作及び降下に支障を生じるおそれのないも

のにあっては、この限りではない。 

ウ つり下げ式の避難はしごの吊り元は、建物側とすること。また、つり下げ式

の避難はしごは、つり下げた状態において突子が有効かつ安全に防火対象物の

壁面等（ガラス面等は除く。）に接することができる位置に設けること。ただし、

使用の際、突子が壁面等に接しない場合であっても降下に支障を生じない場合

はこの限りではない。 

エ 避難はしごを使用可能状態にした場合における当該避難はしご最下部横桟（伸

張した場合を含む。）から降着面までの高さは、０．５ｍ以下であること。 

オ 降下空間と架空電線との間隔は１．２ｍ以上とするとともに、避難はしごの

上端と架空電線との間隔は２ｍ以上とすること。 

カ 避難はしごを地階に設ける場合は、固定式とし、ドライエリアの部分に設け

ること。ただし、２に定める避難器具専用室内に設置する場合にあっては、こ

の限りでない。 

⑵ 避難器具用ハッチに格納した金属製避難はしごは、⑴ウ及びエによるほか、次

によること。 

ア 金属製避難はしごは、ハッチ用つり下げはしご（検定品）であること。 

イ 避難器具用ハッチに格納した金属製避難はしごの吊り元は、建物側とするこ

と。 

ウ 手すりその他転落防止の措置を講じた概ね２㎡以上の床面積を有するバルコ

ニー等外気に接する部分の床に設置すること。ただし、２に定める避難器具専

用室内に設ける場合にあっては、この限りではない。 

エ 各階の避難器具用ハッチの降下口は直下階の降下口と同一直線上にない位置

であること。 
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オ 共同住宅等のバルコニーに設置する場合は、原則として、同一縦系列住戸の

各バルコニー内で下階への避難器具用ハッチに格納した金属製避難はしごに乗

り換えられるように設置すること。ただし、上階がセットバックしている場合

については、１住戸分の移動に際しては、差し支えないものとする。 

カ 下ぶたの下端は、ハッチの下ぶたが開いた場合に、避難空地の床面上１．８

ｍ以上の位置であること。 

キ 避難器具用ハッチは認定品を用いること。 

⑶ 緩降機は、⑴イ及びオによるほか、次によること。 

ア 壁の部分に設ける開口部の下端は、床から１．２ｍ以下とすること。 

イ 床からの高さが０．５ｍ以上の場合は、有効に避難できるように固定又は半

固定のステップ等を設けること。 

ウ 緩降機をつり下げるフックの取付位置は、床面から１．５ｍ以上１．８ｍ以

下の高さとすること。 

エ 緩降機のロープの長さは、取付位置に器具を設置したとき、降着面等へ降ろ

した着用具の下端が降着面等から±０．５ｍの範囲とすること。 

⑷ 救助袋（避難器具用ハッチに格納した救助袋を除く。）は、⑴ア、イ及びオに

よるほか、次によること。なお、避難器具用ハッチに格納した救助袋は認定品又

は「避難器具の基準」（昭和５３年消防庁告示１号。以下「告示１号」という。）

に適合するものとするほか、⑴エ及び⑵ウからキまでによること。 

ア 救助袋は認定品又は告示１号に適合するものであること。 

イ 救助袋は原則として屋内に設けること。 

ウ 袋本体の下部出口部と降着面等からの高さは、無荷重の状態において０．５

ｍ以下であること。 

エ 斜降式の場合、下部支持装置を結合するための固定環が設けられていること。 

⑸ すべり台は認定品又は告示１号に適合するものとし、⑴ア、イ及びオによるほ

か、すべり台が設置されている階の部分から当該すべり台に至るまでの間に段差

がある場合は、階段、スロープ等を設けること。 

⑹ すべり棒及び避難ロープは、⑴ア、イ及びオ（避難ロープはエを含む。）によ

るほか、次によること。 

ア すべり棒及び避難ロープは認定品又は告示１号に適合するものであること。 

イ すべり棒は取付部の開口部の下端から１．５ｍ以上の高さから降着面等まで

設置すること。 

ウ 避難ロープは、簡単な操作により、取り付け及び展張ができ、有効に避難で

きる場所に設けること。 

⑺ 避難橋及び避難用タラップは認定品又は告示１号に適合するものとし、⑴オ（避

難用タラップは⑴カ及び⑵カを含む。）によるほか、避難橋及び避難タラップが

設置されている階の部分から当該避難橋及び避難用タラップに至るまでの間に段

差がある場合は、階段、スロープ等を設けること。 
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２ 避難器具専用室を設ける場合にあっては、次によること。 

⑴ 避難器具専用室は耐火構造の壁及び床で区画されていること。 

  ただし、地階の階層が一階層のみの場合は、不燃材料（ガラスを用いる場合は

網入りガラス又はこれと同等以上の防火性能を有するものに限る。）とすること

ができる。 

⑵ 避難器具専用室は、避難器具の操作面積を確保するとともに、避難に際し支障

のない広さとすること。 

⑶ 避難器具専用室は、避難器具の使用方法の確認及び操作等が安全に、かつ、円

滑に行うことができる明るさを確保するように非常照明を設置すること。 

⑷ 避難器具専用室の入口には、随時開けることができ、かつ、自動的に閉鎖する

ことのできる高さ１．８ｍ以上、幅０．７５ｍ以上の防火戸を設けるとともに、

表示灯（表示面「避難はしご」白地黒文字、予備電源内蔵式、縦０．１２ｍ以上

横０．３６ｍ以上。ただし、大きさの基準にあっては、誘導灯のＢＨ級と同等以

上の器具を用いて表示する場合は、この限りでない。）を設けること。 

⑸ 避難階に設ける上昇口は、直接建築物の外部に出られる部分に設けること。た

だし、建築物内部に設ける場合にあっては、避難器具専用室を設け、避難上安全

な避難通路を外部に避難できる位置に設けること。 

⑹ 上昇口の大きさ（器具を取り付けた状態での有効寸法をいう。）は、直径０．

５ｍ以上の円が内接することができる大きさ以上であること。 

⑺ 上昇口には金属製のふたを設けること。ただし、上昇口の上部が避難器具専用

室である場合はこの限りでない。 

⑻ 上昇口の上部に、避難を容易にするための手がかり等を床面からの距離が１．

２ｍ以上になるように設けること。ただし、直接建築物の外部に出られる場合は

この限りでない。 

⑼ 上昇口のふたは、容易に開けることのできるものとすること。なお、蝶番等を

用いた片開き式のふた（おおむね１８０度開くものを除く。）にあっては、取付

面と９０度以上の角度でふたが固定でき、かつ、何らかの操作をしなければ閉鎖

しないものであること。 

⑽ 上昇口のふたの上部には、ふたの開放に支障となる物件が放置されることのな

いよう囲いを設ける等の措置を講ずること。 

３ 避難器具に係る標識は、次によること。 

⑴ 避難器具の位置を示す標識は、避難器具の直近の見やすい箇所及び避難器具の

設置箇所に至る廊下、通路等に設けるほか、次によること。ただし、避難器具の

設置場所が容易にわかる場合にあっては、この限りでない。 

ア 標識の大きさは、縦０．１２ｍ以上横０．３６ｍ以上とすること。 

イ 文字の大きさは５ｃｍ角以上とし、「避難器具」と記載すること。ただし、避

難器具の名称等容易に識別できる場合はこの限りでない。 

ウ 標識の地色と文字の色は白地に黒文字とすること。 
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⑵ 避難器具の使用方法を表示する標識は、図及び文字等を用いて分かりやすく表

示するとともに、避難器具の直近の見やすい箇所に設置すること。 

  ただし、使用方法が簡便なものにあっては設置しないことができる。 

⑶ 特定１階段等防火対象物にあっては、⑴及び⑵によるほか、次によること。 

ア 避難器具を設置又は格納する場所の出入り口の上部又はその直近に⑴の標識

を設置するとともに、避難器具が設置されている場所がわかりにくい場合には、

説明文、平面図等を併記すること。 

イ 避難器具を設置する階のエレベーターホール等の共用部に設置する標識は、

「避難器具設置場所案内図」である旨を明記した当該階の平面図に、避難器具

の設置場所が容易に識別できるように表示した標識であること。なお、当該標

識については、大きさ及び材質は問わないが、紙等の材質で破損の恐れのある

ものには、保護のための措置を講ずること。 

４ 設置場所の明るさの確保 

  避難器具は、使用方法の確認、避難器具の操作等が安全にかつ、円滑に行うこと

ができる明るさが確保される場所に設置するほか、令別表第１⑴項から⑷項まで、

⑸項イ、⑹項、⑼項イ及び⒃項イに掲げる防火対象物には、条例第５２条第３項規

定により、非常電源を内蔵した有効な照明設備を設けること。 

５ 避難器具の格納は、次によること。 

⑴ 避難器具（常時使用状態に取り付けてあるものを除く。）の種類、設置場所等

に応じて、当該避難器具を保護するために、格納箱等に収納すること。 

⑵ 格納庫等（避難器具用ハッチに格納するものを除く。）は次によること。 

ア 避難器具の操作に支障をきたさないものであること。なお、避難器具の種類、

設置場所及び使用方法に応じて、耐候性、耐食性及び耐久性を有する材料を用

いることとし、耐食性を有しない材料にあっては、耐食措置を施したものであ

ること。 

イ 屋外に設けるものは、有効に雨水等を排水するための措置を講じること。 

６ 避難器具の取付け方法については、次によること。 

⑴ 避難器具を取り付ける固定部は、避難器具の種類に応じ、第１表のａ欄に掲げ

る荷重及びｂ欄に掲げる荷重の合成力を、当該避難器具の取付位置に同表ｃ欄に

掲げる荷重方向で加えた場合、当該固定部に発生する応力に耐えうるものである

こと。 

  ただし、ｂ欄に掲げる荷重の合成力のうち、地震又は風圧力にあっては、どち

らか一方の大なる方のみとすることができる。 

⑵ 避難器具を固定部に取り付けるための取付け具（避難器具用ハッチを除く。）

の構造及び強度は、規則第２７条及び告示第２号によること。 

⑶ 取付け具を固定する場合の工法は次によるものとし、施工基準にあっては告示

第２号によること。 

ア 建築物の主要構造部（柱、床、はり等構造耐久力上、十分な強度を有する部
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分に限る。）に直接取り付ける場合 

 (ｱ) 鉄骨又は鉄筋にボルト等を溶接し又はフック掛け（先端をかぎ状に折り曲

げたボルト等をコンクリートに埋設するものをいう。）する工法 

 (ｲ) 金属拡張アンカーによる工法（スリーブ打ち込み式に限る。） 

イ 固定ベース（取付け具に作用する外力に対抗させる目的で設けるおもりをい

う。）を取り付ける場合 

ウ 補強措置を講じた部分に取り付ける場合 

 (ｱ) 柱、はりを鋼材等により挟み込み、ボルト及びナットで締め付ける工法 

 (ｲ) 柱、はり等の強度を低下させない工法 

 (ｳ) 建築物の柱、床、はり等の部分又は固定ベースの両面を鋼材等で補強し、

ボルトを貫通する工法 

エ その他前アからウまでに掲げる工法と同等以上の強度を有する工法 

⑷ 固定部材にアンカーボルト等を使用するものにあっては、当該アンカーボルト

等の引き抜き力を測定することのできる器具等を用いて、次の式により求められ

る締付トルクとすること。 

                Ｔ：締付トルク（ｋＮ・ｃｍ） 

   Ｔ＝０．２４ＤＮ     Ｄ：ボルト径 （ｃｍ） 

                Ｎ：試験荷重 【設計引抜荷重】（ｋＮ） 
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第１表 

種類 ａ 荷重（ｋＮ） 
ｂ 

付加荷重（ｋＮ） 

ｃ 

荷重方向 

避難はしご 

有効長（最上部の横桟から最下部横桟までの長

さをいう。）について２ｍ又はその端数ごとに

１．９５を加えた値 

自重 

（取付け具の重量

が固定部にかかる

ものにあってはそ

の重量を含む。以

下同じ） 

鉛直方向 
緩降機 最大使用者数に３．９を乗じた値 

滑り棒 ３．９ 

避難ロープ ３．９ 

救
助
袋 

垂
直
式 

袋長が１０ｍ以下のもの ６．６ 

入口金具重量 鉛直方向 

袋長が１０ｍを超え 

２０ｍ以下のもの 
９．０ 

袋長が２０ｍを超え 

３０ｍ以下のもの 
１０．３５ 

袋長が３０ｍを超えるもの １０．６５ 

斜
降
式 

 上部 下部 

入口金具重量 

（上部のみ） 

上部 

俯角 70度 

 

下部 

仰角 25度 

袋長が１５ｍ以下のもの 3.75 2.85 

袋長が１５ｍを超え 

３０ｍ以下のもの 
5.85 5.25 

袋長が３０ｍを超え 

４０ｍ以下のもの 
7.35 6.45 

袋長が４０ｍを超えるもの 8.70 7.50 

滑り台 
踊場の床面積１㎡当たり３．３に滑り面１ｍ当

たり１．３を加えた値 

自重、風圧力、 

地震力、積雪荷重 

合成力の

方向 
避難橋 １㎡当たり３．３ 

自重、風圧力、 

地震力、積雪荷重 

避難用 

タラップ 

踊場の床面積１㎡当たり３．３に踏板ごとに０．

６５を加えた値 

自重、風圧力、 

地震力、積雪荷重 

   注：１ 風圧力 ：１㎡当たりの風圧力は、次の式によること。 

     ｑ＝６０ｋ√ｈ  ｑ：風圧力     （ｋＮ／㎡） 

              ｋ：風力係数    （１とすること。） 

              ｈ：地盤面からの高さ（ｍ） 

   注：２ 積雪荷重：積雪量が１㎡当たり１ｃｍにつき２０Ｎ以上として計算すること 

   注：３ 地震力 ：建基令第８８条の規定の例によること。 
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７ 斜降式の救助袋の下部支持装置を降着面等へ固定する器具（以下「固定具」 と

いう。）の構造、強度及び降着面等への埋設方法は、６を準用するほか、次 によ

ること。 

⑴ 固定具の構造及び強度 

ア 固定具は、ふたを設けた箱の内部に、容易に下部支持装置を引っかけること

ができる大きさの環又は横棒（以下「固定環等」という。）を設けたものである

こと。 

イ 固定環等は、直径１６ｍｍ以上で、かつ、次のいずれかに適合する材料でで

きたものであること。 

 (ｱ) 日本工業規格Ｇ４３０３（ステンレス鋼棒） 

 (ｲ) (ｱ)に掲げるものと同一又は類似の試料採取方法及び試験方法により化学

的成分及び機械的性質が同一である又は類似している材料。 

 (ｳ) (ｱ)若しくは(ｲ)に掲げるものと同等以上の強度及び耐食性を有する材料又

は同等以上の強度及び耐食措置が講じられた材料。 

ウ 固定環等が環である場合にあっては、降着面等に対し第２表の引張荷重に耐

えられるように十分に埋め込まれ、かつ、引き抜け防止の措置が講じられた鋼

材等に離脱しないよう取り付けられたものであること。 

エ 固定環等が横棒である場合にあっては、下部支持装置のフックを容易に引っ

かけることのできる横幅を有し、その両端を９０度鉛直方向に曲げ、降着面等

に対し第２表の引張荷重に耐えられるように十分に埋め込まれ、かつ、引き抜

け防止の措置が講じられたものであることとし、横棒を箱に固定する工法によ

る場合は、箱に引き抜け防止の措置が講じられたものであること。 

オ ふた及び箱は、車両等の通行に伴う積載荷重に十分に耐えられる強度を有し、

かつ、次のいずれかに適合するものであること。 

 (ｱ) 日本工業規格Ｇ５５０１（ねずみ鋳鉄品） 

 (ｲ) (ｱ)に掲げるものと同一又は類似の試料採取方法及び試験方法により化学

的成分及び機械的性質が同一である又は類似している材料。 

 (ｳ) (ｱ)若しくは(ｲ)に掲げるものと同等以上の強度及び耐食性を有する材料又

は同等以上の強度及び耐食措置が講じられた材料。 

カ ふたは、使用に際し、容易に開放できる構造とし、紛失防止のため箱とチェ

ーン等で接続されたものであり、かつ、ふたの表面に救助袋の設置階数が容易

に消えない方法で表示されていること。 

キ 箱の内部は、容易に清掃ができる大きさであり、雨水等が滞留しないよう有

効な水抜き措置が講じられていること。 
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 第２表 （固定環等の引張荷重） 

袋長（ｍ） 荷重（ｋＮ） 
荷重方向 

（下部支持装置の展張方向） 

斜降式 

袋長が１５以下のもの ２．８５ 仰角２５度 

袋長が１５を超え３０以下のもの ５．２５ 〃 

袋長が３０を超え４０以下のもの ６．４５ 〃 

袋長が４０を超えるもの ７．５０ 〃 

 

⑵ 固定具の降着面等への埋設場所は、次によること。 

ア 固定部から救助袋を緩みのないように展張した場合、降着面等とおおむね３

５度となる位置とすること。また、袋本体に片たるみを生じない位置で、避難

空地内であること。 

イ 土砂等により埋没するおそれのない場所とすること。 

ウ 通行の支障とならないように設けること。 
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 別紙１ 

取付部の開口部の大きさ 

避難器具の種類 取付部の開口部（避難器具を展張した状態での有効寸法）の大きさ 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに格納

したものを除く。） 

緩降機 

滑り棒 

避難ロープ 

取付部の開口部を壁面に設ける場合 

・高さ ０．８ｍ以上 

 幅  ０．５ｍ以上 

又は 

・高さ １．０ｍ以上 

 幅  ０．４５ｍ以上 

 

取付部の開口部を床面に設ける場合 

・直径０．５ｍ以上の円が 

内接できるもの 

救助袋 

（避難器具用ハッチに格納

したものを除く。） 

高さ及び幅がそれぞれ０．６ｍ以上で 

入口金具を容易に操作できる大きさで 

あり、かつ、使用の際、袋の展張状態 

を近くの開口部等（当該開口部を含む。） 

から確認できるもの 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに格納

したもの） 

救助袋 

（避難器具用ハッチに格納

したもの） 

 

 

直径０．５ｍ以上の円が内接できるもの 

滑り台 

 

 

高さ ０．８ｍ以上 

幅 滑り台の滑り面の最大幅以上 

避難橋 

避難用タラップ 

 

 

高さ １．８ｍ以上 

幅 避難橋又は避難用タラップの 

  最大幅以上 
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 別紙２ 

操作面積 

避難器具の種類 操作面積 

避難はしご 

緩降機 

滑り棒 

避難ロープ 

救助袋 

（避難器具用ハッチに

格納したもの） 

 

０．５㎡以上（当該器具の水平投影面積を 

除く。）かつ一辺の長さがそれぞれ０．６ｍ 

以上であり、当該器具の操作に支障のない 

もの 

救助袋 

（避難器具用ハッチに

格納したものを除く。） 

 

幅１．５ｍ以上、奥行１．５ｍ以上（器具の 

設置部分を含む）。ただし、操作に支障の 

ない範囲内は形状を変えることができる。 

この場合、２．２５㎡以上とする。 

滑り台 

避難橋 

避難用タラップ 

当該器具を使用するのに必要な広さ 
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 別紙３ 

降下空間 

避難器具の種類 降下空間 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに

格納したものを除く。） 

 

 

縦棒の中心線からそれぞれ外方向に 

（縦棒が１本のものについては、横桟 

の端からそれぞれ外方向）０．２ｍ 

以上及び器具の前面から奥行０．６５ｍ 

以上の角柱形の範囲 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに

格納したもの） 

救助袋 

（避難器具用ハッチに

格納したもの） 

ハッチの開口部から降着面等まで当該ハッチの開口部の面積以上を 

有する角柱形の範囲 

緩降機 

器具を中心とした半径０．５ｍの 

円柱形に包含される範囲以上（他 

の緩降機と共用する場合にあっては、 

器具相互の中心を０．５ｍまで接近 

とすることができる。） 

ただし、０．１ｍ以内の避難上支障 

のない場合若しくは０．１ｍを超え 

る場合でもロープに損傷を与えない 

措置を講じた突起物は降下空間内 

に設けることができる。 

救助袋 

（斜降式） 

救助袋の下方及び側面の方向に 

対して上部にあっては２５°下部 

にあっては３５°の右図の範囲内 

ただし、防火対象物の側面に沿っ 

て降下する場合は０．３ｍ（最上部は

除く。）は、庇等の突起物がある場合

は突起物の先端から０．５ｍ以上突起

物が入口金具の下方３ｍ以内の場合

は０．３ｍ以上とすること 
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救助袋 

（垂直式） 

救助袋の中心から半径１ｍ以上の円 

柱形の範囲（他の避難器具と共用す 

る場合にあっては、器具相互の外面 

を１ｍまで接近とすることができる。） 

ただし、救助袋と壁との間隔は０．３ｍ 

以上（庇等の突起物がある場合にあ 

っては救助袋と突起物の先端との間 

隔は０．５ｍ以上（突起物が入口金具 

から下方３ｍ以内の場合にあっては 

０．３ｍ以上）） 

滑り台 

 

 

 

滑り台の滑り面から上方に１ｍ以上及び 

滑り台の両端から外方向に０．２ｍ 

以上の範囲 

滑り棒 

避難ロープ 

4 

 

 

 

器具を中心にした半径０．５ｍの円柱 

形の範囲。ただし避難ロープにあっ 

ては壁面に沿って降下する場合の壁面 

側に対しては、この限りではない 

避難橋 

避難用タラップ 

 

 

 

避難橋又は避難タラップの踏面から 

上方２ｍ以上及び当該器具の最大幅以上 
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 別紙４ 

避難空地 

避難器具の種類 避難空地 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに

格納したものを除く。） 

緩降機 

 

降下空間の水平投影面積以上の面積 

（緩降機にあっては他の緩降機と避 

難空地共用する場合には、器具相互 

の中心を０．５ｍまで接近とするこ 

とができる。） 

避難はしご 

（避難器具用ハッチに

格納したもの） 

救助袋 

（避難器具用ハッチに

格納したもの） 

 

 

降下空間の水平投影面積以上の面積 

救助袋 

（垂直式） 

 

降下空間の水平投影面積以上の面積 

（他の避難器具と共用する場合にあ

っては、器具相互の外面を１ｍまで

接近とすることができる。） 

救助袋 

（斜降式） 

 

 

展張した袋本体の下端から前方２．５

ｍ以上及び救助袋の中心線から左右

にそれぞれ１．０ｍ以上の範囲で囲ま

れた範囲 
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滑り台 

 

 

滑り台の下部先端から前方１．５ｍ以上及

び滑り台の中心線から左右にそれぞれ０．

５ｍ以上の範囲で囲まれた面積 

滑り棒 

避難ロープ 

避難橋 

避難用タラップ 

避難上支障のない広さ 

 

 別紙５ 

避難通路 

避難器具の種類 避難通路 

避難はしご 

緩降機 

救助袋 

滑り台 

滑り棒 

避難ロープ 

避難用タラップ 

避難空地の最大幅員（１ｍを超えるものにあっては、１ｍ）以上で、か

つ、避難上の安全性が確保された通路 

避難橋 避難空地から避難安全上な広場、道路等に通ずる避難上有効な通路 
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第 16 誘導灯・誘導標識 

 

１ 設置に関する基準の細目 

居室とは、居住、執務、作業、集会、娯楽その他これらに類する目的のため継続

的に使用する室及びこれらに類する室をいい、主要な避難口とは、規則第２８条の

３第３項第１号イ及びロに規定する出入口をいう。 

２ 設置要領 

 ⑴ 避難口誘導灯 

   直通階段への出入口に附室が設けられ、附室内に複数の出入口がある場合は、

当該直通階段への出入口にＣ級の避難口誘導灯を設けること。 

 ⑵ 通路誘導灯 

   令別表第１⑵項二、⒃項イ、（１６の２）項及び（１６の３）項に掲げる防火

対象物（⒃項イ、（１６の２）項及び（１６の３）項に掲げる防火対象物につい

ては、同表⑵項二に掲げる防火対象物の用途に供する部分に限る。）に設ける通

路誘導灯（階段及び傾斜路に設けるものを除く。）については、床面又はその直

近の避難上有効な箇所に設けること。ただし「誘導灯及び誘導標識の基準」（平

成１１年消防庁告示第２号。以下「告示２号」という。）第３の２に示す基準に

従い蓄光式誘導標識を設けた場合はこの限りでない。なお、蓄光式誘導標識の設

置例図を次に示す。 

 

 ⑶ 客席誘導灯 

   客席内の通路の床面における水平面で０．２ルクス以上の照度を確保するもの

とし、客席の通路部分に有効に設置することができない場合は、非常用の照明装

置を当該客席上部の天井面に設置することができる。 
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 ⑷ 誘導灯の消灯及び点灯方法 

ア 消灯するために設ける点滅器、開閉器（以下「点滅器等」という。）は、防災

センター等で容易に管理することができる場所に設けること。 

イ 誘導灯の点灯は、自動火災報知設備の作動と連動して信号装置を介して一括

点灯し、かつ、利用形態に応じて次の(ｱ)から(ｶ)のいずれかの方法で点灯させ

ること。 

 (ｱ) 防火対象物又はその部分の使用に際し、最初に出入りする扉の開放と連動

して点灯する方式（以下「扉開放連動装置」という。）のもの 

 (ｲ) 防火対象物又はその部分の使用に際し、最初に出入りする扉の開錠と連動

して点灯する方式（以下「施錠連動装置」という。）のもの 

 (ｳ) 防火対象物又はその部分の使用に際し、点灯する照明器具の点灯を行うス

イッチと連動して点灯する方式（以下「照明器具連動装置」という。）のもの 

 (ｴ) 自然光により避難口又は避難方向が識別できなくなった場合、自動的に点

灯する方式（以下「光電式自動点滅器」という。）のもの 

 (ｵ) 最初に使用する関係者の出入りを赤外線センサーにて感知した場合、自動

的に点灯する方式（以下「赤外線センサー」という。）のもの 

 (ｶ) 防火管理体制が整備されており、防災センター要員、警備員、宿直者等が

手動で直ちに点灯できるもの 

ウ 自動火災報知設備との連動 

 (ｱ) 信号装置は、認定品若しくは同等以上のものとすること。 

 (ｲ) 自動火災報知設備は、令第２１条の規定に準じて設置されていること。 

エ 配線等 

 (ｱ) 誘導灯を消灯した場合、誘導灯に内蔵された蓄電池に常時充電できる三線

式配線とすること。ただし、誘導灯の非常電源に常時充電できるか又はそれ

と同等以上の機能を有する場合で、かつ、誘導灯の機能に影響のない場合に

あっては、三線式以外とすることができる。 

 (ｲ) 自動火災報知設備の受信機と信号装置との間の配線、信号装置と連動開閉

器との間の配線、連動開閉器と消灯する誘導灯間の配線は、規則第１２条第

１項第５号の例によることとし、別図１の例に準じたものであること。 

 (ｳ) 点滅器等は確実に作動するものであり、かつ、取扱いが容易で耐久性を有

するものであること。 

オ 設置工事 

 (ｱ) 連動開閉器は、消灯しようとする誘導灯の群を一括して制御するために設

けられるもので、別図１及び別図２に示すように通常配分電盤の中に負荷と

なる誘導灯に対して十分な容量を有するように設置されるものであること。 

 (ｲ) 光電式自動点滅器は、ＪＩＳ Ｃ ８３６９（光電式自動点滅器）に適合す

る分離式を用い直射日光を避け、自然光のみによって作動する位置（窓際等

一般照明の影響を受けない場所）に設けること。 
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 (ｳ) 施錠連動装置は、施錠時に回路が閉（ＯＮ）となる接点を有するものを使

用すること。 

 (ｴ) 照明器具連動装置は、照明器具点灯時に信号回路が開（ＯＦＦ）となるよ

うな回路構成となっているものであること。 

 ⑸ 点滅形誘導灯の設置方法等 

ア 点滅形誘導灯、受信機、信号装置及びそれらを持続する信号回路は、別図１、

別図２及び別図３の接続方法によること。 

イ 受信機と信号装置の間の配線は規則第１２条第１項第５号の例によること。

ただし、自動火災報知設備の受信機と同一の室に設けられている場合にあって

は、この限りではない。 

ウ 信号装置と点滅形誘導灯間の信号回路の配線には、他の機器を接続しないこ

と。 

エ 受信機と信号装置等の接続方法は、別図４によること。 

オ 点滅形誘導灯、受信機の移報端子、信号装置及びそれらを接続する信号回路

は、別図２及び別図３の接続方法によること。 

カ ガイドライン別紙７・２⑴に定める直通階段の階段室（以下「階段室」とい

う。）が煙により汚染された場合にあっては、次のいずれかにより、当該場所に

設置される誘導灯の点滅が停止するよう措置すること。 

 (ｱ) 当該誘導灯が設置される階の直下階に専用煙感知器（第２種蓄積型又は第

３種蓄積型）を設置し、この煙感知器の作動により、作動感知器の直上階以

上の点滅を停止すること。ただし、地階の場合は、地下１階の階段室に設置

した専用煙感知器の作動により、全地下階の点滅を停止すること。 

 (ｲ) 自動火災報知設備の煙感知器が、当該階段室の煙を感知することができる

ように設けられ、かつ、適切に警戒区域が設定されている場合にあっては、

当該煙感知器と連動して停止させることで足りるものであること。（自動火災

報知設備の煙感知器を用いて点滅を停止させる場合は、出火階の火災信号と、

階段室に設けられた煙感知器の作動とを演算処理できる信号装置を設けると

ともに、受信機には、点滅の停止を規則第２８条の３第４項第１０号に規定

する時間以上有効に作動させるための非常電源を確保する必要がある。） 

 ⑹ 誘導音装置付誘導灯、点滅形誘導音装置付誘導灯の設置方法等 

ア 設置方法等は、⑸に準ずること。 

イ 規則第２４条第５号ハに規程する自動火災報知設備の地区音響装置の区分鳴

動を行うことができる防火対象物又はその部分に設置する場合にあっては、原

則的に地区音響装置の区分鳴動を行う部分の誘導灯についてのみ、誘導音を発

生させるような措置を講じさせること。 

ウ 機器等の構成等を別図５、６及び７に示す。 

 ⑺ 誘導灯と標識灯を並列設置する場合の設置に関する基準 

ア 標識灯とは告示２号第５、１⑽に定める灯火をいう。 
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イ 標識灯を並列設置する場合における誘導灯は、規則第２８条の３第３項第１

号イ及びロに掲げる場所に設けること。 

ウ 設置場所の周囲には、誘導効果を阻害するおそれのある照明、看板等が設け

られていないこと。 

エ 標識灯の電源回路は、誘導灯の電源回路と別とすること。 

３ 非常電源の容量を６０分間とする防火対象物と必要な場所 

 ⑴ 規則第２８条の３第４項第１０号の消防庁長官が定める要件とは、次のいずれ

かに該当することである。 

ア 令別表第１⑴項から⒃項までに掲げる防火対象物で、次のいずれかを満たす

こと。 

 (ｱ) 延べ面積５万㎡以上 

 (ｲ) 地階を除く階数が１５以上であり、かつ、延べ面積３万㎡以上 

イ 令別表第１（１６の２）項に掲げる防火対象物で、延べ面積１，０００㎡以

上であること。 

ウ 令別表第１⑽項又は⒃項に掲げる防火対象物（同表⒃項に掲げる防火対象物

にあっては、同表⑽項に掲げる防火対象物の用途に供される部分が存するもの

に限る。）で、乗降場が地階にあり、かつ、消防長又は消防署長が避難上必要が

あると認めて指定したものであること。なお、消防長又は消防署長が避難上必

要があると認めるものとして、平成２２年名古屋市消防局告示第３号により、

次のいずれかに該当する駅舎（乗降場が直接開放されたものを除く。）を指定し

ている。 

 (ｱ) 複数の路線が地下に乗り入れているもの 

 (ｲ) 地下第２層より下層に乗降場が存するもの 

 ⑵ 必要な場所 

ア 屋内から直接地下へ通ずる出入口（附室が設けられている場合にあっては、

当該附室の出入口） 

イ 直接階段の出入口（附室が設けられている場合にあっては、当該附室の出入

口） 

ウ アに掲げる避難口（避難階に存するものに限る。）に通ずる廊下及び通路 

エ 乗降場（地階にあるものに限る。） 

オ エに通ずる階段、傾斜路及び通路 ※ 

カ 直通階段 ※ 

 ※ 非常用の照明装置で代替する場合は、６０分間作動できる容量以上のもの

とすること。 

 ⑶ 代替装置 

   告示２号第３の２に示す基準に従い蓄光式誘導標識を設けた場合は、通路誘導

灯の非常電源の容量を２０分とすることができる。 

 ⑷ 誘導灯及び高輝度蓄光式誘導標識の設置方法 
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   別添「誘導灯及び高輝度蓄光式誘導灯標識の設置例図」によること。 

４ 蓄光式誘導標識 

 ⑴ 認定品又は告示２号に適合するものとすること。 

 ⑵ 告示２号第３又は第３の２に示す基準により、蓄光式誘導標識（告示２号第２

に定める「高輝度蓄光式誘導標識」に限る。）を設ける場合は、前２⑵及び３⑶

による他、以下の通知によること。 

ア 「蓄光式誘導標識に係る運用について」（平成２２年６月２２日付け２２消導

第７２号） 

イ 「消防施行令別表第一⑵項二（個室型遊興店舗）に設ける通路誘導灯の設置

指導における留意事項について」（平成２３年１月５日付け２２消導第２０１号） 

５ 電気エネルギーにより光を発する誘導標識 

  認定品又は告示２号に適合するものとすること。 
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 別添 誘導灯及び高輝度蓄光式誘導標識の設置例図 

【６０分誘導灯を設置した例（高層建築物等の場合】 

 

 

直通階段の階段室における避難口誘導

灯及び通路誘導灯のバッテリー容量を

６０分間確保 

 

 

 

通路誘導灯のバッテリー容量を６０分

間確保 

 

 

【蓄光式誘導標識を設置した例（高層建築物等の場合）】 

 

 

 

段差部分や通路幅部分に蓄光材によ

るライン表示 

  

 

 

 

通路誘導灯に加え、蓄光式誘導標識を

付加的に設置 
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別紙 

誘導灯及び誘導標識に係る設置・維持ガイドライン 

第１ 趣旨 

誘導灯及び誘導標識は、避難口の位置及び避難の方向を的確に指示することにより、

火災時における安全かつ迅速な避難誘導を確保することを目的として、不特定多数の

者が存する防火対象物や、災害弱者が多数存する防火対象物、火災時において熱・煙

が滞留しやすい地階等の部分に設置・維持が義務づけられているものである。 

誘導灯及び誘導標識については、避難上の有効性を確保するため、消防法令により

設置・維持に係る技術基準が定められているほか、関連通知等により運用されてきた

ところであるが、機能の向上、新しい機能、性能等を有する誘導灯の開発、建築物の

用途及び形態の多様化等に対応するため、技術基準について全面的な見直しが図られ

たところである。 

このガイドラインは、誘導灯及び誘導標識に係る適正な設置・維持を図るため、消

防法施行令（以下「令」という。）第２６条、消防法施行規則（以下「規則」という。）

第２８条の２及び第２８条の３並びに誘導灯及び誘導標識の基準の全部を改正する件

（平成１１年消防庁告示第２号。以下「誘導灯告示」という。）の規定に基づき、誘

導灯及び誘導標識を設置・維持する場合の技術基準の運用及び具体的な設置例につい

てとりまとめたものである。 

 

第２ 技術基準の運用について 

令第２６条、規則第２８条の２及び第２８条の３並びに誘導灯告示の規定に基づく

誘導灯及び誘導標識の設置・維持に係る技術上の基準については、次により運用する

ものとする 

１ 誘導灯及び誘導標識の設置を要しない防火対象物又はその部分ついて 

誘導灯及び誘導標識の設置を要しない防火対象物又はその部分については、令第

２６条第１項ただし書及び規則第２８条の２の規定によるほか、次によること。 

⑴ 階段又は傾斜路以外の部分 

ア 階段又は傾斜路以外の部分については、主要な避難口の視認性及び主 要な

避難口までの歩行距離により、誘導灯及び誘導標識の免除要件が規定されてい

るが、設置免除の単位は「階」であり、当該要件への適合性も階ごとに判断す

るものであること。また、地階（傾斜地等で避難階に該当するものを除く。）及

び無窓階は、当該免除要件の対象外であること。 

イ 「主要な避難口」とは、具体的には次に掲げる避難口をいうものであること。 

 〇 避難階：屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合に

あっては、当該附室の出入口） 

 〇 避難階以外の階：直通階段の出入口（附室が設けられている場合にあって

は、当該附室の出入口） 

ウ 主要な避難口の視認性については、居室の出入口からだけでなく、居室の各
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部分から避難口であることが直接判別できることが必要であること。また、規

則第２８条の２第１項の規定に適合しない階（＝避難口誘導灯の設置を要する

階）について、同条第２項の規定により通路誘導灯を免除する場合には、主要

な避難口に設けられた避難口誘導灯の有効範囲内に居室の各部分が存する必要

があること。 

エ 階段又は傾斜路以外の部分における免除要件に係る例図は、別紙１のとおり

であること。 

⑵ 階段又は傾斜路 

ア 階段又は傾斜路のうち、「非常用の照明装置」により、避難上必要な照度が確

保されるとともに、避難の方向の確認（当該階の表示等）ができる場合には、

通路誘導灯の設置を要しないこととされていること。 

イ 「非常用の照明装置」とは、建築基準法施行令第５章第４節に規定されるも

のをいうものであり、配線方式、非常電源等を含め、当該建築基準法令の技術

基準に適合していることが必要であること。 

２ 誘導灯の設置・維持について 

  誘導灯の設置・維持については、令第２６条第２項（第５号を除く。）、規則第２

８条及び第２８条の３（第５項を除く。）並びに誘導灯告示の規定によるほか、次

によること。 

⑴ 誘導灯の区分 

ア 誘導灯については、①避難口誘導灯、②通路誘導灯及び③客席誘導灯の３つ

に区分されるが、それぞれの設置場所及び主な目的は次表のとおりであること。 

区分 設置場所 主な目的 

避難口誘

導灯 

避難口（その上部又は直

近の避難上有効な箇所） 

避難口の位置の明示 

通路誘導

灯 

廊下、階段、通路その他

避難上の設備がある場所 

階段又は傾斜路

に設けるもの以

外のもの 

避難の方向の明示 

階段又は傾斜路

に設けるもの 

・避難上必要な床面照度の

確保 

・避難の方向の確認 

客席誘導

灯 

令別表第１⑴項に掲げる

防火対象物及び当該用

途に供される部分の客席 

避難上必要な床面照度の確保 

イ 避難口誘導灯及び通路誘導灯（階段又は傾斜路に設けるものを除く。⑵及び

⑶において同じ。）については、その視認性（見とおし、表示内容の認知、誘目

性）に関連する①表示面の縦寸法と②表示面の明るさ（＝表示面の平均輝度×

面積）により、それぞれＡ級、Ｂ級及びＣ級に細区分されていること。 
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区分 表示面の縦寸法（メートル） 表示面の明るさ（カンデラ） 

避難口誘導灯 Ａ級 ０．４以上 ５０以上 

Ｂ級 ０．２以上０．４未満 １０以上 

Ｃ級 ０．１以上０．２未満 １．５以上 

通路誘導灯 Ａ級 ０．４以上 ６０以上 

Ｂ級 ０．２以上０．４未満 １３以上 

Ｃ級 ０．１以上０．２未満 ５以上 

  また、誘導灯の誘目性（気付きやすさ）や、表示面のシンボル、文字等の見

やすさを確保する観点から、区分に応じた平均輝度の範囲が規定されているこ

と。 

電源の別 区分 平均輝度（カンデラ毎平方メートル） 

常用電源 避難口誘導灯 Ａ級 ３５０以上８００未満 

Ｂ級 ２５０以上８００未満 

Ｃ級 １５０以上８００未満 

通路誘導灯 Ａ級 ４００以上１０００未満 

Ｂ級 ３５０以上１０００未満 

Ｃ級 ３００以上１０００未満 

非常電源 避難口誘導灯 １００以上３００未満 

通路誘導灯 １５０以上４００未満 

⑵ 誘導灯の有効範囲 

ア 避難口誘導灯及び通路誘導灯の有効範囲は、原則として、当該誘導灯までの

歩行距離が次の(ｱ)又は(ｲ)に定める距離のうちいずれかの距離以下となる範囲

とされていること。この場合において、いずれの方法によるかは、設置者の選

択によるものであること。 

 (ｱ) 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる距離 

   なお、当該距離については、Ａ級にあっては縦寸法０．４ｍ、Ｂ級にあっ

ては０．２ｍ、Ｃ級にあっては０．１ｍを基本に定められたものであること。 

区 分 距離（メートル） 

避難口誘導灯 
Ａ級 

避難方向を示すシンボルのないもの ６０ 

避難方向を示すシンボルのあるもの ４０ 

Ｂ級 
避難方向を示すシンボルのないもの ３０ 

避難方向を示すシンボルのあるもの ２０ 

Ｃ級 １５ 

通路誘導灯 Ａ級 ２０ 

Ｂ級 １５ 

Ｃ級 １０ 

※ 避難口誘導灯のうちＣ級のものについては、避難口であることを示す シン
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ボルについて一定の大きさを確保する観点から、避難方向を示すシンボルの併

記は認められていないこと。   

 （誘導灯告示、第４第１号（六）イただし書。） 

 (ｲ) 次の式に定めるところにより算出した距離 

   Ｄ＝ｋｈ 

   Ｄは、歩行距離（単位 メートル） 

   ｈは、避難口誘導灯又は通路誘導灯の表示面の縦寸法（単位メートル） 

   ｋは、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる値 

区分 ｋの値 

避難口誘導灯 避難の方向を示すシンボルのないもの １５０ 

避難の方向を示すシンボルのあるもの １００ 

通路誘導灯  ５０ 

    【算定例】 

      ａ 区分：避難口誘導灯Ａ級（避難の方向を示すシンボルなし） 

        表示面縦寸法：０．５メートル 

        １５０×０．５＝７５メートル 

      ｂ 区分：避難口誘導灯Ｂ級（避難の方向を示すシンボルあり） 

        表示面縦寸法：０．３メートル 

        １００×０．３＝３０メートル 

      ｃ 区分：通路誘導灯Ａ級 

        表示面縦寸法：０．５メートル 

         ５０×０．５＝２５メートル 

イ また、当該誘導灯を容易に見とおすことができない場合又は識別することが

できない場合にあっては、（前アにかかわらず）当該有効範囲は当該誘導灯まで

の歩行距離が１０メートル以下となる範囲とされているが、その具体的な例図

は、別紙２のとおりであること。 

⑶ 誘導灯の設置位置等 

ア 避難口誘導灯及び通路誘導灯は、各階ごとに、次の(ｱ)及び(ｲ)に定めるとこ

ろにより、設置しなければならないこととされているが、その具体的な例図は、

別紙３のとおりであること。 

 (ｱ) 避難口誘導灯 

  ａ 屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合にあって

は、当該附室の出入口） 

  ｂ 直通階段の出入口（附室が設けられている場合にあっては、当該附室の

出入口） 

  ｃ ａ又はｂに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に通ずる出入口 

    ただし、次の要件に適合する居室の出入口を除く。 

   (a) 屋内の各部分から当該居室の出入口を容易に見とおし、かつ、識別す
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ることができること。 

   (b) 当該居室の床面積は１００平方メートル（主として防火対象物の関係

者及び関係者に雇用されている者の使用に供するものにあっては、４０

０平方メートル）以下であること。 

  ｄ ａ又はｂに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に設ける防火戸で直接手

で開くことができるもの（くぐり戸付きの防火シャッターを含む。）がある

場所 

    ただし、自動火災報知設備の感知器の作動と連動して閉鎖する防火戸に

誘導標識が設けられ、かつ、当該誘導標識を識別することができる照度が

確保されるように非常用の照明装置が設けられている場合を除く。 

 (ｲ) 通路誘導灯 

  ａ 曲がり角 

  ｂ (ｱ)ａ及びｂに掲げる避難口に設置される避難口誘導灯の有効範囲内の箇

所 

  ｃ ａ及びｂのほか、廊下又は通路の各部分（避難口誘導灯の有効範囲内の

部分を除く。）を通路誘導灯の有効範囲内に包含するために必要な箇所 

イ 避難口誘導灯は、避難口の上部や同一壁面上の近接した箇所のほか、避難口

前方の近接した箇所など、当該避難口の位置を明示することができる箇所に設

置すること。 

ウ 屋内から直接地上へ通ずる出入口又は直通階段の出入口に附室が設けられて

いる場合にあっては、避難口誘導灯は当該附室の出入口に設ければよく、（避難

経路が明らかな）近接した位置に二重に設ける必要はないこと。 

エ 直通階段（屋内に設けるものに限る。）から避難階に存する廊下又は通路に通

ずる出入口には、避難口誘導灯を設けることが望ましいこと。 

オ 規則第２８条の２第２項第１号規定に適合しない防火対象物又はその部分に

あっても、廊下又は通路の各部分が避難口誘導灯の有効範囲内に包含される場

合にあっては、通路誘導灯の設置を特段要しないこと。 
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カ 避難口誘導灯及び通路誘導灯を規則第２８条の３第３項の規定に従って設置

する場合の手順については、別紙４を参考とされたいこと。 

⑷ 誘導灯の点灯・消灯 

ア 避難口誘導灯及び通路誘導灯（階段又は傾斜路に設けるものを除く。）につい

ては、常時点灯が原則であるが、次に掲げる場合であって、自動火災報知設備

の感知器の作動と連動して点灯し、かつ、当該場所の利用形態に応じて点灯す

るように措置されているときは、消灯できることとされていること。 

 (ｱ) 当該防火対象物が無人である場合 

 (ｲ) 「外光により避難口又は避難の方向が識別できる場所」に設置する場合 

 (ｳ) 「利用形態により特に暗さが必要である場所」に設置する場合 

 (ｴ) 「主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者の使用

に供される場所」に設置する場合 

   なお、誘導灯の消灯対象については別紙５、誘導灯の点灯・消灯方法につ

いては別紙６により運用すること。 

イ 階段又は傾斜路に設ける通路誘導灯についても、前ア（ｱ）及び（ｲ）に掲げ

る場合にあっては、これらの例により消灯することとしてさしつかえないこと。 

 ⑸ 設置場所に応じた誘導灯の区分 

ア 誘目性（気付きやすさ）の確保の観点から、防火対象物又はその部分の用途

及び規模に応じて、設置する誘導灯の区分が、次表のとおり限定されているこ

と。この場合において、廊下については、通路誘導灯の誘目性の確保が一般的

に容易であることから、要件が緩和されていること。 

防火対象物の区分 設置することができる誘導灯の区分 

避難口誘導灯 通路誘導灯 

令別表第一⑽項、(16 の 2)項又は

(16 の 3)項に掲げる防火対象物 

〇A級 

〇B級（表示面の明るさ

が２０以上のもの又は

点滅機能を有するもの） 

〇A級 

〇B級（表示面の明るさ

が２５以上のもの） 

※ 廊下に設置する場

合であって、当該誘導

灯をその有効範囲内の

各部分から容易に識別

することができるとき

は、この限りでない。 

令別表第一⑴項から⑷項まで若し

くは⑼項イに掲げる防火対象物の

階又は同表⒃項イに掲げる防火対

象物の階のうち、同表⑴項から⑷

項まで若しくは⑼項イに掲げる防

火対象物の用途に供される部分が

存する階で、その床面積が 1,000

㎡以上のもの 

上記以外の防火対象物又はその部

分 

〇A級 

〇B級 

〇C級 

〇A級 

〇B級 

〇C級 

※ 点滅機能を有する誘導灯は、規則第２８条の３第３項第１号イ又はロに掲

げる避難口についてのみ設置可能とされていること（規則第２８条の３第４
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項第６号イ）。 

イ また、ここで対象となっていない防火対象物又はその部分についても、一般

的に背景輝度の高い場所や光ノイズの多い場所、催し物の行われる大空間の場

所等にあっては、同様の措置を講ずることが望ましいこと。 

ウ なお、主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者の使

用に供する場所に誘導灯を設置する場合には、令第３２条の規定を適用して、

その区分をＡ級、Ｂ級、又はＣ級とすることを認めてさしつかえないこと。 

 ⑹ 誘導灯による床面照度の確保 

ア 階段又は傾斜路にあっては通路誘導灯、客席にあっては客席誘導灯により、

避難上必要な床面照度の確保が図られていること（前⑴ア参照） 

イ このうち、階段又は傾斜路に設ける通路誘導灯にあっては、路面又は表面及

び踊場の中心線の照度が１ルクス以上となるように設けることとされており、

具体的な例図は次のとおりあること。 

 

 ⑺ 誘導灯に設ける点滅機能又は音声誘導機能 

ア 誘導灯に設ける点滅機能又は音声誘導機能は、当該階における避難口のうち

避難上特に重要な最終避難口（屋外又は第１次安全区画への出入口）の位置を

更に明確に指示することを目的とするものであること。このため、規則第２８

条の３第３項第１号イ又はロに掲げる避難口に設置する避難口誘導灯以外の誘

導灯には設けてはならないとされていること。 

イ 点滅機能又は音声誘導機能の起動、停止等の具体的な運用については、別紙

７によること。 

ウ 点滅機能又は音声誘導機能の付加は任意（点滅機能にあっては、規則第２８

条の３第４項第３号の規定に適合するための要件となっている場合を除く。）で

あるが、次に掲げる防火対象物又はその部分には、これらの機能を有する誘導

灯を設置することが望ましいこと。 

 (ｱ) 令別表第一⑹項ロ及びハに掲げる防火対象物のうち視力又は聴力の弱い者

が出入するものでこれらの者の避難経路となる部分 

 (ｲ) 百貨店、旅館、病院、地下街その他不特定多数の者が出入する防火対象物
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で雑踏、照明・看板等により誘導灯の視認性が低下するおそれのある部分 

 (ｳ) その他これらの機能により積極的に避難誘導する必要性が高いと認められ

る部分 

 ⑻ 誘導灯の周囲の状況 

ア 誘導灯の視認性（見とおし、表示内容の認知、誘目性）を確保する観点から、

誘導灯の周囲には、誘導灯とまぎらわしい又は誘導灯をさえぎる灯火、広告物、

提示物等を設けないこととされていること。特に防火対象物の使用開始後にお

いて、このような物品が設けられる可能性が高いことから、設置時のみならず、

日常時の維持管理が重要であること。 

イ 設置場所の用途、使用状況等から、誘導灯の周囲にその視認性を低下させる

おそれのある物品の存在が想定される場合には、あらかじめ視認性の高い誘導

灯を選択するなど所要の対策を講ずる必要があること。 

 ⑼ 非常電源 

ア 非常電源については、（原則として）蓄電池設備によるものとし、その容量を

誘導灯を有効に２０分間作動できる容量以上とすることとされているが、屋外

への避難が完了するまでに長い時間を要する大規模・高層等の防火対象物にあ

っては、その主要な避難経路に設けるものとして、容量を６０分間以上とする

こととされていること。 

イ この場合において、大規模・高層等の防火対象物としては、次のいずれかを

満たすものが指定されていること。 

 (ｱ) 令別表第一⑴項から⒃項までに掲げる防火対象物で、次のいずれかを満た

すもの 

  ａ 延べ面積５平方メートル以上 

  ｂ 地階を除く階数が１５以上であり、かつ、延べ面積が３万平方メートル

以上 

 (ｲ) 令別表第一(16の2)項に掲げる防火対象物で延べ面積千平方メートル以上

のもの 

 なお、これらに該当しない防火対象物又はその部分にあっても、避難計算等

により避難に長時間を要することが明らかな場合には、容量を大きく設定する

ことが望ましいこと。 

ウ 非常電源の容量を６０分間以上としなければならない主要な避難経路は、具

体的には、①屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合に

あっては、当該附室の出入口）、②直通階段の出入口（附室が設けられている場

合にあっては、当該附室の出入口）、③避難階の廊下及び通路（①の避難口に通

ずるものに限る。）、④直通階段であること。なお、③については、①と④を接

続する部分としてさしつかえないこと。 

エ 非常電源の容量を６０分間以上とする場合、２０分間を超える時間における

作動に係る容量にあっては蓄電池設備のほか自家発電設備によることができる
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こと。この場合において、非常電源が停電したときの電力供給の順番（蓄電池

設備→自家発電設備又は自家発電設備→蓄電池設備）については任意であるが、

電源の切り換えが円滑に行われるように措置する必要があること。 

オ 非常電源の容量は、誘導灯に設ける点滅機能及び音声誘導機能についても必

要であること。 

 ⑽ 誘導灯の構造及び性能 

   誘導灯の構造及び性能については、誘導灯告示によるほか、照明器具一般の規

格であるＪＩＳ（日本工業規格）Ｃ８１０５、ＪＩＬ（日本照明器具工業会規格）

５５０２等により補足されている誘導灯としての必要事項についても満たすこと

が必要であること。 

ア 表示面の表示内容については、①避難口であることを示すシンボル（誘導灯

告示別図第１）、②避難の方向を示すシンボル（同別図第２）、③避難口である

ことを示す文字（同別図第３）の３種類に限定されていること。この場合にお

いて、避難口誘導灯にあっては避難口の位置の明示を主な目的とするものであ

ることから①、通路誘導灯（階段に設けるものを除く。）にあっては避難の方向

の明示を主な目的とするものであることから②を必ず表示することとされてい

るが、他の事項の併記については原則として任意であること（例外的に、避難

口誘導灯のうちＣ級のものについては、①について一定の大きさを確保する観

点から、②の併記が認められていないこと。）。 

  なお、階段に設ける通路誘導灯及については、避難上必要な床面照度の確保

を主な目的とするものであることから、表示面の表示内容について特段の規定

は存しないこと。また、傾斜路に設ける通路誘導灯についても、避難の方向が

明らかな場合には、②の表示を省略することとしてさしつかえないこと。 

イ 避難口であることを示すシンボル及び避難の方向を示すシンボルについては、

避難の方向と合わせて左右を反転することとしてさしつかえないこと。 

ウ 表示面の形状は、視認性、誘導灯としての認知度の確保の観点から、正方形

又は縦寸法を短辺とする長方形であることとされていること。 

 ⑾ 誘導灯の表示 

ア 誘導灯には、①製造者名又は商標、②製造年、③種類を見やすい箇所に容易

に消えないように表示することとされているが、③については、避難口誘導灯

又は通路誘導灯の区分のほか、Ａ級、Ｂ級又はＣ級の区分を併せて表示する必

要があること。（階段又は傾斜路に設ける通路誘導灯を除く。）また、Ｂ級のも

のについては、次により細区分して表示されること。 

表示面の明るさ（カンデラ） 表示 

避難口誘導灯≧２０、通路誘導灯≧２５ Ｂ級・ＢＨ形 

避難口誘導灯＜２０、通路誘導灯＜２５ Ｂ級・ＢＬ形 

イ 点滅機能又は音声誘導機能を有する誘導灯については、その旨を併せて表示

する必要があること。 
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ウ 標識灯を附置する誘導灯については、その旨を併せて表示するとともに、誘

導灯に係る事項と標識灯に係る事項を区分して表示する必要があること。 

３ 誘導灯の設置・維持について 

誘導灯の設置・維持については、令第２６条第２項第５号及び第３項、規則第２

８条の３第５項及び第６項並びに誘導灯告示の規定によるほか、次によること。 

 ⑴ 誘導標識の区分 

   誘導標識は、避難口である旨又は避難の方向を明示した標識であり、概ね次の

ように区分されるものであること。 

避難口誘導標識（避難口に設けるもの） 

誘導標識 

通路誘導標識（廊下、階段、通路その他避難上の設備がある場所に設けるもの 

⑵ 誘導標識の設置位置等 

  ア 通路誘導標識（階段又は傾斜路に設けるものを除く。）については，各階ご

とに、①その廊下及び通路の各部分から一の誘導標識までの歩行距離が７．５

メートル以下となる箇所及び②曲り角に設けることとされているが、避難口誘

導標識にあっては避難口誘導灯の例により、階段又は傾斜路に設ける通路誘導

標識にあっては特に避難の方向を指示する必要がある箇所に、それぞれ設ける

こととすること。 

    なお、誘導灯の有効範囲内の部分については、誘導標識を設置しないことが

できること。（令第２６条第３項） 

  イ 多数の者の目に触れやすく、かつ、採光が識別上十分である箇所に設けるこ

ととされていることら、自然光による採光が十分でない場合には、照明（一般

照明を含む。）による補足が必要であること。 

 ⑶ 誘導標識の周囲の状況 

   誘導標識についても、その周囲の状況について、前２⑻の例により運用を図る

こと。 

 ⑷ 誘導標識の構造及び性能 

  ア 壁、床等に固定、貼付け等が確実にできるものであること。 

  イ 設置環境及び設置場所（床面に設けるもの・壁面に設置するもの）を踏まえ、

必要に応じて、耐水性、耐薬品性、耐摩耗性等を有するものを使用すること。 

  ウ 表示面の表示内容、形状等については、前２⑽アからウまでの例によること。 

 ⑸ 蓄光式誘導標識および高輝度蓄光式誘導標識は⑴～⑷のほか、次によること。 

  ア 表示面の平均輝度は、次表の左欄に掲げる区分に応じて中欄に掲げる照度に

より照射した場合に右欄に掲げる輝度を有するものであること。 

種別 
常用光源蛍光ランプＤ65 の

照度（単位：lux） 

照射終了２０分後の輝度

（単位：mcd/㎡） 

蓄光式誘導標識 ２００ ２４以上 
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高輝度蓄光式誘導標識 ２００ １００以上 

告示第五第三号（四）

に規定する高輝度蓄光

式誘導標識 

１００ １５０以上 

 

  イ 高輝度蓄光式誘導標識の設置及び維持管理は、次のよるものであること。 

   (ｱ) 法第１７条の３の２に基づく消防用設備等（特殊消防用設備等）設置届

出書に添付する「誘導灯及び誘導標識の試験結果報告書」において、告示第

五第三号（四）に規定する高輝度蓄光式誘導標識の届出をする場合は、「設

置場所の照度」の欄に設置個所に応じて壁面又は床面の照度を記入し、「表

示面の平均輝度」の欄には常用光源蛍光ランプＤ65 で１００ルクスの照度で

２０分間照射し照射を止めた２０分後の輝度を記入するものであること。た

だし、告示に適合しているものとして、総務大臣又は消防庁長官が登録した

登録認定機関の認定を受けた旨の表示が付されているものにあっては、輝度

の確認を省略することができる。 

   (ｲ) 維持管理について 

     告示第五第三号（四）に規定する高輝度蓄光式誘導標識は、消防法第１７

条の３の３に基づく点検時に、設置場所について必要な照度が確保され、ま

た表示面について一定の平均輝度を有していることを確認するものであるこ

と。 

４ その他 

 ⑴ 誘導灯の非常電源として用いられているニカド電池等については、「ニッケル・

カドミウム蓄電池のリサイクルの推進について」（平成１１年１１月１６日付け

１１消導第２２７号）等により、適切に回収、リサイクル等を実施すること。 

 ⑵ 蓄光式誘導標識及び高輝度蓄光式誘導標識は、暗所における視認性の確保に有

効なものであることから、適宜活用を図られたいこと。 

第３ 具体的な設置例について 

   誘導灯及び誘導標識に係る技術基準に基づき、具体的な防火対象物に対する設

置例は、別紙８のとおりである。 

   なお、誘導灯及び誘導標識を避難上有効に設置するための要件（誘導灯の仕様、

配置等）は、別個の防火対象物ごとに異なるものであることから、設計を行うに

当たっての参考とされたい。 
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別紙１ 

誘導灯及び誘導標識の設置を要しない防火対象物又はその部分について 

（階段又は傾斜路以外の部分） 
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別紙２ 

誘導灯を容易に見とおしかつ識別することができない例 

誘導灯を容易に見とおしかつ識別することができな

い例 
帳票 

○壁面があり陰になる部分がある場合 

 

 

○階段により階数がかわる場合 

 

○０．４ｍ以上のはりがある場合 

 

○防煙壁がある場合 

吊具等により表示上部が

障害物より下方にある場

合は見とおせるものとする

が、そうでない場合は見と

おしがきかないものとする

こと。 
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○一定以上の高さのパーティションがある場合 

 

○一定以上の高さのショーケース、棚がある場合 

 

○一定以上の高さの可動間仕切がある場合 

 

一定以上の高さとは通常

１．５ｍ程度とする。 

なお、誘導灯がこれらの障

害物より高い位置に、避難

上有効に設けられている

場合には、見とおせるもの

とすること。 



251 

 

○吊広告、垂れ幕がある場合 

 

吊広告等により表示上部

が障害物等より下方にあ

る場合は見とおせるものと

するが、そうでない場合は

見とおしはきかないものと

すること。 

 広告等を設置すること

が予想される場合にはあ

らかじめ留意すること。 
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別紙３ 

誘導灯の設置箇所 

１ 避難口誘導灯の設置個所（規則第２８条の３第３項第１号） 

 イ 屋内から直接地上へ通ずる出入口（附室が設けられている場合にあっては、当

該附室の出入口） 

 

 ロ 直通階段の出入口（附室が設けられている場合にあっては、当該附室の出入口） 

 

 ハ イ又はロに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に通ずる出入口（室内の各部分

から容易に避難することができるものとして消防庁長官が定める居室の出入口を

除く。） 
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  【避難口誘導灯の設置を要しない居室の要件】誘導灯告示第２ 

 

 ニ イ又はロに掲げる避難口に通ずる廊下又は通路に設ける防火戸で直接手で開く

ことができるもの（くぐり戸付防火シャッターを含む。）がある場所（自動火災

報知設備の感知器の作動と連動して閉鎖する防火戸に誘導標識が設けられ、かつ、

当該誘導標識を識別することができる照度が確保されるように非常照明が設けら

れている場合を除く。） 
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誘導灯の設置が除外される例 

 

２ 通路誘導灯の設置個所（規則第２８条の３第３項第２号） 

 イ 曲り角 
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 ロ 前１イ及びロに掲げる避難口に設置される避難口誘導灯の有効範囲以内の箇所 

 

  

ハ イ及びロのほか、廊下又は通路の各部分（避難口誘導灯の有効範囲内の部分を

除く。）を通路誘導灯の有効範囲内に包含するために必要な箇所 

 

○ 廊下又は通路の各部分への通路誘導灯の配置 

 

 

   

○ 避難口への廊下又は通路の各部分への通路誘導灯の配置 
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別紙４ 

避難口誘導灯及び通路誘導灯を設置する場合の手順 

１ 規則第２８条の３第３項第１号イからニまでに掲げる避難口に、避難口誘導灯を

設ける（Ⓐ）。 

２ 曲がり角に通路誘導灯を設ける（Ⓑ）。 

３ 主要な避難口（規則２８条の３第３項第１号イ及びロに掲げる避難口）に設置さ

れる避難口誘導灯の有効範囲内の箇所に通路誘導灯を設ける（ⓒ）。 

４ 廊下又は通路の各部分について、Ⓐ～ⓒの誘導灯の有効範囲外となる部分がある

場合、当該部分をその有効範囲内に包含することができるよう通路誘導灯を設ける

（Ⓓ）。 

５ 以上のほか、防火対象物又はその部分の位置、構造及び設備の状況並びに使用状

況から判断して、避難上の有効性や建築構造・日常の利用形態との調和を更に図る

べく、設置位置、使用機器等を調整する。 
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別紙５ 

誘導灯の消灯対象 

１ 防火対象物が無人である場合 

 ⑴ ここでいう「無人」とは、当該防火対象物全体について、休業、休日、夜間等

において定期的に人が存しない状態が繰り返し継続されることをいうこと。この

場合において、防災センター要員、警備員等によって管理を行っている場合も「無

人」としてみなすこと。 

 ⑵ したがって、無人でない状態では、消灯対象とはならないこと。 

２ 「外光により避難口又は避難の方向が識別できる場所」に設置する場合 

 ⑴ ここでいう「外光」とは、自然光のことであり、当該場所には採光のための十

分な開口部が存する必要があること。 

 ⑵ また、消灯対象となるのは、外光により避難口等を識別できる間に限られるこ

と。 

３ 「利用形態により特に暗さが必要である場所」に設置する場合 

  通常予想される使用状態において、映像等による視覚効果、演出効果上、特に暗

さが必要な次表の左欄に掲げる用途に供される場所であり、消灯対象となるのは同

表の右欄に掲げる使用状態にある場合であること。 

用途 使用状態 

遊園地のアトラクション等の用に供される

部分（酒類、飲食の提供を伴うものを除く。）

など常時暗が必要とされる場所 

当該部分における消灯は、営業時間中に限り

行うことができるものであること。したがっ

て、清掃、点検等のため人が存する場合には、

消灯はできないものであること。 

劇場、映画館、プラネタリウム、映画スタ

ジオ等の用途に供される部分（酒類、飲食

の提供を伴うものを除く。）など一定時間継

続して暗さが必要とされる場所 

当該部分における消灯は、映画館における上

映時間中、劇場における上映中など当該部分

が特に暗さが必要とされる常態で使用されて

いる時間中に限り行うことができるものであ

ること。 

集会場等の用に供される部分など一時的（数

分程度）に暗さが必要とされる場所 

当該部分における消灯は、催し物全体の中で

特に暗さが必要とされる常態で使用されてい

る時間内に限り行うことができるものである

こと。 

４ 「主として当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者の使用に供す

る場所」に設置する場合 

 ⑴ ここでいう「当該防火対象物の関係者及び関係者に雇用されている者」とは、

当該防火対象物（特に避難経路）について熟知している者であり、通常出入りし

ていないなど内部の状態に疎い者は含まれないこと。 

 ⑵ また、当該規定においては、令別表第１⑸項ロ、⑺項、⑻項、⑼項ロ及び⑽項

から⒂項までに掲げる防火対象物の用途に供される部分に限るものであること。  
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別紙６ 

誘導灯の点灯・消灯方法 

１ 消灯方法 

 ⑴ 誘導灯の消灯は、手動で行う方式とすること。ただし、「利用形態により特に

暗さが必要である場所」に設置する場合であって、当該必要性の観点から誘導灯

の消灯時間が最小限に設定されているときは、誘導灯の消灯を自動で行う方式と

することができること。 

 ⑵ 個々の誘導灯ごとではなく、消灯対象ごとに、一括して消灯する方式とするこ

と。 

 ⑶ 「利用形態により特に暗さが必要である場所」において誘導灯の消灯を行う場

合には、当該場所の利用者に対し、①誘導灯が消灯されていること、②火災の際

には誘導灯が点灯すること、③避難経路については、掲示、放送等によりあらか

じめ周知すること。 

２ 点灯方法 

 ⑴ 「自動火災報知設備の感知器の作動と連動して点灯」する場合には、消灯して

いるすべての避難口誘導灯及び通路誘導灯を点灯すること。 

 ⑵ 「当該場所の利用形態に応じて点灯」する場合には、誘導灯を消灯している場

所が別紙５の要件に適合しなくなったとき、自動又は手動により点灯すること。

この場合において、消灯対象ごとの点灯方法の具体例は、次表のとおりであるこ

と。 

消灯対象 
消灯方法 

自動 手動 

当該防火対象物が無人であ

る場合 

○照明器具連動装置 

○扉開放連動装置 

○施錠連動装置 

○赤外線センサー  等 

防災センター要員、警備員,

宿直者等により、当該場所

の利用形態に応じて、迅速

かつ確実に点灯することが

できる防火管理体制が整備

されていること。 

「外光により避難口又は避

難の方向が識別できる場

所」に設置する場合 

○照明器具連動装置 

○光電式自動点滅器 等 

「利用形態により特に暗さ

が必要である場所」に設置

する場合 

○照明器具連動装置 

○扉開放連動装置  等 

「主として当該防火対象物

位の関係者及び関係者に雇

用されている者の使用に供

する場所」に設置する場合 

○照明器具連動装置 等 

※１ 当該場所の利用形態に応じた点灯方法としては、上表に掲げるもの等から、いずれかの

方法を適宜選択すればよいこと。 
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   ※２ なお、自動を選択した場合にあっても、点滅器を操作すること等により、手動でも点灯

できるものであること。 

３ 配線等 

 ⑴ 誘導灯を消灯している間においても、非常電源の蓄電池設備に常時充電するこ

とができる配線方式とすること。 

 ⑵ 操作回路の配線は、規則第１２条第１項第５号の規定の例によること。 

 ⑶ 点灯又は消灯に使用する点滅器、開閉器等は、防災センター等に設けること。

ただし、「利用形態により特に暗さが必要である場所」に設置する場合には、防

災センター等のほか、当該場所を見とおすことができる場所又はその付近に設け

ることができること。 

 ⑷ 点灯又は消灯に使用する点滅器、開閉器等には、その旨を表示すること。 
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別紙７ 

点滅機能又は音声誘導機能の起動・停止方法 

１ 起動方法 

 ⑴ 感知器からの火災信号のほか、自動火災報知設備の受信機が火災表示を行う要

件(中継器からの火災信号、発信機からの火災信号等)と連動して点滅機能及び音

声誘導機能が起動するものであること。 

 ⑵ 規則第２４条第５号ハに掲げる防火対象物又はその部分においては、地区音響

装置の鳴動範囲（区分鳴動／全区域鳴動）について、点滅機能及び音声誘導機能

を起動することができるものとすること。 

 ⑶ 音声により警報を発する自動火災報知設備又は放送設備が設置されている防火

対象物又はその部分においては、点滅機能及び音声誘導機能の起動のタイミング

は、火災警報又は火災放送と整合を図ること。 

２ 停止方法 

 ⑴ 熱・煙が滞留している避難経路への（積極的な）避難誘導を避けるため、規則

第２８条の３第３項第１号イ及びロに掲げる避難口から避難する方向に設けられ

ている自動火災報知設備の感知器が作動したときは、当該避難口に設けられた誘

導灯の点滅及び音声誘導が停止することとされていること。この場合において、

当該要件に該当するケースとしては、①直通階段（「特別避難階段及び屋内避難

階段等の部分を定める告示」（昭和４８年消防庁告示第１０号）に規定する開口

部を有する屋内階段を除く。）に「設けられている煙感知器の作動により、②当

該直通階段（又はその附室）に設けられた避難口誘導灯の点滅及び音声誘導が停

止すること等が、主に想定されるものであること。また、熱・煙が滞留するおそ

れがないことにより、自動火災報知設備の感知器の設置を要しない場所（屋外等）

については、当該規定のために感知器を設置する必要はないこと。 

 ⑵ 音声により警報を発する自動火災報知設備又は放送設備により火災警報又は火

災放送が行われているときは、「非常放送中における自動火災報知設備の地区音

響装置の鳴動停止機能について」（昭和６１年１月２０日付け６０消導第６４号

の２）に準じて、誘導灯の音声誘導が停止するよう措置すること。ただし、誘導

灯の設置位置、音圧レベルを調整する等により、火災警報又は、火災放送の内容

伝達が困難若しくは不十分となるおそれのない場合にあっては、この限りでない。 
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別紙８－１ 

 設置例の内容 
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別紙８－２ 

 設置例の内容 
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別紙８－３ 

 設置例の内容 
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別紙８－４ 

 設置例の内容 
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別紙８－５ 

 設置例の内容 
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別紙８－６ 

設置例の内容 
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第 17 消防用水 

 

１ 吸管投入孔を設ける場合 

 ⑴ 吸管投入孔は、直径６０ｃｍの円が内接することができる大きさ以上とし、８

０㎥以上の水量を有するものは、２カ所以上設けること。なお、連結送水管を設

置する場合は、吸管投入孔は送水口付近に設けること。 

 ⑵ 吸管投入孔付近には、「消防用水」の表示をするとともに、吸管投入孔の蓋に

は「吸管投入口」の表示を設けること。 

２ 採水用の結合金具（以下「結合金具」という。）を設ける場合 

 ⑴ 水源が結合金具の位置より高い位置にあるもののうち、結合金具における背圧

が０．２５MPa 以上のもの若しくは配管長（竪管部分を除く。以下同じ。）が５０

ｍ未満のもの（以下「地上式の水源を有する消防用水」という。）又は水源が結

合金具の位置より低い位置にあるもののうち、配管長が２０ｍ未満かつ落差が４．

５ｍ未満となるもの（以下「結合金具より下の水源を有する消防用水」という。）

は次によること。（第１７－１図参照） 

  ア 連結送水管を設置する場合は、結合金具は連結送水管の送水口付近に設ける

とともに、地上式の水源を有する消防用水の場合は、結合金具の直近の操作し

やすい位置に開閉弁を設けること。 

  イ 有効水量４０㎥以上を保有する水源は、結合金具を２口とすること。 

  ウ 結合金具は、地盤面からの髙さが０．５ｍ以上１．０ｍ以下とするとともに、

呼称７５のねじ式の受け口とすること。ただし、地上式の水源を有する消防用

水で結合金具に０．２５MPa 以上の背圧がある場合は、呼称６５の差込式の差

し口とすること。 

  エ 結合金具が呼称７５のねじ式の受け口の場合は、呼称７５のねじ式の差し口

蓋（覆冠）を、呼称６５の差込式の差し口の場合は、呼称６５の差込式の受け

口蓋（覆冠）又は容易に破壊できる保護板を設けること。 

  オ 呼称７５のねじ式の結合金具直近には「消防用水（吸水用）」を、呼称６５

の差込式の結合金具直近には「消防用水」の表示を設けること。 

  カ 水源から結合金具に接続する配管（以下「配管」という。）の口径は、結合

金具が１口の場合は８０Ａ以上、２口の場合は１００Ａ以上とし、空気だまり

のできないものとすること。ただし、結合金具より下の水源を有する消防用水

で結合金具を２口設ける場合は、配管口径８０Ａ以上のものを結合金具ごとに

単独で設けること。 

  キ 結合金具より下の水源を有する消防用水に設ける配管には、ろ過装置を設け

ること。 
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第１７－１図ａ 地上式の水源を有する消防用水 

 

 

第１７－２図ｂ 結合金具より下の水源を有する消防用水 

 
 

 ⑵ 前⑴以外の場合は、次によること。（第１７－２図参照） 

  ア 第１屋内消火栓設備２⑴、⑵、⑷、⑸、⑺から⑽、３及び４⒀に準じて専用

の加圧送水装置（ポンプを用いる加圧送水装置に限る。）を設けること。 

  イ ポンプの吐出量は、２，０００ℓ/min とし、揚程は結合金具における吐出圧

力が０．２５MPa 以上の能力のものとすること。 

  ウ 加圧送水装置には規則第１２条第１項第４号に基づく非常電源を設けること。 

  エ 連結送水管を設置する場合は、結合金具は、連結送水管の送水口付近に設け、

結合金具の直近の操作しやすい位置に開閉弁を設けること。 

  オ 有効水量４０㎥以上を保有する水源は、結合金具を２口とすること。 

  カ 結合金具は、地盤面からの高さが０．５ｍ以上１．０ｍ以下とするとともに、

呼称６５の差込式の差し口とすること。 

  キ 結合金具には呼称６５の差込式の受け口蓋（覆冠）又は容易に破壊できる保

護板を設けること。 

  ク 結合金具付近には「消防用水（ポンプ加圧式）」の表示を設けること。 

  ケ 配管の口径は、１００Ａ以上とすること。 

  コ 結合金具の直近には、加圧送水装置の起動方法を表示するとともに、起動装

置は、結合金具の直近又は防災センター等に設置し、遠隔起動とすること。 

    なお、防災センター等に起動装置を設置する場合は、結合金具直近と防災セ

ンター等との間に直通通話装置（非常電話またはインターホン）を設けること。 
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  サ 結合金具の直近及び防災センター等には、加圧送水装置が起動した旨の表示

灯を設けること。 

第１７－２図ａ 結合金具直近からの遠隔起動の場合 

 

 

第１７－２図ｂ 防災センター等からの遠隔起動の場合 

 

 ⑶ 開閉弁を設ける場合は、結合金具にホース又は吸管を接続した場合に開閉弁の

スピンドルの操作に支障のないものであること。 

 ⑷ 結合金具は防火対象物の各部分から１の結合金具までの水平距離が１００ｍ以

下となるように設けること。 

 ⑸ 配管は第１屋内消火栓設備４⑴、⑹、⑺、⑼から⑿及び⒅に準ずるほか、加圧

送水装置を設けた場合にあっては、その吐出側直近部分の配管表面の見やすい箇

所に消防用水用である旨を表示すること。 

３ 水源 

 ⑴ 水源の設置方法及び有効水量の算定等は、第１屋内消火栓設備１に準ずること。
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ただし、１及び２⑴の結合金具より下の水源を有する消防用水の場合の有効水量

は次によること。 

  ア 吸管投入孔を設ける場合は吸管投入孔の下部を水源の下端とするとともに、

水源の下端から０．５ｍ以内の部分は有効水量に含めない。また、地盤面から

落差５ｍ以上ある場合は、落差４．５ｍ以内の部分を有効水量とする。 

  イ ２⑴の結合金具より下の水源を有する消防用水の場合は、配管の下端の位置

（ろ過装置を除く。）までを有効水量とする。ただし、配管の下端の位置が地

盤面から落差４．５ｍ以上ある場合は、地盤面から落差４．５ｍ以内の部分を

有効水量とする。 

 ⑵ 水源（自然水利を除く。）には、自動給水装置及び減水警報装置（有効水源の

４分の１以上減水した場合に防災センター等に警報するもの）を設けること。た

だし、水源が減水した場合、直ちに手動で補水することができるものについては

自動給水装置を設けないことができる。 

 ⑶ 吸管投入孔を設ける場合は、消防ポンプ自動車が２ｍ以内に接近できる場所と

すること。また、結合金具を設ける場合は、消防ポンプ自動車が容易に部署でき

る場所とすること。 

 ⑷ 結合金具を設ける場合は、通気口又は通気管を設けること。 

４ 表示 

  １⑵、２⑴オ、ク、５⑷により設ける表示の例を第１７－３図に示す。 

＜表示例（標識を用いる場合）＞ 

 

５ その他 

  第２０連結送水管６⑵イの規定により連結送水管に連送揚水ポンプを設け、かつ、

すべての階に放水口を設置した場合にあっては、加圧送水装置は２⑵ア及びイによ

らず、次により連結送水管の連送揚水ポンプと兼用することができる。 

 ⑴ 定格吐出量は、第２０連結送水管６⑴イによること。 

 ⑵ 配管は２⑸によらず、第２０連結送水管３⑵、⑸及び⑹に準ずること。 

 ⑶ 結合金具は、２⑵オによらず１口とすること。 

 ⑷ ２⑵クの表示は、「消防用水（ポンプ加圧式・連結送水管同時使用禁止）」とす

ること。 
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第 18 排煙設備 

 

１ 排煙設備の設置を要しない防火対象物の部分 

 ⑴ 規則第２９条第１号イに定める「直接外気に接する開口部」は、建具を有しな

い常時開放されたもので、煙及び熱の排出に有効で、かつ、屋外の安全な場所に

排出することができる箇所に設置すること。 

 ⑵ 規則第２９条第２号に定める「主として当該防火対象物の関係者及び関係者に

雇用されている者の使用に供する部分」は、通常の使用形態において当該防火対

象物の関係者以外の不特定の者が出入りしない部分とすること。 

２ 排煙口 

 ⑴ 規則第３０条第１号イに定める「給気口からの給気により煙を有効に排除する

ことができる場合」の給気は、「通常の火災時に生ずる煙を有効に排出すること

ができる特殊な構造の排煙設備の構造方法を定める件」（平成１２年建設省告示

第１４３７号）に適合すること。 

 ⑵ 規則第３０条第１号ロに定める排煙口までの水平距離については、第１８－１

図のように測定するものとし、直線距離としないこと。 

 

 ⑶ 規則第３０条第６号ロに定める「直接外気に接する排煙口」（以下「排煙上有

効な開口部」という。）には、開放状態を保持することができる扉（ドアチェッ

ク（ストッパー付き））及び床面から開口部の下端までの高さが１．５ｍ以下で

ある窓を含むことができるものとする。 

   ただし、防煙壁の下端より上部であって、床面からの高さが天井の高さの２分

の１以上の部分を「排煙上有効な開口部」として算定すること。（１８－２図、

１８－３図） 
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 ⑷ 突き出し窓（第１８－４図）については、当該窓の開口部面積を排煙上有効な

開口部の面積として算定することができるものとする。 
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 ⑸ 外たおし窓（第１８－５－１図）、内たおし窓（第１８－５－２図）、回転窓（第

１８－５－３図）及びガラリ（第１８－５－４図）については、次の算定式によ

り排煙上有効な開口部の面積を算定するものとする。 

   ９０°≧ａ≧４５°の場合 

       Ｓ１＝Ｓ２とする。 

   ４５°＞ａ≧ ０° の場合 

       Ｓ１＝ａ／４５°×Ｓ２とする。 

Ｓ１：排煙上有効な開口部の面積 

Ｓ２：開口部面積 

ａ ：回転角度 

 
 ※ いずれも防煙壁の下端より上部であって、床面からの高さが天井までの高さの

２分の１以上の部分にあるものとする。 

 ⑹ 次のいずれかに該当する場合は、令第３２条を適用し、排煙口を設けないこと

ができるものであること。 

  ア 主要構造部を耐火構造とした防火対象物のうち、耐火構造の壁又は床で区画
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され、かつ、開口部については、自動閉鎖装置付きの防火戸で区画され、さら

に区画内の壁及び天井の室内に面する部分（回り縁、窓台その他これらに類す

る部分を除く。）を準不燃材料で仕上げたもので、次に掲げる部分。 

   ａ 非常電源を附置した換気設備の設けられている変電室、発電室その他これ

らに類する場所。 

   ｂ 機械換気設備の機械室、ポンプ室、冷凍機械室、エレベーター機械室その

他これらに類する室の用途に供されるもので、床面積が１００㎡以下のもの 

   ｃ 床面積が５０㎡以下（スプリンクラー設備が技術上の基準に適合して設置

されているものにあっては１００㎡以下）のもの 

  イ 浴室、シャワー室、洗面所、便所その他これらに類する場所 

  ウ 風除室、エレベーターの昇降路、リネンシュート、パイプダクトその他これ

らに類する場所 

  エ 階段室（消火活動拠点となる部分を除く。）、エスカレーターの防火区画とな

る部分 

  オ ガス系消火設備（全域放出方式で固定式のものに限る。）が技術上の基準に

適合して設置されている場所 

  カ 室内に面する部分の仕上げを不燃材料で仕上げた冷凍室、冷蔵庫その他これ

らに類する場所 

  キ 発電機、変圧器その他これらに類する電気設備で、次のａからｅに掲げるも

のを有する部分 

    ただし、ケーブルが多条布設されているものにあっては、当該ケーブルに延

焼防止上有効な措置を施したものに限る。 

   ａ 密閉方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式であって、内部に開

閉接点を有しない構造のものに限る。）で絶縁劣化、アーク等による発火危

険のおそれが少なく、かつ、当該電気設備の容量が１５，０００KVA 未満の

もの 

   ｂ 密閉方式のＯＦケーブル油槽 

   ｃ １，０００KVA 未満の容量の電気設備 

   ｄ 「自家発電設備の基準」〈昭和４８年消防庁告示第１号〉又は「キュービ

クル式非常電源専用受電設備の基準」（昭和５０年消防庁告示第７号）に適

合する構造のキュービクルに収容されている電気設備 

   ｅ 発電機、変圧器のうち冷却又は絶縁のための油類（自己消火性のものを除

く。）を使用せず、かつ、水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのないも

の 

 ⑺ 自走式駐車場に排煙口を設ける場合で、次のすべてに適合した場合は、小梁又

は中梁を防煙壁として取り扱わず、大梁に囲われた部分を一の防煙区画として取

り扱うことができるものとする。（第１８－６図） 

  ア 一の防煙区画は、床面積５００㎡以内とすること。 
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  イ 大梁のスラブ下寸法（大梁の下部に垂れ壁を設置する場合は垂れ壁の高さも

含む。）と他の梁のスラブ下寸法の差が３０ｃｍ以上あること。 

  ウ 排煙口は大梁の下端（大梁の下部に垂れ壁を設置する場合は垂れ壁の下端）

より上部に設置すること。 

 
 

３ 給気口 

  特別避難階段の附室及び非常用エレベーターの乗降ロビー等（進入が容易であり、

所要の消火活動スペースが確保できるものに限る。）で消防隊の消火活動の拠点と

なる防煙区画ごとに１以上を設けるものとすること。 

４ 風道 

 ⑴ 不燃材料で造ること。 

 ⑵ 風道が防煙壁を貫通する場合には、当該風道と防煙壁との隙間をモルタルその

他不燃材料で埋めること。 

５ 手動起動装置 

  防煙区画の見通しができ、防煙区画内の火災の影響を受けることなく容易に操作

できる場所（室の出入口付近又は通路のうち安全区画に近い箇所等）に設けること。 

６ 排煙機及び給気機 

  点検に便利で、かつ、不燃材料で区画した室で、開口部には、建基法第２条第９

号の２ロに規定する防火設備を設けた専用室に設置すること。ただし、警戒する防

煙区画と異なる階（屋上に設ける場合は、第１屋内消火栓設備１⑽ウに掲げる場所

（「水槽」とあるのは「排煙機又は給気機」と読み替えること。）とする。））に排煙

機又は給気機を設ける場合にあってはこの限りでない。 

７ 加圧排煙設備 

  排煙設備に代えて用いることができる加圧防排煙設備（必要とされる防火安全性

能を有する消防の用に供する設備等）については、以下の省令、告示及び通知に従

い設置することができる。 

 ⑴ 「排煙設備に代えて用いることができる必要とされる防火安全性能を有する消

防の用に供する設備等に関する省令」（平成２１年総務省令第８８号） 
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 ⑵ 「加圧防排煙設備の設置及び維持に関する技術上の基準」（平成２１年消防庁

告示第１６号） 
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第 19 連結送水管 

 

１ 送水口 

  第２スプリンクラー設備４⑶から⑸によるほか、送水口は立上がり管の数以上の

数とすること。 

２ 放水口 

 ⑴ ホース接続口の結合金具は、呼称６５の差込式の差し口とすること。ただし、

双口形のホース接続口の結合金具は、呼称５０及び呼称６５の差込式の差し口と

すること。 

 ⑵ 放水口は、直通階段、階段室、特別避難階段の附室、非常用エレベーターの乗

降ロビー又は階段の出入口から容易に識別できる５ｍ以内の位置に設けること。 

 ⑶ 放水口は、原則として各階の同一垂直線上に設け、放水口のホース接続 口は

前面を向けること。 

 ⑷ 放水口は、放水口格納箱内に設けるものとし、第１屋内消火栓設備７⑶、⑷ウ

からオに準ずること。 

 ⑸ 放水口格納箱は屋内消火栓箱と兼用することができる。 

 ⑹ 防火対象物の一の階で、非常用エレベーターの乗降ロビーが２以上あ る場合

は、令第２９条第２項に定める水平距離以下であっても、それぞれに設けること。 

３ 配管等 

  配管等は、第１屋内消火栓設備４⑴、⑶から⑺、⑽から⑿、⒁及び⒄に準ずるほ

か、次によること。 

 ⑴ 放水口のたて系統ごとに、配管口径１００Ａ以上の立上がり管を設けること。

また、一の防火対象物において、立上がり管が２系統以上となる場合は、２以上

の送水口を相離れた場所に設け、それぞれの立上がり管の低層部で配管口径１０

０Ａ以上の横引管で接続すること。（第２０－１図参照） 

 ⑵ 配管は、高架水槽又は補助高架水槽に連結し常時充水すること。 

 ⑶ 送水口の直近には、逆止弁（送水口側）及び仕切弁（放水口側）を容易に操作

できる場所に設けること。 

 ⑷ 配管の最下部には、有効に排水できる位置に排水弁を設けること。ただし、配

管の最下部に放水口等を設けた場合で、当該放水口等から有効に排水できる場合

にあっては、この限りでない。（第２０－１図参照） 

 ⑸ 規則第３１条第５号ロに定める設計送水圧力は、最も圧力が低くなると予想さ

れる放水口（最高部又は最遠部の放水口等）に長さ２０ｍのホース（呼称６５）

２本を結合した場合にノズル先端圧力（ノズル口径２３ｍｍ）が０．６MPa 以上、

放水量が８００ℓ/min 以上となるよう次により設けること。 

  ア 設計送水圧力の上限は、１．６MPa とすること。 

  イ 配管、管継手及びバルブ類の単位摩擦損失水頭は、第２０－表１及び第２０

－表２の数値によること 
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  ウ 摩擦損失水頭は、立上がり管ごとに、８００ℓ/min（双口形の放水口を設け

るものにあっては、１，６００ℓ/ min）以上の流水があるものとして行うこと。 

  エ 立上がり管を２以上設置する場合は、送水口から立上がり管が分岐する部分

までは、１，６００ℓ/ min（双口形の放水口を設けるものにあっては、２，４

００ℓ/ min）以上の流水があるものとして行うこと。 

  オ 加圧送水装置を設けるもので立上がり管を２以上設置する場合は、ポンプの

吸水側配管の立上がり管が合流する部分から吐出側配管の立上がり管が分岐す

る部分（以下「合流配管部分」という。）までは、２，４００ℓ/ min）以上の

流水があるものとして行うこと。 

  カ 送水口の摩擦損失水頭は、４．７ｍあるものとして行うこと。 

  キ 長さ２０ｍのホース（呼称６５）２本を結合したホースの摩擦損失水頭は、

９．１ｍあるものとして行うこと。 

 ⑹ 配管の材質、管継手及びバルブ類は、規則第３１条第５号ロ、ハ及びニによる

こと。 

４ 表示 

 ⑴ 送水口には、その直近の見やすい箇所に赤地に白文字又は、白地に赤文 字で

「送水口（連結送水管専用）」の表示をすること。 

 ⑵ 放水口格納箱には、「放水口（消防隊専用）」の表示を設けること。ただし、放

水口を屋内消火栓箱内に設置するものにあっては、屋内消火栓箱に「放水口」の

表示を併記すること。 

 ⑶ 放水口格納箱の上部に設ける赤色の灯火は、第１屋内消火栓設備７⑸イに準じ

て設けること。ただし、屋内消火栓設備用又は非常警報設備用等の赤色の灯火が

直近に設けられている場合は、兼用することができる。なお、表示灯の非常電源

容量は９０分以上とすること。（別添計算例参照） 

 ⑷ 送水口の直近には、２０ｃｍ×２０ｃｍ上の大きさの基準階平面図に放水口、

送水口、逆止弁及び仕切弁の位置並びに消防車からの送水圧力を記入した標識板

を設けること。なお、配管にＪＩＳ Ｇ ３４５４（圧力配管用炭素鋼鋼管）に

適合する管のうち呼び厚さでスケジュール４０以上のものを使用し、かつ管継手

及びバルブ類にＪＩＳに定める呼び圧力１６Ｋ以上のものを使用した場合には、

「高圧型」と併記すること。 

 ⑸ 放水口格納箱（屋内消火栓箱兼用のものは除く。）扉裏面には次図の表示を設

けること。 
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５ ホース格納箱 

  １１階以上の部分に設ける放水口には、次によりホース及び筒先を設けること。 

 ⑴ １１階以上の各階には長さ２０ｍのホース（呼称５０、使用圧は１．３MPa 以

上かつ設計送水圧力以上）２本以上、筒先（結合金具は、呼称５０の差込式の受

け口）１本以上を放水用器具格納箱（以下「ホース格納箱」という。）に収納し

て設けること。 

 ⑵ 筒先は、噴霧切替式ノズルとすること。 

 ⑶ ホース格納箱は、放水口格納箱と兼用すること。ただし、放水口の直近に設け

る場合はこの限りでない。 

 ⑷ ホース格納箱には、その前面に赤地に白文字又は、白地に赤文字で「ホース格

納箱」と表示すること。 

 ⑸ ホース格納箱は、第１屋内消火栓設備７⑷エ及びオに準ずること。 

６ 加圧送水装置 

  加圧送水装置を設けるものは、次によること。（第２０－２図参照） 

 ⑴ 加圧送水装置の性能等 

   令第２９条第２項第４号ロに定める加圧送水装置は、第１屋内消火栓設備２⑴、

⑷及び⑸に準ずるほか、次によること。 

  ア ポンプは専用のものとし、その吐出側直近部分の配管には、その表面の見や

すい箇所に連結送水管用である旨を表示すること。 

  イ ポンプの吐出量は、１，６００ℓ/ min（立上がり管を２以上設置する場合は、

２，４００ℓ/ min）以上とすること。 

  ウ 揚程は、３⑸に準じポンプの押込み圧力を考慮して決定すること。 

  エ ポンプの締切揚程に押込揚程を加えた値が１６０ｍを超える場合にあっては、

複数のポンプを直列に設け、締切揚程が１６０ｍ以下となるよう設置すること。 

  オ ポンプの押込み圧力は、設計送水圧力で送水した場合にポンプに加わる押込

み圧力以上の仕様のものとすること。 

 ⑵ ポンプを直列に複数設ける場合は、次によること。 

  ア ポンプが１台作動しない場合にあっても、送水可能となるように設置（⑴イ

及びウの基準は適用しない。）すること。 

  イ 消防用水を設ける場合にあっては、連結送水管に消防用水を直接送水可能と

するための加圧送水装置（ポンプを用いる加圧送水装置に限る。）（以下「連送

揚水ポンプ」という。）を⑴イ並びに第１屋内消火栓２⑴、⑵、⑷、⑸、⑺、

⑻、３及び４⒀に準じて設けること。 

  ウ 連送揚水ポンプの配管は、配管口径１００Ａ以上とすること。ただし、立上

がり管を２以上設置した場合は、配管口径１５０Ａ以上とすること。 

  エ 連送揚水ポンプの吐出側直近部分の配管には、その表面の見やすい箇所に消

防用水（連結送水管送水用）である旨を表示すること。 

  オ 放水口をすべての階に設置すること。 
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 ⑶ 加圧送水装置の設置場所 

   加圧送水装置は、第１屋内消火栓設備２⑵、⑺及び⑻に準ずるほか、次による

こと。 

  ア 加圧送水装置は、非常用エレベーターで容易に寄り付きやすい場所に設ける

こと。 

  イ 加圧送水装置を設置した場所は、自然換気等により有効な換気ができること。 

 ⑷ ポンプ周りの配管の構造等 

   次に示す配管や装置をポンプと同一の場所に設けること。（第２０－３図参照） 

  ア ポンプ周りの配管は、配管口径１００Ａ以上とすること。ただし、立上がり

管を２以上設置した場合、合流配管部分の配管は、配管口径１５０Ａ以上とす

ること。 

  イ 加圧送水装置の吸水側及び吐出側の立上がり管を逆止弁を介して接続し、当

該逆止弁の前後に仕切弁を設けること。 

  ウ イの逆止弁及び仕切弁を迂回する配管を設け、当該配管には仕切弁を設ける

こと。 

  エ 加圧送水装置及び加圧送水装置直近部の配管に設けられる逆止弁と立上がり

管を分離できるように、ポンプの吸水側及び吐出側の立上がり管に仕切弁を設

けること。 

  オ ポンプは高圧押込み仕様（押込み圧力が０．６MPa を超えるポンプをいう。）

を使用すること。ただし、やむをえず高圧押込み仕様を使用できない場合には、

吸水側の管に圧力調整弁を設けることができる。 

  カ 圧力調整弁を設ける場所は、次によること。 

   (ｱ) 圧力調整弁は評定品とすること。 

   (ｲ) 圧力調整弁の前後に仕切弁を設置し、仕切弁の開閉状態を防災センター

等に表示すること。（以下「圧力調整装置」という。） 

   (ｳ) 圧力調整装置を迂回する配管（以下「圧力調整装置バイパス配管」とい

う。）を設けること。 

   (ｴ) 圧力調整装置バイパス配管には、防災センサー等で遠隔開閉可能な仕切

弁を設けること。 

  キ 自動給水装置を設けた有効水量３㎥以上の中間水槽を設け、中間水槽側に仕

切弁、ポンプ側に逆止弁を設けポンプと接続すること。 

  ク 地盤面からの高さが１００ｍ以上の防火対象物に設ける場合にあっては、ポ

ンプの吸水側に双口形の放水口（ホース接続口の結合金具は呼称６５の差込式

の差し口）を、吐出側に双口形の放水口（ホース接続口の結合金具は呼称６５

の差込式の受け口）、逆止弁及び仕切弁を設けること。 

 ⑸ 起動装置等 

  ア ポンプ及び連送揚水ポンプ（以下「連送ポンプ」という。）の起動装置は、

送水口の直近及び防災センター等に設置し、遠隔起動とすること。ただし、送
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水口付近に起動装置が設置できない場合は、送水口付近と防災センター等との

間に直通電話装置を設けること。 

  イ 連送ポンプの起動が確認できる灯火を防災センター等及び送水口付近に設け

ること。 

  ウ ポンプは、吸水側に設けた連送ポンプの起動を確認した後に起動すること。 

  エ 防災センター等では任意の連送ポンプを個別に遠隔起動できること。 

  オ 送水口直近の標識板に連送ポンプの設置階、転送ポンプにより送水される階

及び消防車からの送水許容圧力（ポンプの運転時及び停止時のそれぞれの値）

並びにその他必要な事項を付記すること。 

第２０－表１       直管の摩擦損失水頭 

（管長１００ｍあたり、単位ｍ） 

流量（ℓ/min） 

 

呼び径（Ａ）   管名 

８００ １６００ ２４００ 

５０ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 84.46 ― ― 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 86.04 ― ― 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ ― ― ― 

６５ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 25.05 90.29 ― 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 28.97 ― ― 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 38.08 ― ― 

８０ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 10.80 38.93 82.42 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 12.67 45.67 ― 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 16.58 59.79 ― 

１００ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 2.96 10.66 22.56 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 3.40 12.27 25.97 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 4.39 15.82 33.48 

１２５ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 1.03 3.71 7.85 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 1.21 4.34 9.20 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 1.51 5.46 11.56 

１５０ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.45 1.61 3.41 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.51 1.84 3.90 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.66 2.38 5.05 

２００ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.12 0.42 0.89 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.13 0.47 0.99 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.16 0.59 1.24 
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第２０－表２ 

管継手及びバルブ類の摩擦損失水頭 
大きさの呼び（Ａ） 

種別             管名 
50 65 80 100 125 150 200 

管
継
手 

ね
じ
込
み
式 

４５°エルボ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.7 0.9 1.1 1.5 1.8 2.2 2.9 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.7 0.9 1.1 1.4 1.8 2.1 2.8 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ ― ― ― ― ― ― ― 

９０°エルボ 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 1.6 2.0 2.4 3.2 3.9 4.7 6.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 1.6 2.0 2.4 3.1 3.8 4.5 6.0 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ ― ― ― ― ― ― ― 

リタンベンド 

（１８０°） 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 3.9 5.0 5.9 7.7 9.6 11.3 15.0 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 3.9 4.8 5.7 7.5 9.3 11.0 14.6 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ ― ― ― ― ― ― ― 

チーズ又はクロス 

（分流９０°） 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 3.2 4.1 4.9 6.3 7.9 9.3 12.3 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 3.2 4.0 4.7 6.1 7.6 9.1 12.0 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ ― ― ― ― ― ― ― 

溶
接
式 

４５° 

エルボ 
ロング 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 0.9 1.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.3 0.4 0.4 0.6 0.7 0.9 1.2 

９０° 

エルボ 

ショート 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.9 1.1 1.3 1.7 2.1 2.5 3.3 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.9 1.1 1.3 1.6 2.0 2.4 3.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.8 1.0 1.2 1.6 1.9 2.3 3.1 

ロング 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.6 0.8 1.0 1.3 1.6 1.9 2.5 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.6 0.8 0.9 1.2 1.5 1.8 2.4 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.6 0.8 0.9 1.2 1.5 1.7 2.3 

チーズ又はクロス 

（分流９０°） 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 2.4 3.1 3.6 4.7 5.9 7.0 9.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 2.4 3.0 3.5 4.6 5.7 6.8 9.0 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 2.2 2.8 3.3 4.4 5.4 6.5 8.6 

バルブ類 

仕切弁 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.3 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 0.3 0.4 0.5 0.7 0.8 1.0 1.3 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 0.3 0.4 0.5 0.6 0.8 0.9 1.2 

玉形弁 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 17.6 22.6 26.9 35.1 43.6 51.7 68.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 17.6 22.0 26.0 34.0 42.0 50.3 66.6 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 16.5 20.8 24.6 32.3 40.2 47.7 63.6 

アングル弁 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 8.9 11.3 13.5 17.6 21.9 26.0 34.2 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 8.8 11.0 13.1 17.1 21.2 25.2 33.4 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 8.3 10.4 12.4 16.2 20.2 23.9 31.9 

逆止弁（スイング弁） 

ＪＩＳ Ｇ３４５２ 4.4 5.6 6.7 8.7 10.9 12.9 17.0 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch４０ 4.4 5.5 6.5 8.5 10.5 12.5 16.6 

ＪＩＳ Ｇ３４５４ Sch８０ 4.1 5.2 6.1 8.1 10.0 11.9 15.9 

備考 １．単位は、メートルとする。 

   ２．管継手のうちチーズ及びクロス（口径の異なるものを含む。）を直流で使

用するもの、ソケット（溶接式のものにあっては、レジューサとする。）及

びブッシュについては、本表を適用することなく、当該大きさの呼び（口径

の異なるものにあっては、当該それぞれの大きさの呼び）に応じた管の呼び

の直管として計算するものとする。 
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第２０－１図 連結送水管の配管例 
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第２０－２図 加圧送水装置を設けた場合の配管例 
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別添 表示灯の非常電源容量計算（例） 

＜計算式＞ 

  Ｃ=
１

０．８
×Ｋ×Ｉ×Ｎ 

  Ｃ  ：容量 

 1／0.8 ：経年変化係数 

  Ｋ  ：容量換算時間係数（放水口表示灯の場合 2.1） 

  Ｉ  ：電流値（表示灯一個あたり） 

  Ｎ  ：個数 

 

＜計算式（表示灯を１２箇所設置した場合）＞ 

  Ｃ=
１

０．８
×2.1×0.069×12=2.1735（Ａｈ） 

 

 ※ 電流値（Ｉ）について 

   電流値は使用する電球によりその値が異なるため、使用する電球ごとにメーカ

ー等に確認すること。 

   （例）３５Ｖ－３．５Ｗ（ＤＣ２４Ｖ）電球の場合 

    抵抗（Ｒ）=
Ｖ

２

Ｗ
=
352

3.5
=350（Ω） 

    Ｉ=
Ｖ

Ｒ
=

24

350
≒0.069（Ａ） 
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第 20 非常コンセント設備 

 

１ 設置位置 

 ⑴ 非常コンセントの設置位置は、直通階段、階段室、特別避難階段の附室、非常

用エレベーターの乗降ロビー又は階段の出入口から容易に視認できる５ｍ以内の

位置とし、原則として連結送水管の放水口と同一位置に設けること。 

 ⑵ 防火対象物の一の階で、非常用エレベーターの乗降ロビーが２以上ある場合は、

令第２９条の２第２項に定める水平距離以下であっても、それぞれに設けること。 

２ コンセントの差込み接続器のプラグ受け 

 ⑴ 保護箱内には、規則第３１条の２第３号に規定する１５Ａ１２５Ｖのプラグ受

けを２個設けること。 

 ⑵ 差込みプラグの離脱を防止するためのフック等を設けること。 

 ⑶ 一の回路に設けてある非常コンセント数（保護箱の数）は、１０Ａ以下である

こと。 

３ 保護箱 

 ⑴ 保護箱の大きさは、２４ｃｍ平方以上であること。 

 ⑵ 保護箱は防錆加工を施した厚さ１．６ｍｍ以上の鋼製又は同等の性能を有する

ものとすること。 

 ⑶ 保護箱の扉は、容易に開閉でき、かつ、操作に支障のない開放角度を有するも

のとすること。 

 ⑷ 保護箱には、「電気設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産業省

令第５２号）第１０条及び第１１条に定めるＤ種接地工事を施すこと。 

４ 電源及び配線 

 ⑴ 電源の配線用遮断器には、非常コンセント用である旨を表示すること。 

 ⑵ 保護箱内の配線、プラグ受け及び分岐用の配線用遮断器の充電部は露出しない

ように設けること。 

 ⑶ 非常コンセントの回路構成は、次によること。（第２１－１図参照） 

  ア 電源の回路には、地絡により電源を遮断する装置を設けないこと。 

  イ 電源から非常コンセントへの回路は、主配電盤から専用回路とすること。 

  ウ 非常コンセントの電気の供給容量（非常コンセント回路遮断器容量及び幹線

遮断器容量）は第２１－表１によること。 

  エ 専用幹線は、非常コンセント１個につき１５Ａ以上（最大３個４５Ａ）の電

気供給が可能な電線断面積を有するものであること。 

  オ 保護箱内には、専用の電源から非常コンセントへの分岐回路に、分配用の配

線用遮断器を設けること。 
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第２１－表１ 

非常コンセント数 

(保護箱の数) 

非常コンセント回路遮断器容

量及び幹線遮断器容量（ＭＣ

Ｂ） 

幹線の電線断面積又は径 

ｍ㎡（ ） ｍｍ 

１ 

２以上 

30Ａ以上 

50Ａ以上 

5.5 以上 

14.0 以上 

2.6 以上 

－ 

   注１）幹線の電線断面積等は、電圧降下を考慮した断面積等とすること。 

   注２）１ｍ㎡＝１ （１スクエア） 

 

   第２１－１図ａ 非常コンセントが１の場合 

 

   第２１－１図ｂ 非常コンセントが２以上の場合 
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５ 非常電源 

  非常電源は、第２３非常電源によること。 

６ 表示 

 ⑴ 非常コンセントの保護箱には、赤字に白文字又は白地に赤文字で「非常コンセ

ント」と、文字の大きさ２ｃｍ平方以上で浮出し灯により表示すること。 

 ⑵ 保護箱の上部に設ける赤色の灯火は、第１屋内消火栓設備７⑸イに準じて設け

ること。 

 ⑶ 赤色の灯火及び浮出し灯の回路は、第２１－２図によること。 

 
７ 保護箱と屋内消火栓箱との接続 

  非常コンセントの保護箱と屋内消火栓箱等を接続する場合は、次によること。 

 ⑴ 保護箱は、屋内消火栓箱等の上部に設け、相互に不燃材で区画すること。 

 ⑵ 屋内消火栓部分、放水口部分及び弱電流配線等と非常コンセントとは、防湿的

に区画すること。 

 ⑶ 屋内消火栓箱等と保護箱の扉は別開きとすること。 

 ⑷ 非常コンセントの赤色の灯火は、屋内消火栓設等の赤色の灯火と兼用すること

ができるものとする。 
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＜参考例図＞ 

 
 

＜参考例図＞ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 特例基準 
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消防用設備等の設置及び維持に関する特例基準について 

 

１ 趣旨 

消防法施行令（昭和３６年政令第３７号。以下「政令という。」第３２条の

規定による消防用設備等の設置及び維持の技術上の基準に関する特例は、この

基準に定めるところによるものとする。 

 

２ 精神病院等に対する特例 

精神病院等のうち、重症患者（非常時において自ら避難することが困難な患

者をいう。）を収容する病棟又は病室が存する階（精神障害者等の診療若しく

はリハビリテーションを行っている病棟又は病室が存する階を除く。）につい

ては、次のとおり特例を適用することができるものとする。 

 ⑴ 消火器具 

   消火器具は、消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号。以下「規則」

という。）第６条第６項の規定にかかわらず、同条第１項及び第２項の規定

に基づき算定した能力単位のものを各階のナースステーション内に集中し

て設置することができる。 

 ⑵ 屋内消火栓設備 

  ア 政令第１１条第３項第１項に定める屋内消火栓設備を設置する場合は

同号イの規定にかかわらず、ナースステーションの出入口付近に設置す

ることができる。 

  イ 屋内消火栓箱の上部に設ける赤色の灯火は、規則第１２条第１項第３

項ロの規定にかかわらず、設けないことができる。 

 ⑶ スプリンクラー設備 

  ア スプリンクラーヘッドは、規則第１３条の２第１項の規定にかかわら

ず、開放型のものとすることができる。 

  イ スプリンクラーヘッドには、規則第１３条の２第４項第１号ホの規定

にかかわらず、いたずら防止のための防護具（散水能力及び均一散水を著

しく妨げるものを除く。）を設けることができる。 

  ウ スプリンクラー設備には、規則第１４条第１項第４号の規定にかかわ

らず、自動警報装置を設置しないことができる。 

 ⑷ 自動火災報知設備 

  ア 感知器は、いたずら防止のために天井面に火災の感知に支障のないよ

うに埋設し、又は感知器の下方に防護具を設けることができる。 

  イ 地区音響装置は、規則第２４条第５号ロの規定にかかわらず、手動操作

により鳴動させることができる。 

⑸ 避難器具 
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次のア及びイに該当する場合は、政令第２５条第１項の規定にかかわら 

ず、避難器具を設置しないことができる。 

  ア 避難に際して二方向避難経路が確保されていること。 

  イ スプリンクラー設備及び自動火災報知設備が、政令第１２条及び第 21

条に定める技術上の基準（前３及び４の特例を含む。）に従い、又は当該

技術上の基準の例により設置されていること。 

⑹ 誘導灯 

避難口誘導灯及び通路誘導灯には、いたずら防止のための防護具（視認 

性を著しく妨げるものを除く。）を設けることができる。 

 

３ 出火危険の著しく少ない防火対象物又はその部分に対する特例 

不燃材料（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第９号に規定す

る不燃材料をいう。以下同じ。）で造られている防火対象物又はその部分で、

出火の危険が著しく少ないと認められ、かつ、次の⑴から⑺までのいずれかに

該当するものについては、政令第１１条第１項、第１２条第１項、第１９条第

１項及び第２項、第２０条第１項及び第２項、第２１条第１項、第２６条第１

項、第２８条の２第１項及び第２９条第１項の規定にかかわらず、屋内消火栓

設備、スプリンクラー設備、屋外消火栓設備、動力消防ポンプ設備、自動火災

報知設備、誘導灯、連結散水設備及び連結送水管を設置しないことができるも

のとする。 

 ⑴ 倉庫、塔屋部分等であって、不燃性の物件のみを収容するもの。 

 ⑵ 浄水場、汚水処理場等の用途に供する建築物で配水管、貯水池又は貯水槽

を収容するもの。 

 ⑶ 冷凍室又は冷蔵庫で、室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしたもの。 

 ⑷ 抄紙工場の抄紙作業場、サイダー、ビール、ジュース工場等の洗場又は充

填作業場等 

 ⑸ 不燃性の金属、石材等の加工工場で、可燃性のものを収納し、又は取り扱

わないもの 

 ⑹ 室内プール又は室内スケート場の用途に供するもの 

 ⑺ 金庫室等でその開口部に建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）

第１１２条第１項に規定する特定防火設備である防火戸（以下「特定防火設

備である防火戸」という。）又はこれと同等以上のものを設けたもの。 

 

４ 電気設備が設置されている部分に対する特例 

発電機、変圧器その他これらに類する電気設備（以下「電気設備」という。）

が次の⑴から⑸までのいずれかに該当する場合は、当該電気設備（ケーブルが

多条布設されるものにあっては、延焼防止上有効な措置を施したものに限る。）
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が設置されている部分（警備員等が常駐するものに限る。）に設置する不活性

ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備特殊を規則第１９条第

６項第５号の規定にかかわらず、移動式のものとすることができる。 

⑴ 密閉方式の電気設備（封じ切り方式又は窒素封入方式の電気設備であって、

内部に開閉接点を有しない構造のものに限る。）で絶縁劣化、アーク等によ

る発火危険のおそれが少なく、かつ、当該電気設備の容量が１５，０００キ

ロボルトアンペア未満のもの 

⑵ 密閉方式のＯＦ（ＯＩＬ ＦＩＬＬＥＤ）ケーブル油槽 

⑶ １，０００キロボルトアンペア未満の容量の電気設備 

⑷ 自家発電設備の基準（昭和４８年消防庁告示第１号）又はキュービクル式

非常電源専用受電設備の基準（昭和５０年消防庁告示第７号）に適合する構

造のキュービクルに収容されている電気設備 

⑸ 発電機及び変圧器のうち冷却又は絶縁のための油類（自己消火性のものを

除く。）を使用せず、かつ、水素ガス等可燃性ガスを発生するおそれのない

もの 

 

５ 鍛造場又は金属溶解設備等が設置されている部分に対する特例 

鍛造場又は金属溶解設備等が設置されている部分における不活性ガス消火

設備、ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備の設置については、規則第１９

条第６項第５号の規定にかかわらず、移動式のものとすることができる。 

 

６ 仮設建築物に対する特例 

屋内消火栓設備又は自動火災報知設備を設置しなければならない仮設建築

物（催事を目的とするものを除く。）で消火器及び非常警報器具又は非常警報

設備を設け、かつ頻繁に巡回する等容易に火災を感知できる措置をしたときは、

屋内消火栓設備又は自動火災報知設備を設置しないことができるものとする。 

 

７ プラットホーム、コンコース等に対する特例 

 ⑴ 両側開放のプラットホームに、政令第１１条に定める屋内消火栓設備を

設置した場合で、当該部分の事務所、倉庫、店舗等に有効に放水できるもの

については、政令第１１条第３項第１号イの規定は適用しないことができ

るものとする。 

 ⑵ 主要構造部を耐火構造（建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造を

いう。以下同じ。）とし、かつ、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを

不燃材料としたプラットホーム、コンコースその他これらに類する部分に

屋内消火栓設備を政令第１１条に定める技術上の基準に従い、又は当該技

術上の基準の例により設置した場合は、政令第２８条の２第１項の規定に
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かかわらず、当該部分に連結散水設備を設置しないことができるものとす

る。 

 

８ 屋内消火栓設備に対する特例 

 ⑴ 政令第１１条第１項に掲げる防火対象物又はその部分にスプリンクラー

設備を政令第１２条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準

の例により設置したときは、次のアからオまでに掲げる部分に限り屋内消

火栓設備を設置しないことができるものとする。 

  ア エレベーターの昇降路 

  イ 水平断面積２平方メートル未満のパイプシャフト等（各階で床打ちさ

れているものを含む。） 

  ウ 直接外気に開放されている廊下その他外部の気流が流通する場所 

  エ 放射線源を貯蔵し、又は破棄する室 

  オ 金庫室、便所、浴室等 

 ⑵ 政令第１１条第１項に掲げる防火対象物又はその部分のうち、不燃材料

で造られた部分で、電気設備、金属誘拐設備等があり、放水による消火が困

難と認められ、又は二次的危険の発生のおそれのある部分については、屋内

消火栓設備を設置しないことができるものとする。 

⑶ 政令第１１条第３項第２号に規定する屋内消火栓を防火対象物のロビー、

ホール、ダンスフロア、リハビリ室、体育館、講堂、その他これらに類する

部分に設置する場合で、可燃物の集積量が少なく、かつ、当該部分にホース

を直線的に延長し有効に放水できるものにあっては、同号イ⑴又はロ⑴に

規定する水平距離をそれぞれ２０メートル以下又は３０メートル以下とす

ることができるものとする。 

 

８の２ パッケージ型消火設備に対する特例 

  政令第１１条第１項に掲げる防火対象物又はその部分のうち、パッケージ

型消火設備を次の⑴から⑶のいずれかに該当する場所に設置するときは、「パ

ッケージ型消火設備の設置及び維持に関する技術上の基準を定める件」（平成

１６年消防庁告示第１２号）第３の規定にかかわらず、地階又は無窓階にパッ

ケージ型消火設備を設置することができるものとする。 

 ⑴ 壁面については、「消防用設備編 泡消火設備１０⑶ア及びイ」に該当す

るもの 

⑵ 次のア及びイに掲げる場所 

ア 使用形態が、自動車の修理場、駐車場、発電室、変電室、ボイラー室、

乾燥室及び通信機械室その他これらに類するものではないこと。 

イ 二方向避難が確保されている、主要な避難口を容易に見通すことができ
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る等、避難経路が明確であること。 

⑶ 居室等の各部分から常時出入りの用に供する廊下、通路及び屋外への出入

口を容易に見通し、識別でき及び避難することができるもので、かつ、居室

等の各部分からの歩行距離が、避難階にあっては２０ｍ以下、避難階以外の

階にあっては１０ｍ以下である場所。 

 

９ スプリンクラー設備に対する特例 

 ⑴ 政令第１２条第１項に掲げる防火対象物又はその部分に、スプリンクラ

ー設備を設置するときは、８・⑴・アからオまでに掲げる部分に限り補助散

水栓を設置しないことができるものとする。 

 ⑵ 政令第１２条第１項に掲げる防火対象物又はその部分のうち、不燃材料

で造られた部分で、電気設備、金属溶解設備等があり放水による消火が困難

と認められ、又は二次的危険のおそれのある部分については、補助散水栓を

設置しないことができるものとする。 

 ⑶ 政令第１２条第２項第２号ロに掲げる放水型ヘッド等を設置する防火対

象物又はその部分のうち、次のア又はイのいずれかに該当するものについ

ては、放水型ヘッド等その他のスプリンクラーヘッドを設置しないことが

できるものとする。 

  ア 体育館（主として競技を行うために使用するものに限る。）、ロビー、会

議場、通路その他これらに類する部分であって、次の(ｱ)から(ｳ)に該当す

るもの。 

   (ｱ) 当該部分の壁及び天井の仕上げが準不燃材料（建築基準法施行令第

１条第５号に規定する準不燃材料をいう。以下同じ。）であること 

   (ｲ) 当該部分において火気の使用がないこと 

   (ｳ) 当該部分に多量の可燃物が存しないこと 

⑷ ラック式倉庫にスプリンクラー設備を「ラック式倉庫の防火安全対策ガイ

ドラインについて」（平成１０年消防長通知消防予第１９号）により設置し

たときは、スプリンクラー設備の一部又は全部を設置しないことができるも

のとする。 

⑸ 政令第１２条第１項第１号に掲げる防火対象物のうち、次のアからエまで

のすべてに該当するものについては、一般住宅の用途に供される部分に限り

スプリンクラー設備を設置しないことができるものとする。 

 ア 主要構造部が、準耐火構造（建築基準法第２条第７号の２に規定する準

耐火構造をいう。以下同じ。）であること。 

 イ 防火対象物全体に消火器及び自動火災報知設備が政令第１０条及び第

２１条の技術上の基準に従い設置されており、一般住宅の用途に供される

部分の居室には規則第２３条第４項第１号二に掲げる場所を除き、煙感知
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器が設置されていること。 

 ウ 自動火災報知設備の感知器の作動と連動して起動する消防機関へ通報

する火災報知設備が政令第２３条の技術上の基準に従い設置されている

こと。 

 エ 一般住宅の用途に供される部分（階段及び通路等の共有部分を除く。）

の同一階及び上階に一般住宅の用途に供される部分以外の部分（以下「非

住宅部分」という。）が存しないこと。ただし、一般住宅の用途に供され

る部分と非住宅部分が同一階に存する場合で、それぞれの部分が準耐火

構造の壁及び床で区画され、その開口部に防火戸（建築基準法第２条第９

号の２ロに規定する防火設備であるものに限る。以下同じ。）（随時開くこ

とができる自動閉鎖装置付のもの又は随時閉鎖することができ、かつ、煙

感知器の作動と連動して閉鎖するものに限る。）が設置されている場合は

この限りでない。 

⑹ 押入れ又は物置（以下「押入れ等」という。）で、次のアからウまでのす

べてに該当するものは、政令第１２条第２項第１号の規定にかかわらず、ス

プリンクラーヘッドを設置しないことができるものとする。 

  ア 床面積が１㎡以下であること。 

  イ 壁及び天井の室内に面する部分の仕上げが準不燃材料であること。 

  ウ スプリンクラーヘッドが押入れ等の出入口に面して次の(ｱ)から(ｳ)ま

でのいずれかにより設けられていること。 

   (ｱ) 押入れ等の各部分までの水平距離が政令第１２条第２項第２号イ

の表に定める距離となる位置に閉鎖型スプリンクラーヘッドのうち標

準型ヘッド（小区画型ヘッドを除く。）が設けられていること。 

   (ｲ) 押入れ等の各部分までの水平距離が２．６ｍ以下となる位置に小区

画ヘッドが設けられていること。 

   (ｳ) 押入れ等の各部分が、側壁型ヘッドを取り付ける面の水平方向の両

側にそれぞれ１．８ｍ以内、かつ、前方３．６ｍ以内となる範囲に包含

される位置に側壁型ヘッドが設けられていること。 

 

９の２ 泡消火設備に対する特例 

  政令別表第１に掲げる防火対象物又はその部分のうち、次の各号に掲げる

部分のうち、床面から天井までの高さが１０ｍ以下の部分については、泡消火

設備に代えて、「特定駐車場における必要とされる防火安全性能を有する消防

の用に供する設備等に関する省令」（平成２６年総務省令第２３号）第２条第

２号に規定する特定駐車場用泡消火設備を設けることができるものとする。 

 ⑴ 駐車の用に供する部分の床面積の合計が７００㎡以上の防火対象物（駐

車するすべての車両が同時に屋外に出ることができる構造の階を除く。） 
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 ⑵ 吹抜け部分を共有する防火対象物の２以上の階で、駐車の用に供する部

分の床面積の合計が２００㎡以上のもの 

 ⑶ 防火対象物の屋上で、駐車の用に供する部分の床面積が２００㎡以上の

もの 

 

10 不活性ガス消火設備等に対する特例 

特定防火対象物の厨房部分に消防法施行令第１２条に定めるスプリンクラ

ー設備を設置した場合は、消防法施行令第１３条に定める不活性ガス消火設備、

ハロゲン化物消火設備又は粉末消火設備を設置しないことができるものとす

る。 

 

11 自動火災報知設備に対する特例 

⑴ 政令第２１条第１項に掲げる防火対象物に存する部分のうち、次のアか 

らクまでのいずれかに該当するものについては、政令第２１条第２項の規定

にかかわらず、自動火災報知設備の感知器を設けないことができるものとす

る。 

ア 恒温室、冷蔵庫、冷凍庫等で当該場所における温度状況を常時有効に 

監視できる自動温度表示装置（非常電源を付置したもの又は専用回路と

したもので、全面３ｍの位置から容易に確認できる赤色の灯火及びベル

又はブザー等を設けてあるものに限る。）を防災センター等常時人のいる

場所に設けてあるもの 

イ 押入れ等で、床面積１㎡以下のもの又は床面積３．３㎡以下で次の(ｱ)

若しくは(ｲ)に該当するもの 

  (ｱ) その場所で出火した場合でも延焼のおそれのない構造であること。 

  (ｲ) その上部の天井裏に感知器を設けてあること。 

ウ 準耐火建築物（建築基準法第２条第９号の３イ又はロのいずれかに該

当する建築物）の天井裏、小屋裏等で不燃材料の壁、天井及び床で区画さ

れている部分 

エ 耐火構造の壁で造られ、その開口部に防火戸又はこれらと同等以上の

ものを設けてあるパイプシャフト等で次に掲げるもの 

  (ｱ) 水平断面積１㎡以下のもの 

  (ｲ) 各階で床打ちされており、床面積２㎡以下のもの 

オ 陶磁器の焼成、金属の溶解若しくは鋳造又は鍛造設備のある場所のう

ち、感知器により火災を有効に感知できない部分 

 カ 振動が著しく、感知器の機能の保持が困難な場所 

 キ 便所、浴室等 

 ク 金属を著しく腐食するおそれのある場所 
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⑵ 政令第２１条第１項第２号から第４号までの規定により自動火災報知

設備を設置する場合、次のアからウまでのいずれかに該当するものは、一

般住宅に供される部分に限り感知器を設置しないことができるものとす

る。 

 ア 政令第２１条第１項第２号に規定する防火対象物で、一般住宅の用途

に供される部分（廊下、階段等の共用部分を除く。以下同じ。）を除い

た面積が２００㎡未満の防火対象物 

 イ 政令第２１条第１項第３号に規定する防火対象物（政令別表第１⒃項

イに該当するものにあっては、政令第２１条第１項第１号に規定する用

途が存するものを除く。）で、一般住宅の用途に供される部分を除いた

面積が３００㎡未満の防火対象物 

 ウ 政令第２１条第１項第４号に規定する防火対象物（政令別表第１⑸項

ロに該当するものを除く。）で、一般住宅の用途に供される部分を除い

た面積が５００㎡未満の防火対象物 

⑶ 次のアからウまでのすべてに該当するものは、政令第２１条第１項第３

号の規定にかかわらず、自動火災報知設備を設置しないことができるもの

とする。ただし、政令第２１条第１項第１号に規定する用途が存するもの

を除く。 

 ア 平屋を除き主要構造部は、木造（準耐火構造を除く。）以外の構造で

あること。 

 イ 延べ面積は、５００㎡未満であること。 

 ウ 政令第２１条第１項第３号イ又はロに規定する用途（以下「特定用途」

という。）に供される部分が、次の条件のすべてに適合すること。 

  (ｱ) 特定用途に供される部分の存する階は避難階（建基令第１３条第

１号に規定する避難階をいう。以下同じ。）又はその直上階（特定用

途として取扱われても不特定多数の者の出入りがない倉庫、更衣室等

に限る。)であり、かつ、無窓階以外の階であること。 

  (ｲ) 避難階における特定用途に供される部分の床面積の合計は、150㎡

未満であること。 

  (ｳ) すべての特定用途に供される部分から主要な避難口に容易に避難

できること。 

⑷ 避難階以外の階(１階及び２階を除くものとし、規則第 4 条の２の２で

定める避難上有効な開口部を有しない壁で区画されている部分が存する

場合にあっては、その区画された部分とする。)のすべてが次のいずれか

に該当する場合は、政令第２１条第１項第７号の規定にかかわらず、自動

火災報知設備を設置しないことができるものとする。ただし、政令第２１

条第１項第１号に規定する用途が存するものを除く。 
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 ア 居室以外の部分（機械室、倉庫等）であり、不特定多数の者の出入り

がないもの 

  イ 実態上の用途が特定用途以外の用途に供される部分であるが、「第１

章 通則 １－１ 令別表第１に掲げる防火対象物の取扱いについ

て」１・⑵により、主たる用途に供される部分の従属的な部分を構成

すると認められる部分として取扱われているもの 

  ウ 一般住宅の用途に供される部分であるが「第１章 通則 １－１ 

令別表第１に掲げる防火対象物の取扱いについて」２・⑵により防火

対象物全体が単独の特定用途に供される防火対象物として取扱われて

いるもの 

 

12 消防機関へ通報する火災報知設備に対する特例 

同一敷地内に存する複数の防火対象物（いずれも消防機関へ通報する火災

報知設備の設置義務がある対象物）の主たる棟に火災通報装置本体を設置

し、かつ、主たる棟以外の棟（以下「別棟」という。）に当該火災通報装置の

遠隔起動装置を設置する場合で、次の⑴から⑷までにより設ける場合は、別

棟について消防機関へ通報する火災報知設備が設置されているものとして取

扱うことができるものとする。 

⑴ 火災通報装置本体及び別棟に設置される遠隔起動装置（以下「代替遠隔

起動装置」という。）の一は防災センター等(常時人がいる場所に限る。)に

設置されていること。ただし、無人となることがある別棟に設置される代

替遠隔起動装置については、多数の者の目にふれやすく、かつ、火災に際

し速やかに操作できる箇所及び防災センター等（有人のときには人がいる

場所に限る。）に設置することをもって代えることとすることができる。 

⑵ 主たる棟と別棟の防災センター等相互間で同時に通話することのできる

設備が設けられていること。 

⑶ 火災時において、通報連絡、初期消火、避難誘導等所要の措置を講じる

ことのできる体制が整備されていること。 

⑷ 別棟は、規則第２５条第３項第４号の規定に適合するものであること。 

 

13 放送設備に対する特例 

政令第２４条第２項、第３項に掲げる防火対象物に存する部分のうち、放

送設備の操作部等が設置されている小規模な管理事務室において、次に該当

するものについては、政令第２４条第４項の規定にかかわらず、放送設備の

スピーカーを設けないことができるものとする。 

 ⑴ 操作部等にモニタースピーカーが設置されていること。 

 ⑵ 当該放送区域（管理事務室等）の各部分から操作部等のモニタースピー
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カーまでの水平距離が１０ｍ以下であること。 

 

14 誘導灯及び誘導標識に対する特例 

⑴ 規則第２８条の３の規定にかかわらず、次のアからエまでのいずれかに

該当するものについては、避難口誘導灯を設けないことができるものとす

る。 

ア 防火対象物（地上１階又は２階のものに限る。）の避難階で当該防火 

対象物の窓から容易に避難できる避難口 

イ 屋内から直接地上に通ずる出入口の附室の屋外に面する出入口のう

ち、当該附室から容易に外部を見とおし、かつ、識別することができる

主要な避難口 

ウ 政令別表第１（５）項ロに掲げる防火対象物及び政令別表第１（16）

項イの防火対象物で（５）項ロに掲げる用途に供される階のうち、次の

(ｱ)及び(ｲ)に掲げる主要な避難口。ただし、不特定多数の者の避難経路

となる部分及び１１階以上の部分は除く。 

(ｱ) 階段室及び廊下が開放式である直通階段の出入口 

(ｲ) 居室内から直接主要な避難口となる出入口 

エ 常時出入りの用に供する廊下、通路及び屋外への出入口を居室の各部

分から容易に見通し、識別でき、避難することができるもので、かつ、

居室内の各部分から１０ｍ未満に存する避難口 

⑵ 規則第２８条の３の規定にかかわらず次のアからウまでのいずれかに該

当するものについては、通路誘導灯を設けないことができるものとする。 

ア 自然採光が避難上十分な開放式の廊下等及び階段 

イ 避難階にある廊下等の各部分から屋外を容易に見とおすことができ、

かつ、容易に避難することができる開口部を有する廊下等 

ウ 政令別表第１（６）項ニの防火対象物のうち、幼稚園（実態上幼稚園

に準ずるものを含む。以下同じ。）又は幼稚園と政令別表第１（７）項に

掲げる用途が複合する場合で、日の出から日没までの間のみ使用するも

ので採光が避難上十分である廊下等 

⑶ 規則第２８条の３第４項第２号の規定にかかわらず、次のア又はイのい

ずれかに該当するものについては、誘導灯を消灯することができるものと

する。 

ア 自動火災報知設備が設置されていない防火対象物において、当該防火

対象物が無人である場合や外光により避難口又は避難の方向が識別でき

る場所に次の(ｱ)から(ｳ)により誘導灯を設置する場合 

(ｱ) 誘導灯の消灯方法は、階段灯用点滅器、１階（避難階）共用灯用 

点滅器及び誘導灯手動点滅器（設置場所については、玄関ホール又は
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事務所内等の防火管理を適切に行うことができる場所）のすべてを開

（ＯＦＦ）とした場合に、消灯すること。 

(ｲ) 誘導灯の点灯方法は、前(ｱ)の点滅器のいずれかを閉（ＯＮ）とし

た場合に、点灯すること。 

(ｳ)  誘導灯の電気回路は、別添配線系統図に準じて行うこと。 

イ 展示場、体育館等における一時的な催物に際し、特に暗さが要求さ

れ、誘導灯を直ちに点灯することが可能な防火管理体制が確保されてい

る場合。 

⑷ 誘導標識は、規則第２８条の３第５項の規定にかかわらず、防火対象物

の居室内及び居室からの避難口又は誘導灯の有効範囲及び避難階で、次の

ア及びイに該当するものについては、設置を要しないものとする。 

  ア 屋内から容易に外部を見とおすことができる。 

  イ 避難口が容易に識別することができる。 

 

15 連結散水設備に対する特例 

 ⑴ 政令第２８条の２の規定にかかわらず、「特定共同住宅等における必要

とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等に関する省令」

（平成１７年総務省令第４０号。以下「４０号省令」という。）に規定す

る特定共同住宅等で、次のア及びイに該当するものについては、連結散水

設備を設置しないことができるものとする。 

  ア ４０号省令第２条第９号に定める開放型特定共同住宅等（以下「開放

型特定共同住宅等」という。）」又は同条第１０号に定める二方向避難・

開放型特定共同住宅等（以下「二方向避難・開放型特定共同住宅等」と

いう。）であること。 

  イ ４０号省令第２条第２号に定める住戸等のうち、同条第６号に定める

開放型廊下（以下「開放型廊下」という。）又は同条第７号に定める開

放型階段（以下「開放型階段」という。）に主たる出入口が面する住

戸、共用室及び管理人室（以下「開放型廊下等に面する住戸等」とい

う。）、開放型廊下並びに開放型階段の部分を除く地階の床面積の合計が

７００㎡未満であること。 

⑵ 政令第２８条の２の規定により連結散水設備を設置する場合において、

開放型特定共同住宅等又は二方向避難・開放型特定共同住宅等における開

放型廊下等に面する住戸等、開放型廊下及び開放型階段の部分について

は、規則第３０条の２の規定にかかわらず、散水ヘッドを設置しないこと

ができるものとする。 

 

16 非常電源に対する特例 
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 ⑴ 非常動力装置を次のアからキまでにより設ける場合は、屋内消火栓設備

の加圧送水装置の非常電源の代替えとして認めて差し支えないものとす

る。 

  ア 床面積の合計が２，０００㎡以下の防火対象物であること。 

  イ 非常動力装置は、規則第３１条の４第１項の認定を受け、同条第２項

の規定による表示が付されているものであること。 

  ウ 非常動力装置は、停電を確認したら自動的に起動するものであるこ

と。 

  エ 非常動力装置は、規則第１２条第１項第４号ロの規定に準じて設ける

こと。 

  オ 非常動力装置を１時間以上駆動できるための換気設備及び操作のため

の非常用照明装置を設けた室に設けること。 

  カ 屋内消火栓設備の起動装置及び表示灯に対しては、別途非常電源が必

要であること。 

  キ 屋内消火栓設備の加圧送水装置の原動機は、電動機によるものである

こと。 

 ⑵ 非常コンセント設備の非常電源を非常電源専用受電設備とする場合、当

該非常電源に他の消防用設備等がない場合にあっては、次のアからウま

でにより非常コンセント回路を設けることにより、規則第１２条第１項

第４号に規定する非常電源とすることができる。 

  ア 高圧受電設備又は配電盤等に非常コンセント設備専用の配線用遮断器

を設け「非常コンセント」と表示するとともに、当該配線用遮断器には

容易に遮断できない措置をすること。 

  イ 高圧受電設備又は配電盤等及び一次配線側（引込みから高圧受電設備

又は配電盤等の配線）は１０階未満の階に設けること。 

  ウ アの配線用遮断器から非常コンセントまでの配線は規則第１２条第１

項第４号ホに定める措置を講じること。 
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17 特例基準の適用について 

この特例基準及び他の通知等に定めのない事項について特例を適用する場

合は、消防長及び予防課長と十分に協議を行うこと。 

 


